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2.3 全交流動力電源喪失 

2.3.1 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ） 

2.3.1.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」に含まれる

事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すと

おり，①「外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋ＨＰＣＳ失敗（ＲＣＩＣ成功）」及び

②「サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋ＨＰＣ

Ｓ失敗（ＲＣＩＣ成功）」である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」は，全交流

動力電源喪失後，蒸気駆動の原子炉隔離時冷却系が自動起動し設計基準事

故対処設備として期待する期間は運転を継続するものの，その期間を超え

た後に蓄電池の直流電源供給能力の枯渇により機能喪失することで，原子

炉へ注水する機能が喪失することを想定する。このため，原子炉圧力制御

に伴い原子炉圧力容器内の蒸気が流出し，保有水量が減少することで原子

炉水位が低下し，緩和措置が取られない場合には，原子炉水位の低下が継

続し，炉心が露出することで炉心損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，全交流動力電源が喪失した状態において，

直流電源の枯渇により蒸気駆動の原子炉注水機能も喪失することで炉心損

傷に至る事故シーケンスグループである。このため，重大事故等対策の有

効性評価には，直流電源及び交流動力電源の供給機能に対する重大事故等

対処設備並びに交流動力電源を必要としない重大事故等対処設備に期待す

ることが考えられる。 
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以上により，本事故シーケンスグループでは，一定期間の蓄電池からの

給電を確保し蒸気駆動の原子炉注水機能を用いた原子炉注水により原子炉

水位を維持し，その後，原子炉圧力容器を強制的に減圧し，可搬型の原子

炉注水機能を用いて原子炉へ注水することによって炉心損傷の防止を図る。

また，可搬型の格納容器冷却機能を用いて格納容器冷却を実施するととも

に，代替交流電源設備により交流動力電源を復旧し，最終的な熱の逃がし

場へ熱の輸送を行うことによって除熱を行い，格納容器破損の防止を図る。 

(3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」において，

炉心が著しい損傷に至ることなく，かつ十分な冷却を可能とするため，初

期の対策として所内常設直流電源設備，原子炉隔離時冷却系，逃がし安全

弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧及び可搬型代替注水中型

ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水手段を整備し，

安定状態に向けた対策として，常設代替高圧電源装置からの給電後の残留

熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水手段を整備する。また，格納容

器の健全性を維持するため，安定状態に向けた対策として，可搬型代替注

水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納

容器冷却手段並びに常設代替高圧電源装置からの給電後の残留熱除去系

（格納容器スプレイ冷却系）及び残留熱除去系（サプレッション・プール

冷却系）による格納容器除熱手段を整備する。対策の概略系統図を第 2.3.1

－1 図に，対応手順の概要を第 2.3.1－2 図に示すとともに，重大事故等対

策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における手順と設備との関

係を第 2.3.1－1 表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，必要
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な要員は災害対策要員（初動）24 名及び事象発生から 2 時間以降に期待す

る参集要員 6 名である。 

災害対策要員（初動）の内訳は，当直発電長 1 名，当直副発電長 1 名，

運転操作対応を行う当直運転員 5 名，指揮，通報連絡を行う災害対策要員

（指揮者等）4 名及び現場操作を行う重大事故等対応要員 13 名である。 

参集要員の内訳は，燃料給油操作を行う重大事故等対応要員 2 名，可搬

型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注

水の流量調整を行う重大事故等対応要員 2 名並びに可搬型代替注水中型ポ

ンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却

の現場系統構成及び流量調整を行う重大事故等対応要員 2 名である。 

必要な要員と作業項目について第 2.3.1－3 図に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目

を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，災害対策

要員（初動）24 名及び参集要員 6 名で対処可能である。 

ａ．原子炉スクラム及び全交流動力電源喪失の確認 

外部電源が喪失するとともに，非常用ディーゼル発電機等が全て機能

喪失することで，全交流動力電源喪失となり，原子炉がスクラムしたこ

とを確認する。また，主蒸気隔離弁が閉止し，逃がし安全弁（安全弁機

能）により原子炉圧力が制御されるとともに，再循環ポンプが停止した

ことを確認する。 

原子炉スクラム及び全交流動力電源喪失の確認に必要な計装設備は，

平均出力領域計装，原子炉圧力等である。 

ｂ．原子炉隔離時冷却系の自動起動の確認 

原子炉水位が原子炉水位異常低下（レベル２）設定点に到達した時点

で原子炉隔離時冷却系が自動起動したことを確認する。 
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原子炉隔離時冷却系の自動起動の確認に必要な計装設備は，原子炉水

位（広帯域），原子炉水位（燃料域），原子炉隔離時冷却系系統流量等で

ある。 

ｃ．原子炉水位の調整操作（原子炉隔離時冷却系） 

原子炉隔離時冷却系の起動により原子炉注水が開始され，原子炉水位

が回復したことを確認する。また，原子炉水位回復後は，原子炉水位を

原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点

の間で維持する。 

原子炉水位の調整操作（原子炉隔離時冷却系）に必要な計装設備は，

原子炉水位（広帯域），原子炉水位（燃料域）等である。 

ｄ．早期の電源回復不能の確認 

全交流動力電源喪失の確認後，中央制御室からの遠隔操作により外部

電源の受電及び非常用ディーゼル発電機等の起動ができず，非常用母線

の電源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断する。これによ

り，常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電準備操作を開始する。 

ｅ．電源確保操作対応 

早期の電源回復不能の確認後，非常用ディーゼル発電機等の機能回復

操作及び外部電源の機能回復操作を実施する。 

ｆ．可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）の起動

準備操作 

全交流動力電源喪失に伴う低圧注水機能喪失の確認後，可搬型代替注

水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水準備

を開始する。原子炉建屋内の現場操作にて原子炉注水に必要な系統構成

操作を実施し，屋外の現場操作にて可搬型代替注水中型ポンプの準備，

ホース敷設等を実施後にポンプ起動操作を実施する。
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ｇ．逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作 

サプレッション・プール水温度がサプレッション・プール熱容量制限

（原子炉が高圧の場合は 65℃）に到達したことを確認し，可搬型代替注

水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）の起動準備操作が完了

した後に，中央制御室からの遠隔操作により逃がし安全弁（自動減圧機

能）7 弁を手動開放し，原子炉減圧を実施する。 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作に必要な

計装設備は，原子炉圧力等である。 

原子炉水位が燃料有効長頂部に到達した場合は炉心損傷がないことを

継続的に確認する。 

炉心損傷がないことを継続的に確認するために必要な計装設備は，格

納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）及び格納容器雰囲気放射線モニタ

（Ｓ／Ｃ）である。 

ｈ．原子炉水位の調整操作（低圧代替注水系（可搬型）） 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作により，

原子炉圧力が可搬型代替注水中型ポンプの吐出圧力を下回ると，原子炉

注水が開始され，原子炉水位が回復したことを確認する。原子炉水位回

復後は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位

高（レベル８）設定点の間で維持する。また，原子炉圧力の低下により

原子炉隔離時冷却系が停止したことを確認する。 

原子炉水位の調整操作（低圧代替注水系（可搬型））に必要な計装設備

は，原子炉水位（広帯域），原子炉水位（燃料域），低圧代替注水系原子

炉注水流量等である。 

ｉ．タンクローリによる燃料給油操作 

タンクローリにより可搬型設備用軽油タンクから可搬型代替注水中型
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ポンプに燃料給油を実施する。 

ｊ．直流電源の負荷切離操作 

早期の電源回復不能の確認後，中央制御室内及び現場配電盤にて所内

常設直流電源設備の不要な負荷の切離しを実施することにより 24 時間

後までの蓄電池による直流電源供給を確保する。 

ｋ．可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可

搬型）による格納容器冷却操作 

全交流動力電源喪失に伴い崩壊熱除去機能を喪失しているため，格納

容器圧力及び雰囲気温度が上昇する。格納容器圧力が 279kPa[gage]に到

達した場合又はドライウェル雰囲気温度がドライウェル設計温度である

171℃に近接した場合は，現場操作にて可搬型代替注水中型ポンプを用い

た代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作を実

施する。また，同じ可搬型代替注水中型ポンプを用いて原子炉注水操作

を継続する。 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可

搬型）による格納容器冷却操作に必要な計装設備は，ドライウェル圧力，

サプレッション・チェンバ圧力，低圧代替注水系格納容器スプレイ流量，

サプレッション・プール水位等である。 

ｌ．常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作 

外部電源喪失の確認後，中央制御室からの遠隔操作により常設代替高

圧電源装置から緊急用母線を受電する。 

常設代替高圧電源装置による緊急用母線受電操作に必要な計装設備は，

緊急用Ｍ／Ｃ電圧である。 

ｍ．常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電準備操作 

早期の電源回復不能の確認後，中央制御室及び現場にて常設代替高圧
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電源装置による非常用母線の受電準備操作を実施する。 

ｎ．常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作 

常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作及び非常用母線の

受電準備操作の完了後，中央制御室からの遠隔操作により常設代替高圧

電源装置から緊急用母線を介して非常用母線を受電する。 

常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作に必要な計装設備

は，Ｍ／Ｃ ２Ｃ及びＭ／Ｃ ２Ｄ電圧である。 

ｏ．残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水操作並びに残留熱除去

系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・

プール冷却系）による格納容器除熱操作 

常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作の完了後，残留熱

除去系海水系の起動操作を実施する。その後，可搬型代替注水中型ポン

プを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水及び代替格納容

器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却を停止し，残留熱除去

系（低圧注水系）による原子炉注水操作並びに残留熱除去系（格納容器

スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）

による格納容器除熱を実施する。 

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水操作並びに残留熱除去

系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プ

ール冷却系）による格納容器除熱操作に必要な計装設備は，原子炉水位

（広帯域），残留熱除去系系統流量等である。 

ｐ．使用済燃料プールの冷却操作 

代替燃料プール冷却系等を用いて使用済燃料プールへの注水操作及び

冷却操作を実施する。 
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以降，炉心冷却は残留熱除去系（低圧注水系）を用いた原子炉注水によ

り原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベ

ル８）設定点の間で維持することで継続的に実施し，格納容器除熱は，原

子炉注水の停止期間中に残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残

留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）により実施する。 

2.3.1.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンス

は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，外部電源

喪失を起因事象とし，全ての非常用ディーゼル発電機等が機能喪失するこ

とで原子炉隔離時冷却系を除く注水機能が喪失する「外部電源喪失＋ＤＧ

失敗＋ＨＰＣＳ失敗（ＲＣＩＣ成功）」である。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒表面熱伝達，

沸騰遷移，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液

分離（水位変化）・対向流，気液熱非平衡及び三次元効果，原子炉圧力容器

における冷却材放出（臨界流・差圧流），沸騰・凝縮・ボイド率変化，気液

分離（水位変化）・対向流及びＥＣＣＳ注水（給水系及び代替注水設備含む）

並びに格納容器における格納容器各領域間の流動，気液界面の熱伝達，構

造材との熱伝達及び内部熱伝導，スプレイ冷却及びサプレッション・プー

ル冷却が重要現象となる。よって，これらの現象を適切に評価することが

可能である長期間熱水力過渡変化解析コードＳＡＦＥＲ及びシビアアクシ

デント総合解析コードＭＡＡＰにより，原子炉圧力，原子炉水位，燃料被

覆管温度，格納容器圧力，格納容器雰囲気温度等の過渡応答を求める。な

お，本有効性評価では，ＳＡＦＥＲコードによる燃料被覆管温度の評価結
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果は，ベストフィット曲線の破裂判断基準に対して十分な余裕があること

から，燃料被覆管温度が高温となる領域において，燃料棒やチャンネルボ

ックスの幾何学的配置を考慮した詳細な輻射熱伝達計算を行うことで燃料

被覆管温度をＳＡＦＥＲコードよりも低めに評価するＣＨＡＳＴＥコード

は使用しない。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本

重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目と

なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する主要な解析条件を第 2.3.1－2 表に示す。

また，主要な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の解析条件を

以下に示す。 

ａ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，

外部電源が喪失するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

全ての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定し，全交流動力

電源が喪失するものとする。 

(c) 外部電源 

起因事象として，外部電源が喪失することを想定している。 
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ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム 

原子炉水位低下を厳しくする観点で，外部電源喪失に伴うタービン

蒸気加減弁急閉信号及び原子炉保護系電源喪失による原子炉スクラム

については保守的に考慮せず，原子炉水位低（レベル３）信号により

原子炉スクラムするものとする。 

(b) 主蒸気隔離弁 

主蒸気隔離弁は，外部電源喪失により制御電源である原子炉保護系

電源が喪失し，閉止するものとする。 

(c) 再循環ポンプ 

再循環ポンプは，外部電源喪失により駆動電源が喪失し，全台停止

するものとする。 

(d) 逃がし安全弁 

逃がし安全弁（安全弁機能）にて原子炉冷却材圧力バウンダリの過

度の圧力上昇を抑制するものとする。また，原子炉減圧には，逃がし

安全弁（自動減圧機能）7 弁を使用するものとし，容量として，1 弁当

たり定格主蒸気流量の約 6％を処理するものとする。 

（添付資料 2.3.1.1） 

(e) 原子炉隔離時冷却系 

原子炉水位異常低下（レベル２）信号により自動起動し，136.7m３

／h（原子炉圧力 1.04MPa[gage]～7.86MPa[gage]において）の流量で

原子炉へ注水するものとする。原子炉水位が原子炉水位高（レベル８）

設定点まで回復した以降は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）

設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の範囲に維持する。また，

原子炉減圧時の可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系
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（可搬型）による原子炉水位回復性能を確認する観点で，原子炉減圧

と同時に注水を停止する。 

(f) 残留熱除去系（低圧注水系） 

残留熱除去系ポンプ 1 台を使用するものとし，非常用母線の受電が

完了した後に手動起動し，0m３／h～1,676m３／h（0MPa[dif] ※～

1.55MPa[dif]において）の流量で原子炉へ注水するものとする。伝熱

容量は，熱交換器の設計性能に基づき 1 基当たり約 43MW（サプレッシ

ョン・プール水温度 100℃，海水温度 32℃において）とする。なお，

原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レ

ベル８）設定点の間で維持しつつ，原子炉注水の停止期間中に格納容

器スプレイ又はサプレッション・プール冷却を実施するものとする。 

※ MPa[dif]…原子炉圧力容器と水源との差圧（以下同様） 

(g) 低圧代替注水系（可搬型） 

可搬型代替注水中型ポンプ 2 台を使用するものとし，注水流量は，

原子炉注水のみを実施する場合は，機器設計上の最小要求値である最

小流量特性（注水流量：0m３／h～110m３／h，注水圧力：0MPa[dif]～

1.4MPa[dif]）とし，原子炉注水と格納容器スプレイを同時に実施する

場合は，50m３／h（一定）を用いるものとする。また，原子炉水位が

原子炉水位高（レベル８）設定点まで回復した以降は，原子炉水位を

原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定

点の範囲に維持し，交流動力電源復旧後の事象発生から 24 時間 5 分後

に停止する。 

(h) 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型） 

低圧代替注水系（可搬型）と同じ可搬型代替注水中型ポンプ 2 台を

使用するものとし，スプレイ流量は，運転手順に基づき 130m３／h（一
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定）を用いるものとする。また，格納容器圧力が 217kPa[gage]に到達

した場合に停止し，279kPa[gage]に到達した場合に再開し，交流動力

電源復旧後の事象発生から 24 時間 5 分後に停止する。 

(i) 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）及び残留熱除去系（サプ

レッション・プール冷却系）

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水を停止している期間

に 1.9×10３m３／h の流量で格納容器へスプレイするものとし，そのう

ち 95％をドライウェルへ，5％をサプレッション・チェンバへ分配す

るものとする。なお，格納容器スプレイ実施中に格納容器圧力が

13.7kPa[gage]に到達した時点でサプレッション・プール冷却運転に切

り替える。 

伝熱容量は，熱交換器の設計性能に基づき 1 基当たり約 43MW（サプ

レッション・プール水温度 100℃，海水温度 32℃において）とする。

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対

する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 交流動力電源は 24 時間使用できないものとし，事象発生から 24 時

間後に常設代替高圧電源装置により非常用母線への給電を開始す

る。

(b) 所内常設直流電源設備は，事象発生から 1 時間経過するまでに中央

制御室にて不要な負荷を切り離し，事象発生から 8 時間後に現場に

て不要な負荷の切離しを実施する。

(c) 逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作（可搬

型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原
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子炉注水操作）は，余裕時間を確認する観点で事象発生の 8 時間後

に可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）の

起動準備操作が完了するものとし，原子炉減圧操作に要する時間を

考慮して，事象発生から 8 時間 1 分後に実施する。なお，全交流動

力電源喪失時において，直流電源の容量やポンプ室の温度上昇等を

考慮しても，少なくとも事象発生から 8 時間後まではサプレッショ

ン・プールを水源とした原子炉隔離時冷却系による原子炉注水が継

続可能であることを確認している。 

(d) 可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（ 可 搬 型 ） に よ る 格 納 容 器 冷 却 操 作 は ， 格 納 容 器 圧 力 が

279kPa[gage]に到達した場合に実施する。 

(e)  残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水操作並びに残留熱除

去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッショ

ン・プール冷却系）による格納容器除熱操作は，常設代替高圧電源

装置による非常用母線の受電操作の完了後に残留熱除去系の起動

操作に要する時間を考慮して，事象発生から 24 時間 10 分後に実施

する。 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内

外水位）※，注水流量，逃がし安全弁からの蒸気流量及び原子炉圧力容器

内の保有水量の推移を第 2.3.1－4 図から第 2.3.1－8 図に，燃料被覆管温

度，燃料被覆管最高温度発生位置における熱伝達係数，燃料被覆管最高温

度発生位置におけるボイド率，高出力燃料集合体のボイド率，炉心下部プ

レナム部のボイド率の推移及び燃料被覆管破裂が発生した時点の燃料被覆
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管温度と燃料被覆管の円周方向の応力の関係を第2.3.1－9図から第2.3.1

－14 図に，格納容器圧力，格納容器雰囲気温度，サプレッション・プール

水位及びサプレッション・プール水温度の推移を第 2.3.1－15 図から第

2.3.1－18 図に示す。 

※ 炉心冷却の観点ではシュラウド内水位に着目し，運転員操作の観点ではシュ

ラウド外水位に着目するためシュラウド内外水位を合わせて示している。な

お，シュラウド内は炉心部で発生するボイドを含む水位であることから，原

子炉水位が低下する過程ではシュラウド外水位と比較して高めの水位を示す。 

ａ．事象進展 

全交流動力電源喪失後，原子炉スクラム，主蒸気隔離弁の閉止及び再

循環ポンプの停止が発生し，原子炉水位が原子炉水位異常低下（レベル

２）設定点に到達すると，原子炉隔離時冷却系が自動起動し，原子炉へ

の注水が開始されることで，原子炉水位は維持される。 

所内常設直流電源設備は，事象発生から 1 時間経過するまでに中央制

御室にて，事象発生から 8 時間後に現場にて不要な負荷の切離しを実施

することにより，24 時間にわたり重大事故等の対応に必要な設備に電源

を供給可能である。 

（添付資料 2.3.1.2） 

事象発生の 8 時間後に可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注

水系（可搬型）の起動準備操作が完了した時点で，逃がし安全弁（自動

減圧機能）7 弁の手動による原子炉減圧操作を実施する。逃がし安全弁

（自動減圧機能）開放による蒸気流出によって原子炉水位が一時的に低

下するが，可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水が開始されることで原子炉水位は回復し，炉心の冷却

は維持される。なお，原子炉隔離時冷却系は，原子炉減圧と同時に停止
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する想定とする。 

（添付資料 2.3.1.3） 

事象発生から 24 時間後に常設代替高圧電源装置による非常用母線へ

の交流動力電源供給を開始し，その後中央制御室からの遠隔操作により

残留熱除去系（低圧注水系）を起動し，原子炉注水を開始することで，

その後も炉心の冷却は維持される。 

また，全交流動力電源喪失に伴い崩壊熱除去機能が喪失しているため，

原子炉圧力容器内で発生した蒸気が逃がし安全弁を介して格納容器内に

放出されることで，格納容器圧力及び雰囲気温度は徐々に上昇する。こ

のため，事象発生の約 13 時間後に格納容器圧力が 279kPa[gage]に到達

した時点で，可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作を開始し，事象発生の 24 時間

後に交流動力電源が復旧した時点で残留熱除去系（格納容器スプレイ冷

却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納

容器除熱操作を実施することで，格納容器圧力及び雰囲気温度は安定又

は低下傾向となる。 

ｂ．評価項目等 

燃料被覆管温度は，第 2.3.1－9 図に示すとおり，炉心冷却が維持され，

初期値（約 309℃）以下にとどまることから，評価項目である 1,200℃を

下回る。燃料被覆管の最高温度は，高出力燃料集合体で発生している。

また，燃料被覆管の酸化量は，酸化反応が著しくなる前の燃料被覆管厚

さの 1％以下であり，評価項目である 15％を下回る。 

原子炉圧力は，第 2.3.1－4 図に示すとおり，逃がし安全弁（安全弁機

能）の作動により，約 8.16MPa[gage]以下に維持される。このため，原
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子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧力容

器底部圧力との差（0.3MPa 程度）を考慮しても，約 8.46MPa[gage]以下

であり，評価項目である最高使用圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を下

回る。 

格納容器圧力は，第 2.3.1－15 図に示すとおり，全交流動力電源喪失

に伴い崩壊熱除去機能が喪失しているため，原子炉で発生した蒸気が格

納容器内に放出されることによって，事象発生後に上昇傾向が継続する

が，可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可

搬型）による格納容器冷却並びに残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却

系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容

器除熱により低下傾向となる。事象発生の約 13 時間後に最高値の約

0.28MPa[gage]となるが，格納容器バウンダリにかかる圧力は，評価項目

である最高使用圧力の 2 倍（0.62MPa[gage]）を下回る。格納容器雰囲気

温度は，第 2.3.1－16 図に示すとおり，事象発生の約 23 時間後に最高値

の約 141℃となり，以降は低下傾向となっていることから，格納容器バ

ウンダリにかかる温度は，評価項目である 200℃を下回る。 

第 2.3.1－5 図に示すように，原子炉隔離時冷却系及び可搬型代替注水

中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水を継続

することで，炉心の冠水状態が維持され，炉心冷却が維持される。また，

第 2.3.1－15 図及び第 2.3.1－16 図に示すように，事象発生の約 24 時間

後に，残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残留熱除去

系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プ

ール冷却系）による格納容器除熱を実施することで，高温停止での安定

状態が確立する。 

（添付資料 2.3.1.4） 
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安定状態が確立した以降は，原子炉建屋ガス処理系及び中央制御室換

気系を起動し，また，機能喪失している設備の復旧に努めるとともに，

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）により冷温停止状態とする。 

以上により，本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項

目の設定」に示す(1)から(4)の評価項目について，対策の有効性を確認

した。 

2.3.1.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲としては，運転員等

操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時

間余裕を評価する。 

本重要事故シーケンスでは，全交流動力電源の喪失後，原子炉隔離時冷却

系が設計基準事故対処設備として期待する期間を超えることで蓄電池の枯渇

により機能喪失し原子炉注水機能が喪失する。また，全交流動力電源喪失に

伴い，崩壊熱除去機能も喪失する。このため，直流電源の負荷切離しを実施

すること，逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧を実

施すること，可搬型代替注水中型ポンプを用いた原子炉注水及び格納容器冷

却を実施すること並びに交流動力電源の復旧後に残留熱除去系による原子炉

注水及び格納容器除熱を実施することが特徴である。よって，不確かさの影

響を確認する運転員等操作は，事象進展に有意な影響を与えると考えられる

操作として，直流電源の負荷切離操作，逃がし安全弁（自動減圧機能）の手

動による原子炉減圧操作（可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水

系（可搬型）による原子炉注水操作），可搬型代替注水中型ポンプを用いた代

替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作，残留熱除去

系（低圧注水系）による原子炉注水操作並びに残留熱除去系（格納容器スプ
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レイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格

納容器除熱操作とする。 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を実施する重要現象

は，「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すと

おりであり，それらの不確かさの影響評価を以下に示す。 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移及び気液熱非平衡の不確か

さとして，解析コードは実験結果の燃料被覆管温度に比べて最大 50℃程

度高めに評価することから，解析結果は燃料棒表面の熱伝達係数を小さ

く評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表面での熱伝達は大き

くなることで，燃料被覆管温度は低くなるが，事象初期の原子炉注水は

原子炉隔離時冷却系の自動起動により確保され，燃料被覆管温度を操作

開始の起点とする運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与

える影響はない。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量

及び酸化反応に伴う発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，

燃料被覆管温度を高めに評価する可能性がある。よって，実際の燃料被

覆管温度は低くなるが，事象初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系の

自動起動により確保され，燃料被覆管温度を操作開始の起点とする運転

員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内

部熱伝導並びに気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格

納容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析において区画によって格納容

器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾
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向が確認されているが，ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験

体系に起因するものと考えられ，実機体系においては不確かさが小さく

なるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び雰囲気温度の傾向

を適切に再現できていることから，格納容器圧力及び雰囲気温度を操作

開始の起点とする可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプ

レイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作に係る運転員等操作時間

に与える影響は小さい。また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱

伝達及び内部熱伝導の不確かさにおいては，ＣＳＴＦ実験解析により格

納容器温度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを

確認しており，その差異は小さいことから，格納容器圧力及び雰囲気温

度を操作開始の起点としている可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替

格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作に係る運転

員等操作時間に与える影響は小さい。 

（添付資料 2.3.1.5） 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移及び気液熱非平衡の不確か

さとして，解析コードは実験解析において熱伝達モデルの保守性により

燃料被覆管温度を高めに評価し，有効性評価解析においても燃料被覆管

温度を高めに評価することから，評価項目となるパラメータに対する余

裕は大きくなる。ただし，炉心部の冠水がおおむね維持される本事故シ

ーケンスでは，この影響は小さいと考えられる。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量

及び酸化反応に伴う発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，

燃料被覆管温度を高く評価することから，評価項目となるパラメータに



2.3.1-20 

対する余裕は大きくなる。ただし，炉心部の冠水がおおむね維持される

本事故シーケンスでは，この影響は小さいと考えられる。 

格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内

部熱伝導並びに気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格

納容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析において区画によって格納容

器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾

向が確認されているが，ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験

体系に起因するものと考えられ，実機体系においては不確かさが小さく

なるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び雰囲気温度の傾向

を適切に再現できていることから，評価項目となるパラメータに与える

影響は小さい。また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び

内部熱伝導の不確かさにおいては，ＣＳＴＦ実験解析により格納容器雰

囲気温度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを確

認していることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料 2.3.1.5） 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第

2.3.1－2 表に示すとおりであり，これらの条件設定を設計値等の最確条

件とした場合の影響を評価する。解析条件の設定に当たっては，設計値

を用いるか又は評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなるよ

う保守的な設定をしていることから，この中で事象進展に有意な影響を

与える可能性がある項目について，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 
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初期条件の燃料棒最大線出力密度は，解析条件で設定した 44.0kW／

m に対して最確条件は約 33kW／m～約 41kW／m であり，最確条件とした

場合は燃料被覆管温度の上昇が緩和されるが，事象初期の原子炉注水

は原子炉隔離時冷却系の自動起動により確保され，燃料被覆管温度を

操作開始の起点とする運転員等操作はないことから，運転員等操作時

間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件で設定した燃焼度

33GWd／t に対して最確条件は 33GWd／t 以下であり，最確条件とした

場合は崩壊熱がおおむね小さくなるため，原子炉からサプレッショ

ン・プールに流出する蒸気量が減少することで，原子炉水位の低下は

遅くなるが，事象初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系の自動起動

により確保されることから，運転員等操作時間に与える影響はない。

また，同様に格納容器圧力及び雰囲気温度並びにサプレッション・プ

ール水位及びサプレッション・プール水温度の上昇が遅くなり，これ

らのパラメータを操作開始の起点とする運転員等操作の開始時間は遅

くなる。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量及びドライウェル雰

囲気温度は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，事象

進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響

は小さい。 

機器条件の低圧代替注水系（可搬型）及び残留熱除去系（低圧注水

系）は，最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位の回

復が早くなり，炉心冠水後の原子炉水位の維持操作の開始が早くなる

が，原子炉減圧から水位回復までの原子炉水位を継続監視している期

間の流量調整操作であることから，運転員等操作時間に与える影響は
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ない。 

（添付資料 2.3.1.5） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料棒最大線出力密度は，解析条件で設定した 44.0kW／

m に対して最確条件は約 33kW／m～約 41kW／m であり，最確条件とした

場合は燃料被覆管温度の上昇が緩和されることから，評価項目となる

パラメータに対する余裕は大きくなる。ただし，炉心部の冠水がおお

むね維持される本事故シーケンスでは，この影響は小さいと考えられ

る。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件で設定した燃焼度

33GWd／t に対して最確条件は 33GWd／t 以下であり，最確条件とした

場合は崩壊熱がおおむね小さくなり，原子炉からサプレッション・プ

ールに流出する蒸気量が減少することで，原子炉水位の低下は緩和さ

れる。また，同様に格納容器圧力及び雰囲気温度並びにサプレッショ

ン・プール水位及びサプレッション・プール水温度の上昇は遅くなる

ことから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量及びドライウェル雰

囲気温度は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，事象

進展に与える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。 

機器条件の低圧代替注水系（可搬型）及び残留熱除去系（低圧注水

系）は，最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位の回

復が早くなることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大

きくなる。 

（添付資料 2.3.1.5） 
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ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配

置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実

さ」の 6 要因に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響

を評価する。また，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパ

ラメータに与える影響を評価する。評価結果を以下に示す。

(a) 運転員等操作時間に与える影響

操作条件の直流電源の負荷切離操作（中央制御室）は，解析上の操

作開始時間として事象発生から 1 時間経過するまでを設定しており，

直流電源の負荷切離操作（現場）は，解析上の操作開始時間として事

象発生から 8 時間後を設定している。運転員等操作時間に与える影響

として，認知時間及び移動・操作所要時間は，余裕時間を含めて設定

していることから，実態の操作開始時間は解析上の操作開始時間より

も若干早まる可能性があるが，その他の操作と並列して操作を実施す

る場合でも，順次実施し所定の時間までに操作を完了できることから

影響はない。 

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧

操作（可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水操作）は，解析上の操作開始時間として事象発生か

ら 8 時間 1 分後を設定している。運転員等操作時間に与える影響とし

て，認知時間及び移動・操作所要時間は，余裕時間を含めて設定して

いることから，実態の操作開始時間は解析上の操作開始時間より若干

早まる可能性があるが，その他の操作と並列して操作を実施する場合

でも，順次実施し所定の時間までに操作を完了できることから影響は
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ない。 

操作条件の可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレ

イ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作は，解析上の操作開始時

間として格納容器圧力 279kPa[gage]到達時を設定している。運転員等

操作時間に与える影響として，不確かさ要因により操作開始時間に与

える影響は小さく，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等と

なる。本操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く。）の不確

かさにより，操作開始時間は遅れる可能性があるが，並列して実施す

る場合がある原子炉水位の調整操作とは異なる運転員による対応が可

能であることから，この他の操作に与える影響はない。 

操作条件の残留熱除去系による原子炉注水及び格納容器除熱操作は，

解析上の操作開始時間として事象発生から 24 時間 10 分後を設定して

いる。運転員等操作時間に与える影響として，認知時間及び移動・操

作所要時間は，余裕時間を含めて設定していることから，実態の操作

開始時間は解析上の操作開始時間より若干早まる可能性がある。 

（添付資料 2.3.1.5） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の直流電源の負荷切離操作は，運転員等操作時間に与える

影響として，実態の操作開始時間は解析上の操作開始時間より若干早

まる可能性があるが，解析条件ではないことから，所定の時間までに

実施することで，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧

操作（可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水操作）は，運転員等操作時間に与える影響として，

解析上の注水開始時間は余裕時間を含めて設定されており，実態の操
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作開始時間は解析上の操作開始時間より若干早まる可能性があるが，

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による

原子炉注水に移行するまでの期間は原子炉隔離時冷却系により原子炉

注水が確保されていることから，評価項目となるパラメータに与える

影響はない。 

操作条件の可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレ

イ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作は，運転員等操作時間に

与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の操作開始時間より

も遅くなる可能性があるが，この場合でもパラメータが操作実施基準

に到達した時点で開始することで同等の効果が得られ，有効性評価解

析における格納容器圧力の最大値に変わりがないことから，評価項目

となるパラメータに与える影響はない。 

操作条件の残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水操作並び

に残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプ

レッション・プール冷却系）による格納容器除熱操作は，運転員等操

作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の操作開始

時間よりも早くなる可能性があるが，この場合には，格納容器除熱の

開始が早くなることで格納容器圧力及び雰囲気温度の上昇は緩和され，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 2.3.1.5） 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目と

なるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間

余裕を確認し，その結果を以下に示す。 
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操作条件の直流電源の負荷切離操作（中央制御室）は事象発生から 1 時

間経過するまでに実施し，直流電源の負荷切離操作（現場）は事象発生か

ら 8 時間後に実施するものであり，準備時間が確保できることから，時間

余裕がある。 

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作

（可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原

子炉注水操作）は，可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可

搬型）の準備完了後に実施するものであり，評価上は余裕時間を確認する

観点で事象発生の 8 時間後に準備が完了するものとしており，低圧代替注

水系（可搬型）の準備に要する時間は事象初期の状況判断から 170 分程度

であることから，時間余裕がある。 

操作条件の可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷

却系（可搬型）による格納容器冷却操作は，事象発生の約 13 時間後に実施

するものであり，低圧代替注水系（可搬型）と同じ可搬型代替注水中型ポ

ンプを使用し，評価上は余裕時間を確認する観点で可搬型代替注水中型ポ

ンプの準備完了を事象発生の 8 時間後と想定しており，準備時間が確保で

きることから，時間余裕がある。 

操作条件の残留熱除去系による原子炉注水及び格納容器除熱は，非常用

母線の受電後に実施するものであり，評価上は事象発生の 24 時間後に非常

用母線の受電操作が完了する想定としており，準備時間が確保できること

から，時間余裕がある。 

（添付資料 2.3.1.5） 

(4) ま と め

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等



2.3.1-27 

操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作

時間余裕を確認した。この結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運

転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラメータ

に対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間

余裕がある。 

2.3.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」の重大事故

等対策に必要な災害対策要員（初動）は，「2.3.1.1（3）炉心損傷防止対策」

に示すとおり 24 名であり，災害対策要員（初動）の 39 名で対処可能であ

る。 

また，事象発生 2 時間以降に必要な参集要員は 6 名であり，発電所外か

ら 2 時間以内に参集可能な要員の 71 名で対処可能である。 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」において，

必要な水源，燃料及び電源は，「6.1（2） 資源の評価条件」の条件にて評

価を行い，以下のとおりである。 

（添付資料 2.3.1.6） 

ａ．水  源 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による

原子炉注水及び代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器

冷却については，7 日間の対応を考慮すると，合計約 2,130m３の水が必
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要となる。 

水源として，西側淡水貯水設備に 4,300m３の水を保有していることか

ら，水源が枯渇することはなく，7 日間の対応が可能である。 

原子炉隔離時冷却系及び残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注

水については，サプレッション・プールを水源とすることから，水源が

枯渇することはなく，7 日間の対応が可能である。 

（添付資料 2.3.1.7） 

ｂ．燃  料 

常設代替交流電源設備による電源供給について，事象発生直後から 7

日間の常設代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 5 台）の運転を想

定すると，約 352.8kL の軽油が必要となる。軽油貯蔵タンクには約 800kL

の軽油を保有していることから，常設代替交流電源設備（常設代替高圧

電源装置 5 台）による 7 日間の電源供給の継続が可能である。 

可搬型代替注水中型ポンプ（2 台）を用いた低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水等について，事象発生直後から 7 日間の可搬型代替注

水中型ポンプ（2 台）の運転を想定すると，約 12.0kL の軽油が必要とな

る。可搬型設備用軽油タンクには約 210kL の軽油を保有していることか

ら，可搬型代替注水中型ポンプ（2 台）を用いた低圧代替注水系（可搬

型）による 7 日間の原子炉注水等の継続が可能である。 

（添付資料 2.3.1.8） 

ｃ．電  源 

重大事故等対策に必要な負荷は約 4,497kW であるが，常設代替交流電

源設備（常設代替高圧電源装置 5 台）の連続定格容量は 5,520kW である
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ことから，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

また，蓄電池の容量については，交流動力電源が復旧しない場合を想

定しても，不要な負荷の切離しを行うことにより，事象発生後 24 時間の

直流電源の供給が可能である。 

（添付資料 2.3.1.9） 

2.3.1.5 結  論 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」では，全交流

動力電源喪失後，蒸気駆動の原子炉隔離時冷却系が自動起動し設計基準事故

対処設備として期待する期間は運転を継続するものの，その期間を超えた後

に蓄電池の直流電源供給能力の枯渇により機能喪失し，原子炉へ注水する機

能が喪失することで，原子炉水位の低下が継続し，炉心損傷に至ることが特

徴である。事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」に対

する炉心損傷防止対策としては，初期の対策として所内常設直流電源設備，

原子炉隔離時冷却系，逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子

炉減圧及び可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）に

よる原子炉注水手段を整備し，安定状態に向けた対策として，常設代替高圧

電源装置からの給電後の残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水手段

を整備する。また，格納容器の健全性を維持するため，安定状態に向けた対

策として可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（可搬型）による格納容器冷却手段並びに常設代替高圧電源装置からの給電

後の残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）及び残留熱除去系（サプレッ

ション・プール冷却系）を用いた格納容器除熱手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」の重要事故シ

ーケンス「外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋ＨＰＣＳ失敗（ＲＣＩＣ成功）」につい
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て有効性評価を行った。 

上記の場合においても，所内常設直流電源設備，原子炉隔離時冷却系，逃

がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧及び可搬型代替注

水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水を継続し，

可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）

による格納容器冷却及び常設代替高圧電源装置からの給電後の残留熱除去系

（低圧注水系）による原子炉注水並びに残留熱除去系（格納容器スプレイ冷

却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器

除熱を実施することで，炉心の著しい損傷を防止することができる。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにか

かる圧力並びに格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満

足している。また，安定状態を維持することができる。 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響について確認した結果，運転員

等操作時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕につい

て確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策に必要な要員は，災害対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源については， 7 日間以上の供給が可能である。 

以上のことから，事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（長期Ｔ

Ｂ）」において，所内常設直流電源設備，原子炉隔離時冷却系，逃がし安全弁

（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧及び可搬型代替注水中型ポン

プを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水，可搬型代替注水中

型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷

却操作並びに常設代替高圧電源装置からの給電後の残留熱除去系（低圧注水

系）による原子炉注水並びに残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は



2.3.1-31 

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除熱の炉心

損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効であることが確

認でき，事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」に対し

て有効である。 
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第 2.3.1－1 表 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）における重大事故等対策について（1／4） 

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

原子炉スクラム及び全交流動

力電源喪失の確認 

・外部電源が喪失するとともに，非常用ディ

ーゼル発電機等が全て機能喪失すること

で，全交流動力電源喪失となり，原子炉が

スクラムしたことを確認する。 

・主蒸気隔離弁が閉止し，逃がし安全弁（安

全弁機能）により原子炉圧力が制御されて

いることを確認する。 

・再循環ポンプが停止したことを確認する。 

所内常設直流電源

設備 

主蒸気隔離弁＊

逃がし安全弁（安

全弁機能）＊

－ 平均出力領域計装＊

起動領域計装＊

原子炉圧力＊

原子炉圧力（ＳＡ） 

Ｍ／Ｃ ２Ｃ電圧＊

Ｍ／Ｃ ２Ｄ電圧＊

緊急用Ｍ／Ｃ電圧 

原子炉隔離時冷却系の自動起

動の確認 

・原子炉水位が原子炉水位異常低下（レベル

２）設定点に到達した時点で原子炉隔離時

冷却系が自動起動したことを確認する。 

原子炉隔離時冷却

系＊

サプレッション・

プール＊

所内常設直流電源

設備 

－ 原子炉水位（広帯域）＊

原子炉水位（燃料域）＊

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

原子炉水位（ＳＡ燃料域） 

原子炉隔離時冷却系系統流量
＊

原子炉水位の調整操作（原子炉

隔離時冷却系） 

・原子炉隔離時冷却系の起動により，原子炉

注水が開始され，原子炉水位が回復したこ

とを確認する。 

・原子炉水位回復後は，原子炉水位を原子炉

水位低（レベル３）設定点から原子炉水位

高（レベル８）設定点の間に維持する。 

原子炉隔離時冷却

系＊

サプレッション・

プール＊

所内常設直流電源

設備 

－ 原子炉水位（広帯域）＊ 

原子炉水位（燃料域）＊

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

原子炉水位（ＳＡ燃料域） 

原子炉隔離時冷却系系統流量
＊

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 



2
.
3
.
1
-
3
3
 

2
.
3
.
1
-
3
3
 

第 2.3.1－1 表 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）における重大事故等対策について（2／4） 

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

早期の電源回復不能の確認 ・全交流動力電源喪失の確認後，中央制御室

からの遠隔操作により外部電源の受電及び

非常用ディーゼル発電機等の起動を試みる

が，失敗したことを確認し，早期の電源回

復不能を確認する。 

－ － － 

電源確保操作対応 ・非常用ディーゼル発電機等の回復操作を実

施する。 

・外部電源の回復操作を実施する。 

－ － － 

可搬型代替注水中型ポンプを

用いた低圧代替注水系（可搬

型）の起動準備操作 

・全交流動力電源喪失に伴う低圧注水機能喪

失の確認後，可搬型代替注水中型ポンプを

用いた低圧代替注水系（可搬型）による原

子炉注水準備を開始する。 

西側淡水貯水設備 可搬型代替注

水中型ポンプ

－ 

逃がし安全弁（自動減圧機能）

の手動による原子炉減圧操作 

・サプレッション・プール水温度がサプレッ

ション・プール熱容量制限（原子炉が高圧

の場合は 65℃）に到達したことを確認する。

・可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代

替注水系（可搬型）の起動準備操作の完了

後，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁の手

動開放により，原子炉減圧を実施する。 

・原子炉水位が燃料有効長頂部を下回った場

合は，炉心損傷がないことを継続的に確認

する。 

逃がし安全弁（自

動減圧機能）＊ 

非常用窒素供給系

高圧窒素ボンベ＊ 

所内常設直流電源

設備 

－ サプレッション・プール水温

度＊

原子炉圧力＊

原子炉圧力（ＳＡ） 

ドライウェル雰囲気温度＊

格納容器雰囲気放射線モニタ

（Ｄ／Ｗ）＊

格納容器雰囲気放射線モニタ

（Ｓ／Ｃ）＊

：有効性評価上考慮しない操作 

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 
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第 2.3.1－1 表 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）における重大事故等対策について（3／4） 

操作及び確認 手 順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

原子炉水位の調整操作（低圧代

替注水系（可搬型）） 

・原子炉減圧により可搬型代替注水中型ポン

プを用いた低圧代替注水系（可搬型）から

の原子炉注水が開始され，原子炉水位が回

復したことを確認する。

・以降，原子炉水位を原子炉水位低（レベル

３）設定点から原子炉水位高（レベル８）

設定点の間に維持する。

・原子炉隔離時冷却系が停止したことを確認

する。

西側淡水貯水設備 可搬型代替注

水中型ポンプ

原子炉水位（広帯域）＊

原子炉水位（燃料域）＊

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

原子炉水位（ＳＡ燃料域） 

低圧代替注水系原子炉注水流

量 

原子炉隔離時冷却系注水流量
＊

原子炉圧力＊

原子炉圧力（ＳＡ） 

タンクローリによる燃料給油

操作

・タンクローリにより可搬型代替注水設備用

軽油タンクから可搬型代替注水中型ポンプ

に燃料給油を実施する。

可搬型設備用軽油

タンク

タンクローリ － 

直流電源の負荷切離操作 ・早期の電源回復不能の確認後，中央制御室

及び現場にて所内常設直流電源設備の不要

な負荷の切離しを実施する。

所内常設直流電源

設備 

－ － 

可搬型代替注水中型ポンプを

用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（可搬型）による格納容

器冷却操作 

・格納容器圧力が 279kPa[gage]又はドライウ

ェル雰囲気温度がドライウェル設計温度で

ある 171℃に近接したことを確認する。

・可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格

納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格

納容器冷却操作を実施する。

西側淡水貯水設備 可搬型代替注

水中型ポンプ

ドライウェル圧力＊

ドライウェル雰囲気温度＊

サプレッション・チェンバ圧

力＊

低圧代替注水系格納容器スプ

レイ流量

サプレッション・プール水位＊

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 
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第 2.3.1－1 表 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）における重大事故等対策について（4／4） 

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

常設代替高圧電源装置による

緊急用母線の受電操作 

・外部電源喪失の確認後，常設代替高圧電源

装置から緊急用母線を受電する。 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ 緊急用Ｍ／Ｃ電圧 

常設代替高圧電源装置による

非常用母線の受電準備操作 

・早期の電源回復不能の確認後，常設代替高

圧電源装置による非常用母線の受電準備操

作を実施する。 

－ － － 

常設代替高圧電源装置による

非常用母線の受電操作 

・常設代替高圧電源装置による緊急用母線の

受電操作及び非常用母線の受電準備操作の

完了後，非常用母線２Ｃ及び２Ｄを受電す

る。 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ Ｍ／Ｃ ２Ｃ電圧＊

Ｍ／Ｃ ２Ｄ電圧＊

残留熱除去系（低圧注水系）に

よる原子炉注水操作並びに残

留熱除去系（格納容器スプレイ

冷却系）又は残留熱除去系（サ

プレッション・プール冷却系）

による格納容器除熱操作 

・非常用母線の受電後，残留熱除去系海水系

の起動操作を実施する。 

・可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代

替注水系（可搬型）による原子炉注水及び

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）に

よる格納容器冷却を停止する。 

・残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注

水操作並びに残留熱除去系（格納容器スプレ

イ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッショ

ン・プール冷却系）による格納容器除熱操作

を実施する。 

残留熱除去系（低

圧注水系）＊

残留熱除去系（格

納容器スプレイ冷

却系）＊

残留熱除去系（サ

プレッション・プ

ール冷却系）＊

残留熱除去系海水

系＊

サプレッション・

プール＊

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ 原子炉水位（広帯域）＊

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

残留熱除去系系統流量＊

残留熱除去系海水系系統流量
＊

低圧代替注水系原子炉注水流

量 

サプレッション・チェンバ圧

力＊

ドライウェル圧力＊

サプレッション・プール水温

度＊

使用済燃料プールの冷却操作 ・代替燃料プール冷却系等を用いて使用済燃

料プールへの注水及び冷却を実施する。 

－ － － 

：有効性評価上考慮しない操作 

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 
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第 2.3.1－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失（長期ＴＢ））（1／7） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード 
原子炉側：ＳＡＦＥＲ 

格納容器側：ＭＡＡＰ 
本重要事故シーケンスの重要現象を評価できる解析コード 

初
期
条
件

原子炉熱出力 3,293MW 定格熱出力を設定 

原子炉圧力 

（圧力容器ドーム部） 
6.93MPa[gage] 定格圧力を設定 

原子炉水位 
通常運転水位（セパレータスカ

ート下端から＋126cm） 
通常運転水位を設定 

炉心流量 48,300t／h 定格流量を設定 

炉心入口温度 約 278℃ 熱平衡計算による値 

炉心入口サブクール度 約 9℃ 熱平衡計算による値 

燃  料 ９×９燃料（Ａ型） 

９×９燃料（Ａ型）と９×９燃料（Ｂ型）は，熱水力的な特性はほぼ同等で

あり，その他の核的特性等の違いは燃料棒最大線出力密度の保守性に包含さ

れることから，代表的に９×９燃料（Ａ型）を設定 

燃料棒最大線出力密度 44.0kW／m 
初期の燃料棒線出力密度が大きい方が燃料被覆管温度の観点で厳しい設定

となるため，保安規定の運転上の制限における上限値を設定 

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI／ANS-5.1-1979 

（燃焼度 33GWd／t） 

崩壊熱が大きい方が原子炉水位低下及び格納容器圧力上昇の観点で厳しい

設定となるため，崩壊熱が大きくなる燃焼度の高い条件として，1 サイクル

の運転期間（13 ヶ月）に調整運転期間（約 1 ヶ月）を考慮した運転期間に

対応する燃焼度を設定 

格納容器圧力 5kPa[gage] 
格納容器圧力の観点で厳しい高めの設定として，通常運転時の圧力を包含す

る値を設定 

格納容器雰囲気温度 57℃ ドライウェル内ガス冷却装置の設計温度を設定 
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第 2.3.1－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失（長期ＴＢ））（2／7） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件

格納容器体積 

（ドライウェル） 
5,700m３ 設計値を設定 

格納容器体積 

（ウェットウェル） 

空間部：4,100m３

液相部：3,300m３

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる少なめの水量とし

て，保安規定の運転上の制限における下限値を設定 

サプレッション・プール水位
6.983m 

（通常水位－4.7cm） 

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる低めの水位として，

保安規定の運転上の制限における下限値を設定 

サプレッション・プール水温

度 
32℃ 

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる高めの水温として，

保安規定の運転上の制限における上限値を設定 

ベント管真空破壊装置 

作動差圧 

3.45kPa（ドライウェル－サプレ

ッション・チェンバ間差圧） 
設計値を設定 

外部水源の水温 35℃ 
格納容器スプレイによる圧力抑制効果の観点で厳しい高めの水温として，年

間の気象条件変化を包含する高めの水温を設定 

事
故
条
件

起因事象 外部電源喪失 送電系統又は所内主発電設備の故障等による外部電源喪失を設定 

安全機能の喪失に対する仮定
非常用ディーゼル発電機等の機

能喪失 

非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を設定 

なお，交流動力電源は 24 時間使用できないことを想定し，この期間は交流

動力電源の復旧及び代替交流動力電源には期待しない 

外部電源 外部電源なし 起因事象として，外部電源が喪失することを想定 
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第 2.3.1－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失（長期ＴＢ））（3／7） 

項 目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に

関
連
す
る
機
器
条
件

原子炉スクラム 
原子炉水位低（レベル３）信号 

（遅れ時間：1.05 秒） 

原子炉水位低下を厳しくする観点で，外部電源喪失に伴うタ

ービン蒸気加減弁急閉及び原子炉保護系電源喪失による原

子炉スクラムについては保守的に考慮せず，原子炉水位低

（レベル３）による原子炉スクラムを設定

主蒸気隔離弁 事象発生と同時に閉止 

外部電源喪失により制御電源である原子炉保護系電源が喪

失し閉止することから，事象発生と同時の主蒸気隔離弁閉を

設定 

再循環ポンプ 事象発生と同時に停止 
外部電源喪失により駆動電源が喪失し全台停止することか

ら，事象発生と同時の再循環ポンプ停止を設定 
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第 2.3.1－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失（長期ＴＢ））（4／7） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

逃がし安全弁 

（原子炉圧力制御時） 

安全弁機能 

7.79MPa［gage］×2 個，385.2t／h／個 

8.10MPa［gage］×4 個，400.5t／h／個 

8.17MPa［gage］×4 個，403.9t／h／個 

8.24MPa［gage］×4 個，407.2t／h／個 

8.31MPa［gage］×4 個，410.6t／h／個 

設計値を設定 

なお，安全弁機能は逃がし弁機能に比べて原子炉圧力が高め

に維持され，原子炉減圧操作時に原子炉圧力が所定の圧力に

到達するまでの時間が遅くなるため，事象発生初期において

高圧注水機能が喪失し低圧注水機能を用いて原子炉注水操

作を実施する事故シーケンスにおいては，評価項目に対して

厳しい条件となる 

（原子炉手動減圧操作時） 

逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁を開放するこ

とによる原子炉減圧 

＜原子炉圧力と逃がし安全弁蒸気流量の関係＞ 

逃がし安全弁の設計値に基づく原子炉圧力と蒸気流量の関

係から設定 
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第 2.3.1－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失

項  目 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

原子炉隔離時冷却系 

原子炉水位異常低下（レベル２）信号にて自動起

動 

原子炉水位が原子炉水位高（レベル８）設定点ま

で回復した以降は原子炉水位を原子炉水位低（レ

ベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設

定点の範囲に維持

原子炉減圧時の可搬型代替注水

いた低圧代替注水系（

回復性能を確認する観点で，原子炉減圧操作と同

時に注水停止 

・注水特性：136.7

・注水圧力：1.04MPa[gage]

残留熱除去系（低圧注水系）

原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点か

ら原子炉水位高（レベル８）設定点の範囲に維持

し，原子炉注水停止中に格納容器

最小流量特性 

・注水流量：0m３

・注水圧力：0MPa[dif]

伝熱容量：約 43MW

（サプレッション・プール水温度

度 32℃において）

主要解析条件（全交流動力電源喪失（長期ＴＢ））（5／7） 

主要解析条件 条件設定の考え方

原子炉水位異常低下（レベル２）信号にて自動起

原子炉水位が原子炉水位高（レベル８）設定点ま

で回復した以降は原子炉水位を原子炉水位低（レ

ベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設

定点の範囲に維持

可搬型代替注水中型ポンプを用

低圧代替注水系（可搬型）による原子炉水位

回復性能を確認する観点で，原子炉減圧操作と同

.7m３／h 

1.04MPa[gage]～7.86MPa[gage] 

設計値を設定 

原子炉隔離時冷却系は，タービン回転数制御により原子炉圧

力によらず一定の流量にて注水する設計となっている

原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点か

ら原子炉水位高（レベル８）設定点の範囲に維持

し，原子炉注水停止中に格納容器除熱を実施 

３／h～1,676m３／h 

0MPa[dif]～1.55MPa[dif] 

炉心冷却性の観点で厳しい設定として，設計基準事故の解析

で用いる最小流量特性を設定 

43MW

（サプレッション・プール水温度 100℃，海水温

℃において）

熱交換器の設計性能に基づき，残留熱除去系の除熱性能を厳

しくする観点で，過去の実績を包含する高めの海水温度を設

定 

流量（m３/h） 

原
子

炉
圧

力
（

M
P
a
[
g
a
g
e
]
）

条件設定の考え方

原子炉隔離時冷却系は，タービン回転数制御により原子炉圧

力によらず一定の流量にて注水する設計となっている

炉心冷却性の観点で厳しい設定として，設計基準事故の解析

熱交換器の設計性能に基づき，残留熱除去系の除熱性能を厳

しくする観点で，過去の実績を包含する高めの海水温度を設
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第 2.3.1－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失（長期ＴＢ））（6／7） 

項 目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

低圧代替注水系（可搬型） 

原子炉水位が原子炉水位高（レベル８）設定点ま

で回復した以降は原子炉水位を原子炉水位低（レ

ベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設

定点の範囲に維持し，交流動力電源復旧後の事象

発生から 24 時間 5 分後に停止 

（原子炉注水単独時） 

最小流量特性 

・注水流量：0m３／h～110m３／h

・注水圧力：0MPa[dif]～1.4MPa[dif]

炉心冷却性の観点で厳しい設定として，機器設計上の最低要

求値である最小流量特性を設定 

（原子炉注水と格納容器スプレイ併用時） 

・注水流量：50m３／h（一定）

設計に基づき，併用時の注入先圧力及び系統圧損を考慮して

も確保可能な流量を設定 

代替格納容器スプレイ冷却系

（可搬型） 

格納容器圧力が 217kPa[gage]に到達した場合は

停止し，279kPa[gage]に到達した場合に再開し，

交流動力電源復旧後の事象発生から 24 時間 5 分

後に停止 

スプレイ流量：130m３／h（一定）

格納容器圧力及び雰囲気温度の上昇を抑制可能な流量とし

て，運転手順に基づき設定 

残留熱除去系（格納容器スプ

レイ冷却系）

残留熱除去系（サプレッショ

ン・プール冷却系）

格納容器スプレイ実施中に格納容器圧力が

13.7kPa[gage]に到達した時点でサプレッショ

ン・プール冷却運転に切替え

スプレイ流量：1.9×10３m３／h

（95％：ドライウェル，5％：サプレッション・

チェンバ）

設計値を設定 

伝熱容量：約 43MW 

（サプレッション・プール水温度 100℃，海水温

度 32℃において）

熱交換器の設計性能に基づき，残留熱除去系の除熱性能を厳

しくする観点で，過去の実績を包含する高めの海水温度を設

定 

0

0.5

1

1.5

0 20 40 60 80 100 120

原
子
炉
圧
力

(M
Pa
［
di
f ］
)

流量(m３／h)
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第 2.3.1－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失（長期ＴＢ））（7／7） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件

常設代替高圧電源装置による

非常用母線の受電操作 
事象発生から 24 時間後 本事故シーケンスの前提条件として設定 

直流電源の負荷切離操作 
事象発生から 1 時間まで（中央制御室） 

事象発生から 8 時間後（現場） 
本事故シーケンスの前提条件として設定 

逃がし安全弁（自動減圧機能）

の手動による原子炉減圧操作

（可搬型代替注水中型ポンプ

を用いた低圧代替注水系（可

搬型）による原子炉注水操作）

事象発生から 8 時間 1 分後 

実際には，低圧で注水可能な系統（可搬型代替注水中型ポン

プを用いた低圧代替注水系（可搬型））が準備できた時点で

サプレッション・プール水温度が熱容量制限を超過している

場合は原子炉減圧操作を実施するが，余裕時間を確認する観

点で 8 時間後に可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代

替注水系（可搬型）の起動準備操作が完了するものとし，原

子炉減圧操作に要する時間を考慮して設定 

可搬型代替注水中型ポンプを

用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（可搬型）による格納

容器冷却操作 

格納容器圧力 

279kPa[gage]到達時 

運転手順に基づき格納容器ベント実施基準である格納容器

最高使用圧力（310kPa[gage]）に対する余裕を考慮し設定 

残留熱除去系（低圧注水系）

による原子炉注水操作並びに

残留熱除去系（格納容器スプ

レイ冷却系）又は残留熱除去

系（サプレッション・プール

冷却系）による格納容器除熱

操作 

事象発生から 24 時間 10 分後 
常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作の完了

後，残留熱除去系の起動操作に要する時間を考慮して設定 
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第 2.3.1－1 図 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）時の重大事故等対策の概略系統図（1／3） 

（原子炉隔離時冷却系による原子炉注水段階）  

タービンへ 

逃がし安全弁 

（安全弁機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ
原子炉隔離時冷却系ポンプ

※3

←

←

← →

→

→

↑↑

ドライウェル 

復水貯蔵タンク
代替淡水貯槽 

サプレッション 

・プール 

サプレッション・ 

チェンバ 
※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

常設高圧代替注水系ポンプ

←

タンクローリ

可搬型設備用軽油タンク

※1

※2 

残留熱除去系 

海水ポンプ（Ａ），（Ｃ）

→

→

→

→

海 

残留熱除去系 

海水ポンプ 

（Ｂ），（Ｄ） 

※1 海へ ※2海へ

↑

常設代替高圧電源装置 

（事象発生 24 時間は考慮せず）

Ｇ

Ｇ

所内常設直流電源設備

①：非常用ディーゼル発電機等の機能喪失に伴い，従属的に使用不能 

②：常設代替高圧電源装置は事象発生 24 時間考慮しないため，従属的に使用不能 

①②

①② 

①②

①② 

② 

①②

①② 

① 

② 

②

①②

①②

常設代替直流電源設備

↑

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ｂ)

→

→

緊急用海水 

ポンプ（Ａ），（Ｂ）

※1

※2

②

②

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ａ)

残留熱除去系

ポンプ(Ａ) 

残留熱除去系

ポンプ(Ｂ)

残留熱除去系ポンプ(Ｃ)

②

西側淡水貯水設備

可搬型代替注水

中型ポンプ 

高所東側

接続口

高所西側

接続口

凡 例 

：安全機能の喪失を仮定する設備 

：従属的に使用不能となる設備 

：評価上考慮しない設備 

２Ｃ非常用ディーゼル発電機，２Ｄ非常用

ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機 

原子炉建屋 

西側接続口 

原子炉建屋 

東側接続口 

常設低圧代替注水系 

ポンプ(Ａ)，(Ｂ) 
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第 2.3.1－1 図 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）時の重大事故等対策の概略系統図（2／3） 

（可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水 

及び代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却段階）  

タービンへ 

逃がし安全弁 

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ
原子炉隔離時冷却系ポンプ

※3

←

←

← →

→

→

↑↑

ドライウェル 

復水貯蔵タンク
代替淡水貯槽 

サプレッション 

・プール 

サプレッション・ 

チェンバ 
※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

タンクローリ

可搬型設備用軽油タンク

※1

※2 

→

→

→

→

海 

※1 海へ ※2海へ

↑

Ｇ

常設高圧代替注水系ポンプ

←

凡 例 

：安全機能の喪失を仮定する設備 

：従属的に使用不能となる設備 

：評価上考慮しない設備 

Ｇ

常設代替高圧電源装置 

（事象発生 24 時間は考慮せず）

①：非常用ディーゼル発電機等の機能喪失に伴い，従属的に使用不能 

②：常設代替高圧電源装置は事象発生 24 時間考慮しないため，従属的に使用不能 

①②

①②

① 

② ①②

①②

所内常設直流電源設備

常設代替直流電源設備

※3

※2海へ

↑

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ｂ)

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ｂ)

②

②

→

→

緊急用海水 

ポンプ（Ａ），（Ｂ）

※1

※2

②

残留熱除去系 

海水ポンプ（Ａ），（Ｃ）

残留熱除去系 

海水ポンプ 

（Ｂ），（Ｄ） 

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ａ) ② 

①② 

①② 

残留熱除去系

ポンプ(Ａ) 

残留熱除去系

ポンプ(Ｂ)

残留熱除去系ポンプ(Ｃ)

西側淡水貯水設備

可搬型代替注水中型ポンプ※

※ 2 台使用

②

２Ｃ非常用ディーゼル発電機，２Ｄ非常用

ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機 

高所東側

接続口

高所西側

接続口

原子炉建屋 

西側接続口 

原子炉建屋 

東側接続口 

常設低圧代替注水系 

ポンプ(Ａ)，(Ｂ) 

①② 

①②
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第 2.3.1－1 図 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）時の重大事故等対策の概略系統図（3／3） 

（残留熱除去系による原子炉注水及び格納容器除熱段階） 

タービンへ

逃がし安全弁 

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ
原子炉隔離時冷却系ポンプ

※3

←

←

← →

→

→

↑

ドライウェル 

復水貯蔵タンク
代替淡水貯槽 

サプレッション

・プール

サプレッション・

チェンバ
※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

タンクローリ

可搬型設備用軽油タンク

※1

※2

→

→

→

→

海 

※1 海へ ※2海へ

↑

常設代替高圧電源装置 

Ｇ

Ｇ

常設高圧代替注水系ポンプ

←

凡 例 

：安全機能の喪失を仮定する設備

：従属的に使用不能となる設備 

①：非常用ディーゼル発電機等の機能喪失に伴い，従属的に使用不能

① 

所内常設直流電源設備

常設代替直流電源設備

※3

※2海へ

※3

↑

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ｂ)

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ｂ)

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ｂ)

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ｂ)

↑

→

→

緊急用海水 

ポンプ（Ａ），（Ｂ）

※1

※2

残留熱除去系

ポンプ(Ｂ)

残留熱除去系ポンプ(Ｃ)

残留熱除去系 

海水ポンプ（Ａ），（Ｃ）

残留熱除去系 

海水ポンプ 

（Ｂ），（Ｄ） 

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ａ)

残留熱除去系

ポンプ(Ａ) 

西側淡水貯水設備

可搬型代替注水中型ポンプ※

※ 2 台使用

２Ｃ非常用ディーゼル発電機，２Ｄ非常用

ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機 

高所東側

接続口

高所西側

接続口

原子炉建屋 

西側接続口 

原子炉建屋 

東側接続口 

常設低圧代替注水系 

ポンプ(Ａ)，(Ｂ) 
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第 2.3.1－2 図 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）の対応手順の概要 

全交流動力電源喪失 

原子炉スクラム※１及び 

全交流動力電源喪失の確認 

逃がし安全弁（自動減圧機能）

の手動による原子炉減圧操作※６

常設代替高圧電源装置による 

非常用母線の受電操作 

原子炉水位異常低下 

（レベル２）設定点到達 

原子炉隔離時冷却系の 

自動起動の確認※２

サプレッション・プール水温度

65℃到達 
（約 3 時間）

（約 13 時間）

残留熱除去系（低圧注水系）によ

る原子炉注水並びに残留熱除去

系（格納容器スプレイ冷却系）又

は残留熱除去系（サプレッショ

ン・プール冷却系）による格納容

器除熱操作※１２

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水を継続する

ことで，原子炉水位を維持し，残留熱除去系（格納容器ス

プレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プー

ル冷却系）による格納容器除熱を継続する。また，原子炉

建屋ガス処理系及び中央制御室換気系を起動し，機能喪失

している設備の復旧に努めるとともに，残留熱除去系（原

子炉停止時冷却系）に切り替え，冷温停止状態とする。 

（解析上の時刻）

（0 秒）

原子炉水位不明

でないことの確認※９

水位不明ではない 原子炉満水操作※１０

電源確保操作対応 

水位不明

早期の電源回復不能の確認※４

格納容器圧力 

279kPa[gage]到達 

原子炉水位の調整操作 

（低圧代替注水系（可搬型））※１１

主蒸気隔離弁閉止及び 

逃がし安全弁（安全弁機能）による

原子炉圧力制御の確認※２

タンクローリによる

燃料給油操作 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可

搬型）以外による格納容器冷却操作 

可搬型代替注水大型ポンプを用いた格納容器スプレイ冷却系（可搬型）

による格納容器冷却操作 

・消火系による格納容器冷却操作 

【有効性評価の対象としていないが他に取り得る手段】 

Ⅰ 

高圧代替注水系による原子炉注水も可能である。 

Ⅱ 

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難であるが，プラント状況によっては，事故対応に有効

な設備となる可搬型代替注水大型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）及び消火系（ディーゼル駆動）による原子炉注水も実施可能である。 

Ⅲ 

電源容量により使用できる設備が限られるが，常設代替高圧電源装置が使用できない場合は可搬型代替低圧電源車により受電する。 

Ⅳ 

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難であるが，プラント状況によっては，事故対応に有効

な設備となる代替注水大型ポンプを用いた格納容器スプレイ冷却系（可搬型）及び消火系（ディーゼル駆動）による格納容器冷却も実施可能である。

Ⅴ 

緊急用海水系を用いた残留熱除去系の使用も可能である。 

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難であるが，プラント状況によっては，事故対応に有効

な設備となる代替残留熱除去系海水系を用いた残留熱除去系の使用も可能である。 
Ⅵ 

代替循環冷却系による格納容器除熱，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）及び可搬型代替注水中型ポンプを用

いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却も実施可能である。 

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難であるが，プラント状況によっては，事故対応に有効

な設備となる代替注水大型ポンプを用いた格納容器スプレイ冷却系（可搬型），消火系及び補給水系による格納容器冷却も実施可能である。 

また，格納容器冷却等ができない場合，ドライウェル内ガス冷却装置により格納容器圧力等の上昇の緩和も可能である。

原子炉水位の調整操作 

（原子炉隔離時冷却系）※３

可搬型代替注水中型ポンプを用

いた低圧代替注水系（可搬型）

の起動準備操作※５

（約 8 時間）

（24 時間）

直流電源の負荷切離

操作（現場） 

（8 時間）

可搬型代替注水中型ポンプを用

いた代替格納容器スプレイ冷却

系（可搬型）による格納容器冷却

操作 

再循環ポンプ停止の確認※２

直流電源の負荷切離

操作（中央制御室）

（1 時間）

可搬型代替低圧電源車

による受電操作 

Ⅲ

Ⅳ

使用済燃料プール 

の冷却 

常設代替高圧電源装置による 

緊急用母線の受電操作 

常設代替高圧電源装置による 

非常用母線の受電準備操作 

原子炉隔離時冷却系以外による原子炉注水

操作 

・高圧代替注水系による原子炉注水操作 

Ⅰ

凡 例 

：操作・確認（運転員） 

：プラント状態（解析） 

：判断 

：解析上考慮しない操作 

：重大事故等対応要員（現場）の作業 

：運転員と重大事故等対応要員（現場） 

の共同作業 

原子炉水位が燃料有効長頂部に到達※７

炉心損傷なしの継続確認※８

炉心損傷が確認された場

合は，炉心損傷後の対応手

順に移行する 
原子炉水位が燃料有効長頂部以上に

回復 

（約 24 時間）

※１ 原子炉スクラムは，中央制御室にて平均出力領域計装等により確認する。 

※２ 中央制御室にて，機器ランプ表示，警報，ポンプ吐出圧力，系統流量，原子炉水位（広帯域），原子炉圧力等にて確認する。 

※３ 原子炉隔離時冷却系により，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の間に維持する。 

※４ 中央制御室からの遠隔操作により外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動ができず，非常用母線の電源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断する。 

※５ 全交流動力電源喪失に伴う低圧注水機能喪失を確認した場合は，速やかに可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水の準備を開始する。なお，可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注

水系（可搬型）及び代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）には同じ可搬型代替注水中型ポンプを用いる。 

※６ サプレッション・プール水温度がサプレッション・プール熱容量制限（原子炉が高圧の場合は 65℃）に到達又は超過した場合は，低圧で原子炉注水可能な系統又は低圧代替注水系 1 系統以上起動できた後に原子炉減圧操作を実施

する。また，実際の操作では，原子炉圧力が低下し可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水が開始された後に原子炉隔離時冷却系が停止するが，評価上は可搬型代替注水中型ポンプを用い

た低圧代替注水系（可搬型）のみによる水位回復性能を確認する観点で，原子炉減圧開始と同時に原子炉隔離時冷却系は停止する想定としている。 

※７ 原子炉水位が燃料有効長頂部以下となった場合は，格納容器雰囲気監視系により格納容器内の水素・酸素濃度を確認する。 

※８ 炉心損傷は，以下により判断する。（炉心損傷が確認された場合は炉心損傷後の手順に移行） 

・格納容器雰囲気放射線モニタガンマ線線量率が設計基準事故（原子炉冷却材喪失）相当の 10 倍以上 

なお，格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）及び（Ｓ／Ｃ）による炉心損傷発生の判断ができない場合は，原子炉圧力容器温度により判断する。 

※９ 原子炉減圧時には原子炉水位計凝縮槽内の原子炉冷却材の減圧沸騰により原子炉水位の指示値の信頼性が損なわれるおそれがあるため，原子炉水位不明でないことを確認する。 

原子炉水位不明は，以下のいずれかにより判断する。 

・ドライウェル雰囲気温度と原子炉圧力の関係が原子炉水位不明領域に入った場合 

・原子炉水位の計装電源が喪失した場合 

・原子炉水位の指示値のばらつきが大きく燃料有効長頂部以上であることが判断できない場合 

※１０ 原子炉水位不明の場合は，原子炉圧力容器を満水とし，原子炉圧力とサプレッション・チェンバ圧力の差圧を確認することで，原子炉水位が燃料有効長頂部以上であることを確認する。 

※１１ 可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）により，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の間に維持する。 

※１２ 残留熱除去系は，原子炉水位低（レベル３）設定点にて残留熱除去系（低圧注水系）に切り替え，原子炉水位高（レベル８）設定点にて残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷

却系）に切り替える。 

緊急用海水系又は代替残留熱除去系海水系を用いた残留熱除去系（低圧注水

系）による原子炉注水並びに残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残

留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除熱操作

代替循環冷却系による格納容器除熱操作，常設低圧代替注水ポンプを用いた代替格納容器

スプレイ冷却系（常設）及び可搬型代替注水中型ポンプ又は可搬型代替注水大型ポンプを

用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作並びにドライウェ

ル内ガス冷却装置による格納容器除熱操作 
Ⅴ Ⅵ

Ⅰ

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替

注水系（可搬型）以外による原子炉注水操作

・可搬型代替注水大型ポンプを用いた低圧代

替注水系（可搬型）による原子炉注水操作

・消火系による原子炉注水操作 



2.3.1-47 

全交流動力電源喪失（長期ＴＢ） 

経過時間（分） 

備 考 0 10  20  30  40  50  60  70  80  90  100  110  120 

操作項目 

実施箇所・必要要員数 

【 】は他作業後 

移動してきた要員 

操作の内容   

責任者 当直発電長 1人 
中央監視 

運転操作指揮 

補佐 当直副発電長 1人 運転操作指揮補佐 

指揮者等 
災害対策要員

（指揮者等）
4人 

初動での指揮 
発電所内外連絡 

当直運転員 

(中央制御室) 

当直運転員 
(現場) 

重大事故等対応要員 
(現場) 

状況判断 
2人 

A，B 
－ － 

●原子炉スクラムの確認 

●タービン停止の確認 

●外部電源喪失の確認 

●再循環ポンプ停止の確認

●非常用ディーゼル発電機等の自動起動失敗の確認 

●主蒸気隔離弁閉止及び逃がし安全弁（安全弁機能）による原子

炉圧力制御の確認 

●原子炉隔離時冷却系の自動起動の確認 

原子炉水位の調整

操作（原子炉隔離

時冷却系） 

【1人】 

A 
－ － ●原子炉隔離時冷却系による原子炉注水の調整操作 

早期の電源回復不

能の確認 

【1人】 

A 
－ － ●高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の手動起動操作（失敗）

【1人】 

B 
－ － ●非常用ディーゼル発電機の手動起動操作（失敗） 

電源確保操作対応 － － 
2人 

a,b 
●電源回復操作 解析上考慮しない 

所内常設直流電源

設備による非常用

所内電気設備への

給電操作(不要負

荷の切離操作） 

【1人】 

B 
－ － ●不要負荷の切離操作（中央制御室） 

可搬型代替注水中

型ポンプを用いた

低 圧 代替 注 水 系

（可搬型）の起動

準備操作 

－ － 
8人 

c～j 
●可搬型代替注水中型ポンプの移動，ホース敷設等の操作 

－ 
3人 

C,D,E 

3人 

k,l,m 

●可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水の系統構成操作 

第 2.3.1－3 図 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）の作業と所要時間(1／2) 

原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の間に維持 

10 分 

原子炉スクラム 

事象発生 

1 分 

2 分 

プラント状況判断

適宜実施 

6 分 

1時間 直流電源の負荷切離操作（中央制御室） 

170 分 

125 分 



2.3.1-48 

全交流動力電源喪失（長期ＴＢ） 

経過時間（時間） 

備 考  4  8  12  16  20  24  28  32  36  40 

操作項目 

実施箇所・必要要員数 

【 】は他作業後 
移動してきた要員 操作の内容   

当直運転員 

（中央制御室） 

当直運転員 

（現場） 

重大事故等対応要員 

（現場） 

原子炉水位の調整操

作(原子炉隔離時冷

却系) 

【1人】 

A 
－ － ●原子炉隔離時冷却系による原子炉注水の調整操作                      

可搬型代替注水中型
ポンプを用いた低圧
代替注水系（可搬型）
の起動準備操作 

－ － 
8人 

c～j 
●可搬型代替注水中型ポンプの移動，ホース敷設等の操作        

－ － 
【2人】 

c,d 
●可搬型代替注水中型ポンプの起動操作                      

－ 
3人 

C,D,E 

3人 

k,l,m 

●可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水の系統構成

操作 

タンクローリによる
燃料給油操作 

－ － 
2人 

（参集） 

●可搬型設備用軽油タンクからタンクローリへの給油操作                     

タンクローリ残量に応じ

て適宜軽油タンクから給

油 

●可搬型代替注水中型ポンプへの給油操作                      

逃がし安全弁（自動
減圧機能）の手動に
よる原子炉減圧操作 

【1人】 
B 

－ － ●逃がし安全弁（自動減圧機能）7弁の手動開放操作                      

原子炉水位の調整操

作(低圧代替注水系

（可搬型）) 

－ 
【2人】 

C,D 

2人 

（参集） 
●可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水の調整操作                     

所内常設直流電源

設備による非常用

所内電気設備への

給電操作(不要負荷

の切離操作） 

－ 
【1人】 

E 

【1人】 

k 
●不要負荷の切離操作(現場）                     

常設代替高圧電源装

置による非常用母線

の受電準備操作 

【1人】 

B 
－ － ●非常用母線の受電準備操作(中央制御室）                     

－ 
【1人】 

E 

【1人】 

k 
●非常用母線の受電準備操作(現場）                     

可搬型代替注水中
型ポンプを用いた
代替格納容器スプ
レイ冷却系（可搬
型）による格納容器
冷却操作 

－ 
【1人】 

E 

【3人】 

k,l,m 

2人 

（参集） 

●可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器

冷却の系統構成操作 

●可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器

冷却の流量調整操作 

常設代替高圧電源装
置による緊急用母線
の受電操作 

【1人】 

B 
－ － ●常設代替高圧電源装置2台の起動操作及び緊急用母線の受電操作                      

常設代替高圧電源装

置による非常用母線

の受電操作 

【1人】 

B 
－ － 

●常設代替高圧電源装置3台の追加起動操作                     

●非常用母線の受電操作            

残留熱除去系（低圧

注水系）による原子

炉注水操作並びに

残留熱除去系（格納

容器スプレイ冷却

系）又は残留熱除去

系（サプレッショ

ン・プール冷却系）

による格納容器除

熱操作 

【1人】 

B 
－ － 

●残留熱除去系海水系の起動操作                     

●残留熱除去系の起動操作                     

●残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残留熱除去系（格納容器スプレイ冷

却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除熱の交互運転

操作 

使用済燃料プールの

冷却操作 

－ 
【1人】 

C 

【1人】 

（参集） 

●可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プール注水系（注水ライン）を使用した使用済燃

料プールへの注水操作 

解析上考慮しない 

スロッシングによる水位

低下がある場合は代替燃

料プール冷却系の起動ま

でに実施する 

【1人】 

A 
－ － 

●緊急用海水系による海水通水の系統構成操作及び起動操作 解析上考慮しない 

約25時間後までに実施す

る ●代替燃料プール冷却系の起動操作 

必要要員合計 
2人 
A,B 

3人 
C,D,E 

13人 a～m 
及び参集6人 

第 2.3.1－3 図 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）の作業と所要時間(2／2)  

起動後，適宜監視 

原子炉水位を原子炉水位低（レベル

３）設定点から原子炉水位高（レベル

８）設定点の間に維持 

24時間 非常用母線受電 

約13時間 格納容器圧力279kPa[gage]到達 

24 時間 10 分 残留熱除去系による原子炉注水及び 

格納容器スプレイの交互運転開始 

8時間1分 原子炉減圧開始 

1 分 

系統構成後，適宜流量調整 

     適宜実施 

175 分 

系統構成後，適宜流量調整 

90 分 

2 分 

4 分 

原子炉水位高（レベル８）設定点にて格納容器スプレイ又はサプレッショ

ン・プール冷却への切替操作を実施し，原子炉水位低（レベル３）設定点に

て原子炉注水への切替操作を実施 

35 分 

75 分 

8時間 直流電源の負荷切離操作（現場） 

4 分 

5 分 

8 分 

適宜実施 

20 分 

15 分 

170 分 

125 分 

50 分 
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第 2.3.1－4 図 原子炉圧力の推移 

第 2.3.1－5 図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移※

※ シュラウド内外水位はボイドを含む場合，二相水位を示している。

原子炉隔離時冷却系の起動／停止により炉内の蒸気発生量が増減するため，

原子炉圧力は低下／上昇を繰り返し，圧力上昇時は逃がし安全弁（安全弁機

能）の開閉により制御される。（原子炉への注水中は，原子炉圧力が降下す

る。崩壊熱の減少に伴い，圧力の低下幅が大きくなる） 

逃がし安全弁（自動減圧機能） 

7 弁による手動減圧（約 8 時間） 

主蒸気隔離弁閉止による原子炉圧力上昇 

（最大値：約 8.16MPa[gage]） 

原子炉減圧による蒸気流出 

に伴う水位の低下（約 8 時間） 

可搬型代替注水中型ポンプを用い

た低圧代替注水系（可搬型）による

原子炉水位の維持 原子炉隔離時冷却系に 

よる原子炉水位の維持 

レベル 3

レベル 2

レベル 1
燃料有効長頂部

燃料有効長底部 

レベル 8

シュラウド内

（炉心上部プレナム） 

シュラウド外

シュラウド内

（高出力燃料集合体）

シュラウド内

（炉心下部プレナム）

原
子
炉
圧
力

(MPa[abs]) 

原
子
炉
水
位
（
シ
ュ
ラ
ウ
ド
内
外
水
位
）
(m) 

(h)

(h)

注水された未飽和水により炉心下部プ

レナムのボイド率が低下し，二相水位に

よる満水が維持できなくなるため，水位

が形成される

注水開始後徐々に水位が回復 

原子炉注水により炉心バイパス部から下

部プレナム部に流入した未飽和水が炉心

部に到達することでボイド率が低下し，

水位が低下する 
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第 2.3.1－6 図 注水流量の推移 

第 2.3.1－7 図 逃がし安全弁からの蒸気流量の推移 

原子炉隔離時冷却系による注水（原子炉

水位低（レベル３）設定点から原子炉水

位高（レベル８）設定点の間に維持する

よう注水） 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた

低圧代替注水系(可搬型)による注水 

（原子炉水位低（レベル３）設定点か

ら原子炉水位高（レベル８）設定点の

間に維持するよう注水） 

逃がし安全弁（安全弁機能） 

（原子炉圧力制御） 

逃がし安全弁(自動減圧機能) 

7 弁による手動減圧（約 8 時間）

注
水
流
量

(m３／h) 

蒸
気
流
量

(t／h) 

(h)

(h)
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第 2.3.1－8 図 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 

第 2.3.1－9 図 燃料被覆管温度の推移 

逃がし安全弁（自動減圧機能） 

7 弁開放による水量減少（約 8 時間）

（減圧と同時に原子炉隔離時 

冷却系が停止することを想定） 

原子炉隔離時冷却系の 

起動／停止による水量増減

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系

（可搬型）による原子炉注水の開始による水量回復

可搬型代替注水中型ポンプを用

いた低圧代替注水系（可搬型）

の起動／停止による水量増減 

原子炉減圧による飽和温度 

の低下（約 8 時間） 原子炉圧力変化に応じて飽和温度が変化し， 

燃料被覆管温度もこれに追従して変化を繰り返す 

（最高温度：初期値（約 309℃）以下にとどまる） 

原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
保
有
水
量

(t) 

燃
料
被
覆
管
温
度

(℃) 

(h)

(h)
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第 2.3.1－10 図 燃料被覆管最高温度発生位置における熱伝達係数の推移 

第 2.3.1－11 図 燃料被覆管最高温度発生位置におけるボイド率の推移 

ボイド率増加に伴う 

熱伝達係数低下 

原子炉減圧に伴う 

ボイド率増加（約 8 時間）

原子炉隔離時冷却系の起動／停止

に伴うボイド率増減 
可搬型代替注水中型ポンプを用

いた低圧代替注水系（可搬型）の

起動／停止によるボイド率増減 

熱
伝
達
係
数

(W／(m２・K))

ボ
イ
ド
率

(－) 

(h)

(h)

核沸騰冷却（ボイド率に対応した値） 核沸騰冷却（再冠水後） 

原子炉注水により炉心バイパス部から下部プレナム部に流入した

未飽和水が炉心部に到達することでボイド率が低下する 
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第 2.3.1－12 図 高出力燃料集合体のボイド率の推移 

第 2.3.1－13 図 炉心下部プレナム部のボイド率の推移 

原子炉減圧に伴うボイ

ド率増加（約 8 時間） 

原子炉隔離時冷却系の起動／停止

に伴うボイド率増減 

可搬型代替注水中型ポンプを用

いた低圧代替注水系（可搬型）の

起動／停止によるボイド率増減 

原子炉減圧に伴う 

ボイド率増加（約 8 時間）

ボ
イ
ド
率

(－) 

原子炉注水により炉心バイパス部から下部プレナム部に流入した

未飽和水が炉心部に到達することでボイド率が低下する 

(h)

(h)

注水の継続により未飽和となり 

ボイド率が低下する 

可搬型代替注水中型ポンプを

用いた低圧代替注水（可搬型）

の注水に伴うボイド率の低下

可搬型代替注水中型ポンプを

用いた低圧代替注水（可搬型）

の注水に伴うボイド率の低下

ボ
イ
ド
率

(－) 

下部プレナムでの水位形成により

炉心部の冷却材が落下しボイド率

が増加 
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第 2.3.1－14 図 燃料被覆管破裂が発生した時点の燃料被覆管温度と 

燃料被覆管の円周方向の応力の関係 
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燃料被覆管の最高温度及
び円周方向応力の最大値 
燃料被覆管の最高温度及び

円周方向応力の最大値 
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第 2.3.1－15 図 格納容器圧力の推移 

第 2.3.1－16 図 格納容器雰囲気温度の推移 

原子炉減圧に伴う 

格納容器圧力の上昇 

格納容器圧力 279kPa[gage]到達にて可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替

格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却を実施（約 13 時間） 

原子炉注水の起動／停止の繰り返しに伴う蒸気発生量の増減により，格納容器

への放熱量が変動しサプレッション・チェンバ圧力が変動する。また，ベント

管真空破壊装置の作動によりドライウェル圧力もこれに追従する。 

最大圧力：約 0.28MPa[gage] 

（約 13 時間） 

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）作動

による圧力上昇の抑制（13.7kPa[gage]到達時） 

原子炉減圧に伴い，原子炉内の蒸気が流

入することによる温度上昇 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型） 

作動による温度上昇の抑制 

ドライウェル雰囲気温度は，原子炉注水の起動／停止の繰り返しに伴う蒸

気発生量の増減により，格納容器への放熱量が変動することから上下する 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系） 

作動による温度低下（約 24 時間） 

格
納
容
器
圧
力

(MPa[gage]) 

格
納
容
器
雰
囲
気
温
度

(℃) 

最高温度：約 141℃ 

（約 23 時間） 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系） 

作動による圧力低下（約 24 時間） 

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）への切替後，原子炉 

圧力容器からの放熱の影響により上昇傾向となるが，原子炉減圧後の 

原子炉圧力容器温度より若干低い温度（100℃程度）で平衡状態となる 

ベント管の水没長さ分の水頭圧によるドライ

ウェルとサプレッション・チェンバの圧力差



2.3.1-56

0

100

200

300

0 24 48 72 96 120 144 168

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度

事故後の時間(h)

JOB No.MA47BNT2TB--GG5B000

（℃）

第 2.3.1－17 図 サプレッション・プール水位の推移 

第 2.3.1－18 図 サプレッション・プール水温度の推移 
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（m） 低圧代替注水（可搬型）による外部水源を用いた原子炉注水により逃が

し安全弁を介し原子炉内の蒸気が流入するため水位が上昇 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）作動（約 13 時間） 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）停止 

逃がし安全弁を介し原子炉内の蒸気が流入

することで水温が上昇 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）

作動による温度低下（約 24 時間） 

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）

作動による温度低下 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度

(℃) 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位

(m) 

ベントライン（約 15m） 

最高温度：約 138℃ 

（約 23 時間） 

通常水位＋6.5m（約 13.5m） 

通常水位＋5.5m（約 12.5m） 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）作動（約 13 時間） 



添付資料 2.3.1.1 

添付 2.3.1.1-1 

逃がし安全弁作動用の窒素の供給について

1. 逃がし安全弁について

逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧を防止するため格納

容器内の主蒸気管に設置されている。排出した蒸気は排気管によりサプレッ

ション・プール水中に導き凝縮するようにしている。逃がし安全弁はバネ式

（アクチュエータ付）で，アクチュエータにより逃がし弁として作動させる

こともできるバネ式安全弁である。すなわち，逃がし安全弁はバネ式の安全

弁に外部から強制的に開閉を行うアクチュエータを取り付けたもので，蒸気

圧力がスプリングの設定圧力に達すると自動開放するほか，外部信号によっ

てアクチュエータのピストンに窒素ガスを供給して弁を強制的に開放するこ

とができる。逃がし安全弁は 18 個からなり，次の機能を有している。 

(1) 逃がし弁機能

逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧を防止するため，

原子炉圧力が設定圧力に到達した場合に信号を発信し，アクチュエータの

ピストンを駆動して強制的に開放する。18 個の逃がし安全弁は，全てこの

機能を有している。

(2) 安全弁機能

逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧を防止するため，

逃がし弁機能のバックアップとして，圧力上昇に伴いスプリングに打ち勝

って自動開放されることにより，原子炉冷却材圧力バウンダリの最も過酷

な圧力変化に対しても，原子炉圧力が最高使用圧力の 1.1 倍を超えないよ

うに設計されている。18 個の逃がし安全弁は，全てこの機能を有している。



添付 2.3.1.1-2

(3) 自動減圧機能

自動減圧機能（以下「ＡＤＳ機能」という。）は，非常用炉心冷却系の一

部であり，「原子炉水位異常低下（レベル１）」及び「ドライウェル圧力高」

のＡＮＤ信号に 120 秒の時間遅れ後，低圧注水系が運転状態であることに

よりピストンを駆動して弁を強制的に開放し，ＬＯＣＡ時等に原子炉圧力

をすみやかに低下させて，低圧注水系の早期の注水をうながす。18 個の逃

がし安全弁のうち，7 個がこの機能を有している。

(4) その他の機能

原子炉停止後，熱除去源としての復水器が何らかの原因で使用不能な場

合に，崩壊熱により発生した蒸気を除去するため，中央制御室からの遠隔

手動操作で弁を開放し，原子炉圧力を制御することができる。18 個の逃が

し安全弁は，全てこの機能を有している。

第 1 表に，逃がし安全弁の吹出し圧力を示す。
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第 1 表 逃がし安全弁の逃がし弁機能及び安全弁機能の吹出し圧力

（逃がし弁機能の吹出し圧力）

吹出し圧力 

（MPa[gage]）
弁個数 容量／個（t／h） 備 考※１

7.37 2 354.6 D,N 

7.44 4 357.8 E,G,P,U 

7.51 4 361.1 H,J,M,V 

7.58 4 364.3 A,C,F,S 

7.65 4 367.6 B,K,L,R 

（安全弁機能の吹出し圧力）

吹出し圧力 

（MPa[gage]）
弁個数 容量／個（t／h）※２ 備 考※１

7.79 2 385.2 D,N 

8.10 4 400.5 E,G,P,U 

8.17 4 403.9 H,J,M,V 

8.24 4 407.2 A,C,F,S 

8.31 4 410.6 B,K,L,R 
※１：囲み文宇は,逃がし安全弁（自動減圧機能）を示す。 

※２：吹出し圧力×1.03 において 
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2. 逃がし安全弁の作動用の窒素の供給について

逃がし安全弁の機能のうち，バネ式の安全弁機能以外の「逃がし弁機能」，

「自動減圧機能」及び「その他の機能」は，弁の開閉のために窒素を供給し

てアクチュエータを作動させる。第 2 表に逃がし安全弁（自動減圧機能）及

びその他の逃がし安全弁の動作回数及びアキュムレータ容量を示す。

第 2 表 逃がし安全弁の動作回数（外部からの窒素供給なしの場合）

動作回数
使用する

アキュムレータ
概略図

逃がし安全弁

(自動減圧機能) 

1 回

（ドライウェル最高使用圧力

（310kPa[gage]））

又は

5 回

（ドライウェル通常圧力

（13.7kPa[gage]）以下）

ADS 機能用

アキュムレータ

（250 リットル） 第 1 図

参照

1 回

（ドライウェル通常圧力

（13.7kPa[gage]）以下）

逃がし弁機能用

アキュムレータ

（8.5 リットル）

その他の

逃がし安全弁

1 回

（ドライウェル通常圧力

（13.7kPa[gage]）以下）

逃がし弁機能用

アキュムレータ

（8.5 リットル）

第 2 図

参照



添付 2.3.1.1-5

逃がし安全弁のアキュムレータへ窒素ガスを供給する設備は，常用系と非

常用系から構成されている。常用系はフィルタ，減圧弁等で構成され，窒素

ガスは不活性ガス系より供給される。非常用系は非常用窒素供給系高圧窒素

ボンベ，減圧弁等から構成され，独立したＡ系，Ｂ系の 2 系列からなる非常

用窒素供給系より供給される。また，常用系と非常用系との間にはタイライ

ンを設け，通常時は非常用系へも常用系の不活性ガス系から供給される。第

3 図に系統構成図を示す。

ＬＯＣＡ後等の長期冷却時には，逃がし安全弁（自動減圧機能）のアキュ

ムレータに窒素ガスを供給する。このとき，常用系が健全であれば常用系か

ら供給するが，常用系が機能を喪失した場合は，非常用窒素供給系高圧窒素

ボンベから供給する。
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第 1 図 逃がし安全弁（自動減圧機能）概略図

第 2 図 その他の逃がし安全弁概略図

その他の逃がし安全弁 11 個

逃がし弁機能用

アキュムレータ

逃がし弁機能用電磁弁

（原子炉圧力設定値）

計装用空気系

窒素供給系

自動減圧機能用

アキュムレータ

逃がし安全弁（自動減圧機能）7 個

計装用空気系

逃がし弁機能用

アキュムレータ

逃がし弁機能用 

電磁弁 

（原子炉圧力設定値）
自動減圧機能用電磁弁 

（原子炉水位異常低下（レベル１）

ＡＮＤ 

ドライウェル圧力高）
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第 3 図 非常用窒素供給系 系統概要図

原子炉建屋原子炉棟

［非常用窒素供給系Ｂ系］

窒素供給系

屋 外

MO

MO MO

MO

AO MO

MO

MO MO

MO

MO

MOAO

［非常用逃がし安全弁駆動系Ｂ系］

主蒸気系

主蒸気系

主蒸気系

主蒸気系

主蒸気系

アキュムレータ
（逃がし弁機能用）

アキュムレータ
（自動減圧機能用）

逃がし安全弁(自動減圧機能なし）
2個

逃がし安全弁(自動減圧機能なし)
7個

逃がし安全弁(自動減圧機能)
4個

原子炉格納容器

ドライウェル

サプレッション・チェンバ

逃がし安全弁(自動減圧機能なし)
2個

逃がし安全弁(自動減圧機能)
3個

P

P

［非常用窒素供給系Ａ系］

クエンチャ

［非常用逃がし安全弁駆動系Ａ系］

非常用逃がし安全弁駆動系Ａ系
高圧窒素ボンベ

非常用窒素供給系Ａ系
高圧窒素ボンベ

予備

非常用窒素供給系
高圧窒素ボンベ

非常用逃がし安全弁駆動系
高圧窒素ボンベ

予備

非常用逃がし安全弁駆動系Ｂ系
高圧窒素ボンベ

非常用窒素供給系Ｂ系
高圧窒素ボンベ

予備

非常用窒素供給系
高圧窒素ボンベ

非常用逃がし安全弁駆動系
高圧窒素ボンベ

予備

P

：逃がし安全弁

：電磁弁

：三方弁

：アキュムレータ

（逃がし弁機能用）
（自動減圧機能用）

：電動弁

：空気作動弁

：減圧弁

：逆止弁

：手動弁

：圧力検出器

AO

MO

：重大事故等対処設備
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高圧窒素ボンベの容量は，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁（Ａ系 4 弁，

Ｂ系 3 弁）を開弁させた後，7 弁を 7 日間開保持させるために必要な窒素ガ

ス量を基に，必要ボンベ本数を確保している。 

1 系列当たりの必要ボンベ個数は以下のとおり。

【窒素ガス消費量】

非常用窒素供給系1系列を重大事故等の供

給圧力まで加圧するための消費量 ： 1,880[NL]

逃がし安全弁（自動減圧機能）4弁を作動す

るための消費量 ： 970[NL]

逃がし安全弁（自動減圧機能）4弁を7日間

開保持するための消費量 ： 19,032[NL]

合計 ： 21,882[NL]

【高圧窒素ガスボンベによる供給量】 

S ＝
�P �MPa�abs�� P �MPa�abs���

P �MPa�abs�� � V L/本 � M	本

� 	 P MPa�abs� P MPa�abs�
0.101325	MPa�abs� � Vb 	 L

本
� M	本

						� 	 14.8		MPa�abs� 5.1	MPa�abs�
0.101325	MPa�abs� � 46.7 	 L

本
� M	本

						� 	4,471�NL/本� � M�本�
ここで， 

Sb：高圧窒素ボンベ供給量［NL］ 

P1：高圧窒素ボンベ初期充填圧力＝14.8［MPa（abs）］ 
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P2：高圧窒素ボンベ交換圧力＝5.1［MPa（abs）］ 

PN：大気圧＝0.101325［MPa（abs）］ 

Vb：高圧窒素ボンベ容量（46.7[L/個]） 

M ：高圧窒素ボンベ必要個数[個] 

開保持するために必要な窒素ガス消費量より多い供給量（Sb）が必要であり， 

Sb ＞ 21,882 

上記の関係式より

4,471×M ＞ 21,882 

M ＞ 4.7 [個] → 5 [個] 

非常用窒素供給系(A 系：5 個，B 系：5 個)及び予備の高圧窒素ボンベ（10

個）ともに必要容量を確保している。 
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3. 逃がし安全弁の原子炉圧力制御に係る解析と実際の運用の違い 

有効性評価では，逃がし安全弁（安全弁機能）の最低設定圧力（7.79MPa

［gage］）で原子炉を圧力制御することを前提に解析しているが，実際の運用

としては，サプレッション・プール水温度の上昇を周方向で均一にするため

に，運転手順に基づき温度を監視しながらなるべく離れた排気管クエンチャ

位置の逃がし安全弁を順次開放することとしている。また，逃がし安全弁（自

動減圧機能）のみに限定しても同様の操作が可能である。なお，逃がし安全

弁（安全弁機能）の最低設定圧力の弁 2 弁のみで圧力制御される場合におい

ても，第 4 図に示すとおり当該弁は対角位置に設置されていることから，原

子炉から放出される蒸気が 1 箇所に偏らないように考慮されている。 

4. 原子炉圧力制御に係るサプレッション・プールの温度成層化の影響 

「重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードにつ

いて 第 5 部 MAAP 別添 1（補足）圧力抑制プール（S/C）の温度成層化の

影響について」（以下「解析コード資料」という。）にて，温度成層化の発生

の可能性について，福島事故を踏まえた考察をまとめている。 

第 4 図及び第 5 図に示すとおり，東海第二発電所の逃がし安全弁の排気管

のクエンチャ（Ｘクエンチャ）及び原子炉隔離時冷却系の排気スパージャの

位置関係は解析コード資料で参照した福島第二原子力発電所４号炉と同様な

位置関係である。また，事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」の

ように，原子炉隔離時冷却系の間欠運転によって原子炉水位を維持しつつ，

逃がし安全弁で原子炉圧力の制御を実施する場合には，原子炉隔離時冷却系

が停止している間の逃がし安全弁の動作に伴う攪拌効果により，サプレッシ

ョン・プールの温度成層化の発生の可能性は小さくなる。 

一方，原子炉隔離時冷却系を停止し，逃がし安全弁による原子炉減圧状態
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を維持して低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水を実施する場合には，

温度成層化の発生の可能性はあるが，逃がし安全弁クエンチャの排気口はサ

プレッション・チェンバの底部から約 2.2m 程度の下部の位置に設置されてい

ることから，この付近を境に上下の温度差が発生したとしても，サプレッシ

ョン・プール水の多くを上部の温度が高い層が占めるため，解析コード資料

で参照した福島第二原子力発電所２号炉と同様に格納容器圧力に対する影響

は小さいものと考えられる。 
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第 4 図 サプレッション・プール内の逃がし安全弁クエンチャの配置図 

第 5 図 逃がし安全弁クエンチャ及び原子炉隔離時冷却系 

排気スパージャの配置図 
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蓄電池による給電時間評価結果について 

非常用の常設直流電源設備として，125V 系蓄電池Ａ系，125V 系蓄電

池Ｂ系，125V 系蓄電池ＨＰＣＳ系の 3 系統，中性子モニタ用蓄電池Ａ

系及びＢ系の 2 系統，常設代替直流電源設備として，緊急用 125V 系蓄

電池の 1 系統を有している。 

原子炉隔離時冷却系の運転操作に係る負荷は，直流 125V 主母線盤２

Ａに接続されており，125V 系蓄電池Ａ系より給電される。全交流動力

電源喪失時においては，同蓄電池からの電源供給により，原子炉隔離

時冷却系が起動し，原子炉への注水が行われる。同蓄電池からの電源

供給としては，電源供給開始から 1 時間後に中央制御室内にて，電源

供給開始から 8 時間後には現場分電盤にて負荷の手動切離しを行うこ

とで，その後 16 時間にわたり原子炉隔離時冷却系による注水に係る負

荷に電源を供給するものとして評価する。 

上記運転方法に必要な負荷容量が約 5,284Ah であることに対し，125V

系蓄電池Ａ系の容量が 6,000Ah※ １であることから，24 時間※ ２にわたり

原子炉隔離時冷却系の運転継続のための電源供給が可能である。（第 1

図） 

また，重大事故等の対応に必要な計装設備については，緊急用直流

125V 主母線盤に接続されており，緊急用 125V 系蓄電池より給電される。

全交流動力電源喪失時においては，同蓄電池からの電源供給により，

電源供給開始から負荷の切り離しを行うことなく，24 時間※ １にわたり

必要な計装設備に電源供給が可能である。

上記に必要な負荷容量が約 3,043Ah であることに対し，緊急用 125V

添付資料 2.3.1.2
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系蓄電池の容量が 6,000Ah※ １であることから，24 時間にわたり電源供

給が可能である。（第 2 図） 

※1 蓄電池容量は，使用開始から寿命までの間変化し，使用年数

を経るに従い容量が低下するため，蓄電池容量の算出に当た

っては，「据置蓄電池の容量算出法」（SBA S 0601-2014）に

よる保守率 0.8 を採用していること及び各負荷の電流値を実

負荷電流ではなく，設計値を用いていることから，必要容量

に対して余裕を持った容量を設定している。 

※2 全交流動力電源装置（長期ＴＢ）においては事象発生 8 時間

後，全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）においては事象発生 3 時

間後に原子炉隔離時冷却系を停止し，可搬型代替注水中型ポ

ンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水に

切り替えるが，蓄電池の容量評価を保守的に評価するため，

原子炉隔離時冷却系が 24 時間運転継続した想定で評価を実

施している。 

(1) 所内常設直流電源設備の仕様 

名称：125V 系蓄電池Ａ系 

型式：鉛蓄電池 

容量：約 6,000Ah 

設置場所：原子炉建屋付属棟中 1 階 
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(2) 常設代替直流電源設備の仕様 

名称：緊急用 125V 系蓄電池 

型式：鉛蓄電池 

容量：約 6,000Ah 

設置場所：原子炉建屋廃棄物処理棟 1 階 

第 1 図 125V 系蓄電池Ａ系 負荷曲線

主要負荷名称 

放電時間 

・遮断器制御 

（瞬時負荷） 

・Ｄ／Ｇ２Ｃ初期励磁 

（瞬時負荷） 

・原子炉隔離時冷却系 

復水ポンプ 

・原子炉隔離時冷却系 

真空ポンプ 

・ 原 子 炉 隔 離 時 冷 却 系

電動弁

（瞬時負荷） 

・計装設備 

・非常用照明 

・逃がし安全弁 

・その他負荷 

125V 系蓄電池Ａ系 

1,200 

1,000 

600 

400 

200 

0 

1 分 60 分

1,400 

540 分 1440 分 

1,600 

800 

8 時間 1時間 24時間 

放電電流[A] 

1,800 

2,000 

1,750A 

255A 238A 

134A 

▼ ▼ ▼ ▼ 

・遮断器引き外し完了

・原子炉隔離時冷却系起動完了

中 央 制 御 室 に て 不 要 直 流 負 荷 の

切り離し

現 場 分 電 盤 に て 不 要 直 流 負 荷 の

切り離し

6,000Ah 
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第 2 図 緊急用 125V 系蓄電池 負荷曲線 

主要負荷名称 

放電時間 

・遮断器制御 

（瞬時負荷） 

・高圧代替注水系  

制御盤 

・常設代替高圧電源 

 装置遠隔操作盤  

・計装設備 

・その他負荷 

・負荷余裕 

緊急用 125V 系蓄電池 6,000Ah 

200 

0 

1 分 

400 

1440 分 

600 

24 時間 

放電電流[A] 

800 

1,000 

787A 

99.8A 

・遮断器引き外し完了

▼ ▼ 
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添付 2.3.1.3-1 

全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）時における原子炉隔離時冷却系の 

8 時間継続運転が可能であることの妥当性について 

有効性評価の全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）では，約 8 時間の原

子炉隔離時冷却系を用いた原子炉注水に期待している。第 1 図に原子

炉隔離時冷却系の系統構成概略を示す。 

原子炉隔離時冷却系の起動から約 8 時間の継続運転のために直流電

源を必要とする設備は，計測制御設備の他，電動弁，真空ポンプ及び

復水ポンプの電動機があるが，これらに電源供給が可能であることは

添付資料 2.3.1.2 にて確認している。 

事故時には直流電源の容量以外にも，サプレッション・チェンバ圧

力及びサプレッション・プール水温度の上昇や原子炉隔離時冷却系室

温度及び中央制御室温度の上昇が，原子炉隔離時冷却系の運転継続に

影響することも考えられるため，その影響についても確認した（第 1

表参照）。 

第 1 表に記載したそれぞれの要因は原子炉隔離時冷却系の 8 時間継

続運転上の制約とならないことから，本有効性評価においてこの機能

に期待することは妥当であると考える。 
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第 1 表 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）時における原子炉隔離時冷却系の継続運転への影響評価（1／2） 

評価項目 影響概要 評 価 

サプレッション・ 

プール水温度上昇 

サプ レッ シ ョン ・プ ール 水温 度 の上 昇に よ

り，原子炉隔離時冷却系ポンプのキャビテー

ションが発生し，原子炉隔離時冷却系ポンプ

の運転に影響を与える可能性が考えられる。

原子炉隔離時冷却系ポンプの第一水源であるサプレッショ

ン・プールを水源とした場合，事象発生後 8 時間での水温

は約 100℃となる。（第 3 図） 

この時の原子炉隔離時冷却系ポンプの有効吸込み水頭（Ｎ

ＰＳＨ）は約 6.4m まで低下するが，原子炉隔離時冷却系ポ

ンプの必要ＮＰＳＨである約 5.8m に対して十分余裕がある

ため，キャビテーションは発生しない。したがって，サプ

レッション・プール水温度上昇によって原子炉隔離時冷却

系の 8 時間継続運転は阻害されない。 

潤滑 油冷 却 系は ポン プ吐 出水 に より 冷却 す

ることから，サプレッション・プール水温度

の上昇により，軸受機能が潤滑油温度上昇の

影響を受け，原子炉隔離時冷却系ポンプの運

転に影響を与える可能性が考えられる。 

ポンプ軸受の潤滑油温度は，冷却器の設計上，潤滑油の冷

却に使用しているサプレッション・プール水温度より

高くなるが，潤滑油の許容温度である 未満となるた

め，軸受の冷却が阻害されることはない。したがって，サ

プレッション・プール水温度上昇によって原子炉隔離時冷

却系の 8 時間継続運転は阻害されない。 

サプ レッ シ ョン ・プ ール 水温 度 の上 昇に よ

り，復水器が機能停止に至り，原子炉隔離時

冷却 系ポ ン プの 運転 に影 響を 与 える 可能 性

が考えられる。 

タービングランド部からの蒸気の微小漏えいにより室内温

度が悪化するが，制御系は原子炉隔離時冷却系ポンプとは

別区画に設置している。したがって，サプレッション・プ

ール水温度上昇によって原子炉隔離時冷却系の 8 時間継続

運転は阻害されない。 

サプ レッ シ ョン ・プ ール 水温 度 の上 昇に よ

り，制御油の温度が上昇し，粘性低下が速度

制御に影響を及ぼすことによって，原子炉隔

離時 冷却 系 ポン プの 運転 に影 響 を与 える 可

能性が考えられる。 

制御油の粘性低下により制御器からの指示信号と実速度に

差異が生じる可能性があるが，差は極わずかであること及

び速度制御は実際のポンプ吐出量によって決定されること

から，ガバナ機能は維持される。したがって，サプレッシ

ョン・プール水温度上昇によって原子炉隔離時冷却系の 8

時間継続運転は阻害されない。 
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第 1 表 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）時における原子炉隔離時冷却系の継続運転への影響評価（2／2） 

評価項目 影響概要 評 価 

サプレッション・ 

チェンバ圧力上昇 

原子炉隔離時冷却系タービン保護のため，サ

プレッション・チェンバ圧力 0.172MPa[gage]

にて，原子炉隔離時冷却系タービン排気圧高

トリップインターロックが動作し，原子炉隔

離時 冷却 系 の運 転が 停止 する 可 能性 が考 え

られる。 

全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）時のサプレッション・チ

ェンバ圧力を評価した結果，事象発生から 8 時間後の圧力

は約 0.07MPa[gage]であり，原子炉隔離時冷却系タービン排

気圧高トリップインターロック設定圧力を下回る。（第 4 図）

したがって，サプレッション・チェンバ圧力上昇によって

原子炉隔離時冷却系の 8 時間継続運転は阻害されない。 

原 子 炉 隔 離 時 冷 却 系

ポンプ室温度上昇 

原子 炉隔 離 時冷 却系 のポ ンプ ， 電気 制御 系

統，弁，タービン等の設計で想定している環

境の最高温度は 65.6℃を想定している。全交

流動 力電 源 喪失 時は 換気 空調 系 が停 止し て

いるため，原子炉隔離時冷却系ポンプ室温が

65.6℃を超え，原子炉隔離時冷却系ポンプの

運転に影響を与える可能性が考えられる。 

全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）時の原子炉隔離時冷却系

ポンプ室温度を評価した結果，事象発生から 8 時間後の室

温は約 65℃（初期室温 40℃）であり，原子炉隔離時冷却系

の設計で想定している 65.6℃を下回る。したがって，原子

炉隔離時冷却系ポンプ室温度上昇によって原子炉隔離時冷

却系の 8 時間継続運転は阻害されない。 

中央制御室温度上昇 中央 制御 室 に設 置さ れて いる 原 子炉 隔離 時

冷却 系制 御 盤の 設計 で想 定し て いる 環境 の

最高温度は 40℃である。全交流動力電源喪失

では換気空調系が停止するため，中央制御室

温度が最高温度を超え，原子炉隔離時冷却系

ポン プの 運 転に 影響 を与 える 可 能性 が考 え

られる。 

全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）時の中央制御室温度を評

価した結果，事象発生から 8 時間後の室温は約 37℃であり，

制御盤の設計で想定している環境の最高温度 40℃を下回

る。したがって，中央制御室温度上昇によって原子炉隔離

時冷却系の 8 時間継続運転は阻害されない。 
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第 1 図 原子炉隔離時冷却系系統概要図
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第 2 図 原子炉隔離時冷却系ポンプ周り系統図
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第 3 図 サプレッション・プール水温度の推移 

第 4 図 サプレッション・チェンバ圧力の推移 
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添付 2.3.1.3-7 

サプレッション・プール水温度上昇時のＮＰＳＨ評価について 

サプレッション・プール水温度が 120℃，150℃，200℃におけるＮ

ＰＳＨ評価を実施し，第 2 表のとおり，いずれの温度に対しても有効

ＮＰＳＨが必要ＮＰＳＨを上回ることを確認している。 

第 2 表 原子炉隔離時冷却系ポンプＮＰＳＨ評価 

サプレッション・

プール水温度 
120℃ 150℃ 200℃ 

有効ＮＰＳＨ 6.41m 6.46m 6.53m 

必要ＮＰＳＨ 5.8m 5.8m 5.8m 



添付資料 2.3.1.3 補足資料 2 

添付 2.3.1.3-8 

全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）時における 

原子炉隔離時冷却系ポンプ室及び中央制御室の室温評価について 

1. 温度上昇の評価方法 

(1) 評価の流れ 

全交流動力電源喪失時には換気空調系による除熱が行われないため，評

価対象の部屋の温度変化は，室内の機器や配管などの熱源や評価対象の部

屋よりも室温が高い隣の部屋（上下階含む。）から受ける熱量（室内外発熱

負荷）と評価対象の部屋よりも室温が低い隣の部屋（上下階含む。）への放

熱（躯体放熱）のバランスによって決定される。（第 5 図参照） 

換気空調系停止後，室温が上昇を始め，評価対象の部屋の躯体温度以上

になれば評価対象の部屋から躯体への放熱が始まり，温度上昇は抑制され

る。 

第 5 図 室温評価における温度分布と熱の移動の概要図 

高温側の部屋 低温側の部屋
躯体コンクリート

（壁，天井，床）

低温側の室温

高温側の室温

熱の移動

機器や配管

による発熱

空気→躯体コンクリート間

における熱伝達

躯体コンクリート内部

における熱伝導

躯体コンクリート→空気間

における熱伝達

位置（m） 

温
度

（
℃

）
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(2) 評価条件 

評価条件を以下にまとめる。 

① 評価対象とする部屋の条件 

ａ．原子炉隔離時冷却系ポンプ室 

・初期室温：40℃（夏季設計温度） 

・容  積：556m３ 

・熱 容 量：574.5kJ／℃ 

（保守的に室内機器分の鉄熱容量は考慮せず，上記容

積分の空気熱容量のみを考慮する。） 

・発熱負荷：第 3 表参照。また，発熱負荷の内訳を第 4 表に示す。 

第 3 表 原子炉隔離時冷却系ポンプ室 発熱負荷 

時間 

(h) 
0 1 2 3 4 5 6 7 8 

発熱負荷 

(kW) 
13.5 13.5 13.5 13.5 14.2 14.9 15.5 16.0 16.7 

第 4 表 原子炉隔離時冷却系ポンプ室 発熱負荷内訳 

配管内の流体温度 発熱負荷 

時間(h) 注水配管内流体温度設定(℃)※１ 配管(kW) 機器(kW) 

0 66※２ 8.5※３ 5.0 

1 66※２ 8.5※３ 5.0 

2 66※２ 8.5※３ 5.0 

3 67 8.5※３ 5.0 

4 74 9.2 5.0 

5 81 9.9 5.0 

6 88 10.5 5.0 

7 93 11.0 5.0 

8 100 11.7 5.0 

※1 注水配管以外には蒸気配管がある。それは保守的に機器の最高

使用温度が 0～8h まで継続するものとして設定する。 

※2 0h～2h までのサプレッション・プール温度は，32℃～59℃の範

囲であるが，保守的に 66℃にて設定する。 

※3 0h～2h までの配管発熱負荷の詳細値は約 8.401kW であり，安全

側に切り上げて 8.5kW に設定。また，3h までの配管発熱負荷の

詳細値は約 8.49kW であるため，同様に 8.5kW に設定。 
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ｂ．中央制御室 

・初期室温：24℃（夏季設計温度）

・容 積：2,219.2m3

・熱 容 量：47,021.1kJ／℃

（保守的に室内新設機器の鉄熱容量は考慮せず，既設

機器の鉄熱容量と上記容積分の空気熱容量のみを

考慮する。） 

・発熱負荷：22,206W（0h～1h まで），20,892W（1h～8h まで）

（発熱負荷は，直流電源から給電される機器（盤）の

全電源容量に発熱効率 0.5 を考慮し設定。また，1h

後に平均出力領域計装を切り離す運用も考慮する。

なお，発熱効率 0.5 は過去実績値より設定。） 

② 評価対象の部屋に隣接する部屋の温度条件

第 5 表に隣接する部屋の温度条件を示す。また，第 6 図及び第 7 図

に評価対象の部屋と隣接する部屋の位置関係を示す。 

なお，当該温度条件は，保守的に事象初期から評価期間の間，継続

するものとして評価を行う。 



添付 2.3.1.3-11 

第 5 表 隣接する部屋の温度条件 

隣接する部屋 温度条件(℃) 設定理由 

原子炉棟 65.6 
設計基準事故時に想定している蒸気配管破断を考

慮した左記温度を設定。 

一般エリア 

（二次格納容器

施設外） 

50.0 

全交流動力電源喪失時の一般エリア内は，発熱源

が少なく，夏季設計温度 40℃から 5℃程度上昇す

ることが想定される。このため，これに余裕を見

た左記温度を設定。 

サ プ レ ッ シ ョ

ン・チェンバ 
100.0 

全交流動力電源喪失時のサプレッション・チェン

バの 8 時間後の最大温度を設定。 

地中 20.0 

水戸市の地中温度の最大となる月平均温度 16.2℃

に余裕を見た値を設定。（「地中温度等に関する資

料(農業気象資料第 3 号,1982)」） 

ＭＳトンネル室 102.0 
ＭＳトンネル室は，全交流動力電源喪失時の 8 時

間後のドライウェル温度約 102℃を設定。 

タービン建屋，

サービス建屋 
38.4 

全交流動力電源喪失時のタービン建屋及びサービ

ス建屋内は，発熱源がなく，夏季設計温度 32.2℃

から有意な温度上昇はないと考えられるが，保守

的に屋外で想定する水戸地方気象台で観測された

左記日最大気温を設定。（気象庁ＨＰより） 
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※1 地下 2 階より下は，躯体コンクリートを介して「地中」と隣接している。

第 6 図 原子炉隔離時冷却系ポンプ室及び隣接する部屋の位置関係図 

※2 当該隣接室は，評価が保守的となるようにＭＳトンネル室を代表させている。

第 7 図 中央制御室及び隣接する部屋の位置関係図 

原子炉建屋地下 2 階※１ 原子炉建屋地下 1 階 

原子炉建屋 2 階 原子炉建屋 3 階 原子炉建屋付属棟 4 階 
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③ 躯体コンクリートの熱伝達条件

ａ．コンクリート壁－空気の熱伝達率 

評価壁面 
熱伝達率 

（W／m２・℃） 

鉛直壁面 2※１

水平壁面（上向き） 3※１

水平壁面（下向き） 0.5※１

※1 伝熱工学資料第 5 版に基づき，温度差 5℃，代表高さ 5m にて

算出した値 

ｂ．コンクリートの熱伝達率 

評価壁面 物性値※２

熱伝導率 1.6（W/m・℃） 

熱拡散率 5.3E-07（m2/s） 

※2 伝熱工学資料第 5 版に基づく

(3) 評価結果

全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）時において，事象発生 8 時間後の原子

炉隔離時冷却系ポンプ室の温度は約 65℃，中央制御室の温度は約 37℃とな

り，設計で考慮している温度を超過しないため，原子炉隔離時冷却系の運

転継続に与える影響はない。 

第 8 図 原子炉隔離時冷却系ポンプ室温の推移図 
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第 9 図 中央制御室室温の推移図 
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添付 2.3.1.4-1

安定状態について（全交流動力電源喪失（長期ＴＢ））

全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）時の安定状態については，以下の

とおり。

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備又は重大事故等対処

設備を用いた炉心冷却が維持可能であり，また，冷却の

ための設備がその後も機能維持でき，かつ，必要な要員

の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪

化のおそれがない場合に安定停止状態が確立されたも

のとする。

格納容器安定状態 ：炉心冷却が維持された後に，設計基準事故対処設備又は

重大事故等対処設備を用いた格納容器除熱により格納

容器圧力及び温度が安定又は低下傾向に転じ，また，格

納容器除熱のための設備がその後も機能維持でき，か

つ，必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定

される事象悪化のおそれがない場合に安定状態が確立

されたものとする。

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について

原子炉隔離時冷却系の原子炉注水により炉心冷却が維持される。可搬型代替

注水中型ポンプによる原子炉注水の準備完了後，原子炉を減圧し，可搬型代替

注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水を実施す

ることで，引き続き炉心の冷却は維持され，原子炉安定停止状態が確立される。

格納容器安定状態の確立について

炉心冷却を継続し，常設代替高圧電源装置による交流動力電源の供給開始後

に残留熱除去系を用いた格納容器除熱を実施することで，格納容器圧力及び雰

囲気温度は安定※又は低下傾向となる。格納容器雰囲気温度は 150℃を下回ると

ともに，ドライウェル雰囲気温度は，低圧注水継続のための逃がし安全弁の機

能維持が確認されている 126℃を上回ることはなく，格納容器安定状態が確立

される。 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，必要な水源，燃料

及び電源を供給可能である。 

※ 残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）に切り替えると，原子炉圧力容器

からの放熱の影響によりドライウェル雰囲気温度はわずかに上昇傾向となる。ただ

し，残留熱除去系による格納容器除熱は確立しており，長期的には減圧後の原子炉

圧力容器温度（100℃程度）より若干低い温度で平衡状態となることから，この状

態も含め安定傾向とする。 

【安定状態の維持について】 

上記の炉心損傷防止対策を継続することにより安定状態を維持できる。 

また，残留熱除去系の機能を維持し除熱を継続することで，安定状態の維持

が可能となる。 

（添付資料 2.1.2 別紙 1）



添
付

2
.
3
.
1
.
5
-
1
 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）） 

第 1-1 表 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 

（ＳＡＦＥＲ）（1／2） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉
心

崩壊熱 崩壊熱モデル 

入力値に含まれる。 

最確条件を包絡できる条件を設定することによ

り崩壊熱を大きくするよう考慮している。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

燃 料 棒 表 面 熱 伝

達，沸騰遷移，気

液熱非平衡 

燃 料 棒 表 面 熱 伝

達モデル 

TBL，ROSA-Ⅲの実験解析において，熱伝達係数

を低めに評価する可能性があり，他の解析モデ

ルの不確かさとあいまってコード全体として，

スプレイ冷却のない実験結果の燃料被覆管温度

に比べて最大 50℃程度高めに評価する。また，

低圧代替注水系による注水での燃料棒冷却過程

における蒸気単相冷却又は噴霧流冷却の不確か

さは＋20℃～＋40℃程度である。 

解析コードは，実験結果の燃料被覆管温度に比べて最大 50℃程度

高めに評価することから，解析結果は燃料棒表面の熱伝達係数を

小さく評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表面での熱

伝達は大きくなることで，燃料被覆管温度は低くなるが，事象初

期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系の自動起動により確保さ

れ，燃料被覆管温度を操作開始の起点とする運転員等操作はない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析コードは，実験解析において熱伝達モデルの保守性により燃

料被覆管温度を高めに評価し，有効性評価解析においても燃料被

覆管温度を高めに評価することから，評価項目となるパラメータ

に対する余裕は大きくなる。ただし，おおむね炉心部の冠水が維

持される本事故シーケンスでは，この影響は小さいと考えられる。

燃料被覆管酸化 
ジ ル コ ニ ウ ム －

水反応モデル 

酸化量及び酸化反応に伴う発熱量をより大きく

見積もる Baker-Just式による計算モデルを採用

しており，保守的な結果を与える。 

解析コードは，酸化量及び酸化反応に伴う発熱量の評価について

保守的な結果を与えるため，燃料被覆管温度を高めに評価する可

能性がある。よって，実際の燃料被覆管温度は低くなるが，事象

初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系の自動起動により確保さ

れ，燃料被覆管温度を操作開始の起点とする運転員等操作はない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析コードは，酸化量及び酸化反応に伴う発熱量の評価について

保守的な結果を与えるため，燃料被覆管温度を高く評価すること

から，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。た

だし，おおむね炉心部の冠水が維持される本事故シーケンスでは，

この影響は小さいと考えられる。 

燃料被覆管変形 
膨れ・破裂評価モ

デル 

膨れ・破裂は，燃料被覆管温度と円周方向応力

に基づいて評価され，燃料被覆管温度は上述の

ように高めに評価され，円周方向応力は燃焼期

間中の変化を考慮して燃料棒内圧を大きく設定

し保守的に評価している。したがって，ベスト

フィット曲線を用いる場合も破裂の判定はおお

むね保守的となる。 

有効性評価解析では炉心の冷却は維持され，燃料被覆管最高温度

は初期値を上回ることがないことから，燃料被覆管の破裂判定の

不確かさが運転員等操作に与える影響はない。 

有効性評価解析では炉心の冷却は維持され，燃料被覆管最高温度

は初期値を上回ることがないことから，燃料被覆管の破裂判定の

不確かさが評価項目となるパラメータに与える影響はない。 
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第 1-1 表 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 

（ＳＡＦＥＲ）（2／2） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉
心

沸騰・ボイド率変

化，気液分離（水

位変化）・対向流，

三次元効果 

二 相流 体 の 流動

モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，

二相水位変化は，解析結果に重畳する水位振動

成分を除いて，実験結果とおおむね同等の結果

が得られている。低圧代替注水系の注水による

燃料棒冷却（蒸気単相冷却又は噴霧流冷却）の

不確かさは＋20℃～＋40℃程度である。 

また，原子炉圧力の評価において，ROSA-Ⅲでは，

2MPa より低い圧力で系統的に圧力低下を早めに

予測する傾向を呈しており，解析上，低圧注水

系の起動タイミングを早める可能性が示され

る。しかし，実験で圧力低下が遅れた理由は，

水面上に露出した上部支持格子等の構造材の温

度が燃料被覆管からの輻射や過熱蒸気により上

昇し，LPCS スプレイの液滴で冷却された際に蒸

気が発生したためであり，炉心の冠水状態がお

おむね維持される事故シーケンスでは考慮する

必要のない不確かさである。このため，燃料被

覆管温度に大きな影響を及ぼす低圧代替注水系

の注水タイミングに特段の差異を生じる可能性

はないと考えられる。 

運転操作はシュラウド外水位（原子炉水位計）に基づく操作であ

ることから，運転員等操作時間に与える影響は原子炉圧力容器の

分類にて示す。 

解析コードは，燃料被覆管温度に対して，解析結果に重畳する水

位振動に伴う燃料棒冷却の不確かさの影響を考慮すると 20℃～

40℃程度低めに評価する可能性があるが，有効性評価解析におけ

る燃料被覆管最高温度は初期値を上回ることがなく，評価項目に

対して十分な余裕があることから，その影響は非常に小さい。 

原
子
炉
圧
力
容
器

沸騰・凝縮・ボイ

ド率変化，気液分

離（水位変化）・

対向流 

二 相流 体 の 流動

モデル 

下部プレナムの二相水位を除き，ダウンカマの

二相水位（シュラウド外水位）に関する不確か

さを取り扱う。シュラウド外水位については，

燃料被覆管温度及び運転員操作のどちらに対し

ても二相水位及びこれを決定する二相流動モデ

ルの妥当性の有無は重要でなく，質量及び水頭

のバランスだけで定まるコラプスト水位が取り

扱えれば十分である。このため，特段の不確か

さを考慮する必要はない。 

解析コードは，ダウンカマ部の二相水位変化を適切に評価するこ

とから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

解析コードは，ダウンカマ部の二相水位変化を適切に評価するこ

とから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

冷却材放出（臨界

流・差圧流） 
臨界流モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，

圧力変化は実験結果とおおむね同等の解析結果

が得られており，臨界流モデルに関して特段の

不確かさを考慮する必要はない。 

解析コードは，原子炉圧力変化を適切に評価することから，運転

員等操作時間に与える影響は小さい。 

破断口及び逃がし安全弁からの流出は，圧力容器ノズル又はノズ

ルに接続する配管を通過し，平衡均質流に達するのに十分な長さ

であることから，管入口付近の非平衡の影響は無視できると考え

られ，平衡均質臨界流モデルを適用可能である。 

解析コードは，原子炉圧力変化を適切に評価することから，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

破断口及び逃がし安全弁からの流出は，圧力容器ノズル又はノズ

ルに接続する配管を通過し，平衡均質流に達するのに十分な長さ

であることから，管入口付近の非平衡の影響は無視できると考え

られ，平衡均質臨界流モデルを適用可能である。 

ECCS 注水（給水

系・代替注水系含

む。） 

原 子炉 注 水 系モ

デル 

入力値に含まれる。 

各系統の設計条件に基づく原子炉圧力と注水流

量の関係を使用しており，実機設備仕様に対し

て注水流量を少なめに与え，燃料被覆管温度を

高めに評価する。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 
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第 1-2 表 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 

（ＭＡＡＰ） 
分類 重要現象 

解析 

モデル
不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉
心

崩壊熱 

炉心モデル（原子

炉 出 力 及 び 崩 壊

熱） 

入力値に含まれる。 

保守的な崩壊熱を入力値に用いており，解析モ

デルの不確かさの影響はない。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

原
子
炉

圧
力
容
器

ECCS 注水（給水

系・代替注水設備

含む） 

安全系モデル（非

常用炉心冷却系）

入力値に含まれる。 

保守的な注水特性を入力値に用いており，解析

モデルの不確かさの影響はない。

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

格
納
容
器

格 納 容 器 各 領 域

間の流動 

格 納 容 器 モ デ ル

（ 格 納 容 器 の 熱

水力モデル）

HDR 実験解析では，格納容器圧力及び雰囲気温度

について，温度成層化を含めて傾向をよく再現

できることを確認した。格納容器雰囲気温度を

十数℃程度高めに，格納容器圧力を 1 割程度高

めに評価する傾向が確認されたが，実験体系に

起因するものと考えられ，実機体系においては

この種の不確かさは小さくなるものと考えられ

る。また，非凝縮性ガス濃度の挙動について，

解析結果が測定データとよく一致することを確

認した。

CSTF 実験解析では，格納容器雰囲気温度及び非

凝縮性ガス濃度の挙動について，解析結果が測

定データとよく一致することを確認した。 

解析コードは，HDR 実験解析において区画によって格納容器雰囲

気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾

向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる等，

実験体系に起因するものであると考えられ，実機体系においては

不確かさが小さくなるものと推定され，全体としては格納容器圧

力及び雰囲気温度の傾向を適切に再現できていることから，格納

容器圧力及び雰囲気温度を操作開始の起点としている可搬型代替

注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）

による格納容器冷却に係る運転員等操作時間に与える影響は小さ

い。 

また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導の不確かさにおいては，CSTF 実験解析において格納容器雰囲気

温度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを

確認しており，その差異は小さいことから，格納容器圧力及び雰

囲気温度を操作開始の起点としている可搬型代替注水中型ポンプ

を用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器

冷却に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

解析コードは，HDR 実験解析において区画によって格納容器雰囲気

温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾向

が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる等，実験

体系に起因するものであり，実機体系においては不確かさが小さ

くなるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び雰囲気温

度の傾向を適切に再現できていることから，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。

また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導の不確かさにおいては，CSTF 実験解析により格納容器雰囲気温

度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを確

認していることから，評価項目となるパラメータに与える影響は

小さい。

構 造 材 と の 熱 伝

達 及 び 内 部 熱 伝

導 

気 液 界 面 の 熱 伝

達 

スプレイ冷却
安全系モデル（格

納容器スプレイ）

入力値に含まれる。 

スプレイの水滴温度は短時間で雰囲気温度と平

衡に至ることから伝熱モデルの不確かさはな

い。

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

サ プ レ ッ シ ョ

ン・プール冷却

安全系モデル（非

常用炉心冷却系）

入力値に含まれる。 

ポンプ流量及び除熱量は，設計値に基づき与え

られており，解析モデルの不確かさの影響はな

い。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（1／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

原子炉熱出力 3,293MW 

約 3,279MW～ 

約 3,293MW 

（実績値） 

定格熱出力を設定 最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止

後の崩壊熱が緩和される。最確条件とした場合の運転員

等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響

は，最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明

する。 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止

後の崩壊熱が緩和される。最確条件とした場合の運転員等

操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響は，

最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明する。

原子炉圧力 

(圧力容器ドーム部)
6.93MPa[gage] 

約 6.91MPa[gage]～

約 6.94MPa[gage] 

（実績値） 

定格圧力を設定 最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対し

て変動を与えうるが，事象初期において主蒸気隔離弁が

閉止し，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるた

め事象進展に及ぼす影響は小さいことから，運転員等操

作時間に与える影響は小さい。

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，事象初期において主蒸気隔離弁が閉止

し，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため，事

象進展に及ぼす影響は小さいことから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい。 

原子炉水位 

通常運転水位 

（セパレータスカー

ト下端から＋126cm）

通常運転水位 

（セパレータスカー

ト下端から約＋122cm

～約＋132cm） 

（実績値） 

通常運転水位を設定 最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対し

て変動を与えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低

下量に対して非常に小さい。例えば，解析条件で設定し

た通常運転水位から高圧炉心スプレイ系等の自動起動信

号が発信する原子炉水位異常低下（レベル２）までの原

子炉水位の低下量は約 2m であるのに対してゆらぎによ

る水位低下量は約 40mm であり非常に小さい。したがっ

て，事象進展に及ぼす影響は小さいことから，運転員等

操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量

に対して非常に小さい。例えば，解析条件で設定した通常

運転水位から高圧炉心スプレイ系等の自動起動信号が発

信する原子炉水位異常低下（レベル２）までの原子炉水位

の低下量は約 2m であるのに対してゆらぎによる水位低下

量は約 40mm であり非常に小さい。したがって，事象進展

に及ぼす影響は小さいことから，評価項目となるパラメー

タに与える影響は小さい。 

炉心流量 

48,300t／h 

（定格流量 

（100％流量）） 

定格流量の 

約 86％～約 104％ 

（実績値） 

定格流量を設定 最確条件とした場合には，炉心流量の運転範囲において

解析条件から変動しうるが，事象初期において原子炉が

スクラムするとともに，再循環ポンプがトリップするた

め，初期炉心流量が事象進展に及ぼす影響は小さいこと

から，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，炉心流量の運転範囲において解

析条件から変動しうるが，事象初期において原子炉がスク

ラムするとともに，再循環ポンプがトリップするため，初

期炉心流量が事象進展に及ぼす影響は小さいことから，評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

燃 料 
９×９燃料 

(Ａ型) 
装荷炉心ごと 

９×９燃料(Ａ型)と９×９燃料(Ｂ

型)は，熱水力的な特性はほぼ同等

であり，その他の核的特性等の違い

は燃料棒最大線出力密度の保守性

に包含されることから，代表的に９

×９燃料(Ａ型)を設定 

最確条件とした場合には，９×９燃料(Ａ型)及び９×９

燃料(Ｂ型)の混在炉心又はそれぞれ型式の単独炉心とな

る場合があるが，両型式の燃料の特性はほぼ同等である

ことから，事象進展に及ぼす影響は小さく，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合には，９×９燃料(Ａ型)及び９×９燃

料(Ｂ型)の混在炉心又はそれぞれ型式の単独炉心となる

場合があるが，両型式の燃料の特性はほぼ同等であること

から，炉心冷却性に大きな差は無く，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない。 

燃料棒最大 

線出力密度 

44.0kW／m 
約 33 kW／m～ 

約 41kW／m 

（実績値） 

初期の燃料棒線出力密度が大きい

方が燃料被覆管温度に対して厳し

い設定となる 

このため，保安規定の運転上の制限

における上限値を設定 

最確条件は解析条件で設定している燃料棒線出力密度よ

りも小さくなる。このため，燃料被覆管温度上昇が緩和

されるが，事象初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系

の自動起動により確保され，燃料被覆管温度を操作開始

の起点とする運転員等操作はないことから，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

最確条件は解析条件で設定している燃料棒線出力密度よ

りも小さくなる。このため，燃料被覆管温度上昇が緩和さ

れることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は

大きくなる。ただし，おおむね炉心部の冠水が維持される

本事故シーケンスでは，この影響は小さいと考えられる。

原子炉停止後の 

崩壊熱 

ANSI/ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd／t 

燃焼度 

33GWd／t 以下 

（実績値） 

崩壊熱が大きい方が，原子炉水位低

下及び格納容器圧力上昇の観点で

厳しい設定となる。このため，崩壊

熱が大きくなる燃焼度の高い条件

として，1 サイクルの運転期間(13

ヶ月)に調整運転期間(1 ヶ月)を考

慮した運転期間に対応する燃焼度

を設定 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりもおおむ

ね小さくなる。このため，原子炉からサプレッション・

プールに流出する蒸気量が減少することで，原子炉水位

の低下は遅くなるが，事象初期の原子炉注水は原子炉隔

離時冷却系の自動起動により確保されることから運転員

等操作時間に与える影響はない。また，同様に格納容器

圧力及び雰囲気温度並びにサプレッション・プール水位

及びサプレッション・プール水温度の上昇が遅くなり，

これらのパラメータを操作開始の起点とする運転員等操

作の開始時間は遅くなる。 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりもおおむ

ね小さくなる。このため，燃料からの発熱が小さくなり，

原子炉からサプレッション・プールに流出する蒸気量が減

少することで，原子炉水位の低下は緩和される。また，同

様に格納容器圧力及び雰囲気温度並びにサプレッショ

ン・プール水位及びサプレッション・プール水温度の上昇

は遅くなることから，評価項目となるパラメータに対する

余裕が大きくなる。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（2／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

格納容器圧力 
5kPa[gage] 

約 2.2kPa[gage]～ 

約 4.7kPa[gage] 

（実績値） 

格納容器圧力の観点で厳しい高め

の設定として，通常運転時の圧力を

包含する値を設定 

最確条件は解析条件で設定している格納容器初期圧力よ

りも小さくなるため，格納容器圧力が低めに推移するこ

とから，格納容器圧力を操作開始の起点とする運転員等

操作の開始時間は遅くなる。 

最確条件は解析条件で設定している格納容器初期圧力よ

りも小さくなるため，格納容器圧力が低めに推移すること

から，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくな

る。 

ドライウェル 

雰囲気温度 

57℃ 約 25℃～約 58℃ 

（実績値） 

ドライウェル内ガス冷却装置の設

計温度を設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対し

て変動を与えうるが，ドライウェル雰囲気温度は，格納

容器スプレイの実施に伴い飽和温度となり，初期温度の

ゆらぎが事象進展に与える影響は小さいことから，運転

員等操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，ドライウェル雰囲気温度は，格納容器

スプレイの実施に伴い飽和温度となり，初期温度のゆらぎ

が事象進展に与える影響は小さいことから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

格納容器体積 

（ドライウェル） 

5,700m３ 5,700m３

（設計値）

設計値を設定 解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

格納容器体積 

（ウェットウェル）

空間部：4,100m３

液相部：3,300m３ 

空間部： 

約 4,092m３～ 

約 4,058m３

液相部： 

約 3,308m３～ 

約 3,342m３ 

（実測値） 

サプレッション・プールでの圧力抑

制効果が厳しくなる少なめの水量

として，保安規定の運転上の制限に

おける下限値を設定 

最確条件とした場合には，格納容器体積（ウェットウェ

ル）の液相部の運転範囲において解析条件より高めの水

位となるが，ゆらぎの幅は非常に小さい。例えば，サプ

レッション・プールの水量は 3,300m３であるのに対し，

ゆらぎによる水量変化は約 42m３であり，その割合は初期

保有水量の 1.3％程度と非常に小さい。したがって，事

象進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時

間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，格納容器体積（ウェットウェル）

の液相部の運転範囲において解析条件より高めの水位と

なるが，ゆらぎの幅は非常に小さい。例えば，サプレッシ

ョン・プールの水量は 3,300m３であるのに対し、ゆらぎに

よる水量変化は約 42m３であり，その割合は初期保有水量

の 1.3％程度と非常に小さい。したがって，事象進展に与

える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（3／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

サプレッション・ 

プール水位 

6.983m 

（通常運転水位

-4.7cm） 

7.000m～7.070m 

（実績値） 

サプレッション・プールでの圧力抑

制効果が厳しくなる低めの水位と

して，保安規定の運転上の制限にお

ける下限値を設定 

最確条件とした場合には，サプレッション・プール水位

の運転範囲において解析条件より高めの水位となるが，

ゆらぎの幅は非常に小さい。例えば，サプレッション・

プール水位が 6.983m の時の水量は 3,300m３であるのに対

し、ゆらぎ（0.087m）による水量変化は約 42m３であり，

その割合は初期保有水量の 1.3％程度と非常に小さい。

したがって，事象進展に与える影響は小さいことから，

運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，サプレッション・プール水位の

運転範囲において解析条件より高めの水位となるが，ゆら

ぎの幅は非常に小さい。例えば，サプレッション・プール

水位が 6.983m の時の水量は 3,300m３であるのに対し、ゆ

らぎ（0.087m）による水量変化は約 42m３であり，その割

合は初期保有水量の 1.3％程度と非常に小さい。したがっ

て，事象進展に与える影響は小さいことから，評価項目と

なるパラメータに与える影響は小さい。 

サプレッション・ 

プール水温度 

32℃ 約 15℃～約 32℃ 

（実績値） 

サプレッション・プールでの圧力抑

制効果が厳しくなる高めの水温と

して，保安規定の運転上の制限にお

ける上限値を設定 

最確条件は解析条件で設定している水温よりもおおむね

低くなるため，サプレッション・プールでの圧力抑制効

果が高まり格納容器圧力の上昇は緩和される。このため，

格納容器圧力を操作開始の起点とする運転員等操作の開

始は遅くなる。 

最確条件は解析条件で設定している水温よりもおおむね

低くなるため，サプレッション・プールでの圧力抑制効果

が高まり格納容器圧力の上昇は緩和される。このため，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

ベント管 

真空破壊装置 

作動差圧 

作動差圧：3.45kPa 

（ドライウェル－サ

プレッション・チェン

バ間差圧） 

作動差圧：3.45kPa 

（ドライウェル－サ

プレッション・チェン

バ間差圧） 

（設計値） 

設計値を設定 解析条件と最確条件は同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

外部水源の温度 35℃ 35℃以下 

格納容器スプレイによる圧力抑制

効果の観点で厳しい高めの水温と

して，年間の気象条件変化を包含す

る高めの水温を設定 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している水温

よりもおおむね低くなり，格納容器スプレイによる圧力

抑制効果が高まることから，同等の効果を得るために必

要となるスプレイ水量が少なくなり，外部水源を用いた

格納容器スプレイに伴うサプレッション・プール水位の

上昇が緩和されるが，サプレッション・プール水位を起

点とする運転員等操作はないことから，運転員等操作時

間に与える影響はない。 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している水温よ

りもおおむね低くなり，格納容器スプレイによる圧力抑制

効果が高まるが，運転員等操作に変わりはなく，格納容器

圧力の最大値はおおむね格納容器スプレイ開始時の圧力

で決定されるため，評価項目となるパラメータに与える影

響はない。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（4／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

外部水源の容量 約 8,600m３

約 8,600m３以上 

（西側淡水貯水設備

＋代替淡水貯槽） 

西側淡水貯水設備及び代替淡水貯

槽の管理下限値を設定 

管理値下限の容量として事象発生から 7 日間後までに必

要な容量を備えており，水源は枯渇しないことから運転

員等操作時間に与える影響はない。 

－ 

燃料の容量 約 1,010kL 

約 1,010kL 以上 

（軽油貯蔵タンク＋

可搬型設備用軽油タ

ンク） 

軽油貯蔵タンク及び可搬型設備用

軽油タンクの管理下限値を設定 

管理値下限の容量として事象発生から 7 日間後までに必

要な容量を備えており，燃料は枯渇しないことから運転

員等操作時間に与える影響はない。 
－ 

事
故
条
件

起因事象 外部電源喪失 － 

送電系統又は所内主発電設備の故

障等によって，外部電源が喪失する

ことを想定 

－ － 

安全機能の喪失に 

対する仮定 
全交流動力電源喪失 － 

全ての非常用ディーゼル発電機等

の機能喪失を設定 
－ － 

外部電源 外部電源なし － 
起因事象として，外部電源が喪失す

ることを想定 

外部電源喪失は起因事象として設定していることから，

外部電源がある場合については考慮しない 

外部電源喪失は起因事象として設定していることから，外

部電源がある場合については考慮しない。 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

原子炉スクラム 

原子炉水位低 

(レベル３)信号 

（遅れ時間 1.05 秒）

タービン加減弁急速閉信

号又は原子炉保護系電源

喪失 

原子炉水位低下を厳しくする観点

で，外部電源喪失に伴うタービン蒸

気加減弁急閉信号及び原子炉保護

系電源喪失は保守的に考慮せず，原

子炉水位低（レベル３）による原子

炉スクラムを設定 

最確条件とした場合には，原子炉熱出力の低下が早くな

るため，原子炉からサプレッション・プールに流出する

蒸気量が減少することで，原子炉水位の低下が遅くなる

が，事象初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系の自動

起動により確保されることから運転員等操作時間に与え

る影響はない。また，格納容器圧力，サプレッション・

プール水位及びサプレッション・プール水温度の上昇が

遅くなり，これらのパラメータを操作開始の起点とする

運転員等操作の開始時間は遅くなる。 

最確条件とした場合には，原子炉熱出力の低下が早くなる

ため，原子炉からサプレッション・プールに流出する蒸気

量が減少することで，原子炉水位の低下並びに格納容器圧

力及び雰囲気温度の上昇が緩和されることから，評価項目

となるパラメータに対する余裕が大きくなる。 

逃がし安全弁 

（原子炉圧力制御時）

安全弁機能 

7.79MPa[gage]～

8.31MPa[gage] 

385.2t／h／個～ 

410.6t／h／個 

（原子炉圧力制御時）

安全弁機能 

7.79MPa[gage]～

8.31MPa[gage] 

385.2t／h／個～ 

410.6t／h／個 

（設計値） 

設計値を設定 

なお，安全弁機能は逃がし弁機能に

比べて原子炉圧力が高めに維持さ

れ，原子炉減圧操作時に原子炉圧力

が所定の圧力に到達するまでの時

間が遅くなるため，事象発生初期に

おいて高圧注水機能が喪失し低圧

注水機能を用いて原子炉注水を実

施する事故シーケンスにおいては，

評価項目に対して厳しい条件とな

る 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

なお，本事故シーケンスにおいては，高圧注水機能である

原子炉隔離時冷却系が自動起動することから，逃がし弁機

能に期待した場合でも評価項目となるパラメータに与え

る影響はない。 

（原子炉手動減圧操

作時） 

逃がし安全弁（自動減

圧機能）7 弁を開放す

ることによる原子炉

減圧 

（原子炉手動減圧操

作時） 

逃がし安全弁（自動減

圧機能）7 弁を開放す

ることによる原子炉

減圧 

逃がし安全弁の設計値に基づく原

子炉圧力と蒸気流量の関係から設

定 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（5／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 
評価項目となるパラメータに 

与える影響 
解析条件 最確条件 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

原子炉隔離時冷却系

原子炉水位異常低下

（レベル２）信号にて

自動起動 

・注水流量： 

136.7m３／h 

・注水圧力： 

1.04MPa[gage]～ 

7.86MPa[gage] 

原子炉水位異常低下

（レベル２）信号にて

自動起動 

・注水流量： 

136.7m３／h 

・注水圧力： 

1.04MPa[gage]～ 

7.86MPa[gage] 

設計値を設定 

原子炉隔離時冷却系は，タービン回

転数制御により原子炉圧力に依ら

ず一定の流量にて注水する設計と

なっている 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

残留熱除去系 

（低圧注水系） 

・注水流量： 

0m３／h～1.676m３／h 

・注水圧力： 

0MPa[dif]～ 

1.55MPa[dif] 

・注水流量： 

0m３／h～1,676m３／h

以上 

・注水圧力： 

0MPa[dif]～ 

1.55MPa[dif] 

炉心冷却の観点で厳しい設定とし

て，設計基準事故の解析で用いる最

小流量特性を設定 

最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位

の回復が早くなり，原子炉水位の維持操作の開始が早く

なるが，注水後の調整操作であることから，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位の

回復が早くなることから，評価項目となるパラメータに対

する余裕は大きくなる。 

低圧代替注水系 

（可搬型） 

（原子炉注水単独時）

・注水流量： 

0m３／h～110m３／h 

・注水圧力： 

0MPa[dif]～ 

1.4MPa[dif] 

（原子炉注水単独時）

・注水流量： 

0m３／h～110m３／h 

以上 

・注水圧力： 

0MPa[dif]～ 

1.4MPa[dif] 

炉心冷却性の観点で厳しい設定と

して，設備設計上の最低要求値であ

る最小流量特性を設定 

最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位

の回復が早くなり，原子炉水位の維持操作の開始が早く

なるが，原子炉減圧から水位回復までの原子炉水位を継

続監視している期間の流量調整操作であることから，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位の

回復が早くなることから，評価項目となるパラメータに対

する余裕は大きくなる。 

（原子炉注水と格納

容器スプレイ併用時）

・注水流量：50 m３／h

（原子炉注水と格納

容器スプレイ併用時）

・注水流量：50m３／h

以上 

設計に基づき，併用時の注入先圧力

系統圧損を考慮しても確保可能な

流量を設定 

代替格納容器スプレ

イ冷却系（可搬型）

スプレイ流量： 

130m３／h（一定） 

スプレイ流量： 

130m３／h（一定） 

格納容器圧力上昇を抑制可能な流

量として，運転手順に基づき設定

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

残留熱除去系（格納容

器スプレイ冷却系）

及び残留熱除去系（サ

プレッション・プール

水冷却系） 

スプレイ流量： 

1.9×10３m３／h 

（95％：ドライウェ

ル，5％：サプレッシ

ョン・チェンバ） 

スプレイ流量： 

1.9×10３m３／h 

（95％：ドライウェ

ル，5％：サプレッシ

ョン・チェンバ） 

設計値を設定 解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

熱交換器 1 基当たり 

約 43MW 

（サプレッション・プ

ール水温度 100℃，海

水温度 32℃において）

熱交換器 1 基当たり 

約 43MW 以上 

（サプレッション・プ

ール水温度 100℃，海

水温度 32℃以下にお

いて） 

熱交換器の設計性能に基づき，残留

熱除去系の除熱性能を厳しくする

観点で，過去の実績を包含する高め

の海水温度を設定 

最確条件とした場合には，海水温度がおおむね低めとな

り除熱性能が向上するため，格納容器圧力及びサプレッ

ション・プール水温度の上昇が遅くなるが，残留熱除去

系（サプレッション・プール水冷却系）による格納容器

除熱後にこれらのパラメータを操作開始の起点とする運

転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

最確条件とした場合には，海水温度がおおむね低めとなり

除熱性能が向上するため，格納容器圧力及び雰囲気温度の

上昇が緩和されることから，評価項目となるパラメータに

対する余裕が大きくなる。 
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第 3 表 操作の不確さが操作開始時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（1／6） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

直流電源の 

負荷切離操作

（ 中 央 制 御

室） 

事象発生から

1 時間まで 

直 流 負 荷 の 切 離

操作は，解析条件

ではないが，解析

で 想 定 し て い る

操 作 の 成 立 や 継

続 に 必 要 な 作 業

であり，蓄電池が

枯 渇 し な い よ う

に設定 

【認知】 

中央制御室からの遠隔操作により外部電源又は非常用ディーゼル発電機等に

よる非常用母線の電源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断する。

早期の電源回復不能と判断した場合は，直流電源の負荷切り離し操作を開始す

る手順としている。中央制御室にて機器ランプ表示消灯，機器故障警報，照明

の消灯等により全交流動力電源喪失を確認する事象初期の状況判断に余裕時

間を含めて 10 分を想定している。この後，非常用ディーゼル発電機等の手動

起動操作（失敗）として余裕時間を含めて 2 分を想定している。よって，認知

時間として余裕時間を含めて 12 分を設定しており，十分な時間余裕を確保し

ていることから，認知遅れが操作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さ

い。 

中央制御室での操作のみであり，当直運転員は中央制御室に常駐していること

から，要員配置が操作開始時間に与える影響はない。 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，移動が操作開始時間に与える影響はない。

【操作所要時間】 

中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作であり，操作所要時間が長く

なる可能性は非常に低く，操作所要時間が操作開始時間に影響を及ぼす可能性

は非常に小さい。 

【他の並列操作有無】 

当直運転員の直流電源の負荷切離操作は，不要な負荷への給電を遮断する操作

であり，その他の操作との並列操作が可能である。 

【操作の確実さ】 

中央制御室での操作は，中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作であ

り，誤操作は起こりにくいことから，誤操作等が操作開始時間に影響を及ぼす

可能性は非常に小さい。 

認知時間及び移動・操

作所要時間は，余裕時

間を含めて設定して

いることから，実態の

操作開始時間は解析

上の設定よりも若干

早まる可能性がある

が，その他の操作と並

列して実施する場合

でも，順次実施し所定

の時間までに操作を

完了できることから

影響はない。 

実態の操作開始時間

は，解析上の設定から

早まる可能性がある

が，解析条件ではない

ことから，蓄電池枯渇

までに実施すること

で，評価項目となるパ

ラメータに与える影

響はない。 

直流負荷の切離操作

は，中央制御室におい

ては 1時間までに実施

するものであり十分

な操作時間余裕が確

保されている。 

直流電源の負荷切

離しは，移動も含

め所要時間を 6 分

想定としていると

ころ，訓練実績等

では約 4分であり，

想定の範囲内で意

図している運転操

作が実施可能なこ

とを確認した。 
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第 3 表 操作の不確さが操作開始時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（2／6） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

直流電源の 

負荷切離操作

（現場） 

事象発生から

8 時間後 

直 流 負 荷 の 切 離

操作は，解析条件

ではないが，解析

で 想 定 し て い る

操 作 の 成 立 や 継

続 に 必 要 な 作 業

であり，蓄電池が

枯 渇 し な い よ う

に設定 

【認知】 

中央制御室からの遠隔操作により外部電源又は非常用ディーゼル発電機等に

よる非常用母線の電源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断する。

早期の電源回復不能と判断した場合は，直流電源の負荷切り離し操作を開始す

る手順としている。中央制御室にて機器ランプ表示消灯，機器故障警報，照明

の消灯等により全交流動力電源喪失を確認する事象初期の状況判断に余裕時

間を含めて 10 分を想定している。この後，非常用ディーゼル発電機等の手動

起動操作（失敗）として余裕時間を含めて 2 分を想定している。よって，認知

時間として余裕時間を含めて 12 分を設定しており，十分な時間余裕を確保し

ていることから，認知遅れが操作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さ

い。 

【要員配置】 

現場での操作は，中央制御室の当直運転員とは別に現場操作を行う当直運転員

（現場）及び重大事故等対応要員を配置している。これらの要員は，操作の実

施期間中に他の操作を担っていないことから，要員配置が操作開始時間に与え

る影響はない。 

【移動・操作所要時間】 

中央制御室から操作現場までの移動時間及び不要負荷の切離し操作時間とし

て余裕時間を含めて 50 分を設定しており，十分な時間余裕を確保しているこ

とから，移動及び操作所要時間が操作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に

小さい。 

【他の並列操作有無】 

当直運転員の直流電源の負荷切離操作は，不要な負荷への給電を遮断する操作

であり，その他の操作との並列操作が可能である。 

【操作の確実さ】 

現場での操作は，操作の信頼性向上や要員の安全のため 2 人 1 組で実施するこ

ととしており，誤操作は起こりにくく，誤操作等により操作時間が長くなる可

能性は低い。 

認知時間及び移動・操

作所要時間は，余裕時

間を含めて設定して

いることから，実態の

操作開始時間は解析

上の設定よりも若干

早まる可能性がある

が，その他の操作と並

列して実施する場合

でも，順次実施し所定

の時間までに操作を

完了できることから

影響はない。 

実態の操作開始時間

は，解析上の設定から

早まる可能性がある

が，解析条件ではない

ことから，蓄電池枯渇

までに実施すること

で，評価項目となるパ

ラメータに与える影

響はない。 

直流負荷の切離操作

は，現場においては事

象発生から 8時間後に

実施するものであり

十分な操作時間余裕

が確保されている。 

直流電源の負荷切

離しは，移動も含

め所要時間を 50分

想定としていると

ころ，訓練実績等

では約 42 分であ

り，想定の範囲内

で意図している運

転操作が実施可能

な こ と を 確 認 し

た。 
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第 3 表 操作の不確さが操作開始時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（3／6） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

逃がし安全弁

（自動減圧機

能）の手動操

作による原子

炉減圧（可搬

型代替注水中

型ポンプを用

いた低圧代替

注水系（可搬

型）による原

子炉注水） 

事象発生から

8 時間 1 分後

実際には，低圧で

注 水 可 能 な 系 統

（ 低 圧 代 替 注 水

系（可搬型））が

準 備 で き た 時 点

で サ プ レ ッ シ ョ

ン・プール水温度

が 熱 容 量 制 限 を

超 過 し て い る 場

合 は 減 圧 操 作 を

実施するが，余裕

時 間 を 確 認 す る

観点で 8 時間後に

低 圧 代 替 注 水 系

（可搬型）の準備

が 完 了 す る も の

とし，減圧操作に

要 す る 時 間 を 考

慮して設定 

【認知】 

中央制御室にて機器ランプ表示消灯，機器故障警報，照明の消灯等により全交

流動力電源喪失を確認する事象初期の状況判断に余裕時間を含めて 10 分を想

定している。よって，認知時間として余裕時間を含めて 10 分を設定しており，

十分な時間余裕を確保していることから，認知遅れが操作開始時間に影響を及

ぼす可能性は非常に小さい。 

【要員配置】 

現場での操作は，中央制御室の当直運転員とは別に現場操作を行う当直運転員

（現場）及び重大事故等対応要員を配置している。これらの要員は，操作の実

施期間中に他の操作を担っていないことから，要員配置が操作開始時間に与え

る影響はない。 

【移動・操作所要時間】 

低圧代替注水系（可搬型）に用いる可搬型代替注水中型ポンプ等は車両であり，

自走にて作業現場へ移動することを想定している。仮に地震等の外部事象が起

因事象で，アクセスルートに被害がある場合でも，ホイールローダ等にて必要

なアクセスルートを復旧できる体制としている。要員の移動時間に 20 分,可搬

型代替注水中型ポンプ準備，ホース敷設等として 150 分を想定している。また，

異なる要員にて並行して実施する原子炉注水のための系統構成として移動も

含め 125 分を想定している。いずれも十分な時間余裕を確保していることか

ら，移動及び操作所要時間が操作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さ

い。 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧として余裕時間を

含めて 1 分を設定している。中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作

であり，操作所要時間が長くなる可能性は非常に低く，操作所要時間が操作開

始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

【他の並列操作有無】 

他の並列操作はないことから操作開始時間に与える影響はない。 

【操作の確実さ】 

現場での操作は，操作の信頼性の向上や要員の安全のため，操作要員 2 人以上

で実施することとしており，誤操作は起こりにくいことから，誤操作等が操作

開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

中央制御室での操作は，中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作であ

り，誤操作は起こりにくいことから，誤操作等が操作開始時間に影響を及ぼす

可能性は非常に小さい。 

認知時間及び移動・操

作所要時間は，余裕時

間を含めて設定して

いることから，実態の

操作開始時間は解析

上の設定よりも若干

早まる可能性がある

が，その他の操作と並

列して実施する場合

でも，順次実施し所定

の時間までに操作を

完了できることから

影響はない。 

実態の操作開始時間

は，解析上の設定から

早まる可能性がある

が，可搬型代替注水中

型ポンプを用いた低

圧代替注水系（可搬

型）による原子炉注水

に移行するまでの期

間は，原子炉隔離時冷

却系により原子炉注

水が確保されている

ことから，評価項目と

なるパラメータに与

える影響はない。 

可搬型代替注水中型

ポンプを用いた低圧

代替注水系（可搬型）

の準備完了後に実施

するものであり，評価

上は余裕時間を確認

する観点で 8時間後に

準備が完了するもの

としており，準備時間

が確保できることか

ら，時間余裕がある。

可搬型代替注水中

型ポンプ準備，ホ

ース敷設等は，移

動も含め所要時間

を 170 分と想定し

ている。要員の移

動時間は 20分以内

であり，可搬型代

替注水中型ポンプ

準備，ホース敷設

等は，移動も含め

訓練実績等では約

154 分。原子炉注水

のための系統構成

は，移動も含め所

要時間を 125 分と

想定しているとこ

ろ，訓練実績等で

は約 115 分，逃が

し安全弁（自動減

圧機能）の手動操

作による原子炉減

圧は，所要時間を 1

分と想定している

ところ訓練実績等

では約 1 分。想定

している範囲内で

意図している運転

操作が実施可能で

あることを確認し

た。
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第 3 表 操作の不確さが操作開始時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（4／6） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

低 圧 代 替 注

水 系 （ 可 搬

型）による原

子 炉 注 水 に

用 い る 可 搬

型 代 替 注 水

中 型 ポ ン プ

へ の 燃 料 給

油操作 

低圧代替注水

系（可搬型）

による原子炉

注水開始から

適宜 

可 搬 型 代 替 注 水

中 型 ポ ン プ へ の

燃料給油操作は，

解 析 条 件 で は な

いが，解析で想定

し て い る 操 作 の

成 立 や 継 続 に 必

要な作業であり，

燃 料 が 枯 渇 し な

いように設定 

【認知】 

「逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧（可搬型代替注

水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水）」と同様

であり，認知遅れが操作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

【要員配置】 

本操作を実施する参集要員は，操作の実施期間中に他の操作を担っていないこ

とから，要員配置が操作開始時間に与える影響はない。 

【移動・操作所要時間】 

燃料給油操作に用いるタンクローリは車両であり，参集後，自走にて作業現場

へ移動することを想定している。仮に地震等の外部事象が起因事象で，アクセ

スルートに被害がある場合でも，ホイールローダ等にて必要なアクセスルート

を復旧できる体制としている。可搬型設備用軽油タンクからタンクローリへの

燃料給油操作として移動も含め 90 分を想定しており，十分な時間余裕を確保

していることから，移動及び操作所要時間が操作開始時間に影響を及ぼす可能

性は非常に小さい。

【他の並列操作有無】

他の並列操作はないことから操作開始時間に与える影響はない。

【操作の確実さ】

現場での操作は，操作の信頼性の向上や要員の安全のため，操作要員 2 人以上

で実施することとしており，誤操作は起こりにくいことから，誤操作等が操作

開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。

認知時間及び移動・操

作所要時間は，余裕時

間を含めて設定して

いることから，実態の

操作開始時間は解析

上の設定よりも若干

早まる可能性がある。

実態の操作開始時間

は，解析上の設定から

早まる可能性がある

が，評価項目となるパ

ラメータに直接影響

を与えることはない。

各機器の燃料が枯渇

しない時間内に実施

することで炉心損傷

を回避することが可

能であり，低圧代替注

水系（可搬型）による

原子炉注水開始から 3

時間半程度の時間余

裕がある。 

可搬型代替注水中

型ポンプへの燃料

給油操作は，移動

も含めて 90分を想

定しているところ

訓練実績等では約

80 分。また，以降，

各機器の燃料が枯

渇しない時間間隔

（許容時間）以内

で実施することと

しており，許容時

間 210分のところ，

訓練実績等により

約 18 分。許容時間

内で意図している

作業が実施可能で

あることを確認し

た。 
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第 3 表 操作の不確さが操作開始時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（5／6） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

可 搬 型 代 替

注 水 中 型 ポ

ン プ を 用 い

た 代 替 格 納

容 器 ス プ レ

イ冷却系（可

搬型）による

格 納 容 器 冷

却

格納容器圧力

279kPa［gage］

到達時 

運転手順に基づき

格納容器ベント実

施基準である格納

容器最高使用圧力

（310kPa[gage]）

に対する余裕を考

慮し設定 

【認知】 

事故時には重要監視パラメータであるサプレッション・チェンバ圧力を継続監

視しており，また，格納容器スプレイの操作実施基準（サプレッション・チェ

ンバ圧力 279kPa[gage]）に到達するのは事象発生約 13 時間後であり，比較的

緩やかなパラメータ変化であることから，認知遅れが操作開始時間に影響を及

ぼす可能性は非常に小さい。

【要員配置】

現場での操作は，中央制御室の当直運転員とは別に現場操作を行う当直運転員

（現場）及び重大事故等対応要員を配置している。これらの要員は，操作の実

施期間中に他の操作を担っていないことから，要員配置が操作開始時間に与え

る影響はない。

【移動】

格納容器スプレイのための系統構成の実施場所は，原子炉注水のための系統構

成と同じ原子炉建屋内であり，操作要員はすでに配置済みであることから，移

動が操作開始時間に与える影響はない。

【操作所要時間】

格納容器スプレイのための系統構成として 175 分を想定しており，十分な時間

余裕を確保していることから，操作所要時間が操作開始時間に影響を及ぼす可

能性は非常に小さい。

【他の並列操作有無】

原子炉水位の調整操作を並列して実施する場合があるが，異なる要員による対

応が可能であるため，他の並列操作が操作開始時間に与える影響はない。また，

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）は，低圧代替注水系（可搬型）とポン

プ等を共用しているが，原子炉注水と格納容器スプレイの流量を同時に確保可

能なポンプ容量を備えているため，原子炉注水と格納容器スプレイの同時運用

が可能である。

【操作の確実さ】

当直運転員（現場）及び重大事故等対応要員の現場操作は，操作の信頼性向上

や要員の安全のため 2 人 1 組で実施することとしており，誤操作は起こりにく

く，誤操作等が操作開始時間に影響を及ぼす可能性は小さい。

左記のとおり操作不

確かさ要因により操

作開始時間に与える

影響は小さいことか

ら，実態の操作開始時

間は解析上の設定と

ほぼ同等である。 

本操作は，解析コード

及び解析条件（操作条

件を除く。）の不確か

さにより，操作開始時

間が遅くなる可能性

があるが，並列して実

施する場合がある原

子炉水位の調整操作

とは異なる当直運転

員による対応が可能

であることから，この

他の操作に与える影

響はない。 

実態の操作開始時間

は，解析上の設定とほ

ぼ同等であることか

ら，評価項目に与える

影響はない。 

解析コード及び解析

条件（操作条件を除

く。）の不確かさによ

り，操作開始時間が遅

くなる可能性がある

が，この場合でも，パ

ラメータが操作実施

基準に到達した時点

で開始することで同

等の効果が得られ，有

効性評価解析におけ

る格納容器圧力の最

大値に変わりがない

ことから，操作開始が

遅くなることにより

評価項目となるパラ

メータに与える影響

はない。

事象発生の約 13 時間

後に実施するもので

あり，低圧代替注水系

（可搬型）と同じ可搬

型代替注水中型ポン

プを使用し，評価上は

余裕時間を確認する

観点で可搬型代替注

水中型ポンプの準備

完了を 8 時間後と想定

しており，準備時間が

確保できることから，

時間余裕がある。 

格納容器スプレイ

のための系統構成

は，所要時間を 175

分想定していると

ころ，訓練実績等

では約 124 分。想

定している範囲内

で意図している運

転操作が実施可能

であることを確認

した。 
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第 3 表 操作の不確さが操作開始時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕（6／6） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

残 留 熱 除 去

系（低圧注水

系）による原

子 炉 注 水 並

び に 残 留 熱

除去系（格納

容 器 ス プ レ

イ冷却系）又

は 残 留 熱 除

去系（サプレ

ッション・プ

ール冷却系）

に よ る 格 納

容 器 除 熱 操

作 

事象発生 24

時間 10 分後

常 設 代 替 高 圧 電

源 装 置 に よ る 非

常 用 母 線 の 受 電

操作の完了後，残

留 熱 除 去 系 の 起

動 操 作 に 要 す る

時 間 を 考 慮 し て

設定 

【認知】 

常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作の完了後，一連の操作とし

て実施するため，認知に大幅な遅れが生じることは考えにくく，認知遅れが操

作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，当直運転員は中央制御室に常駐していること

から，要員配置が操作開始時間に与える影響はない。 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，移動が操作開始時間に与える影響はない。

【操作所要時間】 

残留熱除去系海水系の起動操作として 4 分，残留熱除去系による原子炉注水操

作として 2 分を想定し，余裕時間を含めて操作時間として 6 分を設定している。

いずれも中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作であり，操作所要時

間が長くなる可能性は十分に低く，操作所要時間が操作開始時間に影響を及ぼ

す可能性は非常に小さい。 

【他の並列操作有無】 

原子炉水位の調整操作を並列で実施する場合があるが，異なる当直運転員によ

る対応が可能であることから，他の並列操作が操作開始時間に与える影響はな

い。 

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにく

く，誤操作等が操作時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

操作所要時間は，余裕

時間を含めて設定し

ていることから，実態

の操作開始時間は解

析上の操作開始時間

よりも若干早まる可

能性がある 

実態の操作開始時間

は，解析上の操作開始

時間より早くなる可

能性があるが，この場

合でも格納容器除熱

の開始が早くなるこ

とで格納容器圧力及

び雰囲気温度の上昇

は緩和されることか

ら，評価項目となるパ

ラメータに対する余

裕は大きくなる。 

非常用母線の受電後

に実施するものであ

り，評価上は 24 時間

後に非常用母線の受

電が完了する想定と

しており，準備時間が

確保できることから，

時間余裕がある。 

中央制御室におけ

る操作のため，シ

ミュレータ（模擬

操作含む。）にて

訓練実績を取得。

残留熱除去系によ

る原子炉注水及び

格納容器除熱は所

要時間を 6 分想定

しているところ，

訓練実績では，約 4

分。想定の範囲内

で意図している運

転操作が実施可能

な こ と を 確 認 し

た。 
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添付 2.3.1.6-1 

7 日間における水源の対応について 

（全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）） 

1. 水源に関する評価 

① 淡水源（有効水量） 

・西側淡水貯水設備：4,300m３

2. 水使用パターン 

① 可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水 

事象発生 8 時間 1 分後，西側淡水貯水設備を水源とした可搬型

代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原

子炉注水を実施する。 

炉心冠水後は，原子炉水位高（レベル８）設定点から原子炉水

位低（レベル３）設定点の範囲で注水する。 

交流動力電源が復旧した後，可搬型代替注水中型ポンプを用い

た低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水を停止する。 

② 可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却

系（可搬型）による格納容器冷却 

格納容器圧力が 279kPa[gage]に到達する事象発生約 13 時間後，

西側淡水貯水設備を水源とした可搬型代替注水中型ポンプを用い

た格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却を実施

する。 

交流動力電源が復旧した後，可搬型代替注水中型ポンプを用い

た代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却を
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停止する。 

3. 時間評価 

事象発生から可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系

（可搬型）による原子炉注水が開始されるまでは，原子炉隔離時冷

却系により原子炉注水を実施するため，西側淡水貯水設備の水量は

減少しない。 

事象発生 8 時間 1 分以降は，可搬型代替注水中型ポンプを用いた

低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水等を実施するため，西

側淡水貯水設備の水量は減少する。 

交流動力電源が復旧する事象発生 24 時間以降は，残留熱除去系に

よる原子炉注水等を実施し，可搬型代替注水中型ポンプを用いた低

圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水等を停止するため，西側

淡水貯水設備の水量の減少は停止する。 

この間の西側淡水貯水設備の使用水量は合計約 2,130m３である。 
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第 1 図 外部水源による積算注水量 

（全交流動力電源喪失（長期ＴＢ））

4. 水源評価結果 

時間評価の結果から，7 日間の対応において合計約 2,130m３の水が

必要となるが，西側淡水貯水設備に 4,300m３の水を保有することか

ら必要水量を確保している。このため，安定して冷却を継続するこ

とが可能である。 

積
算

注
水

量
(
m

３
)

可 搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ  

冷却系（可搬型）による格納容器冷却開始

積
算

注
水

量
(
m

３
)

4 ,300m３

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系  

（可搬型 ）による原子炉注水開始

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系  

（可搬型 ）による原子炉注水停止  

可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ  

冷却系（可搬型）による格納容器冷却停止
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添付 2.3.1.7-1 

7 日間における燃料の対応について 

（全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）） 

保守的に全ての設備が，事象発生直後から 7 日間燃料を消費するものとして

評価する。 

時系列 合計 判定 

常設代替高圧電源装置 5 台起動 

（燃料消費率は保守的に定格出力運転時を想定） 

420.0L/h(燃料消費率)×168h（運転時間）×5 台（運転台数） 

＝約 352.8kL 

7 日間の 

軽油消費量 

約 352.8kL 

軽油貯蔵タ

ンクの容量

は 約 800kL

であり，7 日

間対応可能

可搬型代替注水中型ポンプ 2 台起動 

（低圧代替注水系（可搬型）及び代替格納容器スプレイ冷却系（可

搬型）） 

35.7L/h(燃料消費率)×168h（運転時間）×2 台（運転台数） 

＝約 12.0kL 

7 日間の 

軽油消費量 

約 12.0kL 

可搬型設備

用軽油タン

クの容量は

約 210kL で

あり，7 日間

対応可能
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添付 2.3.1.8-1

常設代替交流電源設備の負荷 

（全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）） 

主要負荷リスト       【電源設備：常設代替高圧電源装置】 

起 動 順 序  主 要 機 器 名 称  
負 荷 容 量  

(k W )  

負 荷 起 動 時 の 最

大 負 荷 容 量  

(k W )  

定 常 時 の 連 続 最 大

負 荷 容 量  

(k W )  

①  

緊 急 用 母 線 自 動 起 動 負 荷  

・ 緊 急 用 直 流 125 V充 電 器  

・ そ の 他 負 荷  

約 1 2 0  

約 8 4  

約 2 5 2  約 2 0 4  

②  

非 常 用 母 線 ２ Ｃ 自 動 起 動 負 荷  

・ 直 流 12 5 V充 電 器 Ａ  

・ 非 常 用 照 明  

・ 12 0 V  Ａ Ｃ  計 装 用 電 源 ２ Ａ  

・ そ の 他 負 荷  

約 7 9  

約 1 0 8  

約 1 3 4  

約 2 4 8  

約 7 8 6  約 7 7 3  

③  

非 常 用 母 線 ２ Ｄ 自 動 起 動 負 荷  

・ 直 流 12 5 V充 電 器 Ｂ  

・ 非 常 用 照 明  

・ 12 0 V  Ａ Ｃ  計 装 用 電 源 ２ Ｂ  

・ そ の 他 負 荷  

約 6 0  

約 8 6  

約 1 3 4  

約 1 3 5  

約 1 , 1 9 3  約 1 , 1 8 8  

④  残 留 熱 除 去 系 海 水 ポ ン プ  約 83 7  約 2 , 3 8 8  約 2 , 0 2 5  

⑤  残 留 熱 除 去 系 海 水 ポ ン プ  約 83 7  約 3 , 2 2 5  約 2 , 8 6 2  

⑥  
残 留 熱 除 去 系 ポ ン プ  

そ の 他 負 荷  

約 58 4  

約 3  
約 4 , 2 8 7  約 3 , 4 4 9  

⑦  

非 常 用 ガ ス 再 循 環 系 排 風 機  

非 常 用 ガ ス 処 理 系 排 風 機  

そ の 他 負 荷  

停 止 負 荷  

約 55  

約 8  

約 95  

約 － 52  

約 3 , 7 4 3  約 3 , 5 5 5  

⑧  

中 央 制 御 室 換 気 系 空 気 調 和 機 フ ァ ン  

中 央 制 御 室 換 気 系 フ ィ ル タ 系 フ ァ ン  

そ の 他 負 荷  

約 45  

約 8  

約 18 3  

約 4 , 1 3 2  約 3 , 7 9 1  

⑨  
蓄 電 池 室 排 気 フ ァ ン  

そ の 他 負 荷  

約 8  

約 15 4  
約 4 , 3 4 5  約 3 , 9 5 3  

⑩  
緊 急 用 海 水 ポ ン プ  

そ の 他  

約 51 0  

約 4  
約 4 , 9 3 5  約 4 , 4 6 7  

⑪  代 替 燃 料 プ ー ル 冷 却 系 ポ ン プ  約 30  約 4 , 5 7 6  約 4 , 4 9 7  

負 荷 容 量 (kW )

①  

5, 0 0 0

3 , 0 0 0

1 , 0 0 0

7 , 0 0 0

2 40  
経 過 時 間 (h)

4 , 0 0 0

2 , 0 0 0

6 , 0 0 0

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 5台 の 最 大 容 量 6, 9 0 0 k W※ １

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 5台 の 連 続 定 格 容 量 5,5 2 0 k W ※ ２

2 5

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 の 負 荷 積 算 イ メ ー ジ  

最 大 負 荷 容 量  
約 4, 9 3 5 k W  

②  

③  

④  

⑤  

⑥  

⑦  

⑧  
⑨  

⑩  

⑪  

▲

常 設 代 替 高 圧

電 源 装 置 2 台

起 動

※ 1 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 定 格 出 力 運 転 時 の 容 量 （ 1, 3 8 0 k W×運 転 台 数 ＝ 最 大 容 量 ）  

※ 2  常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 定 格 出 力 運 転 時 の 80％ の 容 量 （ 1, 3 8 0 k W×0 . 8×運 転 台 数 ＝ 連 続 定 格 容 量 ）  

※ 3  非 常 用 母 線 の 負 荷 へ の 給 電 に 伴 い ， 負 荷 容 量 が 増 加 す る た め ， 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 を 3 台 追 加 起 動 す る  

常 設 代 替 高 圧

電 源 装 置 3 台

追 加 起 動 ※ ３

▲

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 2台  

の 最 大 容 量 2,7 6 0 k W※ １

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 2台  

の 連 続 定 格 容 量 2, 2 0 8 k W※ ２
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添付 2.3.1.9-1 

再循環ポンプからのリークについて 

1. はじめに 

再循環ポンプ（以下「ＰＬＲポンプ」という。）の概略図を第 1 図

に示す。通常運転中，ＰＬＲポンプメカニカルシール部は，制御棒

駆動水圧系によるシールパージラインからの封水注入及びＰＬＲポ

ンプ内装熱交換器への原子炉補機冷却系による冷却水通水によって，

熱的な防護が図られている（第 2 図）。 

一方，全交流動力電源喪失（以下「ＳＢＯ」という。）時には，制

御棒駆動水圧系及び原子炉補機冷却系が停止し，シールパージライ

ンからの封水注入及びＰＬＲポンプ内装熱交換器への冷却水の通水

が停止するため，メカニカルシール部は高温の原子炉冷却材にさら

されることで温度が上昇する。シール部の健全性が高温・高圧の原

子炉冷却材により失われた場合，ＰＬＲポンプからの原子炉冷却材

の漏えいが想定される（第 3 図）。 

このため，ＳＢＯ時におけるＰＬＲポンプへの冷却水が喪失した

場合のメカニカルシールからの原子炉冷却材の漏えい量を評価する

実証試験を実施した。 
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第 1 図 ＰＬＲポンプ 概略図 

PCV 

補機冷却系 

ドライウェル機器 
ドレンサンプへ  

コントロール 
ブリードオフ (CBO) 

ドライウェル機器 
ドレンサンプへ 

シールリークライン 

PCV 

パージ水 

CRD ポンプ  

インペラ 

軸  

メカニカルシール 

内装熱交換器 



シールパージラインからの封水注入，及び

交換器への冷却水の通水により，

ル部の熱的な防護が図られている。

第 2 図 ＰＬＲポンプ

シールパージラインからの封水注入，及び

交換器への冷却水の通水が停止するため，シール部は高温の原

子炉冷却材にさらされる。

さらに，シール部（

えい量の増加が想定される。

第 3 図 ＰＬＲポンプ

：Oリング（代表）

：パージ水/冷却水
（約40℃）

上部シール室

下部シール室

シートリング

回転リング

シートリング

回転リング
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シールパージラインからの封水注入，及びＰＬＲポンプ内装熱

交換器への冷却水の通水により，ＰＬＲポンプメカニカルシー

ル部の熱的な防護が図られている。

ポンプ メカニカルシールの状況（通常運転時）

シールパージラインからの封水注入，及びＰＬＲポンプ内装熱

交換器への冷却水の通水が停止するため，シール部は高温の原

子炉冷却材にさらされる。

さらに，シール部（O リング）の健全性が熱で失われると，漏

えい量の増加が想定される。

ポンプ メカニカルシールの状況（冷却水喪失時）

リークライン

CBOライン

減圧装置

内装熱交換器

パージ

冷却水

PCV

減圧装置

シートリング

リング

シートリング

リング

原子炉冷却材流路へ

ポンプ内装熱

ポンプメカニカルシー

メカニカルシールの状況（通常運転時）

ポンプ内装熱

交換器への冷却水の通水が停止するため，シール部は高温の原

リング）の健全性が熱で失われると，漏

メカニカルシールの状況（冷却水喪失時）

パージ水

冷却水
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2. 実証試験による評価

(1) 試験概要

ＰＬＲポンプで使用している実機メカニカルシールを使用し，

冷却水喪失時を模擬した試験条件で試験を実施した。 

ａ．実施場所：多目的蒸気源試験設備 

ｂ．試験装置：ＰＬＲポンプメカニカルシールフルスケール※実証

試験設備（第 4 図） 

※：試験に用いたメカニカルシールは実機と同一品

とし，軸径及びメカニカルシール部ギャップも

実機と同一とした。ＢＷＲで使用されているメ

カニカルシールは全てタンデム型コンタクトシ

ールであり，代表として N シールを使用した。 

ｃ．系統構成：実機メカニカルシールの系統構成を模擬（第 5 図）

ｄ．試験方法：メカニカルシールに供給する熱水を循環させるこ

とにより，温度・圧力を制御し，実機におけるＳ

ＢＯ発生後の温度・圧力を模擬するとともに，熱

水の入口流量と出口流量の差を漏えい量として計

測した。なお，圧力の変化は，原子炉隔離時冷却

系（ＲＣＩＣ）作動による原子炉圧力の減圧幅を

包絡する条件とし，温度はその圧力に対応する飽

和温度とした。 
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第 4 図 試験装置外観 

第 5 図 実証試験時の系統構成  
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(2) 試験条件 

ＳＢＯ発生時の温度・圧力を包絡するよう試験を実施した。試

験条件を第１表に示す。また，試験時間における温度・圧力を第 6

図に示す。 

第 1 表 試験条件 

 値 備 考 

圧力 8.0MPa[gage] 
ＳＢＯ発生後の炉圧を包絡する

値 

温度 294℃ 
ＳＢＯ発生後の炉水温度を包絡

する値 

試験時間 24 時間以上 
ＳＢＯ時の圧力・温度を包絡し

た状態における時間 

圧力変動幅 2.5MPa 以上＊ ＳＢＯ発生後の炉圧変動幅を包

絡する値 

※ＳＢＯ発生後，24 時間後までのＲＣＩＣによる圧力変動幅をＳＡＦ

ＥＲ解析結果より決定した。なお、圧力変動中の温度は飽和温度と

した。 

第 6 図 試験時間における温度及び圧力条件 

圧力

時間

時間

16時間

294℃

圧力変動時間
を除き8時間

30分

260℃

1回目
圧力変動

2回目
圧力変動

3回目
圧力変動

4回目
圧力変動

温度

8.0MPaG

3時間

SBO発生

30分

40℃

5時間

2.5MPaG以上
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3. 試験結果及び漏えい量の影響について 

実証試験時のメカニカルシールへの熱水注入の系統構成の概要を

第 5 図に示す。ＳＢＯ時のＲＣＩＣ又は高圧代替注水系運転時にお

ける原子炉冷却材圧力及び温度を包絡した熱水並びに圧力変動を加

えた熱水を試験容器下部からメカニカルシール室へ注水し，試験中

の漏えい量を測定した。 

ＳＢＯ時における冷却水喪失時を模擬した実証試験を実施した結

果，高温の熱水の浸入によりメカニカルシールの O リングの一部が

損傷するものの，その損傷部分を通って外部に漏えいする経路によ

り漏えい量は制限されるため，完全ではないものの，ある程度のシ

ール機能を有し続けることで，試験時間が 24 時間以上においても，

最大漏えい量は約 0.6t／h であった。 

ＲＣＩＣ等の注水流量及び逃がし安全弁から放出される冷却材流

量と比較しても十分小さい（ＲＣＩＣの注入流量の約１％）ことか

ら炉内インベントリの観点で事象進展に及ぼす影響は小さく，また，

格納容器への熱負荷は小さいことから格納容器健全性に影響を与え

ることはない。 
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2.3.2 全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ） 

2.3.2.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）」に

含まれる事故シーケンスとしては，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の

設定」に示すとおり，①「外部電源喪失＋直流電源失敗※＋高圧炉心冷却

失敗（ＴＢＤ）」，②「外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋高圧炉心冷却失敗（ＴＢ

Ｕ）」及び③「サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失

敗＋高圧炉心冷却失敗（ＴＢＵ）」である。 

※ 直流電源失敗により非常用ディーゼル発電機の起動ができなくなる。

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）」は，

原子炉の出力運転中に全交流動力電源喪失に加えて，直流電源喪失又は原

子炉隔離時冷却系の故障が重畳することを想定する。これに伴い，電動の

原子炉注水機能及び原子炉隔離時冷却系が機能喪失することで全ての原子

炉注水機能が喪失する。このため，原子炉圧力制御に伴い原子炉圧力容器

内の蒸気が流出し，保有水量が減少することで原子炉水位が低下し，緩和

措置が取られない場合には，原子炉水位の低下が継続し，炉心が露出する

ことで炉心損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，全交流動力電源喪失に加えて，直流電源

喪失又は原子炉隔離時冷却系の故障が重畳することにより，原子炉隔離時

冷却系を含む全ての原子炉注水機能が喪失し，炉心損傷に至る事故シーケ

ンスグループである。このため，重大事故等対策の有効性評価には，直流

電源及び交流動力電源の供給機能に対する重大事故等対処設備並びに交流
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動力電源を必要としない重大事故等対処設備に期待することが考えられる。 

以上により，本事故シーケンスグループでは，代替の直流電源供給機能

及び交流動力電源が不要な代替の原子炉注水機能を用いた原子炉注水によ

り原子炉水位を維持し，その後，原子炉圧力容器を強制的に減圧し，可搬

型の原子炉注水機能を用いて原子炉へ注水することによって炉心損傷の防

止を図る。また，可搬型の格納容器冷却機能を用いて格納容器冷却を実施

するとともに，代替の交流電源供給機能により交流動力電源を復旧し，最

終的な熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことによって除熱を行い格納容器破

損の防止を図る。 

(3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）」にお

いて，炉心が著しい損傷に至ることなく，かつ十分な冷却を可能とするた

め，初期の対策として常設代替直流電源設備，高圧代替注水系，逃がし安

全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧及び可搬型代替注水中

型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水手段を整備

し，安定状態に向けた対策として，常設代替高圧電源装置からの給電後の

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水手段を整備する。また，格

納容器の健全性を維持するため，安定状態に向けた対策として，可搬型代

替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による

格納容器冷却手段並びに常設代替高圧電源装置からの給電後の残留熱除去

系（格納容器スプレイ冷却系）及び残留熱除去系（サプレッション・プー

ル冷却系）による格納容器除熱手段を整備する。対策の概略系統図を第

2.3.2－1 図に，対応手順の概要を第 2.3.2－2 図に示すとともに，重大事

故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における手順と設備
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との関係を第 2.3.2－1 表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，必要

な要員は災害対策要員（初動）24 名及び事象発生から 2 時間以降に期待す

る参集要員 6 名である。 

災害対策要員（初動）の内訳は，当直発電長 1 名，当直副発電長 1 名，

運転操作対応を行う当直運転員 5 名，指揮，通報連絡を行う災害対策要員

（指揮者等）4 名及び現場操作を行う重大事故対応要員 13 名である。 

参集要員の内訳は，燃料給油操作を行う重大事故等対応要員 2 名，可搬

型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注

水の流量調整を行う重大事故等対応要員 2 名並びに可搬型代替注水中型ポ

ンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却

の現場系統構成及び流量調整を行う重大事故等対応要員 2 名である。 

必要な要員と作業項目について第 2.3.2－3 図に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目

を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，災害対策

要員（初動）24 名及び参集要員 6 名で対処可能である。 

ａ．原子炉スクラム及び全電源喪失の確認 

外部電源が喪失するとともに，直流電源喪失に伴い非常用ディーゼル

発電機等が全て機能喪失することで全電源喪失となり，原子炉がスクラ

ムしたことを確認する※１，２。また，早期の電源回復不能と判断する。全

電源喪失に伴い原子炉隔離時冷却系を含む全ての設計基準事故対処設備

の原子炉注水機能が喪失する。 

原子炉スクラム及び全電源喪失の確認に必要な計装設備は，原子炉圧

力（ＳＡ），Ｍ／Ｃ ２Ｃ電圧，Ｍ／Ｃ ２Ｄ電圧等である。 

※1 直流電源喪失に伴い非常用ディーゼル発電機等の起動ができなくなる。 
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※2 直流電源喪失時には，平均出力領域計装等による原子炉スクラム確認は

できないが，直流電源喪失に伴いスクラムパイロット電磁弁が無励磁と

なり原子炉スクラムが発生する。また，原子炉スクラムに失敗している

場合は，炉心での蒸気発生量が多くなり圧力設定点の高い逃がし安全弁

が作動し，また作動頻度も高くなることから，原子炉圧力（ＳＡ）を監

視することで原子炉スクラムの成功／失敗を推定できる。 

ｂ．高圧代替注水系の起動操作 

全電源喪失に伴う高圧注水機能喪失の確認後，一連の操作として高圧

代替注水系に必要な負荷の電源切替えを実施し，中央制御室からの遠隔

操作により，高圧代替注水系を起動する。 

高圧代替注水系の起動操作に必要な計装設備は，高圧代替注水系系統

流量である。 

ｃ．原子炉水位の調整操作（高圧代替注水系） 

高圧代替注水系の起動により，原子炉注水が開始され，原子炉水位が

回復したことを確認する。また，原子炉水位回復後は，原子炉水位を原

子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の

間で維持する。 

原子炉水位の調整操作（高圧代替注水系）に必要な計装設備は，原子

炉水位（ＳＡ広帯域），原子炉水位（ＳＡ燃料域）及び高圧代替注水系系

統流量である。 

ｄ．電源確保操作対応 

早期の電源回復不能の確認後，直流電源の機能回復操作及び外部電源

の機能回復操作を実施する。 

ｅ．可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）の起動

準備操作 
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全電源喪失に伴う低圧注水機能喪失の確認後，可搬型代替注水中型ポ

ンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水準備を開始す

る。原子炉建屋内の現場操作にて原子炉注水に必要な系統構成を実施し，

屋外の現場操作にて可搬型代替注水中型ポンプの準備，ホース敷設等を

実施した後にポンプ起動操作を実施する。 

ｆ．逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作 

全電源喪失の確認後，逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原

子炉減圧操作に必要な負荷の電源切替えを実施する。 

サプレッション・プール水温度がサプレッション・プール熱容量制限

（原子炉が高圧の場合は 65℃）に到達したことを確認し，可搬型代替注

水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）の起動準備操作及び逃

がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作に必要な電源

の切替え操作が完了した後に，中央制御室からの遠隔操作により逃がし

安全弁（自動減圧機能）7 弁を手動開放し，原子炉減圧を実施する。 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作に必要な

計装設備は，原子炉圧力（ＳＡ）等である。 

原子炉水位が燃料有効長頂部に到達した場合は炉心損傷がないことを

継続的に確認する。 

炉心損傷がないことを継続的に確認するために必要な計装設備は，格

納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）及び格納容器雰囲気放射線モニタ

（Ｓ／Ｃ）である。 

ｇ．原子炉水位の調整操作（低圧代替注水系（可搬型）） 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作により，

原子炉圧力が可搬型代替注水中型ポンプの吐出圧力を下回ると，原子炉

注水が開始され，原子炉水位が回復する。原子炉水位回復後は，原子炉
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水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）

設定点の間で維持する。また，原子炉圧力の低下により高圧代替注水系

が停止したことを確認する。 

原子炉水位の調整操作（低圧代替注水系（可搬型））に必要な計装設備

は，原子炉水位（ＳＡ広帯域），原子炉水位（ＳＡ燃料域），低圧代替注

水系原子炉注水流量等である。 

ｈ．タンクローリによる燃料給油操作 

タンクローリにより可搬型設備用軽油タンクから可搬型代替注水中型

ポンプに燃料給油を実施する。 

ｉ．可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可

搬型）による格納容器冷却操作 

全電源喪失に伴い崩壊熱除去機能が喪失しているため，格納容器圧力

及び雰囲気温度が上昇する。格納容器圧力が 279kPa[gage]に到達した場

合又はドライウェル雰囲気温度がドライウェル設計温度である 171℃に

近接した場合は，可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプ

レイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作を実施する。また，同じ

可搬型代替注水中型ポンプを用いて原子炉注水を継続する。 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可

搬型）による格納容器冷却操作に必要な計装設備は，ドライウェル圧力，

サプレッション・チェンバ圧力，低圧代替注水系格納容器スプレイ流量，

サプレッション・プール水位等である。 

ｊ．常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作 

外部電源喪失の確認後，中央制御室からの遠隔操作により常設代替高

圧電源装置から緊急用母線を受電する。 

常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作に必要な計装設備
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は，緊急用Ｍ／Ｃ電圧である。 

ｋ．常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電準備操作 

早期の電源回復不能の確認後，中央制御室及び現場にて常設代替高圧

電源装置による非常用母線の受電準備操作を実施する。 

ｌ．常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作 

常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作及び非常用母線の

受電準備操作の完了後，中央制御室からの遠隔操作により常設代替高圧

電源装置から緊急用母線を介して非常用母線を受電する。 

常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作に必要な計装設備

は，Ｍ／Ｃ ２Ｃ及びＭ／Ｃ ２Ｄ電圧である。 

ｍ．残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残留熱除去系（格

納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール

冷却系）による格納容器除熱操作 

常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作の完了後，残留熱

除去系海水系の起動操作を実施する。その後，可搬型代替注水中型ポン

プを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水及び代替格納容

器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却を停止し，残留熱除去

系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残留熱除去系（格納容器スプ

レイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）によ

る格納容器除熱を実施する。 

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残留熱除去系（格

納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷

却系）による格納容器除熱操作に必要な計装設備は，原子炉水位（広帯

域），残留熱除去系系統流量等である。 

ｎ．使用済燃料プールの冷却操作 
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代替燃料プール冷却系等を用いて使用済燃料プールへの注水及び冷却

を実施する。 

以降，炉心冷却は残留熱除去系（低圧注水系）を用いた原子炉注水によ

り原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベ

ル８）設定点の間で維持することで継続的に実施し，格納容器除熱は，原

子炉注水の停止期間中に残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残

留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）により実施する。 

2.3.2.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンス

は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，外部電源

喪失を起因事象とし，直流電源喪失に伴い全ての非常用ディーゼル発電機

等及び全ての注水機能が喪失する「外部電源喪失＋直流電源失敗＋高圧炉

心冷却失敗（ＴＢＤ）」である。なお，「外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋高圧炉

心冷却失敗（ＴＢＵ）」及び「サポート系喪失（直流電源故障）（＋外部電

源喪失）＋ＤＧ失敗＋高圧炉心冷却失敗（ＴＢＵ）」は，全交流動力電源喪

失時に原子炉隔離時冷却系の機能喪失が重畳するという点で安全機能の喪

失状態が同じであり，この代替として高圧代替注水系及び常設代替直流電

源設備に期待するため重大事故等対策及び事象進展は同じとなる。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒表面熱伝達，

沸騰遷移，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液

分離（水位変化）・対向流，気液熱非平衡及び三次元効果，原子炉圧力容器

における冷却材放出（臨界流・差圧流）,沸騰・凝縮・ボイド率変化，気液
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分離（水位変化）・対向流及びＥＣＣＳ注水（給水系及び代替注水系含む）

並びに格納容器における格納容器各領域間の流動，気液界面の熱伝達，構

造材との熱伝達及び内部熱伝導，スプレイ冷却及びサプレッション・プー

ル冷却が重要現象となる。よって，これらの現象を適切に評価することが

可能である長期間熱水力過渡変化解析コードＳＡＦＥＲ及びシビアアクシ

デント総合解析コードＭＡＡＰにより，原子炉圧力，原子炉水位，燃料被

覆管温度，格納容器圧力，格納容器雰囲気温度等の過渡応答を求める。な

お，本有効性評価では，ＳＡＦＥＲコードによる燃料被覆管温度の評価結

果は，ベストフィット曲線の破裂判断基準に対して十分な余裕があること

から，燃料被覆管温度が高温となる領域において，燃料棒やチャンネルボ

ックスの幾何学的配置を考慮した詳細な輻射熱伝達計算を行うことで燃料

被覆管温度をＳＡＦＥＲコードよりも低めに評価するＣＨＡＳＴＥコード

は使用しない。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本

重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目と

なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する主要な解析条件を第 2.3.2－2 表に示す。

また，主要な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の解析条件を

以下に示す。 

ａ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，

外部電源が喪失するものとする。 
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(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

所内常設直流電源設備の機能喪失を想定する。また，全ての非常用

ディーゼル発電機等及び原子炉隔離時冷却系が機能喪失するものとす

る。 

(c) 外部電源 

起因事象として，外部電源が喪失することを想定している。 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム 

原子炉水位低下を厳しくする観点で，外部電源喪失に伴うタービン

蒸気加減弁急閉信号及び原子炉保護系電源喪失による原子炉スクラム

については保守的に考慮せず，原子炉水位低（レベル３）信号により

原子炉スクラムするものとする。 

(b) 主蒸気隔離弁 

主蒸気隔離弁は，外部電源喪失により制御電源である原子炉保護系

電源が喪失し，閉止するものとする。 

(c) 再循環ポンプ 

再循環ポンプは，外部電源喪失により駆動電源が喪失し，全台停止

するものとする。 

(d) 逃がし安全弁 

逃がし安全弁（安全弁機能）にて原子炉冷却材圧力バウンダリの過

度の圧力上昇を抑制するものとする。また，手動操作による原子炉減

圧には，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁を使用するものとし，容

量として，1 弁当たり定格主蒸気流量の約 6％を処理するものとする。 

(e) 高圧代替注水系 
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136.7m３／h（原子炉圧力 1.04MPa[gage]～7.86MPa[gage]において）

の流量で原子炉へ注水するものとする。原子炉水位が原子炉水位高（レ

ベル８）設定点まで回復した以降は，原子炉水位を原子炉水位低（レ

ベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の範囲に維持す

る。また，原子炉減圧時の可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代

替注水系（可搬型）による原子炉水位回復性能を確認する観点で，原

子炉減圧操作と同時に注水を停止する。 

(f) 残留熱除去系（低圧注水系）

残留熱除去系ポンプ 1 台を使用するものとし，非常用母線の受電が

完了した時点で手動起動し，0m３／h～1,676m３／h（0MPa[dif]※～

1.55MPa[dif]において）の流量で原子炉へ注水するものとする。伝熱容

量は，熱交換器の設計性能に基づき 1 基当たり約 43MW（サプレッショ

ン・プール水温度 100℃，海水温度 32℃において）とする。なお，原子

炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）

設定点の間で維持しつつ，原子炉注水の停止期間中に格納容器スプレイ

又はサプレッション・プール冷却を実施するものとする。 

※ MPa[dif]…原子炉圧力容器と水源との差圧（以下同様）

(g) 低圧代替注水系（可搬型）

可搬型代替注水中型ポンプ 2 台を使用するものとし，注水流量は，

原子炉注水のみを実施する場合は，機器設計上の最小要求値である最

小流量特性（注水流量：0m３／h～110m３／h，注水圧力：0MPa[dif]～

1.4MPa[dif]）とし，原子炉注水と格納容器スプレイを同時に実施する

場合は，50m３／h（一定）を用いるものとする。また，原子炉水位が

原子炉水位高（レベル８）設定点まで回復した以降は，原子炉水位を

原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定
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点の範囲に維持し，交流動力電源復旧後の事象発生から 24 時間 5 分後

に停止する。 

(h) 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型） 

低圧代替注水系（可搬型）と同じ可搬型代替注水中型ポンプ 2 台を

使用するものとし，スプレイ流量は，運転手順に基づき 130m３／h（一

定）を用いるものとする。また，格納容器圧力が 217kPa[gage]に到達

した場合に停止し，279kPa[gage]に到達した場合に再開し，交流電源

復旧後の事象発生から 24 時間 5 分後に停止する。 

(i) 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）及び残留熱除去系（サプ

レッション・プール冷却系） 

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水を停止している期間

に，1.9×10３m３／h の流量で格納容器へスプレイするものとし，その

うち 95％をドライウェルへ，5％をサプレッション・チェンバへ分配

するものとする。なお，格納容器スプレイ実施中に格納容器圧力が

13.7kPa[gage]に到達した時点でサプレッション・プール冷却運転に切

り替える。 

伝熱容量は，熱交換器の設計性能に基づき 1 基当たり約 43MW（サプ

レッション・プール水温度 100℃，海水温度 32℃において）とする。 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対

する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 交流動力電源は 24 時間使用できないものとし，事象発生から 24 時

間後に常設代替高圧電源装置により非常用母線への給電を開始す

る。 
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(b) 高圧代替注水系の起動操作は，状況判断及び高圧代替注水系の準備

に要する時間を考慮して，事象発生 25 分後に実施するものとする。 

(c) 逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作（可搬

型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原

子炉注水操作）は，余裕時間を確認する観点で 8 時間後に低圧代替

注水系（可搬型）の起動準備操作が完了するものとし，原子炉減圧

操作に要する時間を考慮して，事象発生から 8 時間 1 分後に実施す

る。なお，全交流動力電源喪失時において，直流電源の容量やポン

プ室の温度上昇等を考慮しても，少なくとも事象発生から 8 時間後

まではサプレッション・プールを水源とした高圧代替注水系による

原子炉注水が継続可能であることを確認している。 

(d) 可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（ 可 搬 型 ） に よ る 格 納 容 器 冷 却 操 作 は ， 格 納 容 器 圧 力 が

279kPa[gage]に到達した場合に実施する。 

(e) 残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残留熱除去系

（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・

プール冷却系）による格納容器除熱操作は，常設代替高圧電源装置

による非常用母線の受電操作の完了後に残留熱除去系の起動操作

に要する時間を考慮して，事象発生から 24 時間 10 分後に実施する。 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内

外水位）※，注水流量，逃がし安全弁からの蒸気流量及び原子炉圧力容器

内の保有水量の推移を第 2.3.2－4 図から第 2.3.2－8 図に，燃料被覆管温

度，燃料被覆管最高温度発生位置における熱伝達係数，燃料被覆管最高温
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度発生位置におけるボイド率，高出力燃料集合体のボイド率，炉心下部プ

レナム部のボイド率の推移及び燃料被覆管破裂が発生した時点の燃料被覆

管温度と燃料被覆管の円周方向の応力の関係を第2.3.2－9図から第2.3.2

－14 図に，格納容器圧力，格納容器雰囲気温度，サプレッション・プール

水位及びサプレッション・プール水温度の推移を第 2.3.2－15 図から第

2.3.2－18 図に示す。 

※ 炉心冷却の観点ではシュラウド内水位に着目し，運転員操作の観点ではシュ

ラウド外水位に着目するためシュラウド内外水位を合わせて示している。な

お，シュラウド内は炉心部で発生するボイドを含む水位であることから，原

子炉水位が低下する過程ではシュラウド外水位と比較して高めの水位を示す。 

ａ．事象進展 

全電源喪失後，原子炉スクラム，主蒸気隔離弁の閉止及び再循環ポン

プの停止が発生する。外部電源喪失及び直流電源喪失を確認した後，事

象発生 25 分後に代替直流電源設備からの給電により高圧代替注水系を

起動し，原子炉注水が開始されることで，原子炉水位は維持される。 

代替直流電源設備は，負荷の切離しを行うことなく，事象発生から 24

時間にわたり重大事故等の対応に必要な設備に電源を供給可能である。 

（添付資料 2.3.2.1） 

事象発生の 8 時間後に可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注

水系（可搬型）の準備が完了した時点で，逃がし安全弁（自動減圧機能）

7 弁の手動操作による原子炉減圧を実施する。逃がし安全弁（自動減圧

機能）開放による蒸気流出によって原子炉水位が一時的に低下するが，

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原

子炉注水が開始されることで原子炉水位は回復し，炉心の冷却は維持さ

れる。なお，高圧代替注水系は，原子炉減圧と同時に停止する想定とす
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る。 

（添付資料 2.3.2.2） 

事象発生から 24 時間後に常設代替高圧電源装置による非常用母線へ

の交流動力電源供給を開始し，その後中央制御室からの遠隔操作により

残留熱除去系（低圧注水系）を起動し，原子炉注水を開始することで，

その後も炉心の冷却は維持される。 

また，全電源喪失に伴い崩壊熱除去機能が喪失しているため，原子炉

圧力容器内で発生した蒸気が逃がし安全弁を介して格納容器内に放出さ

れることで，格納容器圧力及び雰囲気温度は徐々に上昇する。このため，

事象発生の約 13 時間後に格納容器圧力が 279kPa[gage]に到達した時点

で，可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可

搬型）による格納容器冷却操作を開始し，事象発生の 24 時間後に交流動

力電源が復旧した時点で残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除熱操

作を実施することで，格納容器圧力及び雰囲気温度は安定又は低下傾向

となる。 

ｂ．評価項目等 

燃料被覆管温度は，第 2.3.2－9 図に示すとおり，炉心冷却が維持され，

初期値（約 309℃）以下にとどまることから，評価項目である 1,200℃を

下回る。燃料被覆管の最高温度は，高出力燃料集合体で発生している。

また，燃料被覆管の酸化量は，酸化反応が著しくなる前の燃料被覆管厚

さの 1％以下であり，評価項目である 15％を下回る。 

原子炉圧力は，第 2.3.2－4 図に示すとおり，逃がし安全弁（安全弁機

能）の作動により，約 8.16MPa[gage]以下に維持される。このため，原
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子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧力容

器底部圧力との差（0.3MPa 程度）を考慮しても，約 8.46MPa［gage］以

下であり，評価項目である最高使用圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を

下回る。 

格納容器圧力は，第 2.3.2－15 図に示すとおり，全電源喪失に伴い崩

壊熱除去機能が喪失しているため，原子炉圧力容器内で発生した蒸気が

格納容器内に放出されることによって，事象発生後に上昇傾向が継続す

るが，可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（可搬型）による格納容器冷却操作及び残留熱除去系（格納容器スプレ

イ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による

格納容器除熱操作により低下傾向となる。事象発生の約 13 時間後に最高

値の約 0.28MPa[gage]となるが，格納容器バウンダリにかかる圧力は，

評価項目である最高使用圧力の 2 倍（0.62MPa[gage]）を下回る。格納容

器雰囲気温度は，第 2.3.2－16 図に示すとおり，事象発生の約 24 時間後

に最高値の約 141℃となり，以降は低下傾向となっていることから，格

納容器バウンダリにかかる温度は，評価項目である 200℃を下回る。 

第 2.3.2－5 図に示すように，高圧代替注水系及び可搬型代替注水中型

ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水を継続する

ことで，炉心の冠水状態が維持され，炉心冷却が維持される。また，第

2.3.2－15 図及び第 2.3.2－16 図に示すように，事象発生の約 24 時間後

に，残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残留熱除去系

（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プー

ル冷却系）による格納容器除熱操作を実施することで，高温停止での安

定状態が確立する。 

（添付資料 2.3.2.3） 
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安定状態が確立した以降は，原子炉建屋ガス処理系及び中央制御室換

気系を起動し，また，機能喪失している設備の復旧に努めるとともに，

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）により冷温停止状態とする。 

以上により，本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項

目の設定」に示す(1)から(4)の評価項目について，対策の有効性を確認

した。 

2.3.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲としては，運転員等

操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時

間余裕を評価する。 

本重要事故シーケンスでは，全交流動力電源の喪失に加えて，直流電源喪

失に伴い原子炉隔離時冷却系が機能喪失し，原子炉注水機能が喪失すること

で原子炉水位が低下するため，高圧代替注水系及び可搬型代替注水中型ポン

プを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水を実施すること並び

に全交流動力電源喪失に伴い崩壊熱除去機能も喪失し格納容器圧力及び雰囲

気温度が上昇することから，可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容

器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作を実施すること及び交

流動力電源の復旧後に残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッショ

ン・プール冷却系）による格納容器除熱操作を実施することが特徴である。

よって，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象進展に有意な影響

を与えると考えられる操作として，高圧代替注水系の起動操作，逃がし安全

弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作（可搬型代替注水中型ポン

プを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水操作），可搬型代替注
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水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容

器冷却操作，残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残留熱除

去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プー

ル冷却系）による格納容器除熱操作とする。

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を実施する重要現象

は，「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すと

おりであり，それらの不確かさの影響評価を以下に示す。 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移及び気液熱非平衡の不確か

さとして，解析コードは実験結果の燃料被覆管温度に比べて最大 50℃程

度高めに評価することから，解析結果は燃料棒表面の熱伝達係数を小さ

く評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表面での熱伝達は大き

くなることで，燃料被覆管温度は低くなるが，操作手順（速やかに注水

手段を準備すること）に変わりはなく，燃料被覆管温度を操作開始の起

点とする運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量

及び酸化反応に伴う発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，

燃料被覆管温度を高めに評価する可能性がある。よって，実際の燃料被

覆管温度は低くなるが，操作手順（速やかに注水手段を準備すること）

に変わりはなく，燃料被覆管温度を操作開始の起点とする運転員等操作

はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内
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部熱伝導並びに気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格

納容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析において区画によって格納容

器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾

向が確認されているが，ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験

体系に起因するものと考えられ，実機体系においては不確かさが小さく

なるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び雰囲気温度の傾向

を適切に再現できていることから，格納容器圧力及び雰囲気温度を操作

開始の起点とする可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプ

レイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作に係る運転員等操作時間

に与える影響は小さい。また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱

伝達及び内部熱伝導の不確かさにおいては，ＣＳＴＦ実験解析により格

納容器温度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを

確認しており，その差異は小さいことから，格納容器圧力及び雰囲気温

度を操作開始の起点としている可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替

格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作に係る運転

員等操作時間に与える影響は小さい。 

（添付資料 2.3.2.4） 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移及び気液熱非平衡の不確か

さとして，解析コードは実験解析において熱伝達モデルの保守性により

燃料被覆管温度を高めに評価し，有効性評価解析においても燃料被覆管

温度を高めに評価することから，評価項目となるパラメータに対する余

裕は大きくなる。ただし，炉心部の冠水がおおむね維持される本事故シ

ーケンスでは，この影響は小さいと考えられる。 
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炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量

及び酸化反応に伴う発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，

燃料被覆管温度を高く評価することから，評価項目となるパラメータに

対する余裕は大きくなる。ただし，炉心部の冠水がおおむね維持される

本事故シーケンスでは，この影響は小さいと考えられる。 

格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内

部熱伝導並びに気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格

納容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析において区画によって格納容

器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾

向が確認されているが，ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験

体系に起因するものと考えられ，実機体系においては不確かさが小さく

なるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び雰囲気温度の傾向

を適切に再現できていることから，評価項目となるパラメータに与える

影響は小さい。また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び

内部熱伝導の不確かさにおいては，ＣＳＴＦ実験解析により格納容器雰

囲気温度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを確

認していることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料 2.3.2.4） 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第

2.3.2－2 表に示すとおりであり，これらの条件設定を設計値等の最確条

件とした場合の影響を評価する。解析条件の設定に当たっては，設計値

を用いるか又は評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなるよ
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う保守的な設定をしていることから，この中で事象進展に有意な影響を

与える可能性がある項目について，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響

初期条件の燃料棒最大線出力密度は，解析条件で設定した 44.0kW／

m に対して最確条件は約 33kW／m～約 41kW／m であり，最確条件とした

場合は燃料被覆管温度の上昇が緩和されるが，操作手順（速やかに注

水手段を準備すること）に変わりはなく，燃料被覆管温度を操作開始

の起点とする運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件で設定した燃焼度

33GWd／t に対して最確条件は 33GWd／t 以下であり，最確条件とした

場合は崩壊熱がおおむね小さくなるため，原子炉からサプレッショ

ン・プールに流出する蒸気量が減少することで，原子炉水位の低下は

遅くなるが，操作手順（速やかに注水手段を準備すること）に変わり

はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。また，同様

に格納容器圧力及び雰囲気温度並びにサプレッション・プール水位及

びサプレッション・プール水温度の上昇が遅くなり，これらのパラメ

ータを操作開始の起点とする運転員等操作の開始時間は遅くなる。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量及びドライウェル雰

囲気温度は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，事象

進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響

は小さい。 

機器条件の低圧代替注水系（可搬型）及び残留熱除去系（低圧注水

系）は，最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位の回

復が早くなり，炉心冠水後の原子炉水位の維持操作の開始が早くなる
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が，原子炉減圧から水位回復までの原子炉水位を継続監視している期

間の流量調整操作であることから，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

（添付資料 2.3.2.4） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料棒最大線出力密度は，解析条件で設定した 44.0kW／

m に対して最確条件は約 33kW／m～約 41kW／m であり，最確条件とした

場合は燃料被覆管温度の上昇が緩和されることから，評価項目となる

パラメータに対する余裕は大きくなる。ただし，炉心部の冠水がおお

むね維持される本事故シーケンスでは，この影響は小さいと考えられ

る。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件で設定した燃焼度

33GWd／t に対して最確条件は 33GWd／t 以下であり，最確条件とした

場合は崩壊熱がおおむね小さくなり，原子炉からサプレッション・プ

ールに流出する蒸気量が減少することで，原子炉水位の低下は緩和さ

れる。また，同様に格納容器圧力及び雰囲気温度並びにサプレッショ

ン・プール水位及びサプレッション・プール水温度の上昇は遅くなる

ことから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量及びドライウェル雰

囲気温度は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，事象

進展に与える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。 

機器条件の低圧代替注水系（可搬型）及び残留熱除去系（低圧注水

系）は，最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位の回

復が早くなることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大
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きくなる。 

（添付資料 2.3.2.4） 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配

置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実

さ」の 6 要因に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響

を評価する。また，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパ

ラメータに与える影響を評価する。評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の高圧代替注水系の起動操作は，解析上の操作開始時間と

して，事象発生から 25 分後を設定している。運転員等操作時間に与え

る影響として，認知時間及び操作所要時間は，余裕時間を含めて設定

していることから，実態の操作開始時間は解析上の設定よりも若干早

まる可能性があるが，状況判断から高圧代替注水系の起動操作までは

一連の操作として実施し，同一の運転員による並列操作はないことか

ら，影響はない。 

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧

操作（可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水操作）は，解析上の操作開始時間として事象発生か

ら 8 時間 1 分後を設定している。運転員等操作時間に与える影響とし

て，認知時間及び移動・操作所要時間は，余裕時間を含めて設定して

いることから，実態の操作開始時間は解析上の操作開始時間より若干

早まる可能性があるが，その他の操作と並列して操作を実施する場合

でも，順次実施し所定の時間までに操作を完了できることから影響は



2.3.2-24 

ない。 

操作条件の可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレ

イ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作は，解析上の操作開始時

間として格納容器圧力 279kPa[gage]到達時を設定している。運転員等

操作時間に与える影響として，不確かさ要因により操作開始時間に与

える影響は小さく，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等と

なる。本操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く。）の不確

かさにより，操作開始時間は遅れる可能性があるが，並列して実施す

る場合がある原子炉水位の調整操作とは異なる運転員による対応が可

能であることから，この他の操作に与える影響はない。 

操作条件の残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残

留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッ

ション・プール冷却系）による格納容器除熱操作は，解析上の操作開

始時間として事象発生から 24 時間 10 分後を設定している。運転員等

操作時間に与える影響として，認知時間及び移動・操作所要時間は，

余裕時間を含めて設定していることから，実態の操作開始時間は解析

上の操作開始時間より若干早まる可能性がある。 

（添付資料 2.3.2.4） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の高圧代替注水系の起動操作は，運転員等操作時間に与え

る影響として，実態の操作開始時間は解析上の操作開始時間よりも早

くなる可能性があり，この場合は，原子炉への注水開始が早くなるこ

とで，原子炉水位の回復が早くなり，評価項目となるパラメータに対

する余裕は大きくなる。 

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧
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操作（可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水操作）は，運転員等操作時間に与える影響として，

実態の操作開始時間は解析上の操作開始時間より若干早まる可能性が

あるが，可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水に移行するまでの期間は高圧代替注水系により原子

炉注水が確保されていることから，評価項目となるパラメータに与え

る影響はない。 

操作条件の可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレ

イ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作は，運転員等操作時間に

与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の操作開始時間より

も遅くなる可能性があるが，この場合でもパラメータが操作実施基準

に到達した時点で開始することで同等の効果が得られ，有効性評価解

析における格納容器圧力の最大値に変わりがないことから，評価項目

となるパラメータに与える影響はない。 

操作条件の残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残

留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッ

ション・プール冷却系）による格納容器除熱操作は，運転員等操作時

間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の操作開始時間

よりも早くなる可能性があるが，この場合には，格納容器除熱操作の

開始が早くなることで格納容器圧力及び雰囲気温度の上昇は緩和され，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 2.3.2.4） 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目と
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なるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間

余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の高圧代替注水系の起動操作については，操作開始時間が事象

発生 25 分後と同様であるが，高圧の注水系統により原子炉注水を実施する

本事故シーケンスに比べて，原子炉減圧操作を実施し低圧の注水系統によ

り原子炉注水を実施することから原子炉水位低下の観点でより厳しくなる

「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」において，10 分の原子炉減圧操作開始遅れを

想定した場合でも，燃料被覆管最の高温度は約 706℃であり，燃料被覆管

の破裂は発生せず，評価項目を満足することから時間余裕がある。 

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作

（可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原

子炉注水操作）は，可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可

搬型）の準備完了後に実施するものであり，評価上は余裕時間を確認する

観点で事象発生の 8 時間後に準備が完了するものとしており，低圧代替注

水系（可搬型）の準備に要する時間は事象初期の状況判断から 170 分程度

であることから，時間余裕がある。 

操作条件の可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷

却系（可搬型）による格納容器冷却操作は，事象発生の約 13 時間後に実施

するものであり，低圧代替注水系（可搬型）と同じ可搬型代替注水中型ポ

ンプを使用し，評価上は余裕時間を確認する観点で可搬型代替注水中型ポ

ンプの準備完了を事象発生の 8 時間後と想定しており，準備時間が確保で

きることから，時間余裕がある。 

操作条件の残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残留熱

除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・

プール冷却系）による格納容器除熱操作は，非常用母線の受電後に実施す
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るものであり，評価上は事象発生の 24 時間後に非常用母線の受電が完了す

る想定としており，準備時間が確保できることから，時間余裕がある。 

（添付資料 2.3.2.4） 

(4) ま と め 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等

操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作

時間余裕を確認した。この結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運

転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラメータ

に対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間

余裕がある。 

2.3.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）」の重

大事故等対策に必要な災害対策要員（初動）は，「2.3.2.1（3） 炉心損傷

防止対策」に示すとおり 24 名であり，災害対策要員（初動）の 39 名で対

処可能である。 

また，事象発生 2 時間以降に必要な参集要員は 6 名であり，発電所外か

ら 2 時間以内に参集可能な要員の 71 名で対処可能である。 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）」にお

いて，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1（2） 資源の評価条件」の条件
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にて評価を行い，以下のとおりである。 

ａ．水  源 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による

原子炉注水及び代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器

冷却については，7 日間の対応を考慮すると，合計約 2,130m３の水が必

要となる。 

水源として，西側淡水貯水設備に 4,300m３の水を保有していることか

ら，水源が枯渇することはなく，7 日間の対応が可能である。 

高圧代替注水系及び残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水に

ついては，サプレッション・プールを水源とすることから，水源が枯渇

することはなく，7 日間の対応が可能である。 

（添付資料 2.3.2.5） 

ｂ．燃  料 

常設代替交流電源設備による電源供給について，事象発生直後から 7

日間の常設代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 5 台）の運転を想

定すると，約 352.8kL の軽油が必要となる。軽油貯蔵タンクには約 800kL

の軽油を保有していることから，常設代替交流電源設備（常設代替高圧

電源装置 5 台）による 7 日間の電源供給の継続が可能である。 

可搬型代替注水中型ポンプ（2 台）を用いた低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水等について，事象発生直後から 7 日間の可搬型代替注

水中型ポンプ（2 台）の運転を想定すると，約 12.0kL の軽油が必要とな

る。可搬型設備用軽油タンクには約 210kL の軽油を保有していることか

ら，可搬型代替注水中型ポンプ（2 台）を用いた低圧代替注水系（可搬

型）による 7 日間の原子炉注水等の継続が可能である。 
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（添付資料 2.3.2.6） 

ｃ．電  源 

重大事故等対策時に必要な負荷は約 4,497kW であるが，常設代替交流

電源設備（常設代替高圧電源装置 5 台）の連続定格容量は 5,520kW であ

ることから，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

また，代替の蓄電池の容量については，交流動力電源が復旧しない場

合を想定しても，負荷の切離しを行うことなく，事象発生後 24 時間の直

流電源の供給が可能である。 

（添付資料 2.3.2.7） 

2.3.2.5 結  論 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）」では，

原子炉の出力運転中に全交流動力電源喪失が発生し電動の原子炉注水機能が

喪失するとともに，直流電源喪失又は原子炉隔離時冷却系の故障により蒸気

駆動の原子炉隔離時冷却系も機能喪失し原子炉注水機能が喪失することで，

原子炉水位の低下が継続し，炉心損傷に至ることが特徴である。事故シーケ

ンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）」に対する炉心損傷防

止対策としては，初期の対策として常設代替直流電源設備，高圧代替注水系，

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧及び可搬型代替注水

中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水手段を整備

し，安定状態に向けた対策として，常設代替高圧電源装置からの給電後の残

留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水手段を整備する。また，格納容

器の健全性を維持するため，安定状態に向けた対策として可搬型代替注水中

型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷
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却手段及び常設代替高圧電源装置からの給電後の残留熱除去系（格納容器ス

プレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による

格納容器除熱手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）」の重要

事故シーケンス「外部電源喪失＋直流電源失敗＋高圧炉心冷却失敗（ＴＢＤ）」

について有効性評価を行った。 

上記の場合においても，常設代替直流電源設備，高圧代替注水系，逃がし

安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧及び可搬型代替注水中型ポ

ンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水を継続し，可搬型

代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による

格納容器冷却及び常設代替高圧電源装置からの給電後の残留熱除去系（格納

容器スプレイ冷却系）及び残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）

による格納容器除熱を実施することで，炉心の著しい損傷を防止することが

できる。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにか

かる圧力並びに格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満

足している。また，安定状態を維持することができる。 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響について確認した結果，運転員

等操作時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕につい

て確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，災害対策要員にて確保可能である。ま

た，必要な水源，燃料及び電源については，7 日間以上の供給が可能である。 

以上のことから，事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，

ＴＢＵ）」において，常設代替直流電源設備，高圧代替注水系，逃がし安全弁
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（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧及び可搬型代替注水中型ポンプを

用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水，可搬型代替注水中型ポ

ンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却並

びに常設代替高圧電源装置からの給電後の残留熱除去系（格納容器スプレイ

冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容

器除熱の炉心損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効で

あることが確認でき，事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢ

Ｄ，ＴＢＵ）」に対して有効である。 
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第 2.3.2－1 表 全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）時における重大事故等対策について（1／4） 

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

原子炉スクラム及び全電源喪

失の確認 

・外部電源が喪失するとともに，直流電源喪

失に伴い非常用ディーゼル発電機等が全て

機能喪失することで，全電源喪失となり，

原子炉はスクラムするが，直流電源喪失に

より平均出力領域計装等による確認ができ

ないため，原子炉圧力の推移及び逃がし安

全弁の動作状況等により原子炉の停止状態

を確認する。 

・全電源喪失により，早期の電源回復不能と

判断する。 

逃がし安全弁（安

全弁機能）＊

常設代替直流電源

設備 

－ 原子炉圧力（ＳＡ） 

Ｍ／Ｃ ２Ｃ電圧＊

Ｍ／Ｃ ２Ｄ電圧＊

緊急用Ｍ／Ｃ電圧 

高圧代替注水系の起動操作 ・全電源喪失に伴う高圧注水機能喪失の確認

後，高圧代替注水系に必要な負荷の電源切替

えを実施し，高圧代替注水系を起動する。 

高圧代替注水系 

サプレッション・

プール＊

常設代替直流電源

設備 

－ 高圧代替注水系系統流量 

原子炉水位の調整操作（高圧代

替注水系） 

・高圧代替注水系の起動により，原子炉注水

が開始され，原子炉水位が回復したことを

確認する。 

・原子炉水位回復後は，原子炉水位を原子炉

水位低（レベル３）設定点から原子炉水位

高（レベル８）設定点の間に維持する。 

高圧代替注水系 

サプレッション・

プール＊

常設代替直流電源

設備 

－ 原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

原子炉水位（ＳＡ燃料域） 

高圧代替注水系系統流量 

電源確保操作対応 ・直流電源の回復操作を実施する。 

・外部電源の回復操作を実施する。 

－ － － 

可搬型代替注水中型ポンプを

用いた低圧代替注水系（可搬

型）の起動準備操作 

・全電源喪失に伴う低圧注水機能喪失の確認

後，可搬型代替注水中型ポンプを用いた低

圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水

準備を開始する。 

西側淡水貯水設備 可搬型代替注

水中型ポンプ

－ 

：有効性評価上考慮しない操作 

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの
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第 2.3.2－1 表 全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）時における重大事故等対策について（2／4） 

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

逃がし安全弁（自動減圧機能）

の手動による原子炉減圧操作 

・全電源喪失の確認後，逃がし安全弁（自動

減圧機能）の手動による原子炉減圧操作に

必要な負荷の電源切替えを実施する。 

・サプレッション・プール水温度がサプレッ

ション・プール熱容量制限（原子炉が高圧

の場合は 65℃）に到達したことを確認する。

・可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代

替注水系（可搬型）の起動準備操作及び逃

がし安全弁（自動減圧機能）の手動による

原子炉減圧操作に必要な電源の切替操作が

完了した後に，逃がし安全弁（自動減圧機

能）7 弁を手動開放することにより，原子炉

減圧を実施する。 

・原子炉水位が燃料有効長頂部を下回った場

合は，炉心損傷がないことを継続的に確認

する。 

逃がし安全弁（自

動減圧機能）＊

非常用窒素供給系

高圧窒素ボンベ＊

常設代替直流電源

設備 

－ サプレッション・プール水温

度＊

原子炉圧力（ＳＡ） 

ドライウェル雰囲気温度＊

格納容器雰囲気放射線モニタ

（Ｄ／Ｗ）＊

格納容器雰囲気放射線モニタ

（Ｓ／Ｃ）＊

原子炉水位の調整操作（低圧代

替注水系（可搬型）） 

・原子炉減圧により可搬型代替注水ポンプを

用いた低圧代替注水系（可搬型）からの原

子炉注水が開始され，原子炉水位が回復す

ることを確認する。 

・原子炉水位回復後は，原子炉水位を原子炉

水位低（レベル３）設定点から原子炉水位

高（レベル８）設定点の間に維持する。 

・高圧代替注水系が停止したことを確認する。

西側淡水貯水設備 可搬型代替注

水中型ポンプ

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

原子炉水位（ＳＡ燃料域） 

低圧代替注水系原子炉注水流

量 

高圧代替注水系系統流量 

原子炉圧力（ＳＡ） 

タンクローリによる燃料給油

操作 

・タンクローリにより可搬型代替注水設備用

軽油タンクから可搬型代替注水中型ポンプ

に燃料給油を実施する。 

可搬型設備用軽油

タンク 

タンクローリ － 

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの
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第 2.3.2－1 表 全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）時における重大事故等対策について（3／4） 

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

可搬型代替注水中型ポンプを

用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（可搬型）による格納容

器冷却操作 

・格納容器圧力が 279kPa[gage]又はドライウ

ェル雰囲気温度がドライウェル設計温度で

ある 171℃に近接したことを確認する。 

・可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格

納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格

納容器冷却操作を実施する。

西側淡水貯水設備 可搬型代替注

水中型ポンプ

ドライウェル圧力＊

ドライウェル雰囲気温度＊

サプレッション・チェンバ圧

力＊

低圧代替注水系格納容器スプ

レイ流量 

サプレッション・プール水位＊

常設代替高圧電源装置による

緊急用母線の受電操作 

・外部電源喪失の確認後，常設代替高圧電源

装置から緊急用母線を受電する。 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ 緊急用Ｍ／Ｃ電圧 

常設代替高圧電源装置による

非常用母線の受電準備操作 

・早期の電源回復不能の確認後，常設代替高

圧電源装置による非常用母線の受電準備操

作を実施する。 

－ － － 

常設代替高圧電源装置による

非常用母線の受電操作 

・常設代替高圧電源装置による緊急用母線受

電操作及び非常用母線の受電準備操作の完

了後，非常用母線２Ｃ及び２Ｄを受電する。

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ Ｍ／Ｃ ２Ｃ電圧＊

Ｍ／Ｃ ２Ｄ電圧＊

：有効性評価上考慮しない操作 

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの
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第 2.3.2－1 表 全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）時における重大事故等対策について（4／4） 

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

残留熱除去系（低圧注水系）に

よる原子炉注水並びに残留熱

除去系（格納容器スプレイ冷却

系）又は残留熱除去系（サプレ

ッション・プール冷却系）によ

る格納容器除熱操作 

・非常用母線の受電後，残留熱除去系海水系

の起動操作を実施する。 

・可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代

替注水系（可搬型）による原子炉注水及び

可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格

納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格

納容器スプレイを停止する。 

・残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉

注水並びに残留熱除去系（格納容器スプレ

イ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッシ

ョン・プール冷却系）による格納容器除熱

操作を実施する。 

残留熱除去系（低

圧注水系）＊

サプレッション・

プール＊

残留熱除去系（格

納容器スプレイ冷

却系）＊ 

残留熱除去系（サ

プレッション・プ

ール冷却系）＊

残留熱除去系海水

系＊

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ 原子炉水位（広帯域）＊

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

残留熱除去系系統流量＊

残留熱除去系海水系系統流量
＊

低圧代替注水系原子炉注水流

量 

サプレッション・チェンバ圧

力＊

ドライウェル圧力＊

サプレッション・プール水温

度＊

使用済燃料プールの冷却操作 ・代替燃料プール冷却系等を用いて使用済燃

料プールへの注水及び冷却を実施する。 

－ － － 

：有効性評価上考慮しない操作 

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの
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第 2.3.2－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ））（1／7） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード 
原子炉側：ＳＡＦＥＲ 

格納容器側：ＭＡＡＰ 
本重要事故シーケンスの重要現象を評価できる解析コード 

初
期
条
件

原子炉熱出力 3,293MW 定格熱出力を設定 

原子炉圧力 

（圧力容器ドーム部） 
6.93MPa[gage] 定格圧力を設定 

原子炉水位 
通常運転水位（セパレータスカ

ート下端から＋126cm） 
通常運転水位を設定 

炉心流量 48,300 t／h 定格流量を設定 

炉心入口温度 約 278℃ 熱平衡計算による値 

炉心入口サブクール度 約 9℃ 熱平衡計算による値 

燃  料 ９×９燃料（Ａ型） 

９×９燃料（Ａ型）と９×９燃料（Ｂ型）は，熱水力的な特性はほぼ同等で

あり，その他の核的特性等の違いは燃料棒最大線出力密度の保守性に包含さ

れることから，代表的に９×９燃料（Ａ型）を設定 

燃料棒最大線出力密度 44.0kW／m 
初期の燃料棒線出力密度が大きい方が燃料被覆管温度の観点で厳しい設定

となるため，保安規定の運転上の制限における上限値を設定 

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI／ANS-5.1-1979 

（燃焼度 33GWd／t） 

崩壊熱が大きい方が原子炉水位低下及び格納容器圧力上昇の観点で厳しい

設定となるため，崩壊熱が大きくなる燃焼度の高い条件として，1 サイクル

の運転期間（13 ヶ月）に調整運転期間（約 1 ヶ月）を考慮した運転期間に

対応する燃焼度を設定 

格納容器圧力 5kPa[gage] 
格納容器圧力の観点で厳しい高めの設定として，通常運転時の圧力を包含す

る値を設定 

格納容器雰囲気温度 57℃ ドライウェル内ガス冷却装置の設計温度を設定 
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第 2.3.2－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ））（2／7） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件

格納容器体積 

（ドライウェル） 
5,700m３ 設計値を設定 

格納容器 

（ウェットウェル） 

空間部：4,100m３ 

気相部：3,300m３

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる少なめの水量とし

て，保安規定の運転上の制限における下限値を設定 

サプレッション・プール 

水位 

6.983ｍ 

（通常水位－4.7cm） 

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる低めの水位として，

保安規定の運転上の制限における下限値を設定 

サプレッション・プール 

水温度 
32℃ 

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる高めの水温として，

保安規定の運転上の制限における上限値を設定 

ベント管真空破壊装置 

作動差圧 

3.45kPa（ドライウェル－サプレ

ッション・チェンバ間差圧） 
設計値を設定 

外部水源の水温 35℃ 
格納容器スプレイによる圧力抑制効果の観点で厳しい高めの水温として，年

間の気象条件変化を包含する高めの水温を設定 

事
故
条
件

起因事象 外部電源喪失 送電系統又は所内主発電設備の故障等による外部電源喪失を設定 

安全機能の喪失に対する仮定

所内常設直流電源設備，非常用

ディーゼル発電機等及び原子炉

隔離時冷却系の機能喪失 

所内常設直流電源設備，非常用ディーゼル発電機等及び原子炉隔離時冷却系

の機能喪失を設定 

なお，交流動力電源は 24 時間使用できないことを想定し，この期間は交流

動力電源の復旧及び代替交流動力電源に期待しない 

外部電源 外部電源なし 起因事象として，外部電源喪失を想定 
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第 2.3.2－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ））（3／7） 

項 目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器

条
件

原子炉スクラム 
原子炉水位低（レベル３）信号 

（遅れ時間：1.05 秒） 

原子炉水位低下を厳しくする観点で，外部電源喪失に伴うタ

ービン蒸気加減弁急閉及び原子炉保護系電源喪失による原

子炉スクラムについては保守的に考慮せず，原子炉水位低

（レベル３）による原子炉スクラムを設定

主蒸気隔離弁 事象発生と同時に閉止 

外部電源喪失により制御電源である原子炉保護系電源が喪

失し閉止することから，事象発生と同時の主蒸気隔離弁閉を

設定 

再循環ポンプ 事象発生と同時に停止 
外部電源喪失により駆動電源が喪失し全台停止することか

ら，事象発生と同時の再循環ポンプ停止を設定 
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第 2.3.2－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ））（4／7） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

逃がし安全弁 

（原子炉圧力制御時） 

安全弁機能 

7.79MPa［gage］×2 個，385.2t／h／個 

8.10MPa［gage］×4 個，400.5t／h／個 

8.17MPa［gage］×4 個，403.9t／h／個 

8.24MPa［gage］×4 個，407.2t／h／個 

8.31MPa［gage］×4 個，410.6t／h／個 

設計値を設定 

なお，安全弁機能は逃がし弁機能に比べて原子炉圧力が高め

に維持され，原子炉減圧操作時に原子炉圧力が所定の圧力に

到達するまでの時間が遅くなるため，事象発生初期において

高圧注水機能が喪失し低圧注水機能を用いて原子炉注水操

作を実施する事故シーケンスにおいては，評価項目に対して

厳しい条件となる 

（原子炉手動減圧操作時） 

逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁を開放するこ

とによる原子炉減圧 

＜原子炉圧力と逃がし安全弁蒸気流量の関係＞ 

逃がし安全弁の設計値に基づく原子炉圧力と蒸気流量の関

係から設定 
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第 2.3.2－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失（ＴＢＤ

項 目 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

高圧代替注水系 

原子炉水位が原子炉水位高（レベル８）設定点ま

で回復した以降は原子炉水位を原子炉水位低（レ

ベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設

定点の範囲に維持

原子炉減圧時の可搬型代替注水ポンプを用いた

低圧代替注水系（可搬型）による原子炉水位回復

性能を確認する観点で，原子炉減圧操作と同時に

注水停止 

・注水特性：136.7m

・注水圧力：1.04MPa[

残留熱除去系（低圧注水系）

原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点か

ら原子炉水位高（レベル８）設定点の範囲に維持

し，原子炉注水停止中に格納容器

最小流量特性 

注水流量：0m３／

注水圧力：0MPa[dif]

伝熱容量：約 43MW

（サプレッション・プール水温度

度 32℃において）

主要解析条件（全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ））（5／7）

主要解析条件 条件設定の考え方

原子炉水位が原子炉水位高（レベル８）設定点ま

で回復した以降は原子炉水位を原子炉水位低（レ

ベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設

定点の範囲に維持

原子炉減圧時の可搬型代替注水ポンプを用いた

低圧代替注水系（可搬型）による原子炉水位回復

性能を確認する観点で，原子炉減圧操作と同時に

136.7m３／h 

1.04MPa[gage]～7.86MPa[gage] 

設計値を設定 

高圧代替注水系は，タービン回転数制御により原子炉圧力に

よらず一定の流量にて注水する設計となっている

原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点か

ら原子炉水位高（レベル８）設定点の範囲に維持

し，原子炉注水停止中に格納容器除熱を実施 

／h～1,676m３／h 

0MPa[dif]～1.55MPa[dif] 

炉心冷却性の観点で厳しい設定として，設計基準事故の解析

で用いる最小流量特性を設定 

43MW

（サプレッション・プール水温度 100℃，海水温

℃において）

熱交換器の設計性能に基づき，残留熱除去系の除熱性能を厳

しくする観点で，過去の実績を包含する高めの海水温度を設

定 

原
子

炉
圧

力
（

M
P
a
[
g
a
g
e
]
）

流量（m３/h） 

条件設定の考え方

高圧代替注水系は，タービン回転数制御により原子炉圧力に

よらず一定の流量にて注水する設計となっている

炉心冷却性の観点で厳しい設定として，設計基準事故の解析

熱交換器の設計性能に基づき，残留熱除去系の除熱性能を厳

しくする観点で，過去の実績を包含する高めの海水温度を設
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第 2.3.2－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ））（6／7） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

低圧代替注水系（可搬型） 

原子炉水位が原子炉水位高（レベル８）設定点ま

で回復した以降は原子炉水位を原子炉水位低（レ

ベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設

定点の範囲に維持し，交流動力電源復旧後の事象

発生から 24 時間 5 分後に停止 

（原子炉注水単独時） 

最小流量特性 

・注水流量：0m３／h～110m３／h 

・注水圧力：0MPa[dif]～1.4MPa[dif] 

炉心冷却性の観点で厳しい設定として，機器設計上の最低要

求値である最小流量特性を設定 

（原子炉注水と格納容器スプレイ併用時） 

・注水流量：50m３／h（一定） 

設計に基づき，併用時の注入先圧力及び系統圧損を考慮して

も確保可能な流量を設定 

代替格納容器スプレイ冷却系

（可搬型） 

格納容器圧力が 217kPa[gage]に到達した場合は

停止し，279kPa[gage]に到達した場合に再開し，

交流動力電源復旧後の事象発生から 24 時間 5 分

後に停止 

スプレイ流量：130m３／h（一定） 

格納容器圧力及び雰囲気温度の上昇を抑制可能な流量とし

て，運転手順に基づき設定 

残留熱除去系（格納容器スプ

レイ冷却系）及び残留熱除去

系（サプレッション・プール

冷却系） 

格納容器スプレイ実施中に格納容器圧力が

13.7kPa[gage]に到達した時点でサプレッショ

ン・プール冷却運転に切替え 

スプレイ流量：1.9×10３m３／h 

（95％：ドライウェル，5％：サプレッション・

チェンバ） 

設計値を設定 

伝熱容量：約 43MW 

（サプレッション・プール水温度 100℃，海水温

度 32℃において） 

熱交換器の設計性能に基づき，残留熱除去系の除熱性能を厳

しくする観点で，過去の実績を包含する高めの海水温度を設

定 

0

0.5

1

1.5

0 20 40 60 80 100 120

原
子
炉
圧
力

(M
Pa
［
di
f］
)

流量(m３／h)
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第 2.3.2－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ））（7／7） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件

常設代替高圧電源装置による

非常用母線の受電操作 
事象発生から 24 時間後 本事故シーケンスの前提条件として設定 

高圧代替注水系の起動操作 事象発生から 25 分後 

運転手順に基づき，直流電源喪失を確認した後に高圧代替注

水系の起動操作を実施するため，状況判断及び高圧代替注水

系の起動操作に要する時間を考慮して設定 

逃がし安全弁による原子炉減

圧操作（可搬型代替注水中型

ポンプを用いた低圧代替注水

系（可搬型）による原子炉注

水操作） 

事象発生から 8 時間 1 分後 

実際には低圧で注水可能な系統（可搬型代替注水中型ポンプ

を用いた低圧代替注水系（可搬型））が準備できた時点で，

サプレッション・プール水温度が熱容量制限を超過している

場合は原子炉減圧を実施するが，余裕時間を確認する観点で

8 時間後に可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注

水系（可搬型）の準備が完了するものとし，原子炉減圧に要

する時間を考慮して設定 

可搬型代替注水中型ポンプを

用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（可搬型）による格納

容器冷却操作 

格納容器圧力 

279kPa[gage]到達時 

運転手順に基づき格納容器ベント実施基準である格納容器

最高使用圧力（310kPa[gage]）に対する余裕を考慮し設定 

残留熱除去系（低圧注水系）

による原子炉注水並びに残留

熱除去系（格納容器スプレイ

冷却系）又は残留熱除去系（サ

プレッション・プール冷却系）

による格納容器除熱操作 

事象発生から 24 時間 10 分後 
常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作の完了

後，残留熱除去系の起動操作に要する時間を考慮して設定 
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第 2.3.2－1 図 全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）時の重大事故等対策の概略系統図（1／3） 

（高圧代替注水系による原子炉注水段階）  

タービンへ 

逃がし安全弁 

（安全弁機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプ(Ｃ)

残留熱除去系

ポンプ(Ｂ)

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ

残留熱除去系

ポンプ(Ａ) 

原子炉隔離時冷却系ポンプ

※3

←

←

← →

→

→

↑↑

ドライウェル 

復水貯蔵タンク
代替淡水貯槽 

サプレッション 

・プール 

サプレッション・ 

チェンバ 
※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

常設高圧代替注水系ポンプ

←

タンクローリ

可搬型設備用軽油タンク

※1

※2 

残留熱除去系 

海水ポンプ(Ａ)，(Ｃ)

→

→

→

→

海 

残留熱除去系 

海水ポンプ 

(Ｂ)，(Ｄ) 

※1 海へ ※2海へ

↑

Ｇ

凡 例 

：安全機能の喪失を仮定する設備 

：従属的に使用不能となる設備 

：評価上考慮しない設備 

常設代替高圧電源装置 

（事象発生 24 時間は考慮せず）

Ｇ

①②

①② 

① 

①② 

①② 

② 

①：非常用ディーゼル発電機等の機能喪失に伴い，従属的に使用不能 

②：常設代替高圧電源装置は事象発生 24 時間考慮しないため，従属的に使用不能 

①② 

①② 

② 

①②

①②

所内常設直流電源設備

常設代替直流電源設備
代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ａ) 
↑

② 

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ｂ) 

西側淡水貯水設備

②

→

→

緊急用海水 

ポンプ（Ａ），（Ｂ）

②

②

可搬型代替注水

中型ポンプ 

※1

※2

高所東側

接続口

高所西側

接続口

常設低圧代替注水系 

ポンプ(Ａ)，(Ｂ) 

原子炉建屋 

西側接続口 

原子炉建屋 

東側接続口 

２Ｃ非常用ディーゼル発電機，２Ｄ非常用

ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機 
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第 2.3.2－1 図 全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）時の重大事故等対策の概略系統図（2／3） 

（可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水及び 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却段階） 

タービンへ

逃がし安全弁 

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ
原子炉隔離時冷却系ポンプ

※3

←

←

← →

→

→

↑↑

ドライウェル 

復水貯蔵タンク
代替淡水貯槽 

サプレッション

・プール

サプレッション・

チェンバ
※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

タンクローリ

※1

※2

→

→

→

→

海 

※1 海へ ※2海へ

↑

Ｇ

常設高圧代替注水系ポンプ

←

常設代替高圧電源装置 

（事象発生 24 時間は考慮せず）

Ｇ

凡 例 

：安全機能の喪失を仮定する設備 

：従属的に使用不能となる設備 

：評価上考慮しない設備 

①②

①②

①②

①②

② 

①②

①②

① 

② 

所内常設直流電源設備

常設代替直流電源設備

①②

①②

①：非常用ディーゼル発電機等の機能喪失に伴い，従属的に使用不能

②：常設代替高圧電源装置は事象発生 24 時間考慮しないため，従属的に使用不能

可搬型設備用軽油タンク

残留熱除去系ポンプ(Ｃ)

残留熱除去系

ポンプ(Ｂ)

残留熱除去系

ポンプ(Ａ) 

残留熱除去系 

海水ポンプ(Ａ)，(Ｃ)

残留熱除去系 

海水ポンプ 

(Ｂ)，(Ｄ) 

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ａ) 
↑

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ｂ) 
② 

西側淡水貯水設備

可搬型代替注水中型ポンプ※

※ 2 台使用

②

→

→

緊急用海水 

ポンプ（Ａ），（Ｂ）

※1

※2

②

②

常設低圧代替注水系 

ポンプ(Ａ)，(Ｂ) 

高所東側

接続口

高所西側

接続口

原子炉建屋 

東側接続口 

原子炉建屋 

西側接続口 

２Ｃ非常用ディーゼル発電機，２Ｄ非常用

ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機 
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第 2.3.2－1 図 全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）時の重大事故等対策の概略系統図（3／3） 

（残留熱除去系による原子炉注水及び格納容器除熱段階） 

タービンへ 

逃がし安全弁 

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ

残留熱除去系

ポンプ(Ｂ)

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ
原子炉隔離時冷却系ポンプ

※3

←

←

← →

→

→

↑↑

ドライウェル 

復水貯蔵タンク
代替淡水貯槽 

サプレッション 

・プール 

サプレッション・ 

チェンバ 
※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

タンクローリ

※1

※2 

→

→

→

→

海 

※1 海へ ※2海へ

↑

常設代替高圧電源装置 

Ｇ

Ｇ

常設高圧代替注水系ポンプ

←

凡 例 

：安全機能の喪失を仮定する設備 

：従属的に使用不能となる設備 

：評価上考慮しない設備 

① 

所内常設直流電源設備

常設代替直流電源設備

①：非常用ディーゼル発電機等の機能喪失に伴い，従属的に使用不能 

可搬型設備用軽油タンク

残留熱除去系ポンプ(Ｃ)

残留熱除去系

ポンプ(Ａ) 

残留熱除去系 

海水ポンプ(Ａ)，(Ｃ)

残留熱除去系 

海水ポンプ 

(Ｂ)，(Ｄ) 

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ａ) 
↑

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ｂ) 

西側淡水貯水設備

可搬型代替注水中型ポンプ※

※ 2 台使用

→

→

緊急用海水 

ポンプ（Ａ），（Ｂ）

※1

※2

高所東側

接続口

高所西側

接続口
常設低圧代替注水系 

ポンプ(Ａ)，(Ｂ) 

原子炉建屋 

東側接続口 

原子炉建屋 

西側接続口 

２Ｃ非常用ディーゼル発電機，２Ｄ非常用

ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機 
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第 2.3.2－2 図 全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）の対応手順の概要 

全交流動力電源喪失 

直流電源喪失 

原子炉スクラムの確認※１

全交流動力電源喪失及び 

直流電源喪失の確認※２

逃がし安全弁（自動減圧機能）の

手動による原子炉減圧操作※７

常設代替高圧電源装置による 

緊急用母線の受電操作 

高圧代替注水系の起動操作※４

サプレッション・プール水温度

65℃到達 

緊急用母線からの 

非常用母線の受電操作 

残留熱除去系（低圧注水系）によ

る原子炉注水並びに残留熱除去

系（格納容器スプレイ冷却系）又

は残留熱除去系（サプレッショ

ン・プール冷却系）による格納容

器除熱操作※１３

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水を継続する

ことで，原子炉水位を維持し，残留熱除去系（格納容器ス

プレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プー

ル冷却系）による格納容器除熱を継続する。また，原子炉

建屋ガス処理系及び中央制御室換気系を起動し，機能喪失

している設備の復旧に努めるとともに，残留熱除去系（原

子炉停止時冷却系）に切り替え，冷温停止状態とする。 

（解析上の時刻）

（0 秒）

原子炉水位不明

でないことの確認※１０

水位不明ではない 原子炉満水操作※１１

可搬型代替注水中型ポンプを用

いた低圧代替注水系（可搬型）の

起動準備操作※６

電源確保操作対応 

緊急用海水系又は代替残留熱除去系海水系を用いた残留熱除去系（低圧注水

系）による原子炉注水並びに残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除熱操作

水位不明

格納容器圧力 

279kPa[gage]到達 

原子炉水位の調整操作 

（低圧代替注水系（可搬型））※１２

主蒸気隔離弁閉止※３

及び逃がし安全弁による 

原子炉圧力制御の確認

タンクローリによる

燃料給油操作 

Ⅴ Ⅵ

【有効性評価の対象としていないが他に取り得る手段】 

Ⅰ 

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難であるが，プラント状況によっては，事故対応に有効な設備と

なる可搬型代替注水大型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）及び消火系（ディーゼル駆動）による原子炉注水も実施可能である。 

Ⅱ 

常設代替直流電源設備が使用できない場合は，可搬型代替直流電源装置により非常用直流母線へ受電する。 

Ⅲ 

電源容量により使用できる設備が限られるが，常設代替高圧電源装置が使用できない場合は可搬型代替低圧電源車により受電する。 

Ⅳ 

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難であるが，プラント状況によっては，事故対応に有効な設備と

なる代替注水大型ポンプを用いた格納容器スプレイ冷却系（可搬型）及び消火系（ディーゼル駆動）による格納容器冷却も実施可能である。 

Ⅴ 

緊急用海水系及び代替残留熱除去系海水系を用いた残留熱除去系の使用も可能である。 

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難であるが，プラント状況によっては，事故対応に有効な設備と

なる代替残留熱除去系海水系を用いた残留熱除去系の使用も可能である。 

Ⅵ 

代替循環冷却系による格納容器除熱，常設低圧代替注水ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）及び可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格

納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却も実施可能である。 

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難であるが，プラント状況によっては，事故対応に有効な設備と

なる代替注水大型ポンプを用いた格納容器スプレイ冷却系（可搬型），消火系及び補給水系による格納容器冷却も実施可能である。 

また，格納容器冷却等ができない場合，ドライウェル内ガス冷却装置により格納容器圧力等の上昇の緩和も可能である。 

原子炉水位の調整操作 

（高圧代替注水系）※５

（約 8 時間）

（24 時間）

可搬型代替注水中型ポンプを 

用いた代替格納容器スプレイ 

冷却系（可搬型）による 

格納容器冷却操作 

Ⅰ

再循環ポンプ停止の確認 

可搬型代替低圧電源車

による受電操作 

Ⅲ

使用済燃料プールの

冷却 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替

注水系（可搬型）以外による原子炉注水操作

・可搬型代替注水大型ポンプを用いた低圧代

替注水系（可搬型）による原子炉注水操作

・消火系による原子炉注水操作 

可搬型代替直流電源

装置による非常用直

流母線への給電操作

可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプ

レイ冷却系（可搬型）以外による格納容器冷却操作 

・可搬型代替注水大型ポンプを用いた格納容器スプレイ

冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作 

・消火系による格納容器冷却操作 
Ⅳ

常設代替高圧電源装置による 

非常用母線の受電準備操作 

凡 例 

：操作・確認（運転員） 

：プラント状態（解析） 

：判断 

：解析上考慮しない操作 

：重大事故等対応要員（現場）の作業 

：運転員と重大事故等対応要員（現場） 

の共同作業 

（約 13 時間）

Ⅱ

炉心損傷なしの継続確認※９

炉心損傷が確認された場

合は，炉心損傷後の対応手

順に移行する 

原子炉水位が燃料有効長頂部に到達※８

原子炉水位が燃料有効長頂部以上に

回復 

※３ 主蒸気隔離弁は制御電源が喪失することで閉となる。 

※４ 高圧代替注水系の起動操作は以下により判断し，高圧代替注水系に必要な負荷の電源切替えを実施してから高圧代替注水系を起動する。 

・全電源喪失 

※５ 高圧代替注水系により，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の間に維持する。 

※６ 全交流動力電源喪失に伴う低圧注水機能喪失を確認した場合は，速やかに可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水の準備を開始する。なお，低圧代替注水系（可搬型）及び代替格納容器ス

プレイ冷却系（可搬型）には同じ可搬型代替注水中型ポンプを用いる。 

※７ サプレッション・プール水温度がサプレッション・プール熱容量制限（原子炉が高圧の場合は 65℃）に到達又は超過した場合は，低圧で原子炉注水可能な系統又は低圧代替注水系 1 系統以上起動でき，逃がし安全弁（自動減圧機

能）に必要な電源の切替え操作が完了した後に原子炉減圧操作を実施する。実際の操作では，原子炉圧力が低下し可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水が開始された後に高圧代替注水系

が停止するが，可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）の原子炉水位回復性能を確認する観点で，原子炉減圧開始と同時に高圧代替注水系は停止する想定としている。 

※８ 原子炉水位が燃料有効長頂部以下となった場合は，格納容器雰囲気監視系等により格納容器内の水素・酸素濃度を確認する。 

※９ 炉心損傷は，以下により判断する。（炉心損傷が確認された場合は炉心損傷後の手順に移行） 

・格納容器雰囲気放射線モニタガンマ線線量率が設計基準事故（原子炉冷却材喪失）相当の 10 倍以上 

なお，格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）及び（Ｓ／Ｃ）による炉心損傷発生の判断ができない場合は，原子炉圧力容器温度により判断する。 

※１０ 原子炉減圧時には原子炉水位計凝縮槽内の原子炉冷却材の減圧沸騰により原子炉水位の指示値の信頼性が損なわれるおそれがあるため，原子炉水位不明でないことを確認する。 

原子炉水位不明は，以下のいずれかにより判断する。 

・ドライウェル雰囲気温度と原子炉圧力の関係が原子炉水位不明領域に入った場合 

・原子炉水位の計装電源が喪失した場合 

・原子炉水位の指示値のばらつきが大きく燃料有効長頂部以上であることが判断できない場合 

※１１ 原子炉水位不明の場合は，原子炉圧力容器を満水とし，原子炉圧力とサプレッション・チェンバ圧力の差圧を確認することで，原子炉水位が燃料有効長頂部以上であることを確認する。 

※１２ 可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）により，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の間に維持する。 

※１３ 残留熱除去系は，原子炉水位低（レベル３）設定点にて残留熱除去系（低圧注水系）に切り替え，原子炉水位高（レベル８）設定点にて残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系））又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷

却系）に切り替える。 

（25 分）

（約 24 時間）

代替循環冷却系による格納容器除熱操作，常設低圧代替注水ポンプを用いた代替格納容器

スプレイ冷却系（常設）及び可搬型代替注水中型ポンプ又は可搬型代替注水大型ポンプを

用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作並びにドライウェ

ル内ガス冷却装置による格納容器除熱操作

※１ 直流電源喪失時には，平均出力領域計装等による原子炉

スクラム確認はできないが，直流電源喪失に伴いスクラ

ムパイロット電磁弁が無励磁となり原子炉スクラムが発

生する。また，原子炉スクラムに失敗している場合は，

炉心での蒸気発生量が多くなり圧力設定点の高い逃がし

安全弁が作動し，また作動頻度も高くなることから，原

子炉圧力（ＳＡ）を監視することで原子炉スクラムの成

功／失敗を推定できる。 

※２ 直流電源喪失は，中央制御室にて，照明の消灯，非常用

ディーゼル発電機の機器ランプ表示，機器故障警報，非

常用交流母線電圧，直流母線電圧等により判断する。 

   また，全電源喪失を確認し，早期の電源回復不能と判断

する。 
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全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ） 

経過時間（分） 

備 考 0 10  20  30  40  50  60  70  80  90  100  110  120 

操作項目 

実施箇所・必要要員数 

【 】は他作業後 

移動してきた要員 

操作の内容   

責任者 当直発電長 1人 
中央監視 

運転操作指揮 

補佐 当直副発電長 1人 運転操作指揮補佐 

指揮者等 
災害対策要員

（指揮者等）
4人 

初動での指揮 
発電所内外連絡 

当直運転員 

(中央制御室) 

当直運転員 
(現場) 

重大事故等対応要員 
(現場) 

乾電池式内蔵型照明
の準備 

2人 
A，B  

3人 
C,D,E 

－ ●乾電池内蔵型照明（ヘッドライト等）の準備                         

状況判断 
2人 
A，B 

－ － 

●原子炉スクラムの確認                        

●タービン停止の確認                         

●全電源喪失の確認

●再循環ポンプ停止の確認                         

●主蒸気隔離弁閉止及び逃がし安全弁（安全弁機能）による原子
炉圧力制御の確認 

中 央 制 御 室 か ら の

高 圧 代 替 注 水 系 起

動操作 

【1人】 

A 
－ － 

●高圧代替注水系による原子炉注水に必要な負荷の電源切替操作                          

●高圧代替注水系による原子炉注水の系統構成操作及び起動操作                          

電源確保操作対応 － － 
2人 

a,b 
●電源回復操作 解析上考慮しない 

原 子 炉 水 位 の 調 整

操作（高圧代替注水

系） 

【1人】 
A 

－ － ●高圧代替注水系による原子炉注水の調整操作                          

可搬型代替注水中型

ポンプを用いた低圧

代替注水系（可搬型）

の起動操作 

－ － 
8人 

c～j 
●可搬型代替注水中型ポンプの移動，ホース敷設等の操作 

－ 
3人 

C,D,E 

3人 

k,l,m 

●可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水の系統構成操作 

第 2.3.2－3 図 全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）の作業と所要時間（1／2） 

原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の間に維持 

10 分 

原子炉スクラム 

事象発生 

プラント状況判断

25分 高圧代替注水系による原子炉注水開始 

1 分 

適宜実施 

170 分 

125 分 

4 分 

6 分 
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全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ） 

経過時間（時間） 

備 考  4  8  12  16  20  24  28  32  36  40 

操作項目 

実施箇所・必要要員数 

【 】は他作業後 
移動してきた要員 操作の内容   

当直運転員 

（中央制御室） 

当直運転員 

（現場） 

重大事故等対応要員 

（現場） 

原子炉水位の調整操

作（高圧代替注水系） 

【1人】 

A 
－ － ●高圧代替注水系による原子炉注水の調整操作 

可搬型代替注水中型
ポンプを用いた低圧
代替注水系（可搬型）
の起動操作 

－ － 
8人 

c～j 
●可搬型代替注水中型ポンプの移動，ホース敷設等の操作        

－ － 
【2人】 

c,d 
●可搬型代替注水中型ポンプの起動操作                      

－ 
3人 

C,D,E 

3人 

k,l,m 
●可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水の系統構成操作 

タンクローリによる
燃料給油操作 

－ － 
2人 

（参集） 

●可搬型設備用軽油タンクからタンクローリへの給油操作                     タンクローリ残量に応じ

て適宜軽油タンクから給

油 ●可搬型代替注水中型ポンプへの給油操作                     

逃がし安全弁（自動
減圧機能）の手動に
よる原子炉減圧操作 

【1人】 

B 
－ － 

●逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉減圧に必要な負荷の電源切替操作 

●逃がし安全弁（自動減圧機能）7弁の手動開放操作 

原子炉水位の調整操

作(低圧代替注水系

（可搬型）) 

－ 
【2人】 

C,D 

2人 

（参集） 
●可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水の調整操作 

常設代替高圧電源装

置による非常用母線

の受電準備操作 

【1人】 

B 
－ － ●非常用母線の受電準備操作(中央制御室）                     

－ 
【1人】 

E 

【1人】 

k 
●非常用母線の受電準備操作(現場）                     

可搬型代替注水中型
ポンプを用いた代替
格納容器スプレイ冷
却系（可搬型）によ
る格納容器冷却操作 

－ 
【1人】 

E 

【3人】 

k,l,m 

2人 

（参集） 

●可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却の

系統構成操作 

●可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却の

流量調整操作 

常設代替高圧電源装
置による緊急用母線
の受電操作 

【1人】 

B 
－ － ●常設代替高圧電源装置2台の起動操作及び緊急用母線の受電操作 

常設代替高圧電源装

置による非常用母線

の受電操作 

【1人】 

B 
－ － 

●常設代替高圧電源装置3台の追加起動操作 

●非常用母線の受電操作 

残留熱除去系（低圧

注水系）による原子

炉注水操作並びに残

留熱除去系（格納容

器スプレイ冷却系）

又 は 残 留 熱 除 去 系

（サプレッション・

プール冷却系）によ

る格納容器除熱操作 

【1人】 

A 
－ － 

●残留熱除去系海水系の起動操作 

●残留熱除去系（低圧注水系，格納容器スプレイ冷却系，サプレッション・プール冷却系）の起動操
作 

●残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）
又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除熱の交互運転操作 

使用済燃料プールの

冷却操作 

－ 
【1人】 

C 

【1人】 

（参集） 

●可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プール注水系（注水ライン）を使用した使用済燃料プー

ルへの注水操作 

解析上考慮しない 

スロッシングによる水位

低下がある場合は代替燃

料プール冷却系の起動ま

でに実施する 

【1人】 

A 
－ － 

●緊急用海水系による海水通水の系統構成操作及び起動操作 解析上考慮しない 

約25時間後までに実施す

る ●代替燃料プール冷却系の起動操作 

必要要員合計 
2人 

A,B 

3人 
C,D,E 

13人 a～m 
及び参集6人 

第 2.3.2－3 図 全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）の作業と所要時間（2／2） 

起動後，適宜監視 

系統構成後，適宜流量調整 

原子炉水位高（レベル８）設定点にて格納容器スプレイ又はサプレッショ

ン・プール冷却開始への切替操作を実施し，原子炉水位低（レベル３）設定

点にて原子炉注水への切替操作を実施 

24時間 非常用母線受電 

約13時間 格納容器圧力279kPa[gage]到達 

24 時間 10 分 残留熱除去系による原子炉注水 

及び格納容器除熱 

8時間1分 原子炉減圧開始 

170 分 

125 分 

30 分 

175 分 

2 分 

4 分 

4 分 

8 分 

9 分 

185 分 

適宜実施 

20 分 

15 分 

原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）

設定点から原子炉水位高（レベル８）

設定点の間に維持 

     適宜実施 

系統構成後，適宜流量調整 

90 分 

4 分 

1 分 
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第 2.3.2－4 図 原子炉圧力の推移 

第 2.3.2－5 図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移※

注水開始後 

徐々に水位が回復 

レベル 3

レベル 2

レベル 1
燃料有効長頂部

燃料有効長底部 

レベル 8

原
子
炉
圧
力

(MPa[abs]) 

高圧代替注水系の起動／停止により炉内の蒸気発生量が増減するため，圧力の

低下／上昇を繰り返し，圧力上昇時は逃がし安全弁（安全弁機能）の開閉によ

り圧力は制御される（原子炉への注水中は原子炉圧力が降下し，崩壊熱の減少

に伴い，圧力の低下幅が大きくなる） 

逃がし安全弁（自動減圧機能） 

7 弁による手動減圧（約 8 時間） 

主蒸気隔離弁閉止による 

原子炉圧力上昇 

（最大値：約 8.16MPa[gage]） 

原
子
炉
水
位
（
シ
ュ
ラ
ウ
ド
内
外
水
位
）

(m) 

シュラウド内

（炉心上部プレナム）

シュラウド外

シュラウド内

（高出力燃料集合体）

シュラウド内

炉心下部プレナム

高圧代替注水系の 

起動／停止による 

原子炉水位の維持 

原子炉減圧による蒸気流出 

に伴う水位低下（約 8 時間） 

※：シュラウド内外水位はボイドを含む場合は，二相水位を示している。 
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第 2.3.2－6 図 注水流量の推移 

第 2.3.2－7 図 逃がし安全弁からの蒸気流量の推移 

逃がし安全弁（安全弁機能）

（原子炉圧力制御） 

注
水
流
量

(m３／h) 

高圧代替注水系による注水（原子炉水位

低（レベル３）から原子炉水位高（レベ

ル８）の間に維持するよう注水） 

可搬型代替注水中型ポンプを用

いた低圧代替注水系(可搬型)に

よる注水（原子炉水位低（レベル

３）から原子炉水位高（レベル８）

の間に維持するよう注水） 

蒸
気
流
量

(t／h) 

逃がし安全弁(自動減圧機能)

7 弁解放による原子炉減圧 

（約 8 時間） 
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第 2.3.2－8 図 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 

第 2.3.2－9 図 燃料被覆管温度の推移 

逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁作動に 

よる水量減少（減圧と同時に高圧代替注水

系が停止することを想定）（約 8 時間） 

（最高温度：初期値（約 309℃）以下にとどまる）

原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
保
有
水
量

(t) 

高圧代替注水系の 

起動／停止による水量増減

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系

（可搬型）による原子炉注水の開始による水量回復

可搬型代替注水中型ポンプを用いた

低圧代替注水系（可搬型）の 

起動／停止による水量増減 

燃
料
被
覆
管
温
度

(℃) 
原子炉圧力変化に応じて飽和温度が変化し， 

燃料被覆管温度もこれに追従して変化を繰り返す 

原子炉減圧による飽和温度 

の低下（約 8 時間） 
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第 2.3.2－10 図 燃料被覆管最高温度発生位置における熱伝達係数の推移 

第 2.3.2－11 図 燃料被覆管最高温度発生位置におけるボイド率の推移 

ボイド率増加に伴う

熱伝達係数低下 

核沸騰冷却（ボイド率に対応した値） 核沸騰冷却（再冠水後）

熱
伝
達
係
数

(W／(m２・K)) 

ボ
イ
ド
率

(－) 

高圧代替注水系の起動／停止

に伴うボイド率増減 

原子炉減圧に伴う 

ボイド率増加（約 8 時間）

可搬型代替注水中型ポンプを用いた

低圧代替注水系（可搬型）の 

起動／停止によるボイド率増減 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注

水系（可搬型）による原子炉注水の開始による

ボイド率増加 



2.3.2-53

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

0 2 4 6 8 10 12 14

事故後の時間（ｈ）

SA3NT2SBO99AH5FR000

ボ
イ
ド
率

（－）

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

0 2 4 6 8 10 12 14

事故後の時間（ｈ）

SA3NT2SBO99AH5FR000

ボ
イ
ド
率

（－）

第 2.3.2－12 図 高出力燃料集合体のボイド率の推移 

第 2.3.2－13 図 炉心下部プレナム部のボイド率の推移 

原子炉減圧に伴う 

ボイド率増加（約 8 時間）

ボ
イ
ド
率

(－) 

ボ
イ
ド
率

(－) 

高圧代替注水系の起動／停止

に伴うボイド率増減 

原子炉減圧に伴う 

ボイド率増加（約 8 時間）

可搬型代替注水中型ポンプを用いた

低圧代替注水系（可搬型）の 

起動／停止によるボイド率増減 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注

水系（可搬型）による原子炉注水の開始による

ボイド率増加 
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第 2.3.2－14 図 燃料被覆管破裂が発生した時点の燃料被覆管温度と 

燃料被覆管の円周方向の応力の関係 

円
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方

向

の

応
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(N／mm２) 

燃料被覆管の最高温度及び

円周方向応力の最大値 
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第 2.3.2－15 図 格納容器圧力の推移 

第 2.3.2－16 図 格納容器雰囲気温度の推移 

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）によ

る圧力上昇の抑制（13.7kPa[gage]到達時） 

原子炉減圧に伴う 

格納容器圧力の上昇 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系） 

作動による圧力低下（約 24 時間） 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）

作動による温度低下（約 24 時間） 

最高温度：約 141℃（約 24 時間） 

最高圧力：約 0.28MPa[gage]（約 13 時間） 

格
納
容
器
圧
力

(MPa[gage]) 

格納容器圧力 279kPa[gage]到達にて可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格

納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却を実施（約 13 時間） 

原子炉注水の起動／停止の繰り返しに伴う蒸気発生量の増減により，格納容器

への放熱量が変動しサプレッション・チェンバ圧力が変動する。また，ベント

管真空破壊装置の作動によりドライウェル圧力もこれに追従する。 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）

作動による圧力上昇の抑制 

ドライウェル雰囲気温度は，原子炉注水の起動／停止の繰り返しに伴う蒸気

発生量の増減に伴い，格納容器への放熱量が変動することから上下する。 

原子炉減圧に伴い，原子炉内の蒸気が流

入することによる温度上昇 

格
納
容
器
雰
囲
気
温
度

(℃) 

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）への切替後，原子炉 

圧力容器からの放熱の影響により上昇傾向となるが，原子炉減圧後の 

原子炉圧力容器温度より若干低い温度（100℃程度）で平衡状態となる 

ベント管の水没長さ分の水頭圧によるドライ

ウェルとサプレッション・チェンバの圧力差
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第 2.3.2－17 図 サプレッション・プール水位の推移 

第 2.3.2－18 図 サプレッション・プール水温度の推移 

低圧代替注水（可搬型）による外部水源を用いた原子炉注水により逃が

し安全弁を介し原子炉内の蒸気が流入するため水位が上昇 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）作動による

温度低下（約 24 時間） 

最高温度：約 138℃ 

（約 23 時間） 

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）作

動による温度低下 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
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ル
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位

(m) 

ベントライン（約 15m） 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）作動 

（約 13 時間） 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）停止 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度

(℃) 逃がし安全弁を介し原子炉内の蒸気が流入

することで水温が上昇 

通常水位＋6.5m（約 13.5m） 

通常水位＋5.5m（約 12.5m） 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）作動 

（約 13 時間） 
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添付 2.3.2.1-1

蓄電池による給電時間評価結果について 

重大事故等対処設備に電源供給を行う常設代替直流電源設備とし

て，緊急用 125V 系蓄電池の 1 系統を有している。 

高圧代替注水系の運転操作に係る負荷は，緊急用直流 125V 主母線

盤に接続されており，緊急用 125V 系蓄電池より給電される。全交流

動力電源喪失時においては，同蓄電池からの電源供給により，高圧

代替注水系を起動し，原子炉への注水を行う。同蓄電池からの電源

供給としては，電源供給開始から負荷の切り離しを行うことなく，

24 時間 ※ １にわたり高圧代替注水系による注水に係る負荷に電源を

供給するものとして評価する。 

上記運転方法に必要な負荷容量が約 5,282Ah であることに対し，

緊急用 125V 系蓄電池の容量が 6,000Ah※ 2 であることから，24 時間に

わたり高圧代替注水系の運転継続のための電源供給が可能である。

（第 1 図） 

※1 全交流動力電源喪失（ＴＢＤ）においては，事象発生 8 時間後

に可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水に切り替えるが，蓄電池の容量評価を保守的

に評価するため，高圧代替注水系を 24 時間運転継続した想定

で評価を実施している。 

※2 蓄電池容量は，使用開始から寿命までの間変化し，使用年数を

経るに従い容量が低下するため，蓄電池容量の算出に当たって

は，「据置蓄電池の容量算出法」（SBA S 0601-2014）による保

守率 0.8 を採用していること及び各負荷の電流値を実負荷電流
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ではなく，設計値を用いていることから，必要容量に対して余

裕を持った容量を設定している。 

(1) 常設代替直流電源設備の仕様 

名称：緊急用 125V 系蓄電池 

型式：鉛蓄電池 

容量：約 6,000Ah 

設置場所：原子炉建屋廃棄物処理棟 1 階

第 1 図 緊急用 125V 系蓄電池 負荷曲線 

主要負荷名称 

放電時間 

・遮断器制御 

（瞬時負荷） 

・高圧代替注水系  

制御盤 

・高圧代替注水系  

 電動弁  

・常設代替高圧電源 

 装置遠隔操作盤  

・逃がし安全弁 

・計装設備

・その他負荷 

・負荷余裕 

緊急用 125V 系蓄電池 6,000Ah 

200 

0 

1 分 

400 

1440 分 

600 

24 時間 

放電電流[A] 

800 

1,000 
1,000A 

173.4A 

・遮断器引き外し完了

・高圧代替注水系電動弁動作完了

▼ ▼ 
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添付 2.3.2.2-1 

全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）時における高圧代替注水系の 

8 時間継続運転が可能であることの妥当性について 

有効性評価の全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）では，約 8 時

間の高圧代替注水系を用いた原子炉注水に期待している。第 1 図に高

圧代替注水系の系統構成概略を示す。 

高圧代替注水系の起動から約 8 時間の継続運転のために代替直流電

源を必要とする設備として，計測制御設備及び電動弁があるが，これ

らに電源供給が可能であることは添付資料 2.3.2.1 にて確認している。 

事故時には代替直流電源の容量以外にも，サプレッション・プール

水温度の上昇や常設高圧代替注水系ポンプ室温度及び中央制御室温度

の上昇が，高圧代替注水系の運転継続に影響することも考えられるた

め，その影響についても確認した（第 1 表参照）。 

第 1 表に記載したそれぞれの要因は高圧代替注水系の 8 時間継続運

転上の制約とならないことから，本有効性評価においてこの機能に期

待することは妥当であると考える。 
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第 1 表 全交流動力電源喪失時（ＴＢＤ，ＴＢＵ）における高圧代替注水系の継続運転への影響評価 
要因 影響概要 評  価  

サプレッション・  

プール水温度上昇  

サプレッション・プール水温度の上昇により，高

圧代替 注水 系ポ ンプ の キャビ テー ショ ンや ポ ン

プ軸受の潤滑油冷却機能が阻害され，高圧代替注

水系ポ ンプ の運 転に 影 響を与 える 可能 性が 考 え

られる。 

常設高圧代替注水系ポンプの第一水源であるサプレッション・プ

ールを水源とした場合，事象発生後 8 時間での水温は約 100℃と

なる。（第 3 図）  

この時の高圧代替注水系の有効吸込み水頭（ＮＰＳＨ）は，類似

システムである原子炉隔離時冷却系ポンプと比較評価し，有効Ｎ

ＰＳＨ評価条件である静水頭（サプレッション・プール水位低レ

ベル～ポンプ吸込みレベル）及び配管設計が類似となり，静水頭

及び配管圧損に大きな差異が生じないことから，サプレッショ

ン・プール水温上昇時においても，原子炉隔離時冷却系ポンプ同

様，必要ＮＰＳＨに対し有効ＮＰＳＨが上回るため，キャビテー

ションは発生しない。また，温度耐性の観点からも，高圧代替最

高使用温度 120℃で設計するため，サプレッション・プールの温

度上昇による高圧代替注水系の 8 時間運転継続への影響はない。

常 設 高 圧 代 替 注 水 系 ポ

ンプ室温度上昇  

常設高圧代替注水系のポンプ，電気制御系統，弁，

タービ ン等 の設 計で 想 定して いる 環境 の最 高 温

度は 65.6℃を想定している。全交流動力電源喪

失時は換気空調系が停止しているため，高圧代替

注水系 が設 置さ れる 高 圧代替 注水 系ポ ンプ 室 温

が 65.6℃を超え，高圧代替注水系ポンプの運転

に影響を与える可能性が考えられる。  

全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）時の常設高圧代替注水系

ポンプ室温度を評価した結果，事象発生から 8 時間後の室温は約

65℃（初期室温 40℃）であり，常設高圧代替注水系の設計で想定

している 65.6℃を下回る。したがって，常設高圧代替注水系ポン

プ室温度上昇によって高圧代替注水系の 8 時間継続運転は阻害さ

れない。 

（補足資料）  

中央制御室温度上昇  中央制 御室 に設 置す る 高圧代 替注 水系 制御 盤 の

設計で想定している環境の最高温度は 40℃であ

る。全交流動力電源喪失では換気空調系が停止す

るため，中央制御室温度が最高温度を超え，高圧

代替注 水系 ポン プの 運 転に影 響を 与え る可 能 性

が考えられる。 

全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）は全交流動力電源喪失（長

期ＴＢ）とほぼ同様の事象進展であり，中央制御室の温度評価に

当たっては全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）の直流電源の熱負荷

に包含されることから，全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）

時の中央制御室温度は，全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）の評価

結果と同様であり，制御盤の設計で想定している環境の最高温度

40℃を下回る。したがって，中央制御室温度上昇によって高圧代

替注水系の 8 時間継続運転は阻害されない。（添付資料 2.3.1.1）
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第 1 図 高圧代替注水系系統概要図 
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第 2 図 常設高圧代替注水系ポンプ周り系統図

：蒸気配管（高圧）
：蒸気配管（低圧）
：水系配管（高圧）
：水系配管（低圧）
：電気信号
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第 3 図 サプレッション・プール水温度の推移
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添付 2.3.2.2-6 

全交流動力電源喪失時（ＴＢＤ，ＴＢＵ）における 

高圧代替注水系ポンプ室の室温評価について 

1. 温度上昇の評価方法 

(1) 評価の流れ 

全交流動力電源喪失時には換気空調系による除熱が行われないため，評

価対象の部屋の温度変化は，室内の機器や配管などの熱源や評価対象の部

屋よりも室温が高い隣の部屋（上下階含む。）から受ける熱量（室内外発熱

負荷）と評価対象の部屋よりも室温が低い隣の部屋（上下階含む。）への放

熱（躯体放熱）のバランスによって決定される。（第 4 図参照） 

換気空調系停止後，室温が上昇を始め，室温が評価対象の部屋の躯体温

度以上になれば評価対象の部屋から躯体への放熱が始まり，温度上昇は抑

制される。 

第 4 図 室温評価における温度分布と熱の移動の概要図 

高温側の室温

高温側の部屋

躯体コンクリート内部

における熱伝導

温
度

（
℃

）
 

機器や配管

による発熱

躯体コンクリート

（壁，天井，床）
低温側の部屋

躯体コンクリート→空気間

における熱伝達
熱の移動

低温側の室温空気→躯体コンクリート間

における熱伝達

位置（m） 
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(2) 評価条件

評価条件を以下にまとめる。

① 常設高圧代替注水系ポンプ室の条件

・初期室温：40℃（夏季設計温度）

・容 積：692m3

・熱 容 量：715kJ／℃

（保守的に室内機器分の鉄熱容量は考慮せず，上記容

積分の空気熱容量のみを考慮する。） 

・発熱負荷：第 2 表参照。また，発熱負荷の内訳を第 3 表に示す。

第 2 表 常設高圧代替注水系ポンプ室 発熱負荷 

時間 

(h) 
0 1 2 3 4 5 6 7 8 

発熱負荷 

(kW) 
14.5 14.5 14.5 14.6 15.1 15.6 16.0 16.5 16.9 

第 3 表 常設高圧代替注水系ポンプ室 発熱負荷内訳 

配管内の流体温度 発熱負荷 

時間(h) 注水配管内流体温度設定(℃)※１ 配管(kW) 機器(kW) 

0 66※２ 9.5 5.0 

1 66※２ 9.5 5.0 

2 66※２ 9.5 5.0 

3 67 9.6 5.0 

4 74 10.1 5.0 

5 81 10.6 5.0 

6 87 11.0 5.0 

7 94 11.5 5.0 

8 99 11.9 5.0 

※1 注水配管以外にはタービン側配管がある。それは保守的に最高

使用温度が 0h～8h まで継続するものとして設定する。 

※2 0h～2h までのサプレッション・プール温度は，32℃～59℃の範

囲であるが，保守的に 66℃にて設定する。 
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② 常設高圧代替注水系ポンプ室に隣接する部屋の温度

第 4 表に隣接する部屋の温度条件を示す。また，第 5 図に常設高圧

代替注水系ポンプ室と隣接する部屋の位置関係を示す。 

なお，当該温度条件は，保守的に事象初期から評価期間の間，継続

するものとして評価を行う。 

第 4 表 隣接する部屋の温度条件 

隣接する部屋 温度条件(℃) 設定理由 

原子炉棟 65.6 
設計基準事故時に想定している蒸気配管破断を考

慮した左記温度を設定。 

一般エリア 

（二次格納容器

施設外） 

50.0 

全交流動力電源喪失時の一般エリア内は，発熱源

が少なく，夏季設計温度 40℃から 5℃程度上昇す

ることが想定される。このため，これに余裕を見

た左記温度を設定。 

サ プ レ ッ シ ョ

ン・チェンバ
99.0 

全交流動力電源喪失時のサプレッション・チェン

バの 8 時間後の最大温度を設定。 

地中 20.0 

水戸市の地中温度の最大となる月平均温度 16.2℃

に余裕を見た値を設定。（「地中温度等に関する資

料(農業気象資料第 3 号,1982)」） 
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※1 地下 2 階より下は，躯体コンクリートを介して「地中」と隣接している。

第 5 図 常設高圧代替注水系ポンプ室及び隣接する部屋の位置関係図 

原子炉建屋地下 2 階※１

原子炉建屋地下 1 階 
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③ 躯体コンクリートの熱伝達条件

ａ．コンクリート壁－空気の熱伝達率 

評価壁面 
熱伝達率 

（W/m2・℃） 

鉛直壁面 2※１

水平壁面（上向き） 3※１

水平壁面（下向き） 0.5※１

※1 伝熱工学資料第 5 版に基づき，温度差 5℃，代表高さ 5m にて

算出した値 

ｂ．コンクリートの熱伝達率 

評価壁面 物性値※２

熱伝導率 1.6（W/m・℃） 

熱拡散率 5.3E-07（m2/s） 

※2 伝熱工学資料第 5 版に基づく

(3) 評価結果

全交流動力電源喪失時（ＴＢＤ，ＴＢＵ）において，事象発生 8 時後の

常設高圧代替注水系ポンプ室の温度は約 65℃，中央制御室温度は，全交流

動力電源喪失（長期ＴＢ）の評価結果と同様であり，制御盤の設計で想定

している環境の最高温度 40℃以下であり，設計で考慮している温度を超過

しないため，高圧代替注水系の運転継続に与える影響はない。 

第 6 図 常設高圧代替注水系ポンプ室温の推移 

時間(h) 

室
内
温
度(

℃)
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添付 2.3.2.3-1

安定状態について（全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ））

全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）時の安定状態については，

以下のとおり。

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備又は重大事故等対処

設備を用いた炉心冷却が維持可能であり，また，冷却の

ための設備がその後も機能維持でき，かつ，必要な要員

の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪

化のおそれがない場合に安定停止状態が確立されたも

のとする。

格納容器安定状態 ：炉心冷却が維持された後に，設計基準事故対処設備又は

重大事故等対処設備を用いた格納容器除熱により格納

容器圧力及び温度が安定又は低下傾向に転じ，また，格

納容器除熱のための設備がその後も機能維持でき，か

つ，必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定

される事象悪化のおそれがない場合に安定状態が確立

されたものとする。 

原子炉安定状態の確立について

高圧代替注水系の原子炉注水により炉心冷却が維持される。可搬型代替注水

中型ポンプによる原子炉注水の準備完了後，原子炉を減圧し，可搬型代替注水

中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水を実施するこ

とで，引き続き炉心の冷却は維持され，原子炉安定停止状態が確立される。 

格納容器安定状態の確立について

炉心冷却を継続し，常設代替高圧電源装置による交流動力電源の供給開始後

に残留熱除去系を用いた格納容器除熱を実施することで，格納容器圧力及び雰

囲気温度は安定※又は低下傾向となる。格納容器雰囲気温度は 150℃を下回ると

ともに，ドライウェル雰囲気温度は，低圧注水継続のための逃がし安全弁の機

能維持が確認されている 126℃を上回ることはなく，格納容器安定状態が確立

される。 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，必要な水源，燃料及

び電源を供給可能である。 

※ 残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）に切り替えると，原子炉圧力容器

からの放熱の影響によりドライウェル雰囲気温度はわずかに上昇傾向となる。ただ

し，残留熱除去系による格納容器除熱は確立しており，長期的には減圧後の原子炉

圧力容器温度（100℃程度）より若干低い温度で平衡状態となることから，この状

態も含め安定傾向とする。 

【安定状態の維持について】 

上記の炉心損傷防止対策を継続することにより安定状態を維持できる。 

また，残留熱除去系の機能を維持し除熱を継続することで，安定状態の維持

が可能となる。 

（添付資料 2.1.2 別紙 1）
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解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）） 

第 1-1 表 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 

（ＳＡＦＥＲ）（1／2） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉
心

崩壊熱 崩壊熱モデル 

入力値に含まれる。 

最確条件を包絡できる条件を設定することによ

り崩壊熱を大きくするよう考慮している。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

燃 料 棒 表 面 熱 伝

達，沸騰遷移，気

液熱非平衡 

燃 料 棒 表 面 熱 伝

達モデル 

TBL，ROSA-Ⅲの実験解析において，熱伝達係数

を低めに評価する可能性があり，他の解析モデ

ルの不確かさとあいまってコード全体として，

スプレイ冷却のない実験結果の燃料被覆管温度

に比べて最大 50℃程度高めに評価する。低圧代

替注水系の注水による燃料棒冷却（蒸気単相冷

却又は噴霧流冷却）の不確かさは＋20℃～＋

40℃程度である。 

解析コードは，実験結果の燃料被覆管温度に比べて最大 50℃程度

高めに評価することから，解析結果は燃料棒表面の熱伝達係数を

小さく評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表面での熱

伝達は大きくなることで，燃料被覆管温度は低くなるが，操作手

順（速やかに注水手段を準備すること）に変わりはなく，燃料被

覆管温度を操作開始の起点とする運転員等操作はないことから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析コードは，実験解析において熱伝達モデルの保守性により燃

料被覆管温度を高めに評価し，有効性評価解析においても燃料被

覆管温度を高めに評価することから，評価項目となるパラメータ

に対する余裕は大きくなる。ただし，おおむね炉心部の冠水が維

持される本事故シーケンスでは，この影響は小さいと考えられる。

燃料被覆管酸化 
ジ ル コ ニ ウ ム －

水反応モデル 

酸化量及び酸化反応に伴う発熱量をより大きく

見積もる Baker-Just式による計算モデルを採用

しており，保守的な結果を与える。 

解析コードは，酸化量及び酸化反応に伴う発熱量の評価について

保守的な結果を与えるため，燃料被覆管温度を高めに評価する可

能性がある。よって，実際の燃料被覆管温度は低くなるが，操作

手順（速やかに注水手段を準備すること）に変わりはなく，燃料

被覆管温度を操作開始の起点とする運転員等操作はないことか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析コードは，酸化量及び酸化反応に伴う発熱量の評価について

保守的な結果を与えるため，燃料被覆管温度を高く評価すること

から，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

燃料被覆管変形 
膨れ・破裂評価モ

デル 

膨れ・破裂は，燃料被覆管温度と円周方向応力

に基づいて評価され，燃料被覆管温度は上述の

ように高めに評価され，円周方向応力は燃焼期

間中の変化を考慮して燃料棒内圧を大きく設定

し保守的に評価している。したがって，ベスト

フィット曲線を用いる場合も破裂の判定はおお

むね保守的となる。 

有効性評価解析では炉心の冷却は維持され，，燃料被覆管最高温

度は初期値を上回ることがないことから，燃料被覆管の破裂判定

の不確かさが運転員等操作に与える影響はない。 

有効性評価解析では炉心の冷却は維持され，燃料被覆管最高温度

は初期値を上回ることがないことから，燃料被覆管の破裂判定の

不確かさが評価項目となるパラメータに与える影響はない。 
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第 1-1 表 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 

（ＳＡＦＥＲ）（2／2） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉
心

沸騰・ボイド率変

化，気液分離（水

位変化）・対向流，

三次元効果 

二 相 流 体 の 流 動

モデル

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，

二相水位変化は，解析結果に重畳する水位振動

成分を除いて，実験結果とおおむね同等の結果

が得られている。低圧代替注水系の注水による

燃料棒冷却（蒸気単相冷却又は噴霧流冷却）の

不確かさは＋20℃～＋40℃程度である。 

また，原子炉圧力の評価において，ROSA-Ⅲでは，

2MPa より低い圧力で系統的に圧力低下を早めに

予測する傾向を呈しており，解析上，低圧注水

系の起動タイミングを早める可能性が示され

る。しかし，実験で圧力低下が遅れた理由は，

水面上に露出した上部支持格子等の構造材の温

度が燃料被覆管からの輻射や過熱蒸気により上

昇し，LPCS スプレイの液滴で冷却された際に蒸

気が発生したためであり，炉心の冠水状態がお

おむね維持される本事故シーケンスでは考慮す

る必要のない不確かさである。このため，燃料

被覆管温度に大きな影響を及ぼす低圧代替注水

系の注水タイミングに特段の差異を生じる可能

性はないと考えられる。 

運転操作はシュラウド外水位（原子炉水位計）に基づく操作であ

ることから，運転員等操作時間に与える影響は原子炉圧力容器の

分類にて示す。 

解析コードは，燃料被覆管温度に対して，解析結果に重畳する水

位振動に伴う燃料棒冷却の不確かさの影響を考慮すると 20℃～

40℃程度低めに評価する可能性があるが，有効性評価解析におけ

る燃料被覆管最高温度は初期値を上回ることがなく，評価項目に

対して十分な余裕があることから，その影響は非常に小さい。 

原
子
炉
圧
力
容
器

沸騰・凝縮・ボイ

ド率変化，気液分

離（水位変化）・

対向流 

二 相 流 体 の 流 動

モデル

下部プレナムの二相水位を除き，ダウンカマの

二相水位（シュラウド外水位）に関する不確か

さを取り扱う。シュラウド外水位については，

燃料被覆管温度及び運転員操作のどちらに対し

ても二相水位及びこれを決定する二相流動モデ

ルの妥当性の有無は重要でなく，質量及び水頭

のバランスだけて定まるコラプスト水位が取り

扱えれば十分である。このため，特段の不確か

さを考慮する必要はない。

解析コードは，ダウンカマ部の二相水位変化を適切に評価するこ

とから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

解析コードは，ダウンカマ部の二相水位変化を適切に評価するこ

とから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

冷却材放出（臨界

流・差圧流） 
臨界流モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，

圧力変化は実験結果とおおむね同等の解析結果

が得られており，臨界流モデルに関して特段の

不確かさを想定する必要はない。 

解析コードは，原子炉圧力変化を適切に評価することから，運転

員等操作時間に与える影響は小さい。 

破断口及び逃がし安全弁からの流出は，圧力容器ノズル又はノズ

ルに接続する配管を通過し，平衡均質流に達するのに十分な長さ

であることから，管入口付近の非平衡の影響は無視できると考え

られ，平衡均質臨界流モデルを適用可能である。

解析コードは，原子炉圧力変化を適切に評価することから，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

破断口及び逃がし安全弁からの流出は，圧力容器ノズル又はノズ

ルに接続する配管を通過し，平衡均質流に達するのに十分な長さ

であることから，管入口付近の非平衡の影響は無視できると考え

られ，平衡均質臨界流モデルを適用可能である。

ECCS 注水（給水

系・代替注水系含

む。） 

原 子 炉 注 水 系 モ

デル 

入力値に含まれる。 

各系統の設計条件に基づく原子炉圧力と注水流

量の関係を使用しており，実機設備仕様に対し

て注水流量を少なめに与え，燃料被覆管温度を

高めに評価する。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 
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第 1-2 表 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 

（ＭＡＡＰ） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉
心

崩壊熱 

炉心モデル（原子

炉 出 力 及 び 崩 壊

熱） 

入力値に含まれる。 

保守的な崩壊熱を入力値に用いており，解析モ

デルの不確かさの影響はない。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

原
子
炉

圧
力
容
器

ECCS 注水（給水

系・代替注水設備

含む） 

安全系モデル（非

常用炉心冷却系）

入力値に含まれる。 

保守的な注水特性を入力値に用いており，解析

モデルの不確かさの影響はない。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

格
納
容
器

格 納 容 器 各 領 域

間の流動 

格 納 容 器 モ デ ル

（ 格 納 容 器 の 熱

水力モデル） 

HDR 実験解析では，格納容器圧力及び雰囲気温度

について，温度成層化を含めて傾向をよく再現

できることを確認した。格納容器雰囲気温度を

十数℃程度高めに，格納容器圧力を 1 割程度高

めに評価する傾向が確認されたが，実験体系に

起因するものと考えられ，実機体系においては

この種の不確かさは小さくなるものと考えられ

る。また，非凝縮性ガス濃度の挙動について，

解析結果が測定データとよく一致することを確

認した。 

CSTF 実験解析では，格納容器雰囲気温度及び非

凝縮性ガス濃度の挙動について，解析結果が測

定データとよく一致することを確認した。 

解析コードは，HDR 実験解析において区画によって格納容器雰囲

気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾

向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる等，

実験体系に起因するものであり，実機体系においては不確かさが

小さくなるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び雰囲

気温度の傾向を適切に再現できていることから，格納容器圧力及

び雰囲気温度を操作開始の起点としている可搬型代替注水中型ポ

ンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納

容器冷却に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導の不確かさにおいては，CSTF 実験解析において格納容器雰囲気

温度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを

確認しており，その差異は小さいことから，格納容器圧力及び雰

囲気温度を操作開始の起点としている可搬型代替注水中型ポンプ

を用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器

冷却に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

解析コードは，HDR 実験解析において区画によって格納容器雰囲気

温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾向

が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる等，実験

体系に起因するものであり，実機体系においては不確かさが小さ

くなるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び雰囲気温

度の傾向を適切に再現できていることから，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。 

また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導の不確かさにおいては，CSTF 実験解析により格納容器雰囲気温

度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを確

認していることから，評価項目となるパラメータに与える影響は

小さい。 

構 造 材 と の 熱 伝

達 及 び 内 部 熱 伝

導 

気 液 界 面 の 熱 伝

達 

スプレイ冷却 
安全系モデル（格

納容器スプレイ）

入力値に含まれる。 

スプレイの水滴温度は短時間で雰囲気温度と平

衡に至ることから伝熱モデルの不確かさはな

い。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

サ プ レ ッ シ ョ

ン・プール冷却 

安全系モデル（非

常用炉心冷却系）

入力値に含まれる。 

ポンプ流量及び除熱量は，設計値に基づき与え

られており，解析モデルの不確かさの影響はな

い。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（1／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

原子炉熱出力 3,293MW 

約 3,279MW～ 

約 3,293MW 

（実績値） 

定格熱出力を設定 最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止

後の崩壊熱が緩和される。最確条件とした場合の運転員

等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響

は，最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明

する。 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止

後の崩壊熱が緩和される。最確条件とした場合の運転員等

操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響は，

最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明する。

原子炉圧力 

(圧力容器ドーム部)
6.93MPa[gage] 

約 6.91MPa[gage]～

約 6.94MPa[gage] 

（実績値） 

定格圧力を設定 最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対し

て変動を与えうるが，事象初期において主蒸気隔離弁が

閉止し，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるた

め事象進展に及ぼす影響は小さく，運転員等操作時間に

与える影響は小さい。

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，事象初期において主蒸気隔離弁が閉止

し，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため，事

象進展に及ぼす影響は小さく，評価項目となるパラメータ

に与える影響は小さい。 

原子炉水位 

通常運転水位 

（セパレータスカー

ト下端から＋126cm）

通常運転水位 

（セパレータスカー

ト下端から約＋122cm

～約＋132cm） 

（実績値） 

通常運転水位を設定 最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対し

て変動を与えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低

下量に対して非常に小さい。例えば，解析条件で設定し

た通常運転水位から高圧炉心スプレイ系等の自動起動信

号が発信する原子炉水位異常低下（レベル２）までの原

子炉水位の低下量は約 2m であるのに対してゆらぎによ

る水位低下量は約 40mm であり非常に小さい。したがっ

て，事象進展に及ぼす影響は小さいことから，運転員等

操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量

に対して非常に小さい。例えば，解析条件で設定した通常

運転水位から高圧炉心スプレイ系等の自動起動信号が発

信する原子炉水位異常低下（レベル２）までの原子炉水位

の低下量は約 2m であるのに対してゆらぎによる水位低下

量は約 40mm であり非常に小さい。したがって，事象進展

に及ぼす影響は小さいことから，評価項目となるパラメー

タに与える影響は小さい。 

炉心流量 

48,300t／h 

（定格流量 

（100％流量）） 

定格流量の 

約 86％～約 104％ 

（実績値） 

定格流量を設定 最確条件とした場合には，炉心流量の運転範囲において

解析条件から変動しうるが，事象初期において原子炉が

スクラムするとともに，再循環ポンプがトリップするた

め，初期炉心流量が事象進展に及ぼす影響は小さいこと

から，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，炉心流量の運転範囲において解

析条件から変動しうるが，事象初期において原子炉がスク

ラムするとともに，再循環ポンプがトリップするため，初

期炉心流量が事象進展に及ぼす影響は小さいことから，評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

燃 料 
９×９燃料 

(Ａ型) 
装荷炉心ごと 

９×９燃料(Ａ型)と９×９燃料(Ｂ

型)は，熱水力的な特性はほぼ同等

であり，その他の核的特性等の違い

は燃料棒最大線出力密度の保守性

に包含されることから，代表的に９

×９燃料(Ａ型)を設定 

最確条件とした場合には，９×９燃料(Ａ型)及び９×９

燃料(Ｂ型)の混在炉心又はそれぞれ型式の単独炉心とな

る場合があるが，両型式の燃料の特性はほぼ同等である

ことから，事象進展に及ぼす影響は小さく，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合には，９×９燃料(Ａ型)及び９×９燃

料(Ｂ型)の混在炉心又はそれぞれ型式の単独炉心となる

場合があるが，両型式の燃料の特性はほぼ同等であること

から，炉心冷却性に大きな差は無く，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない。 

燃料棒最大 

線出力密度 

44.0kW／m 
約 33 kW／m～ 

約 41kW／m 

（実績値） 

初期の燃料棒線出力密度が大きい

方が燃料被覆管温度に対して厳し

い設定となる 

このため，保安規定の運転上の制限

における上限値を設定 

最確条件は解析条件で設定している燃料棒線出力密度よ

りも小さくなる。このため，燃料被覆管温度上昇が緩和

されるが，操作手順（速やかに注水手段を準備すること）

に変わりはなく，燃料被覆管温度を操作開始の起点とす

る運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与

える影響はない。 

最確条件は解析条件で設定している燃料棒線出力密度よ

りも小さくなる。このため，燃料被覆管温度上昇が緩和さ

れることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は

大きくなる。ただし，おおむね炉心部の冠水が維持される

本事故シーケンスでは，この影響は小さいと考えられる。
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（2／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

原子炉停止後の 

崩壊熱 

ANSI/ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd／t 

燃焼度 

33GWd／t 以下 

（実績値） 

崩壊熱が大きい方が，原子炉水位低

下及び格納容器圧力上昇の観点で

厳しい設定となる。このため，崩壊

熱が大きくなる燃焼度の高い条件

として，1 サイクルの運転期間(13

ヶ月)に調整運転期間(1 ヶ月)を考

慮した運転期間に対応する燃焼度

を設定 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりもおおむ

ね小さくなる。このため，原子炉からサプレッション・

プールに流出する蒸気量が減少することで，原子炉水位

の低下は遅くなるが，事象初期の原子炉注水は原子炉隔

離時冷却系の自動起動により確保されることから運転員

等操作時間に与える影響はない。また，同様に格納容器

圧力及び雰囲気温度並びにサプレッション・プール水位

及びサプレッション・プール水温度の上昇が遅くなり，

これらのパラメータを操作開始の起点とする運転員等操

作の開始時間は遅くなる。 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりもおおむ

ね小さくなる。このため，燃料からの発熱が小さくなり，

原子炉からサプレッション・プールに流出する蒸気量が減

少することで，原子炉水位の低下は緩和される。また，同

様に格納容器圧力及び雰囲気温度並びにサプレッショ

ン・プール水位及びサプレッション・プール水温度の上昇

は遅くなることから，評価項目となるパラメータに対する

余裕が大きくなる。 

格納容器圧力 
5kPa[gage] 

約 2.2kPa[gage]～ 

約 4.7kPa[gage] 

（実績値） 

格納容器圧力の観点で厳しい高め

の設定として，通常運転時の圧力を

包含する値を設定 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している圧力

よりも小さくなるため，格納容器圧力が低めに推移する

ことから，格納容器圧力を操作開始の起点とする運転員

等操作の開始時間は遅くなる。 

最確条件は解析条件で設定している格納容器初期圧力よ

りも小さくなるため，格納容器圧力が低めに推移すること

から，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくな

る。 

ドライウェル 

雰囲気温度 

57℃ 約 25℃～約 58℃ 

（実績値） 

ドライウェル内ガス冷却装置の設

計温度を設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対し

て変動を与えうるが，ドライウェル雰囲気温度は，格納

容器スプレイの実施に伴い飽和温度となり，初期温度の

ゆらぎが事象進展に与える影響は小さいことから，運転

員等操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，ドライウェル雰囲気温度は，格納容器

スプレイの実施に伴い飽和温度となり，初期温度のゆらぎ

が事象進展に与える影響は小さいことから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

格納容器体積 

（ドライウェル） 

5,700m３ 5,700m３

（設計値） 

設計値を設定 解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

格納容器体積 

（ウェットウェル） 

空間部：4,100m３

液相部：3,300m３ 

空間部： 

約 4,092m３～ 

約 4,058m３

液相部： 

約 3,308m３～ 

約 3,342m３ 

（実測値） 

サプレッション・プールでの圧力抑

制効果が厳しくなる少なめの水量

として，保安規定の運転上の制限に

おける下限値を設定 

最確条件とした場合には，格納容器体積（ウェットウェ

ル）の液相部の運転範囲において解析条件より高めの水

位となるが，ゆらぎの幅は非常に小さい。例えば，サプ

レッション・プールの水量は 3,300m３であるのに対し，

ゆらぎによる水量変化は約 42m３であり，その割合は初期

保有水量の 1.3％程度と非常に小さい。したがって，事

象進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時

間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，格納容器体積（ウェットウェル）

の液相部の運転範囲において解析条件より高めの水位と

なるが，ゆらぎの幅は非常に小さい。例えば，サプレッシ

ョン・プールの水量は 3,300m３であるのに対し，ゆらぎに

よる水量変化は約 42m３であり，その割合は初期保有水量

の 1.3％程度と非常に小さい。したがって，事象進展に与

える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（2／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

サプレッション・

プール水位

6.983m 

（通常運転水位-4.7cm）

7.000m～7.070m 

（実績値） 

サプレッション・プールでの圧力抑

制効果が厳しくなる低めの水位と

して，保安規定の運転上の制限にお

ける下限値を設定

最確条件とした場合には，サプレッション・プール水位

の運転範囲において解析条件より高めの水位となるが，

ゆらぎの幅は非常に小さい。例えば，サプレッション・

プール水位が 6.983m の時の水量は 3,300m３であるのに対

し，ゆらぎ（0.087m）による水量変化は約 42m３であり，

その割合は初期保有水量の 1.3％程度と非常に小さい。

したがって，事象進展に与える影響は小さいことから，

運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，サプレッション・プール水位の

運転範囲において解析条件より高めの水位となるが，ゆら

ぎの幅は非常に小さい。例えば，サプレッション・プール

水位が 6.983m の時の水量は 3,300m３であるのに対し，ゆ

らぎ（0.087m）による水量変化は約 42m３であり，その割

合は初期保有水量の 1.3％程度と非常に小さい。したがっ

て，事象進展に与える影響は小さいことから，評価項目と

なるパラメータに与える影響は小さい。 

サプレッション・

プール水温度

32℃ 約 15℃～約 32℃ 

（実績値） 

サプレッション・プールでの圧力抑

制効果が厳しくなる高めの水温と

して，保安規定の運転上の制限にお

ける上限値を設定

最確条件は解析条件で設定している水温よりもおおむね

低くなるため，サプレッション・プールでの圧力抑制効

果が高まり格納容器圧力の上昇は緩和される。このため，

格納容器圧力を操作開始の起点とする運転員等操作の開

始は遅くなる。 

最確条件は解析条件で設定している水温よりもおおむね

低くなるため，サプレッション・プールでの圧力抑制効果

が高まり格納容器圧力の上昇は緩和される。このため，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

ベント管 

真空破壊装置 

作動差圧 

作動差圧：3.45kPa 

（ドライウェル－サ

プレッション・チェン

バ間差圧） 

作動差圧：3.45kPa 

（ドライウェル－サ

プレッション・チェン

バ間差圧） 

（設計値） 

設計値を設定 解析条件と最確条件は同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

外部水源の温度 35℃ 35℃以下 

格納容器スプレイによる圧力抑制

効果の観点で厳しい高めの水温と

して，年間の気象条件変化を包含す

る高めの水温を設定 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している水温

よりもおおむね低くなり，格納容器スプレイによる圧力

抑制効果が高まることから，同等の効果を得るために必

要となるスプレイ水量が少なくなり，外部水源を用いた

格納容器スプレイに伴うサプレッション・プール水位の

上昇が緩和されるが，サプレッション・プール水位を起

点とする運転員等操作はないことから，運転員等操作時

間に与える影響はない。 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している水温よ

りもおおむね低くなり，格納容器スプレイによる圧力抑制

効果が高まるが，運転員等操作に変わりはなく，格納容器

圧力の最大値はおおむね格納容器スプレイ開始時の圧力

で決定されるため，評価項目となるパラメータに与える影

響はない。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（4／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

外部水源の容量 約 8,600m３

約 8,600m３以上 

（西側淡水貯水設備

＋代替淡水貯槽） 

西側淡水貯水設備及び代替淡水貯

槽の管理下限値を設定 

管理値下限の容量として事象発生から 7 日間後までに必

要な容量を備えており，水源は枯渇しないことから運転

員等操作時間に与える影響はない。 

－ 

燃料の容量 約 1,010kL 

約 1,010kL 以上 

（軽油貯蔵タンク＋

可搬型設備用軽油タ

ンク）

軽油貯蔵タンク及び可搬型設備用

軽油タンクの管理下限値を設定 

管理値下限の容量として事象発生から 7 日間後までに必

要な容量を備えており，燃料は枯渇しないことから運転

員等操作時間に与える影響はない。 
－ 

事
故
条
件

起因事象 外部電源喪失 － 

送電系統又は所内主発電設備の故

障等によって，外部電源が喪失する

ものとして設定 

－ － 

安全機能の喪失に対

する仮定 

所内常設直流電源設

備，非常用ディーゼル

発電機等及び原子炉

隔離時冷却系の機能

喪失 

－ 

所内常設直流電源設備，非常用ディ

ーゼル発電機等及び原子炉隔離時

冷却系の機能喪失を設定 

外部電源 外部電源なし － 
起因事象として，外部電源が喪失す

ることを想定 
外部電源喪失は起因事象として設定していることから，

外部電源がある場合については考慮しない。 

外部電源喪失は起因事象として設定していることから，外

部電源がある場合については考慮しない。 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

原子炉スクラム 

原子炉水位低 

(レベル３)信号

（遅れ時間 1.05 秒）

タービン加減弁急速閉信

号又は原子炉保護系電源

喪失 

原子炉水位低下を厳しくする観点

で，外部電源喪失に伴うタービン蒸

気加減弁急閉信号及び原子炉保護

系電源喪失は保守的に考慮せず，原

子炉水位低（レベル３）による原子

炉スクラムを設定 

最確条件とした場合には，原子炉熱出力の低下が早くな

るため，原子炉からサプレッション・プールに流出する

蒸気量が減少することで，原子炉水位の低下が遅くなる

が，操作手順（速やかに注水手段を準備すること）に変

わりはなく，運転員等操作時間に与える影響はない。ま

た，同様に格納容器圧力，サプレッション・プール水位

及びサプレッション・プール水温度の上昇が遅くなり，

これらのパラメータを操作開始の起点とする運転員等操

作の開始時間は遅くなる。 

最確条件とした場合には，原子炉熱出力の低下が早くなる

ため，原子炉からサプレッション・プールに流出する蒸気

量が減少することで，原子炉水位の低下並びに格納容器圧

力及び雰囲気温度の上昇が緩和されることから，評価項目

となるパラメータに対する余裕が大きくなる。 

逃がし安全弁 

（原子炉圧力制御時）

安全弁機能 

7.79MPa[gage]～

8.31MPa[gage] 

385.2t／h／個～ 

410.6t／h／個 

（原子炉圧力制御時）

安全弁機能 

7.79MPa[gage]～

8.31MPa[gage] 

385.2t／h／個～ 

410.6t／h／個 

（設計値） 

設計値を設定 

なお，安全弁機能は逃がし弁機能に

比べて原子炉圧力が高めに維持さ

れ，原子炉減圧操作時に原子炉圧力

が所定の圧力に到達するまでの時

間が遅くなるため，事象発生初期に

おいて高圧注水機能が喪失し低圧

注水機能を用いて原子炉注水を実

施する事故シーケンスにおいては，

評価項目に対して厳しい条件とな

る 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

なお，本事故シーケンスにおいては，高圧注水機能である

高圧代替注水系を手動起動させることから，逃がし弁機能

に期待した場合でも評価項目となるパラメータに与える

影響はない。 

（原子炉手動減圧操

作時） 

逃がし安全弁（自動減

圧機能）7 弁を開放す

ることによる原子炉

減圧 

（原子炉手動減圧操

作時） 

逃がし安全弁（自動減

圧機能）7 弁を開放す

ることによる原子炉

減圧 

逃がし安全弁の設計値に基づく原

子炉圧力と蒸気流量の関係から設

定 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（5／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

高圧代替注水系 

・注水流量： 

136.7m３／h 

・注水圧力： 

1.04MPa[gage]～ 

7.86MPa[gage] 

・注水流量： 

136.7m３／h 

・注水圧力： 

1.04MPa[gage]～ 

7.86MPa[gage] 

設計値を設定 

高圧代替注水系は，タービン回転数

制御により原子炉圧力に依らず一

定の流量にて注水する設計となっ

ている 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

残留熱除去系 

（低圧注水系） 

・注水流量： 

0m３／h～ 

1.676m３／h 

・注水圧力： 

0MPa[dif]～ 

1.55MPa[dif] 

・注水流量： 

0m３／h～ 

1,676m３／h 以上 

・注水圧力： 

0MPa[dif]～ 

1.55MPa[dif] 

炉心冷却の観点で厳しい設定とし

て，設計基準事故の解析で用いる最

小流量特性を設定 

最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位

の回復が早くなり，原子炉水位の維持操作の開始が早く

なるが，注水後の調整操作であることから，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位の

回復が早くなることから，評価項目となるパラメータに対

する余裕は大きくなる。 

低圧代替注水系 

（可搬型） 

（原子炉注水単独時）

・注水流量： 

0m３／h～110m３／h 

・注水圧力： 

0MPa[dif]～ 

1.4MPa[dif] 

（原子炉注水単独時）

・注水流量： 

0m３／h～110m３／h 

以上 

・注水圧力： 

0MPa[dif]～ 

1.4MPa[dif] 

炉心冷却性の観点で厳しい設定と

して，設備設計上の最低要求値であ

る最小流量特性を設定 

最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位

の回復が早くなり，原子炉水位の維持操作の開始が早く

なるが，原子炉減圧から水位回復までの原子炉水位を継

続監視している期間の流量調整操作であることから，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位の

回復が早くなることから，評価項目となるパラメータに対

する余裕は大きくなる。 

（原子炉注水と格納

容器スプレイ併用時）

・注水流量：50m３／h

（原子炉注水と格納

容器スプレイ併用時）

・注水流量：50m３／h

以上 

設計に基づき，併用時の注入先圧力

系統圧損を考慮しても確保可能な

流量を設定 

代替格納容器スプレ

イ冷却系（可搬型）

スプレイ流量： 

130m３／h（一定） 

スプレイ流量： 

130m３／h（一定） 

格納容器圧力上昇を抑制可能な流

量として，運転手順に基づき設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

残留熱除去系（格納容

器スプレイ冷却系）

及び残留熱除去系 

（サプレッション・プ

ール冷却系） 

スプレイ流量： 

1.9×10３m３／h 

（95％：ドライウェ

ル，5％：サプレッシ

ョン・チェンバ） 

スプレイ流量： 

1.9×10３m３／h 

（95％：ドライウェ

ル，5％：サプレッシ

ョン・チェンバ） 

設計値を設定 解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

熱交換器 1 基当たり 

約 43MW 

（サプレッション・プ

ール水温度 100℃，海

水温度 32℃において）

熱交換器 1 基当たり 

約 43MW 以上 

（サプレッション・プ

ール水温度 100℃，海

水温度 32℃以下にお

いて） 

熱交換器の設計性能に基づき，残留

熱除去系の除熱性能を厳しくする

観点で，過去の実績を包含する高め

の海水温度を設定 

最確条件とした場合には，海水温度がおおむね低めとな

り除熱性能が向上するため，格納容器圧力及びサプレッ

ション・プール水温度の上昇が遅くなるが，残留熱除去

系（サプレッション・プール水冷却系）による格納容器

除熱後にこれらのパラメータを操作開始の起点とする運

転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

最確条件とした場合には，海水温度がおおむね低めとなり

除熱性能が向上するため，格納容器圧力及び雰囲気温度の

上昇が緩和されることから，評価項目となるパラメータに

対する余裕が大きくなる。 
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第 3 表 操作条件が要員の配置による他の操作，評価項目となるパラメータ及び操作時間余裕に与える影響（1／5） 

項 目 
解析上の 

操作開始時間

条件設定の 

考え方 
操作不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

高圧代替注水

系の起動操作

事象発生から

25 分後 

可 搬 型 照 明 の 準

備完了後，運転手

順に基づき，直流

電 源 喪 失 を 確 認

し，高圧代替注水

系 の 準 備 が 完 了

し た 時 点 で 原 子

炉 注 水 を 開 始 す

るため，状況判断

及 び 高 圧 代 替 注

水 系 の 起 動 操 作

に 要 す る 時 間 を

考慮して設定 

【認知】 

可搬型照明の準備完了後，中央制御室にて機器ランプ表示消灯，機器故障警報，

照明の消灯等により原子炉スクラム，全電源喪失等を確認する。可搬型照明の

準備に 1 分，事象初期の状況判断に余裕時間を含め 10 分を想定している。よ

って，認知時間として余裕を含めて 11 分を設定しており，十分な時間余裕を

確保していることから，認知遅れが操作開始時間に影響を及ぼす影響は非常に

小さい。 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，当直運転員は中央制御室に常駐していること

から，要員配置が操作開始時間に与える影響はない。 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，移動が操作開始時間に与える影響はない。

【操作所要時間】 

高圧代替注水系に必要な負荷の電源切替操作として 4 分，高圧代替注水系の起

動操作として 6 分を想定し，余裕時間を含めて操作時間として 10 分を設定し

ている。いずれも中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作であり，操

作所要時間が長くなる可能性は非常に低く，操作所要時間が操作開始時間に影

響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

【他の並列操作有無】 

原子炉注水を最優先に実施するため，他の並列操作が操作開始時間に与える影

響はない。 

【操作の確実さ】 

全電源喪失時の状況を考慮して可搬型照明を確保した後に操作を実施する想

定としており，また，中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作である

ことから，誤操作は起こりにくく，誤操作等が操作開始時間に影響を及ぼす可

能性は非常に小さい。 

認知時間，高圧代替注

水系に必要な負荷の

電源切替操作及び高

圧代替注水系の起動

操作時間は，余裕時間

を含めて設定してい

ることから，実態の開

始時間は解析上の設

定よりも若干早まる

可能性があるが，原子

炉注水操作を最優先

に実施するため，この

他の運転員等操作に

与える影響はない。 

実態の操作開始時間

は解析上の操作開始

時間よりも早くなる

可能性があり，この場

合は，原子炉への注水

開始が早くなること

で，原子炉水位の回復

が早くなり，評価項目

となるパラメータに

対する余裕は大きく

なる。 

操作開始時間が事象

発生 25 分後と同様で

あるが，高圧の注水系

統により原子炉注水

を実施する本事故シ

ーケンスに比べて，原

子炉減圧を実施し低

圧の注水系統により

原子炉注水を実施す

ることから原子炉水

位の低下の観点でよ

り厳しくなる「ＬＯＣ

Ａ時注水機能喪失」に

おいて，10 分の原子炉

減圧開始遅れを想定

した場合でも，燃料被

覆管の最高温度は約

706℃であり，燃料被

覆管の破裂は発生せ

ず，評価項目を満足す

ることから時間余裕

がある。 

（添付資料 2.6.7）

中央制御室におけ

る操作のため，シ

ミュレータ（模擬

操作含む。）にて

訓練実績を取得。

解 析 上 に お い て

は，起因事象の外

部電源喪失から全

電源喪失の認知後

の高圧代替注水系

の起動操作まで 25

分としているとこ

ろ，訓練実績は約

14 分。想定の範囲

内で意図している

運転操作が実施可

能であることを確

認した。
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第 3 表 操作条件が要員の配置による他の操作，評価項目となるパラメータ及び操作時間余裕に与える影響（2／5） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

逃がし安全弁

（自動減圧機

能）の手動に

よる原子炉減

圧操作（可搬

型代替注水中

型ポンプを用

いた低圧代替

注水系（可搬

型）による原

子炉注水） 

事象発生から

8 時間 1 分後

実際には，低圧で

注 水 可 能 な 系 統

（ 低 圧 代 替 注 水

系（可搬型））が

準 備 で き た 時 点

で サ プ レ ッ シ ョ

ン・プール水温度

が 熱 容 量 制 限 を

超 過 し て い る 場

合 は 原 子 炉 減 圧

を実施するが，余

裕 時 間 を 確 認 す

る観点で 8 時間後

に 低 圧 代 替 注 水

系（可搬型）の準

備 が 完 了 す る も

のとし，原子炉減

圧 に 要 す る 時 間

を考慮して設定 

【認知】 

可搬型照明の準備完了後，中央制御室にて機器ランプ表示消灯，機器故障警報，

照明の消灯等により原子炉スクラム，全電源喪失等を確認する。可搬型照明の

準備に 1 分，事象初期の状況判断に余裕時間を含め 10 分を想定している。よ

って，認知時間として余裕を含めて 11 分を設定しており，十分な時間余裕を

確保していることから，認知遅れが操作開始時間に影響を及ぼす影響は非常に

小さい。 

【要員配置】 

現場での操作は，中央制御室の当直運転員とは別に現場操作を行う当直運転員

（現場）及び重大事故等対応要員を配置している。これらの要員は，操作の実

施期間中に他の操作を担っていないことから，要員配置が操作開始時間に与え

る影響はない。 

【移動・操作所要時間】 

低圧代替注水系（可搬型）に用いる可搬型代替注水中型ポンプ等は車両であり，

自走にて作業現場へ移動することを想定している。仮に地震等の外部事象が起

因事象で，アクセスルートに被害がある場合でも，ホイールローダ等にて必要

なアクセスルートを復旧できる体制としている。要員の移動時間に 20 分,可搬

型代替注水中型ポンプ準備，ホース敷設等として 150 分を想定している。また，

異なる要員にて並行して実施する原子炉注水のための系統構成として移動も

含め 125 分を想定している。いずれも十分な時間余裕を確保していることか

ら，移動及び操作所要時間が操作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さ

い。 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作として余裕時間を

含めて 1 分を設定している。中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作

であり，操作所要時間が長くなる可能性は非常に低く，操作所要時間が操作開

始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

【他の並列操作有無】 

他の並列操作はないことから操作開始時間に与える影響はない。 

【操作の確実さ】 

現場での操作は，操作の信頼性の向上や要員の安全のため，操作要員 2 人以上

で実施することとしており，誤操作は起こりにくいことから，誤操作等が操作

開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

中央制御室での操作は，中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作であ

り，誤操作は起こりにくいことから，誤操作等が操作開始時間に影響を及ぼす

可能性は非常に小さい。 

認知時間及び移動・操

作所要時間は，余裕時

間を含めて設定して

いることから，実態の

操作開始時間は解析

上の設定よりも若干

早まる可能性がある

が，その他の操作と並

列して実施する場合

でも，順次実施し所定

の時間までに操作を

完了できることから

影響はない。 

実態の操作開始時間

は解析上の設定から

早まる可能性がある

が，可搬型代替注水中

型ポンプを用いた低

圧代替注水系（可搬

型）による原子炉注水

に移行するまでの期

間は，高圧代替注水系

により原子炉注水が

確保されていること

から，評価項目となる

パラメータに与える

影響はない。 

可搬型代替注水中型

ポンプを用いた低圧

代替注水系（可搬型）

の準備完了後に実施

するものであり，評価

上は余裕時間を確認

する観点で 8時間後に

準備が完了するもの

としており，準備時間

が確保できることか

ら，時間余裕がある。

アクセスルートの

復旧（がれき撤去）

及び可搬型代替注

水 中 型 ポ ン プ 準

備，ホース敷設等

は，移動も含め所

要時間を 170 分と

想定している。要

員の移動時間は 20

分以内であり，可

搬型代替注水中型

ポンプ準備，ホー

ス敷設等は，移動

も含め訓練実績等

では約 154 分。原

子炉注水のための

系統構成は，移動

も含め所要時間を

125 分と想定して

いるところ，訓練

実績等では約 115

分，逃がし安全弁

（自動減圧機能）

の手動による原子

炉減圧操作は，所

要時間を 1 分と想

定しているところ

訓練実績等では約

1 分。想定している

範囲内で意図して

いる運転操作が実

施可能であること

を確認した。
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第 3 表 操作条件が要員の配置による他の操作，評価項目となるパラメータ及び操作時間余裕に与える影響（3／5） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

可 搬 型 代 替

注 水 中 型 ポ

ン プ を 用 い

た 低 圧 代 替

注水系（可搬

型）による原

子 炉 注 水 操

作 に 用 い る

可 搬 型 代 替

注 水 中 型 ポ

ン プ へ の 燃

料給油操作

低圧代替注水

系（可搬型）

による原子炉

注水開始から

適宜 

可 搬 型 代 替 注 水

中 型 ポ ン プ へ の

燃料給油操作は，

解 析 条 件 で は な

いが，解析で想定

し て い る 操 作 の

成 立 や 継 続 に 必

要な作業であり，

燃 料 が 枯 渇 し な

いように設定 

【認知】 

「逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作（可搬型代替注

水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水操作）」と

同様であり，認知遅れが操作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。

【要員配置】 

本操作を実施する参集要員は，操作の実施期間中に他の操作を担っていないこ

とから，要員配置が操作開始時間に与える影響はない。 

【移動・操作所要時間】 

燃料給油操作に用いるタンクローリは車両であり，参集後，自走にて作業現場

へ移動することを想定している。仮に地震等の外部事象が起因事象で，アクセ

スルートに被害がある場合でも，ホイールローダ等にて必要なアクセスルート

を復旧できる体制としている。可搬型設備用軽油タンクからタンクローリへの

燃料給油操作として移動も含め 90 分を想定しており，十分な時間余裕を確保

していることから，移動及び操作所要時間が操作開始時間に影響を及ぼす可能

性は非常に小さい。

【他の並列操作有無】

他の並列操作はないことから操作開始時間に与える影響はない。

【操作の確実さ】

現場での操作は，操作の信頼性の向上や要員の安全のため，操作要員 2 人以上

で実施することとしており，誤操作は起こりにくいことから，誤操作等が操作

開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。

認知時間及び移動・操

作所要時間は，余裕時

間を含めて設定して

いることから，実態の

操作開始時間は解析

上の設定よりも若干

早まる可能性がある。

実態の操作開始時間

は解析上の設定から

早まる可能性がある

が，評価項目となるパ

ラメータに直接影響

を与えることはない。

各機器の燃料が枯渇

しない時間内に実施

することで炉心損傷

を回避することが可

能であり，低圧代替注

水系（可搬型）による

原子炉注水開始から 3

時間半程度の時間余

裕がある。 

可搬型代替注水中

型ポンプへの燃料

給油操作は，移動

も含めて 90分を想

定しているところ

訓練実績等では約

80 分。また，以降，

各機器の燃料が枯

渇しない時間間隔

（許容時間）以内

で実施することと

しており，許容時

間 210分のところ，

訓練実績等により

約 18 分。許容時間

内で意図している

作業が実施可能で

あることを確認し

た。 
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第 3 表 操作条件が要員の配置による他の操作，評価項目となるパラメータ及び操作時間余裕に与える影響（4／5） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

可 搬 型 代 替

注 水 中 型 ポ

ン プ を 用 い

た 代 替 格 納

容 器 ス プ レ

イ冷却系（可

搬型）による

格 納 容 器 冷

却 

格納容器圧力

279kPa［gage］

到達時 

運転手順に基づき

格納容器ベント実

施基準である格納

容器最高使用圧力

（310kPa[gage]）

に対する余裕を考

慮し設定 

【認知】 

事故時には重要監視パラメータであるサプレッション・チェンバ圧力を継続監

視しており，また，格納容器スプレイの操作実施基準（サプレッション・チェ

ンバ圧力 279kPa[gage]）に到達するのは事象発生約 13 時間後であり，比較的

緩やかなパラメータ変化であることから，認知遅れが操作開始時間に影響を及

ぼす可能性は非常に小さい。 

【要員配置】 

現場での操作は，中央制御室の当直運転員とは別に現場操作を行う当直運転員

（現場）及び重大事故等対応要員を配置している。これらの要員は，操作の実

施期間中に他の操作を担っていないことから，要員配置が操作開始時間に与え

る影響はない。 

【移動】 

格納容器スプレイのための系統構成の実施場所は，原子炉注水のための系統構

成と同じ原子炉建屋内であり，操作要員はすでに配置済みであることから，移

動が操作開始時間に与える影響はない。 

【操作所要時間】 

格納容器スプレイのための系統構成として 175 分を想定しており，十分な時間

余裕を確保していることから，操作所要時間が操作開始時間に影響を及ぼす可

能性は非常に小さい。 

【他の並列操作有無】 

原子炉水位の調整操作を並列して実施する場合があるが，異なる要員による対

応が可能であるため，他の並列操作が操作開始時間に与える影響はない。また，

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）は，低圧代替注水系（可搬型）とポン

プ等を共用しているが，原子炉注水と格納容器スプレイの流量を同時に確保可

能なポンプ容量を備えているため，原子炉注水と格納容器スプレイの同時運用

が可能である。 

【操作の確実さ】 

当直運転員（現場）及び重大事故等対応要員の現場操作は，操作の信頼性向上

や要員の安全のため 2 人 1 組で実施することとしており，誤操作は起こりにく

く，誤操作等が操作開始時間に影響を及ぼす可能性は小さい。 

左記のとおり操作不

確かさ要因により操

作開始時間に与える

影響は小さいことか

ら，実態の操作開始時

間は解析上の設定と

ほぼ同等である。 

本操作は，解析コード

及び解析条件（操作条

件を除く。）の不確か

さにより，操作開始時

間が遅くなる可能性

があるが，並列して実

施する場合がある原

子炉水位の調整操作

とは異なる当直運転

員による対応が可能

であることから，この

他の操作に与える影

響はない。 

実態の操作開始時間

は解析上の設定とほ

ぼ同等であることか

ら，評価項目に与える

影響はない。 

解析コード及び解析

条件（操作条件を除

く。）の不確かさによ

り，操作開始時間が遅

くなる可能性がある

が，この場合でも，パ

ラメータが操作実施

基準に到達した時点

で開始することで同

等の効果が得られ，有

効性評価解析におけ

る格納容器圧力の最

大値に変わりがない

ことから，操作開始が

遅くなることにより

評価項目となるパラ

メータに与える影響

はない。 

事象発生の約 13 時間

後に実施するもので

あり，低圧代替注水系

（可搬型）と同じ可搬

型代替注水中型ポン

プを使用し，評価上は

余裕時間を確認する

観点で可搬型代替注

水中型ポンプの準備

完了を 8 時間後と想定

しており，準備時間が

確保できることから，

時間余裕がある。 

格納容器スプレイ

のための系統構成

は，所要時間を 175

分想定していると

ころ，訓練実績等

では約 124 分。想

定している範囲内

で意図している運

転操作が実施可能

であることを確認

した。 
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第 3 表 操作条件が要員の配置による他の操作，評価項目となるパラメータ及び操作時間余裕に与える影響（5／5） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

残 留 熱 除 去

系（低圧注水

系）による原

子 炉 注 水 並

び に 残 留 熱

除去系（格納

容 器 ス プ レ

イ冷却系）又

は 残 留 熱 除

去系（サプレ

ッション・プ

ール冷却系）

に よ る 格 納

容 器 除 熱 操

作

事象発生 24

時間 10 分後

常 設 代 替 高 圧 電

源 装 置 に よ る 非

常 用 母 線 の 受 電

操作の完了後，残

留 熱 除 去 系 の 起

動 操 作 に 要 す る

時 間 を 考 慮 し て

設定 

【認知】 

常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作の完了後，一連の操作とし

て実施するため，認知に大幅な遅れが生じることは考えにくく，認知遅れが操

作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，当直運転員は中央制御室に常駐していること

から，要員配置が操作開始時間に与える影響はない。 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，移動が操作開始時間に与える影響はない。

【操作所要時間】 

残留熱除去系海水系の起動操作として 4 分，残留熱除去系による原子炉注水操

作として 2 分を想定し，余裕時間を含めて操作時間として 6 分を設定している。

いずれも中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作であり，操作所要時

間が長くなる可能性は十分に低く，操作所要時間が操作開始時間に影響を及ぼ

す可能性は非常に小さい。 

【他の並列操作有無】 

原子炉水位の調整操作を並列で実施する場合があるが，異なる当直運転員によ

る対応が可能であることから，他の並列操作が操作開始時間に与える影響はな

い。 

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにく

く，誤操作等が操作時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

操作所要時間は，余裕

時間を含めて設定し

ていることから，実態

の操作開始時間は解

析上の操作開始時間

よりも若干早まる可

能性がある。 

実態の操作開始時間

は解析上の操作開始

時間より早くなる可

能性があるが，この場

合でも格納容器除熱

の開始が早くなるこ

とで格納容器圧力及

び雰囲気温度の上昇

は緩和されることか

ら，評価項目となるパ

ラメータに対する余

裕は大きくなる。

非常用母線の受電後

に実施するものであ

り，評価上は 24 時間

後に非常用母線の受

電が完了する想定と

しており，準備時間が

確保できることから，

時間余裕がある。 

中央制御室におけ

る操作のため，シ

ミュレータ（模擬

操作含む。）にて

訓練実績を取得。

残留熱除去系によ

る原子炉注水及び

格納容器除熱は所

要時間を 6 分想定

しているところ，

訓練実績では，約 4

分。想定の範囲内

で意図している運

転操作が実施可能

な こ と を 確 認 し

た。
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添付 2.3.2.5-1 

7 日間における水源の対応について 

（全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）） 

1. 水源に関する評価 

① 淡水源（有効水量） 

・西側淡水貯水設備：4,300m３

2. 水使用パターン 

① 可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水 

事象発生 8 時間 1 分後，西側淡水貯水設備を水源とした可搬型

代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原

子炉注水を実施する。 

炉心冠水後は，原子炉水位高（レベル８）設定点から原子炉水

位低（レベル３）設定点の範囲で注水する。 

交流動力電源が復旧した後，可搬型代替注水中型ポンプを用い

た低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水を停止する。 

② 可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却

系（可搬型）による格納容器冷却 

格納容器圧力が 279kPa[gage]に到達する事象発生約 13 時間後，

西側淡水貯水設備を水源とした可搬型代替注水中型ポンプを用い

た格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却を実施

する。 

交流動力電源が復旧した後，可搬型代替注水中型ポンプを用い

た代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却を



添付 2.3.2.5-2

停止する。 

3. 時間評価 

事象発生から可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系

（可搬型）による原子炉注水が開始されるまでは，高圧代替注水系

により原子炉注水を実施するため，西側淡水貯水設備の水量は減少

しない。 

事象発生 8 時間 1 分以降は，可搬型代替注水中型ポンプを用いた

低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水等を実施するため，西

側淡水貯水設備の水量は減少する。 

交流動力電源が復旧する事象発生 24 時間以降は，残留熱除去系に

よる原子炉注水等を実施し，可搬型代替注水中型ポンプを用いた低

圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水等を停止するため，西側

淡水貯水設備の水量の減少は停止する。 

この間の西側淡水貯水設備の使用水量は合計約 2,130m３である。 
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第 1 図 外部水源による積算注水量 

（全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ））

4. 水源評価結果

時間評価の結果から，7 日間の対応において合計約 2,130m３の水が

必要となるが，西側淡水貯水設備に 4,300m３の水を保有することか

ら必要水量を確保している。このため，安定して冷却を継続するこ

とが可能である。 

積
算

注
水

量
(
m

３
)

4 ,300m３

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系  

（可搬型 ）による原子炉注水停止  

可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ  

冷却系（可搬型）による格納容器冷却停止

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系

（可搬型 ）による原子炉注水開始

事故後の時間（ h）

可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ  

冷却系（可搬型）による格納容器冷却開始
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添付 2.3.2.6-1 

7 日間における燃料の対応について 

（全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）） 

保守的に全ての設備が，事象発生直後から 7 日間燃料を消費するものとして

評価する。 

時系列 合計 判定 

常設代替高圧電源装置 5 台起動 

（燃料消費率は保守的に定格出力運転時を想定） 

420.0L/h(燃料消費率)×168h（運転時間）×5 台（運転台数） 

＝約 352.8kL 

7 日間の 

軽油消費量 

約 352.8kL 

軽油貯蔵タ

ンクの容量

は 約 800kL

であり，7 日

間対応可能 

可搬型代替注水中型ポンプ 2 台起動 

（低圧代替注水系（可搬型）及び代替格納容器スプレイ冷却系（可

搬型）） 

35.7L/h(燃料消費率)×168h（運転時間）×2 台（運転台数） 

＝約 12.0kL 

7 日間の 

軽油消費量 

約 12.0kL 

可搬型設備

用軽油タン

クの容量は

約 210kL で

あり，7 日間

対応可能 
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添付 2.3.2.7-1

常設代替交流電源設備の負荷 

（全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）） 

主要負荷リスト       【電源設備：常設代替高圧電源装置】 

起 動 順 序  主 要 機 器 名 称  
負 荷 容 量  

(k W )  

負 荷 起 動 時 の 最

大 負 荷 容 量  

(k W )  

定 常 時 の 連 続 最 大

負 荷 容 量  

(k W )  

①  

緊 急 用 母 線 自 動 起 動 負 荷  

・ 緊 急 用 直 流 125 V充 電 器  

・ そ の 他 負 荷  

約 1 2 0  

約 8 4  

約 2 5 2  約 2 0 4  

②  

非 常 用 母 線 ２ Ｃ 自 動 起 動 負 荷  

・ 直 流 12 5 V充 電 器 Ａ  

・ 非 常 用 照 明  

・ 12 0 V  Ａ Ｃ  計 装 用 電 源 ２ Ａ  

・ そ の 他 負 荷  

非 常 用 母 線 ２ Ｄ 自 動 起 動 負 荷  

・ 直 流 12 5 V充 電 器 Ｂ  

・ 非 常 用 照 明  

・ 12 0 V  Ａ Ｃ  計 装 用 電 源 ２ Ｂ  

・ そ の 他 負 荷  

約 7 9  

約 1 0 8  

約 1 3 4  

約 2 4 8  

約 6 0  

約 8 6  

約 1 3 4  

約 1 3 5  

約 1 , 2 0 6  約 1 , 1 8 8  

③  残 留 熱 除 去 系 海 水 ポ ン プ  約 83 7  約 2 , 3 8 8  約 2 , 0 2 5  

④  残 留 熱 除 去 系 海 水 ポ ン プ  約 83 7  約 3 , 2 2 5  約 2 , 8 6 2  

⑤  
残 留 熱 除 去 系 ポ ン プ  

そ の 他 負 荷  

約 58 4  

約 3  
約 4 , 2 8 7  約 3 , 4 4 9  

⑥  

非 常 用 ガ ス 再 循 環 系 排 風 機  

非 常 用 ガ ス 処 理 系 排 風 機  

そ の 他 負 荷  

停 止 負 荷  

約 55  

約 8  

約 95  

約 － 52  

約 3 , 7 4 3  約 3 , 5 5 5  

⑦  

中 央 制 御 室 換 気 系 空 気 調 和 機 フ ァ ン  

中 央 制 御 室 換 気 系 フ ィ ル タ 系 フ ァ ン  

そ の 他 負 荷  

約 45  

約 8  

約 18 3  

約 4 , 1 3 2  約 3 , 7 9 1  

⑧  
蓄 電 池 室 排 気 フ ァ ン  

そ の 他 負 荷  

約 8  

約 15 4  
約 4 , 3 4 5  約 3 , 9 5 3  

⑨  
緊 急 用 海 水 ポ ン プ  

そ の 他  

約 51 0  

約 4  
約 4 , 9 3 5  約 4 , 4 6 7  

⑩  代 替 燃 料 プ ー ル 冷 却 系 ポ ン プ  約 30  約 4 , 5 7 6  約 4 , 4 9 7  

負 荷 容 量 (kW )

①  

5, 0 0 0

3 , 0 0 0

1 , 0 0 0

7 , 0 0 0

2 40  
経 過 時 間 (h)

4 , 0 0 0

2 , 0 0 0

6 , 0 0 0

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 5台 の 最 大 容 量 6, 9 0 0 k W※ １

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 5台 の 連 続 定 格 容 量 5,5 2 0 k W ※ ２

2 5

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 の 負 荷 積 算 イ メ ー ジ  

最 大 負 荷 容 量  
約 4, 9 3 5 k W  

②  

③  

④  

⑤  

⑥  

⑦  
⑧  

⑨  

⑩  

▲

常 設 代 替 高 圧

電 源 装 置 2 台

起 動

※ 1 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 定 格 出 力 運 転 時 の 容 量 （ 1, 3 8 0 k W×運 転 台 数 ＝ 最 大 容 量 ）  

※ 2  常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 定 格 出 力 運 転 時 の 80％ の 容 量 （ 1, 3 8 0 k W×0 . 8×運 転 台 数 ＝ 連 続 定 格 容 量 ）  

※ 3  非 常 用 母 線 の 負 荷 へ の 給 電 に 伴 い ， 負 荷 容 量 が 増 加 す る た め ， 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 を 3 台 追 加 起 動 す る  

常 設 代 替 高 圧

電 源 装 置 追 加

3 台 起 動 ※ ３

▲

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 2台  

の 最 大 容 量 2,7 6 0 k W※ １

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 2台  

の 連 続 定 格 容 量 2, 2 0 8 k W※ ２
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2.3.3 全交流動力電源喪失（ＴＢＰ） 

2.3.3.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）」に含まれる

事故シーケンスとしては，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に

示すとおり，①「外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋Ｈ

ＰＣＳ失敗」，②「サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋Ｄ

Ｇ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰＣＳ失敗」である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）」は，原子炉の

出力運転中に全交流動力電源喪失により，電動の原子炉注水機能が喪失す

るとともに，逃がし安全弁 1 弁が開固着することで原子炉圧力が低下し，

蒸気駆動の原子炉隔離時冷却系も停止することで全ての原子炉注水機能が

喪失することを想定する。このため，逃がし安全弁を介して原子炉圧力容

器内の蒸気が流出し，保有水量が減少することで原子炉水位が低下し，緩

和措置が取られない場合には，原子炉水位の低下が継続し，炉心が露出す

ることで炉心損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，全交流動力電源が喪失した状態において，

逃がし安全弁 1 弁開固着によって，蒸気駆動の注水系が動作できない範囲

に原子炉圧力が低下することで原子炉注水機能が喪失し，炉心損傷に至る

事故シーケンスグループである。このため，重大事故等対策の有効性評価

には，直流電源及び交流動力電源の供給機能に対する重大事故等対処設備

並びに交流動力電源を必要としない重大事故等対処設備に期待することが

考えられる。 
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以上により，本事故シーケンスグループでは，逃がし安全弁 1 弁開固着

によって蒸気駆動の原子炉注水機能が動作できない範囲に原子炉圧力が低

下するまでの間は蒸気駆動の原子炉注水機能を用いた原子炉注水により原

子炉水位を維持し，その後，原子炉圧力容器を強制的に減圧し，可搬型の

原子炉注水機能を用いて原子炉へ注水することによって炉心損傷の防止を

図る。また，可搬型の格納容器冷却機能を用いて格納容器冷却を実施する

とともに，代替交流電源設備により交流動力電源を復旧し，最終的な熱の

逃がし場へ熱の輸送を行うことによって除熱を行い格納容器破損の防止を

図る。 

(3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）」において，炉

心が著しい損傷に至ることなく，かつ十分な冷却を可能とするため，初期

の対策として所内常設直流電源設備，原子炉隔離時冷却系，逃がし安全弁

（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧及び可搬型代替注水中型ポ

ンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水手段を整備し，

安定状態に向けた対策として，常設代替高圧電源装置からの給電後の残留

熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水手段を整備する。また，格納容

器の健全性を維持するため，安定状態に向けた対策として，可搬型代替注

水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納

容器冷却手段並びに常設代替高圧電源装置からの給電後の残留熱除去系

（格納容器スプレイ冷却系）及び残留熱除去系（サプレッション・プール

冷却系）による格納容器除熱手段を整備する。対策の概略系統図を第 2.3.3

－1 図に，対応手順の概要を第 2.3.3－2 図に示すとともに，重大事故等対

策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における手順と設備との関



2.3.3-3 

係を第 2.3.3－1 表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，必要

な要員は災害対策要員（初動）24 名及び事象発生から 2 時間以降に期待す

る参集要員 6 名である。 

災害対策要員（初動）の内訳は，当直発電長 1 名，当直副発電長 1 名，

運転操作対応を行う当直運転員 5 名，指揮，通報連絡を行う災害対策要員

（指揮者等）4 名及び現場操作を行う重大事故等対応要員 13 名である。 

参集要員の内訳は，燃料給油操作を行う重大事故等対応要員 2 名，可搬

型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注

水の流量調整を行う重大事故等対応要員 2 名並びに可搬型代替注水中型ポ

ンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却

の現場系統構成及び流量調整を行う重大事故等対応要員 2 名である。 

必要な要員と作業項目について第 2.3.3－3 図に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目

を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，災害対策

要員（初動）24 名及び参集要員 6 名で対処可能である。 

ａ．原子炉スクラム，全交流動力電源喪失及び逃がし安全弁開固着の確認 

外部電源が喪失するとともに，非常用ディーゼル発電機等が全て機能

喪失することで，全交流動力電源喪失となり，原子炉がスクラムしたこ

とを確認する。また，主蒸気隔離弁が閉止しているにもかかわらず，原

子炉圧力が低下していることにより逃がし安全弁の開固着を確認する。

さらに，再循環ポンプが停止したことを確認する。 

原子炉スクラム，全交流動力電源喪失及び逃がし安全弁開固着の確認

に必要な計装設備は，平均出力領域計装，原子炉圧力等である。 
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ｂ．原子炉隔離時冷却系の自動起動の確認 

原子炉水位が原子炉水位異常低下（レベル２）設定点に到達した時点

で原子炉隔離時冷却系が自動起動したことを確認する。 

原子炉隔離時冷却系の自動起動の確認に必要な計装設備は，原子炉水

位（広帯域），原子炉水位（燃料域），原子炉隔離時冷却系系統流量等で

ある。 

ｃ．原子炉水位の調整操作（原子炉隔離時冷却系） 

原子炉隔離時冷却系の起動により原子炉注水が開始され，原子炉水位

が回復したことを確認する。また，原子炉水位回復後は，原子炉水位を

原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点

の間で維持する。 

原子炉水位の調整操作（原子炉隔離時冷却系）に必要な計装設備は，

原子炉水位（広帯域），原子炉水位（燃料域）等である。 

原子炉隔離時冷却系による原子炉注水は，逃がし安全弁の開固着によ

って，原子炉隔離時冷却系が動作できない範囲に原子炉圧力が低下する

までの間継続する。 

原子炉隔離時冷却系の停止後は，逃がし安全弁を介して原子炉圧力容

器内の蒸気が流出し，保有水量が減少することで原子炉水位が徐々に低

下するため，燃料有効長頂部に到達したことを確認した場合は，炉心損

傷がないことを継続的に確認する。 

炉心損傷がないことを継続的に確認するために必要な計装設備は，格

納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）及び格納容器雰囲気放射線モニタ

（Ｓ／Ｃ）である。 

ｄ．早期の電源回復不能の確認 

全交流動力電源喪失の確認後，中央制御室からの遠隔操作により外部
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電源の受電及び非常用ディーゼル発電機等の起動ができず，非常用母線

の電源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断する。これによ

り，常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電準備操作を開始する。 

ｅ．電源確保操作対応 

早期の電源回復不能の確認後，非常用ディーゼル発電機等の機能回復

操作及び外部電源の機能回復操作を実施する。 

ｆ．可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）の起動

準備操作 

全交流動力電源喪失に伴う低圧注水機能喪失の確認後，可搬型代替注

水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水準備

を開始する。原子炉建屋内の現場操作にて原子炉注水に必要な系統構成

を実施し，屋外の現場操作にて可搬型代替注水中型ポンプの準備，ホー

ス敷設等を実施後にポンプ起動操作を実施する。なお，逃がし安全弁の

開固着により原子炉圧力が低下していることから，原子炉圧力が低圧代

替注水系（可搬型）の吐出圧力を下回った場合は，原子炉注水が開始さ

れる。 

ｇ．逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）の起動

準備操作が完了した後に，中央制御室からの遠隔操作により逃がし安全

弁（自動減圧機能）を開固着したものを含め 7 弁を手動開放し，原子炉

減圧を実施する。 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作に必要な

計装設備は，原子炉圧力等である。 

ｈ．原子炉水位の調整操作（低圧代替注水系（可搬型）） 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）の原子
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炉注水操作により，原子炉水位が回復したことを確認する。原子炉水位

回復後は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水

位高（レベル８）設定点の間で維持する。 

原子炉水位の調整操作（低圧代替注水系（可搬型））に必要な計装設備

は，原子炉水位（広帯域），原子炉水位（燃料域），低圧代替注水系原子

炉注水流量等である。 

ｉ．タンクローリによる燃料給油操作 

タンクローリにより可搬型設備用軽油タンクから可搬型代替注水中型

ポンプに燃料給油を実施する。 

ｊ．直流電源の負荷切離操作 

早期の電源回復不能の確認後，中央制御室内及び現場配電盤にて所内

常設直流電源設備の不要な負荷の切離しを実施することにより 24 時間

後までの蓄電池による直流電源供給を確保する。 

ｋ．可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可

搬型）による格納容器冷却操作 

全交流動力電源喪失に伴い崩壊熱除去機能を喪失しているため，格納

容器圧力及び雰囲気温度が上昇する。格納容器圧力が 279kPa[gage]に到

達した場合又はドライウェル雰囲気温度がドライウェル設計温度である

171℃に近接した場合は，現場操作にて可搬型代替注水中型ポンプを用い

た代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作を実

施する。また，同じ可搬型代替注水中型ポンプを用いて原子炉注水を継

続する。 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可

搬型）による格納容器冷却操作に必要な計装設備は，ドライウェル圧力，

サプレッション・チェンバ圧力，低圧代替注水系格納容器スプレイ流量，



2.3.3-7 

サプレッション・プール水位等である。 

ｌ．常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作 

外部電源喪失の確認後，中央制御室からの遠隔操作により常設代替高

圧電源装置から緊急用母線を受電する。 

常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作に必要な計装設備

は，緊急用Ｍ／Ｃ電圧である。 

ｍ．常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電準備操作 

早期の電源回復不能の確認後，中央制御室及び現場にて常設代替高圧

電源装置による非常用母線の受電準備操作を実施する。 

ｎ．常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作 

常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作及び非常用母線の

受電準備操作の完了後，中央制御室からの遠隔操作により常設代替高圧

電源装置から緊急用母線を介して非常用母線を受電する。 

常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作に必要な計装設備

は，Ｍ／Ｃ ２Ｃ及びＭ／Ｃ ２Ｄ電圧である。 

ｏ．残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残留熱除去系（格

納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール

冷却系）による格納容器除熱操作 

常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作の完了後，残留熱

除去系海水系の起動操作を実施する。その後，可搬型代替注水中型ポン

プを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水及び代替格納容

器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却を停止し，残留熱除去

系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残留熱除去系（格納容器スプ

レイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）によ

る格納容器除熱を実施する。 
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残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残留熱除去系（格

納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷

却系）による格納容器除熱操作に必要な計装設備は，原子炉水位（広帯

域），残留熱除去系系統流量等である。 

ｐ．使用済燃料プールの冷却 

代替燃料プール冷却系等を用いて使用済燃料プールへの注水及び冷却

を実施する。 

以降，炉心冷却は残留熱除去系（低圧注水系）を用いた原子炉注水によ

り原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベ

ル８）設定点の間で維持することで継続的に実施し，格納容器除熱は，原

子炉注水の停止期間中に残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残

留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）により実施する。 

2.3.3.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンス

は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，外部電源

喪失を起因事象とし，全ての非常用ディーゼル発電機を喪失することで原

子炉隔離時冷却系を除く注水機能を喪失するとともに，逃がし安全弁の再

閉鎖失敗により蒸気駆動の注水系が動作できない範囲に原子炉圧力が低下

した後は，原子炉隔離時冷却系も停止することで，全ての注水機能が喪失

する「外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰＣＳ失敗」

である。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒表面熱伝達，
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沸騰遷移，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液

分離（水位変化）・対向流，気液熱非平衡及び三次元効果，原子炉圧力容器

における冷却材放出（臨界流・差圧流），沸騰・凝縮・ボイド率変化，気液

分離（水位変化）・対向流及びＥＣＣＳ注水（給水系及び代替注水設備含む）

並びに格納容器における格納容器各領域間の流動，気液界面の熱伝達，構

造材との熱伝達及び内部熱伝導，スプレイ冷却及びサプレッション・プー

ル冷却が重要現象となる。よって，これらの現象を適切に評価することが

可能である長期間熱水力過渡変化解析コードＳＡＦＥＲ及びシビアアクシ

デント総合解析コードＭＡＡＰにより，原子炉圧力，原子炉水位，燃料被

覆管温度，格納容器圧力，格納容器雰囲気温度等の過渡応答を求める。な

お，本有効性評価では，ＳＡＦＥＲコードによる燃料被覆管温度の評価結

果は，ベストフィット曲線の破裂判断基準に対して十分な余裕があること

から，燃料被覆管温度が高温となる領域において，燃料棒やチャンネルボ

ックスの幾何学的配置を考慮した詳細な輻射熱伝達計算を行うことで燃料

被覆管温度をＳＡＦＥＲコードよりも低めに評価するＣＨＡＳＴＥコード

は使用しない。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本

重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目と

なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する主要な解析条件を第 2.3.3－2 表に示す。

また，主要な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の解析条件を

以下に示す。 

ａ．事故条件 
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(a) 起因事象 

起因事象として，送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，

外部電源が喪失するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

全ての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定し，全交流動力

電源を喪失するものとする。同時に，逃がし安全弁 1 弁の開固着が発

生するものとする。 

(c) 外部電源 

起因事象として，外部電源が喪失することを想定している。 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム 

原子炉水位低下を厳しくする観点で，外部電源喪失に伴うタービン

蒸気加減弁急閉信号及び原子炉保護系電源喪失による原子炉スクラム

については保守的に考慮せず，原子炉水位低（レベル３）信号により

原子炉スクラムするものとする。 

(b) 主蒸気隔離弁 

主蒸気隔離弁は，外部電源喪失により制御電源である原子炉保護系

電源が喪失し，閉止するものとする。 

(c) 再循環ポンプ 

再循環ポンプは，外部電源喪失により駆動電源が喪失し，全台停止

するものとする。 

(d) 逃がし安全弁 

逃がし安全弁（安全弁機能）にて原子炉冷却材圧力バウンダリの過

度の圧力上昇を抑制するものとする。また，原子炉減圧には，逃がし



2.3.3-11 

安全弁（自動減圧機能）を開固着の 1 弁と合わせて合計 7 弁使用する

ものとし，容量として，1 弁当たり定格主蒸気流量の約 6％を処理する

ものとする。 

(e) 原子炉隔離時冷却系 

原子炉水位異常低下（レベル２）信号により自動起動し，136.7m３

／h（原子炉圧力 1.04MPa[gage]～7.86MPa[gage]において）の流量で

原子炉へ注水するものとする。原子炉水位が原子炉水位高（レベル８）

設定点まで回復した以降は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）

設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の範囲に維持する。また，

運転 手順 の停 止判 断基 準に 余裕 を考 慮し て， 原子 炉圧 力が

1.04MPa[gage]まで低下した時点で停止するものとする。 

(f) 残留熱除去系（低圧注水系） 

残留熱除去系ポンプ 1 台を使用するものとし，非常用母線の受電が

完了した後に手動起動し，0m３／h～1,676m３／h（0MPa[dif] ※～

1.55MPa[dif]において）の流量で原子炉へ注水するものとする。伝熱

容量は，熱交換器の設計性能に基づき 1 基当たり約 43MW（サプレッシ

ョン・プール水温度 100℃，海水温度 32℃において）とする。なお，

原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レ

ベル８）設定点の間で維持しつつ，原子炉注水の停止期間中に格納容

器スプレイ又はサプレッション・プール冷却を実施するものとする。 

※ MPa[dif]…原子炉圧力容器と水源との差圧（以下同様） 

(g) 低圧代替注水系（可搬型） 

可搬型代替注水中型ポンプ 2 台を使用するものとし，注水流量は，

原子炉注水のみを実施する場合は，機器設計上の最小要求値である最

小流量特性（注水流量：0m３／h～110m３／h，注水圧力：0MPa[dif]～
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1.4MPa[dif]）とし，原子炉注水と格納容器スプレイを同時に実施する

場合は，50m３／h（一定）を用いるものとする。また，原子炉水位が

原子炉水位高（レベル８）設定点まで回復した以降は，原子炉水位を

原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定

点の範囲に維持し，交流動力電源復旧後の事象発生から 24 時間 5 分後

に停止する。 

(h) 代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型） 

低圧代替注水系（可搬型）と同じ可搬型代替注水中型ポンプ 2 台を

使用するものとし，スプレイ流量は，運転手順に基づき 130m３／h（一

定）を用いるものとする。また，格納容器圧力が 217kPa[gage]に到達

した場合に停止し，279kPa[gage]に到達した場合に再開し，交流動力

電源復旧後の事象発生から 24 時間 5 分後に停止する。 

(i) 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）及び残留熱除去系（サプ

レッション・プール冷却系） 

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水を停止している期間

に 1.9×10３m３／h の流量で格納容器へスプレイするものとし，そのう

ち 95％をドライウェルへ，5％をサプレッション・チェンバへ分配す

るものとする。なお，格納容器スプレイ実施中に格納容器圧力が

13.7kPa[gage]に到達した時点でサプレッション・プール冷却運転に切

り替える。 

伝熱容量は，熱交換器の設計性能に基づき 1 基当たり約 43MW（サプ

レッション・プール水温度 100℃，海水温度 32℃において）とする。 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対
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する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 交流動力電源は 24 時間使用できないものとし，事象発生から 24 時

間後に常設代替高圧電源装置により非常用母線への給電を開始す

る。 

(b) 所内常設直流電源設備は，事象発生から 1 時間経過するまでに中央

制御室にて不要な負荷を切り離し，事象発生から 8 時間後に現場に

て不要な負荷の切離しを実施する。 

(c) 逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作（低圧

代替注水系（可搬型）による原子炉注水操作）は，事象発生の 3 時

間後に可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）

の起動準備操作が完了するものとし，原子炉減圧操作に要する時間

を考慮して，事象発生 3 時間 1 分後に実施する。なお，全交流動力

電源喪失時において，直流電源の容量やポンプ室の温度上昇等を考

慮しても，少なくとも事象発生から 8 時間後まではサプレッショ

ン・プールを水源とした原子炉隔離時冷却系による原子炉注水が継

続可能であることを確認している。 

(d) 可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（ 可 搬 型 ） に よ る 格 納 容 器 冷 却 操 作 は ， 格 納 容 器 圧 力 が

279kPa[gage]に到達した場合に実施する。 

(e) 残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残留熱除去系

（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・

プール冷却系）による格納容器除熱操作は，常設代替高圧電源装置

による非常用母線の受電操作の完了後に残留熱除去系の起動操作

に要する時間を考慮して，事象発生から 24 時間 10 分後に実施する。 
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(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内

外水位）※，注水流量，逃がし安全弁からの蒸気流量及び原子炉圧力容器

内の保有水量の推移を第 2.3.3－4 図から第 2.3.3－8 図に，燃料被覆管温

度，燃料被覆管最高温度発生位置における熱伝達係数，燃料被覆管最高温

度発生位置におけるボイド率，平均出力燃料集合体のボイド率，炉心下部

プレナム部のボイド率の推移及び燃料被覆管破裂が発生した時点の燃料被

覆管温度と燃料被覆管の円周方向の応力の関係を第 2.3.3－9 図から第

2.3.3－14 図に，格納容器圧力，格納容器雰囲気温度，サプレッション・

プール水位及びサプレッション・プール水温度の推移を第 2.3.3－15 図か

ら第 2.3.3－18 図に示す。 

※ 炉心冷却の観点ではシュラウド内水位に着目し，運転員操作の観点ではシュ

ラウド外水位に着目するためシュラウド内外水位を合わせて示している。な

お，シュラウド内は炉心部で発生するボイドを含む水位であることから，原

子炉水位が低下する過程ではシュラウド外水位と比較して高めの水位を示す。 

ａ．事象進展 

全交流動力電源喪失後，原子炉スクラム，主蒸気隔離弁の閉止及び再

循環ポンプの停止が発生し，原子炉水位が原子炉水位異常低下（レベル

２）設定点に到達すると，原子炉隔離時冷却系が自動起動し，原子炉へ

の注水が開始されることで，原子炉水位は維持される。 

逃がし安全弁 1 弁が開固着することで，蒸気の流出が継続し，事象発

生の約 79 分後に原子炉圧力が 1.04MPa[gage]まで低下し，原子炉隔離時

冷却系が停止することで原子炉水位は徐々に低下し，燃料有効長頂部を

下回る。 

事象発生の 3 時間後に可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注
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水系（可搬型）の準備が完了した時点で，逃がし安全弁（自動減圧機能）

7 弁の手動操作による原子炉減圧を実施する。逃がし安全弁（自動減圧

機能）開放による蒸気流出によって原子炉水位は低下するが，可搬型代

替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）の原子炉注水が開

始されると，原子炉水位は回復し炉心は再冠水する。 

燃料被覆管最高温度発生位置のボイド率は，逃がし安全弁の開固着に

より蒸気が流出することで炉心が露出し上昇する。その後，原子炉減圧

操作による減圧沸騰に伴い一時的に燃料被覆管最高温度発生位置が再冠

水し，ボイド率は低下する。熱伝達係数は，燃料被覆管最高温度発生位

置が露出し，核沸騰冷却から蒸気冷却に移行することで低下する。原子

炉圧力が低下し，可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可

搬型）による原子炉注水流量が増加することで炉心が再冠水すると，ボ

イド率は低下し，熱伝達係数が上昇することで燃料被覆管温度は低下す

る。平均出力燃料集合体及び炉心下部プレナムのボイド率については，

原子炉水位及び原子炉圧力の変化に伴い増減する。 

事象発生から 24 時間後に常設代替高圧電源装置による非常用母線へ

の交流動力電源供給を開始し，その後中央制御室からの遠隔操作により

残留熱除去系（低圧注水系）を起動し，原子炉注水を開始することで，

その後も炉心の冷却は維持される。 

また，全交流動力電源喪失に伴い崩壊熱除去機能が喪失しているため，

原子炉圧力容器内で発生した蒸気が逃がし安全弁を介して格納容器内に

放出されることで，格納容器圧力及び雰囲気温度は徐々に上昇する。こ

のため，事象発生の約 14 時間後に格納容器圧力が 279kPa[gage]に到達

した時点で，可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（可搬型）による格納容器冷却を開始し，事象発生の 24 時間後に
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交流動力電源が復旧した時点で残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）

又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除

熱を実施することで，格納容器圧力及び雰囲気温度は安定又は低下傾向

となる。 

ｂ．評価項目等 

燃料被覆管温度は，第 2.3.3－9 図に示すとおり，可搬型代替注水中型

ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）の原子炉注水により原子炉水

位が回復するまでの期間は，炉心の露出に伴い上昇し，事象発生の約 212

分後に約 746℃に到達するが，評価項目である 1,200℃を下回る。燃料被

覆管の最高温度は，平均出力燃料集合体で発生している。また，燃料被

覆管の酸化量は，酸化反応が著しくなる前の燃料被覆管厚さの 1％以下

にとどまることから，評価項目である 15％を下回る。 

原子炉圧力は，第 2.3.3－4 図に示すとおり，逃がし安全弁（安全弁機

能）の作動により，約 8.16MPa[gage]以下に維持される。このため，原

子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧力容

器底部圧力との差（0.3MPa 程度）を考慮しても，約 8.46MPa［gage］以

下であり，評価項目である最高使用圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を

下回る。 

格納容器圧力は，第 2.3.3－15 図に示すとおり，全交流動力電源喪失

に伴い崩壊熱除去機能が喪失しているため，原子炉圧力容器内で発生し

た蒸気が格納容器内に放出されることによって，事象発生後に上昇傾向

が継続するが，可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレ

イ冷却系（可搬型）による格納容器冷却並びに残留熱除去系（格納容器

スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）
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による格納容器除熱により低下傾向となる。事象発生の約 14 時間後に最

高値の約 0.28MPa[gage]となるが，格納容器バウンダリにかかる圧力は，

評価項目である最高使用圧力の 2 倍（0.62MPa[gage]）を下回る。格納容

器雰囲気温度は，第 2.3.3－16 図に示すとおり，事象発生の約 14 時間後

に最高値の約 141℃となり，以降は低下傾向となっていることから，格

納容器バウンダリにかかる温度は，評価項目である 200℃を下回る。 

第 2.3.3－5 図に示すように，可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧

代替注水系（可搬型）による原子炉注水を継続することで，炉心の冠水

状態が維持され，炉心冷却が維持される。また，第 2.3.3－15 図及び第

2.3.3－16 図に示すように，事象発生の約 24 時間後に，残留熱除去系に

よる原子炉注水及び格納容器除熱を実施することで，高温停止での安定

状態が確立する。 

（添付資料 2.3.3.1） 

安定状態が確立した以降は，原子炉建屋ガス処理系及び中央制御室換

気系を起動し，また，機能喪失している設備の復旧に努めるとともに，

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）により冷温停止状態とする。 

以上により，本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項

目の設定」に示す(1)から(4)の評価項目について，対策の有効性を確認

した。 

2.3.3.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲としては，運転員等

操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時

間余裕を評価する。 

本重要事故シーケンスでは，全交流動力電源の喪失に加えて，逃がし安全
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弁 1 弁が開固着することに伴い原子炉隔離時冷却系が動作できない範囲まで

原子炉圧力が低下し，原子炉隔離時冷却系が停止することで原子炉水位が低

下するため，直流電源の負荷切離操作を実施すること，可搬型代替注水中型

ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水及び逃がし安全

弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作を実施すること並びに全交

流動力電源喪失に伴い崩壊熱除去機能も喪失し格納容器圧力及び雰囲気温度

が上昇することから，可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプ

レイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作を実施すること及び交流動力

電源の復旧後に残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残留熱

除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プ

ール冷却系）による格納容器除熱操作を実施することが特徴である。よって，

不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象進展に有意な影響を与える

と考えられる操作として，逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子

炉減圧操作（可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水操作），直流電源の負荷切離操作，可搬型代替注水中型ポン

プを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作，

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残留熱除去系（格納容

器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）に

よる格納容器除熱操作とする。 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を実施する重要現象

は，「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すと

おりであり，それらの不確かさの影響評価を以下に示す。 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移及び気液熱非平衡の不確か
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さとして，解析コードは実験結果の燃料被覆管温度に比べて最大 50℃程

度高めに評価することから，解析結果は燃料棒表面の熱伝達係数を小さ

く評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表面での熱伝達は大き

くなることで，燃料被覆管温度は低くなるが，事象初期の原子炉注水は

原子炉隔離時冷却系の自動起動により確保され，燃料被覆管温度を操作

開始の起点とする運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与

える影響はない。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量

及び酸化反応に伴う発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，

燃料被覆管温度を高めに評価する可能性がある。よって，実際の燃料被

覆管温度は低くなるが，事象初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系の

自動起動により確保され，燃料被覆管温度を操作開始の起点とする運転

員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内

部熱伝導並びに気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格

納容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析において区画によって格納容

器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾

向が確認されているが，ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験

体系に起因するものと考えられ，実機体系においては不確かさが小さく

なるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び雰囲気温度の傾向

を適切に再現できていることから，格納容器圧力及び雰囲気温度を操作

開始の起点とする可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプ

レイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作に係る運転員等操作時間

に与える影響は小さい。また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱

伝達及び内部熱伝導の不確かさにおいては，ＣＳＴＦ実験解析により格
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納容器温度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを

確認しており，その差異は小さいことから，格納容器圧力及び雰囲気温

度を操作開始の起点としている可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替

格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作に係る運転

員等操作時間に与える影響は小さい。 

（添付資料 2.3.3.2） 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移及び気液熱非平衡の不確か

さとして，解析コードは実験解析において熱伝達モデルの保守性により

燃料被覆管温度を高めに評価し，有効性評価解析においても燃料被覆管

温度を高めに評価することから，評価項目となるパラメータに対する余

裕は大きくなる。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量

及び酸化反応に伴う発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，

燃料被覆管温度を高く評価することから，評価項目となるパラメータに

対する余裕は大きくなる。 

格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内

部熱伝導並びに気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格

納容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析において区画によって格納容

器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾

向が確認されているが，ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験

体系に起因するものと考えられ，実機体系においては不確かさが小さく

なるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び雰囲気温度の傾向

を適切に再現できていることから，評価項目となるパラメータに与える
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影響は小さい。また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び

内部熱伝導の不確かさにおいては，ＣＳＴＦ実験解析により格納容器雰

囲気温度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを確

認していることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料 2.3.3.2） 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第

2.3.3－2 表に示すとおりであり，これらの条件設定を設計値等の最確条

件とした場合の影響を評価する。解析条件の設定に当たっては，設計値

を用いるか又は評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなるよ

う保守的な設定をしていることから，この中で事象進展に有意な影響を

与える可能性がある項目について，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料棒最大線出力密度は，解析条件で設定した 44.0kW／

m に対して最確条件は約 33kW／m～約 41kW／m であり，最確条件とした

場合は燃料被覆管温度の上昇が緩和されるが，事象初期の原子炉注水

は原子炉隔離時冷却系の自動起動により確保され，燃料被覆管温度を

操作開始の起点とする運転員等操作はないことから，運転員等操作時

間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件で設定した燃焼度

33GWd／t に対して最確条件は 33GWd／t 以下であり，最確条件とした

場合は崩壊熱がおおむね小さくなるため，原子炉からサプレッショ

ン・プールに流出する蒸気量が減少することで，原子炉水位の低下は
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遅くなり，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩和されるが，事象

初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系の自動起動により確保される

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。また，同様に格納

容器圧力及び雰囲気温度並びにサプレッション・プール水位及びサプ

レッション・プール水温度の上昇が遅くなり，これらのパラメータを

操作開始の起点とする運転員等操作の開始時間は遅くなる。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量及びドライウェル雰

囲気温度は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，事象

進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響

は小さい。 

機器条件の低圧代替注水系（可搬型）及び残留熱除去系（低圧注水

系）は，最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位の回

復が早くなり，炉心冠水後の原子炉水位の維持操作の開始が早くなる

が，原子炉減圧から水位回復までの原子炉水位を継続監視している期

間の流量調整操作であることから，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

（添付資料 2.3.3.2） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料棒最大線出力密度は，解析条件で設定した 44.0kW／

m に対して最確条件は約 33kW／m～約 41kW／m であり，最確条件とした

場合は燃料被覆管温度の上昇が緩和されることから，評価項目となる

パラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件で設定した燃焼度

33GWd／t に対して最確条件は 33GWd／t 以下であり，最確条件とした

場合は崩壊熱がおおむね小さくなるため，原子炉からサプレッショ
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ン・プールに流出する蒸気量が減少することで，原子炉水位の低下は

緩和され，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇は緩和される。また，

同様に格納容器圧力及び雰囲気温度並びにサプレッション・プール水

位及びサプレッション・プール水温度の上昇は遅くなることから，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量及びドライウェル雰

囲気温度は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，事象

進展に与える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。 

機器条件の低圧代替注水系（可搬型）及び残留熱除去系（低圧注水

系）は，最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位の回

復が早くなることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大

きくなる。 

（添付資料 2.3.3.2） 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配

置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実

さ」の 6 要因に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響

を評価する。また，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパ

ラメータに与える影響を評価する。評価結果を以下に示す。

(a) 運転員等操作時間に与える影響

操作条件の直流電源の負荷切離操作（中央制御室）は，解析上の操

作開始時間として事象発生から 1 時間経過するまでを設定しており，

直流電源の負荷切離操作（現場）は，解析上の操作開始時間として事
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象発生から 8 時間後を設定している。運転員等操作時間に与える影響

として，認知時間及び移動・操作所要時間は，余裕時間を含めて設定

していることから，実態の操作開始時間は解析上の操作開始時間より

若干早まる可能性があるが，その他の操作と並列して操作を実施する

場合でも，順次実施し所定の時間までに操作を完了できることから影

響はない。 

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧

操作（可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水操作）は，解析上の操作開始時間として事象発生か

ら 3 時間 1 分後を設定している。運転員等操作時間に与える影響とし

て，認知時間及び移動・操作所要時間は，余裕時間を含めて設定して

いることから，実態の操作開始時間は解析上の操作開始時間より若干

早まる可能性があるが，その他の操作と並列して操作を実施する場合

でも，順次実施し所定の時間までに操作を完了できることから影響は

ない。 

操作条件の可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレ

イ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作は，解析上の操作開始時

間として格納容器圧力 279kPa[gage]到達時を設定している。運転員等

操作時間に与える影響として，不確かさ要因により操作開始時間に与

える影響は小さく，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等と

なる。本操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く。）の不確

かさにより，操作開始時間は遅れる可能性があるが，並列して実施す

る場合がある原子炉水位の調整操作とは異なる運転員による対応が可

能であることから，この他の操作に与える影響はない。 

操作条件の残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残
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留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッ

ション・プール冷却系）による格納容器除熱操作は，解析上の操作開

始時間として事象発生から 24 時間 10 分後を設定している。運転員等

操作時間に与える影響として，認知時間及び移動・操作所要時間は，

余裕時間を含めて設定していることから，実態の操作開始時間は解析

上の操作開始時間より若干早まる可能性がある。 

（添付資料 2.3.3.2） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の直流電源の負荷切離操作は，運転員等操作時間に与える

影響として，実態の操作開始時間は解析上の操作開始時間より若干早

まる可能性があるが，解析条件ではないことから，所定の時間までに

実施することで評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧

操作（可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水操作）は，運転員等操作時間に与える影響として，

解析上の注水開始時間は余裕時間を含めて設定されており，実態の操

作開始時間は解析上の操作開始時間より若干早まる可能性があり，こ

の場合には，原子炉注水の開始が早くなることで炉心が露出する時間

が短くなり，燃料被覆管温度の上昇は緩和され，評価項目となるパラ

メータに対する余裕は大きくなる。 

操作条件の可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレ

イ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作は，運転員等操作時間に

与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の操作開始時間より

も遅くなる可能性があるが，この場合でもパラメータが操作実施基準

に到達した時点で開始することで同等の効果が得られ，有効性評価解



2.3.3-26 

析における格納容器圧力の最大値に変わりがないことから，評価項目

となるパラメータに与える影響はない。 

操作条件の残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残

留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッ

ション・プール冷却系）による格納容器除熱操作は，運転員等操作時

間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析上の操作開始時間

よりも早くなる可能性があるが，この場合には，格納容器除熱操作の

開始が早くなることで格納容器圧力及び雰囲気温度の上昇は緩和され，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 2.3.3.2） 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目と

なるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間

余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の直流電源の負荷切離操作（中央制御室）は事象発生から 1 時

間経過するまでに実施し，直流電源の負荷切離操作（現場）は事象発生の

8 時間後に実施するものであり，準備時間が確保できることから，時間余

裕がある。 

第 2.3.3－19 図から第 2.3.3－21 図に示すとおり，操作条件の逃がし安

全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作（可搬型代替注水中型

ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水操作）は，運

転手順に従い原子炉隔離時冷却系の再起動を考慮し，事象発生から 3 時間

56 分（操作開始時間の 55 分の時間遅れ）までに操作を実施する場合，燃

料被覆管の最高温度は約 875℃となり，燃料被覆管の破裂は発生せず，評
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価項目を満足することを感度解析により確認しているため，55 分程度の時

間余裕は確保されている。 

操作条件の可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷

却系（可搬型）による格納容器冷却操作は，事象発生の約 14 時間後に実施

するものであり，低圧代替注水系（可搬型）と同じ可搬型代替注水中型ポ

ンプを使用し，可搬型代替注水中型ポンプの準備完了を事象発生の 3 時間

後と想定しており，準備時間が確保できることから，時間余裕がある。 

操作条件の残留熱除去系による原子炉注水及び格納容器除熱操作は，非

常用母線の受電後に実施するものであり，評価上は事象発生の 24 時間後に

非常用母線の受電が完了する想定としており，準備時間が確保できること

から，時間余裕がある。 

（添付資料 2.3.3.2，2.3.3.3） 

(4) ま と め 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等

操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作

時間余裕を確認した。この結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運

転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラメータ

に対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間

余裕がある。 

2.3.3.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）」の重大事故等



2.3.3-28 

対策に必要な災害対策要員（初動）は，「2.3.3.1（3） 炉心損傷防止対策」

に示すとおり 24 名であり，災害対策要員（初動）の 39 名で対処可能であ

る。 

また，事象発生 2 時間以降に必要な参集要員は 6 名であり，発電所外か

ら 2 時間以内に参集可能な要員の 71 名で対処可能である。 

(2) 必要な資源の評価

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）」において，必

要な水源，燃料及び電源は，「6.1（2） 資源の評価条件」の条件にて評価

を行い，以下のとおりである。 

ａ．水  源 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による

原子炉注水及び代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器

冷却については，7 日間の対応を考慮すると，合計約 2,160m３の水が必

要となる。 

水源として，西側淡水貯水設備に 4,300m３の水を保有していることか

ら，水源が枯渇することはなく，7 日間の対応が可能である。 

原子炉隔離時冷却系及び残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注

水については，サプレッション・プールを水源とすることから，水源が

枯渇することはなく，7 日間の対応が可能である。 

（添付資料 2.3.3.4） 

ｂ．燃  料 

常設代替交流電源設備による電源供給について，事象発生直後から 7

日間の常設代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 5 台）の運転を想
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定すると，約 352.8kL の軽油が必要となる。軽油貯蔵タンクには約 800kL

の軽油を保有していることから，常設代替交流電源設備（常設代替高圧

電源装置 5 台）による 7 日間の電源供給の継続が可能である。 

可搬型代替注水中型ポンプ（2 台）を用いた低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水等について，事象発生直後から 7 日間の可搬型代替注

水中型ポンプ（2 台）の運転を想定すると，約 12.0kL の軽油が必要とな

る。可搬型設備用軽油タンクには約 210kL の軽油を保有していることか

ら，可搬型代替注水中型ポンプ（2 台）を用いた低圧代替注水系（可搬

型）による 7 日間の原子炉注水等の継続が可能である。 

（添付資料 2.3.3.5） 

ｃ．電  源 

重大事故等対策時に必要な負荷は約 4,497kW であるが，常設代替交流

電源設備（常設代替高圧電源装置 5 台）の連続定格容量は 5,520kW であ

ることから，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

また，蓄電池の容量については，交流動力電源が復旧しない場合を想

定しても，不要な負荷の切離しを行うことにより，事象発生後 24 時間の

直流電源の供給が可能である。 

（添付資料 2.3.3.6） 

2.3.3.5 結  論 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）」では，原子炉の

出力運転中に全交流動力電源喪失が発生し電動の原子炉注水機能が喪失する

とともに，逃がし安全弁再閉鎖失敗が重畳し原子炉隔離時冷却系が動作でき
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ない範囲に原子炉圧力が低下することに伴い原子炉隔離時冷却系も停止し原

子炉注水機能が喪失することで，原子炉水位の低下が継続し，炉心損傷に至

ることが特徴である。事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢ

Ｐ）」に対する炉心損傷防止対策としては，初期の対策として所内常設直流電

源設備，原子炉隔離時冷却系，逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作に

よる原子炉減圧及び可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可

搬型）による原子炉注水手段を整備し，安定状態に向けた対策として，常設

代替高圧電源装置からの給電後の残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉

注水手段を整備する。また，格納容器の健全性を維持するため，安定状態に

向けた対策として可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（可搬型）による格納容器冷却手段及び常設代替高圧電源装置からの

給電後の残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）及び残留熱除去系（サプ

レッション・プール冷却系）による格納容器除熱手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）」の重要事故シー

ケンス「外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰＣＳ失敗」

について有効性評価を行った。 

上記の場合においても，所内常設直流電源設備，原子炉隔離時冷却系，逃

がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧及び可搬型代替注

水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水を継続し，

可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）

による格納容器冷却及び常設代替高圧電源装置からの給電後の残留熱除去系

（低圧注水系）による原子炉注水並びに残留熱除去系（格納容器スプレイ冷

却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器

除熱を実施することで，炉心の著しい損傷を防止することができる。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにか
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かる圧力並びに格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満

足している。また，安定状態を維持することができる。 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響について確認した結果，運転員

等操作時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕につい

て確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，災害対策要員にて確保可能である。ま

た，必要な水源，燃料及び電源については，7 日間以上の供給が可能である。 

以上のことから，事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）」

において，所内常設直流電源設備，原子炉隔離時冷却系，逃がし安全弁（自

動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧及び可搬型代替注水中型ポンプを

用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水，可搬型代替注水中型ポ

ンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却並

びに常設代替高圧電源装置からの給電後の残留熱除去系（低圧注水系）によ

る原子炉注水並びに残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除

去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除熱の炉心損傷防止

対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効であることが確認でき，

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）」に対して有効であ

る。 
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第 2.3.3－1 表 全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）時における重大事故等対策について（1／5） 

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

原子炉スクラム，全交流動力電

源喪失及び逃がし安全弁開固

着の確認 

・外部電源が喪失するとともに，非常用ディ

ーゼル発電機等が全て機能喪失すること

で，全交流動力電源喪失となり，原子炉が

スクラムしたことを確認する。 

・主蒸気隔離弁が閉止し，原子炉圧力が逃が

し安全弁の設定点以下まで低下することに

より異常を検知し，逃がし安全弁の開固着

を確認する。 

・再循環ポンプが停止したことを確認する。 

所内常設直流電源

設備 

主蒸気隔離弁＊

逃がし安全弁（安

全弁機能）＊

－ 平均出力領域計装＊

起動領域計装＊

原子炉圧力＊

原子炉圧力（ＳＡ） 

Ｍ／Ｃ ２Ｃ電圧＊

Ｍ／Ｃ ２Ｄ電圧＊

緊急用Ｍ／Ｃ電圧 

原子炉隔離時冷却系の自動起

動の確認 

・原子炉水位が，原子炉水位異常低下（レベ

ル２）設定点に到達した時点で原子炉隔離

時冷却系が自動起動したことを確認する。 

原子炉隔離時冷却

系＊

サプレッション・

プール＊

所内常設直流電源

設備 

－ 原子炉水位（広帯域）＊

原子炉水位（燃料域）＊

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

原子炉水位（ＳＡ燃料域） 

原子炉隔離時冷却系系統流量
＊

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの
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第 2.3.3－1 表 全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）時における重大事故等対策について（2／5） 

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

原子炉水位の調整操作（原子炉

隔離時冷却系） 

・原子炉隔離時冷却系の起動により原子炉注

水が開始され，原子炉水位が回復したこと

を確認する。 

・原子炉水位回復後は，原子炉水位を原子炉

水位低（レベル３）設定点から原子炉水位

高（レベル８）設定点の間に維持する。 

・原子炉隔離時冷却系による原子炉注水は，

逃がし安全弁の開固着によって，原子炉隔

離時冷却系が動作できない範囲に原子炉圧

力が低下するまでの間継続する。 

・原子炉隔離時冷却系の停止後は，逃がし安

全弁の開固着により原子炉水位が徐々に低

下し，燃料有効長頂部に到達したことを確

認した場合は，炉心損傷がないことを継続

的に確認する。 

原子炉隔離時冷却

系＊

サプレッション・

プール＊

所内常設直流電源

設備 

－ 原子炉水位（広帯域）＊

原子炉水位（燃料域）＊

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

原子炉水位（ＳＡ燃料域） 

原子炉隔離時冷却系系統流量
＊

原子炉圧力＊

原子炉圧力（ＳＡ） 

格納容器雰囲気放射線モニタ

（Ｄ／Ｗ）＊

格納容器雰囲気放射線モニタ

（Ｓ／Ｃ）＊

早期の電源回復不能の確認 ・全交流動力電源喪失の確認後，中央制御室

からの遠隔操作により外部電源の受電及び

非常用ディーゼル発電機等の起動を試みる

が，失敗したことを確認し，早期の電源回

復不能を確認する。 

－ － － 

電源確保操作対応 ・非常用ディーゼル発電機等の回復操作を実

施する。 

・外部電源の回復操作を実施する。 

－ － － 

：有効性評価上考慮しない操作 

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの
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第 2.3.3－1 表 全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）時における重大事故等対策について（3／5）

操作及び確認 手 順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

可搬型代替注水中型ポンプを

用いた低圧代替注水系（可搬

型）の起動準備操作 

・全交流動力電源喪失に伴う低圧注水機能喪

失の確認後，可搬型代替注水中型ポンプを

用いた低圧代替注水系（可搬型）による原

子炉注水準備を開始する。

・逃がし安全弁の開固着により原子炉圧力が

低下していることから，原子炉圧力が低圧

代替注水系（可搬型）の吐出圧力を下回っ

た場合は，原子炉注水が開始される。

西側淡水貯水設備 可搬型代替注

水中型ポンプ

原子炉圧力＊

原子炉圧力（ＳＡ） 

逃がし安全弁（自動減圧機能）

の手動による原子炉減圧操作 

・可搬型代替注水ポンプを用いた低圧代替注

水系（可搬型）の起動準備操作の完了後，

逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁の手動開

放により，原子炉減圧を実施する。

逃がし安全弁（自

動減圧機能）＊

非常用窒素供給系

高圧窒素ボンベ＊

所内常設直流電源

設備 

－ 原子炉圧力＊

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉水位の調整操作（低圧代

替注水系（可搬型）） 

・可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代

替注水系（可搬型）の原子炉注水により，

原子炉水位が回復したことを確認する。

・原子炉水位回復後は，原子炉水位を原子炉

水位低（レベル３）設定点から原子炉水位

高（レベル８）設定点の間に維持する。

西側淡水貯水設備 可搬型代替注

水中型ポンプ

原子炉水位（広帯域）＊

原子炉水位（燃料域）＊

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

原子炉水位（ＳＡ燃料域） 

低圧代替注水系原子炉注水流

量 

原子炉圧力＊

原子炉圧力（ＳＡ） 

タンクローリによる燃料給油

操作

・タンクローリにより可搬型設備用軽油タン

クから可搬型代替注水中型ポンプへの燃料

給油を実施する。

可搬型設備用軽油

タンク

タンクローリ － 

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの
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第 2.3.3－1 表 全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）時における重大事故等対策について（4／5）

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

直流電源の負荷切離操作 ・早期の電源回復不能の確認後，中央制御室

及び現場配電盤にて所内常設直流電源設備

の不要な負荷の切離しを実施する。 

所内常設直流電源

設備 

－ － 

可搬型代替注水中型ポンプを

用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（可搬型）による格納容

器冷却操作 

・格納容器圧力が 279kPa[gage]又はドライウ

ェル雰囲気温度がドライウェル設計温度で

ある 171℃に近接したことを確認する。 

・可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格

納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格

納容器冷却操作を実施する。

西側淡水貯水設備 可搬型代替注

水中型ポンプ

ドライウェル圧力＊

ドライウェル雰囲気温度＊

サプレッション・チェンバ圧

力＊

低圧代替注水系格納容器スプ

レイ流量 

サプレッション・プール水位＊

常設代替高圧電源装置による

緊急用母線の受電操作 

・外部電源喪失の確認後，常設代替高圧電源

装置から緊急用母線を受電する。 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ 緊急用Ｍ／Ｃ電圧 

常設代替高圧電源装置による

非常用母線の受電準備操作 

・早期の電源回復不能の確認後，常設代替高

圧電源装置による非常用母線の受電準備操

作を実施する。 

－ － － 

常設代替高圧電源装置による

非常用母線の受電操作 

・常設代替高圧電源装置による緊急用母線受

電操作及び非常用母線の受電準備操作の完

了後，非常用母線２Ｃ及び２Ｄを受電する。

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ Ｍ／Ｃ ２Ｃ電圧＊

Ｍ／Ｃ ２Ｄ電圧＊

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの
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第 2.3.3－1 表 全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）時における重大事故等対策について（5／5）

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

残留熱除去系（低圧注水系）に

よる原子炉注水並びに残留熱

除去系（格納容器スプレイ冷却

系）又は残留熱除去系（サプレ

ッション・プール冷却系）によ

る格納容器除熱操作 

・非常用母線の受電後，残留熱除去系海水系

の起動操作を実施する。 

・可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代

替注水系（可搬型）による原子炉注水及び

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）に

よる格納容器冷却を停止する。 

・残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉

注水並びに残留熱除去系（格納容器スプレ

イ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッシ

ョン・プール冷却系）による格納容器除熱

操作を実施する。 

残留熱除去系（低

圧注水系）＊

サプレッション・

プール＊

残留熱除去系（格

納容器スプレイ冷

却系）＊ 

残留熱除去系（サ

プレッション・プ

ール冷却系）＊

残留熱除去系海水

系＊

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ 原子炉水位（広帯域）＊

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

残留熱除去系系統流量＊

残留熱除去系海水系系統流量
＊

低圧代替注水系原子炉注水流

量 

サプレッション・チェンバ圧

力＊

ドライウェル圧力＊

サプレッション・プール水温

度＊

使用済燃料プールの冷却操作 ・代替燃料プール冷却系等を用いて使用済燃

料プールへの注水及び冷却を実施する。 

－ － － 

：有効性評価上考慮しない操作， 

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの
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第 2.3.3－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失（ＴＢＰ））（1／7） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード 
原子炉側：ＳＡＦＥＲ 

格納容器側：ＭＡＡＰ 
本重要事故シーケンスの重要現象を評価できる解析コード 

初
期
条
件

原子炉熱出力 3,293MW 定格熱出力を設定 

原子炉圧力 

（圧力容器ドーム部） 
6.93MPa[gage] 定格圧力を設定 

原子炉水位 
通常運転水位（セパレータスカ

ート下端から＋126cm） 
通常運転水位を設定 

炉心流量 48,300t／h 定格流量を設定 

炉心入口温度 約 278℃ 熱平衡計算による値 

炉心入口サブクール度 約 9℃ 熱平衡計算による値 

燃  料 ９×９燃料（Ａ型） 

９×９燃料（Ａ型）と９×９燃料（Ｂ型）は，熱水力的な特性はほぼ同等で

あり，その他の核的特性等の違いは燃料棒最大線出力密度の保守性に包含さ

れることから，代表的に９×９燃料（Ａ型）を設定 

燃料棒最大線出力密度 44.0kW／m 
初期の燃料棒線出力密度が大きい方が燃料被覆管温度の観点で厳しい設定

となるため，保安規定の運転上の制限における上限値を設定 

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI／ANS-5.1-1979 

（燃焼度 33GWd／t） 

崩壊熱が大きい方が原子炉水位低下及び格納容器圧力上昇の観点で厳しい

設定となるため，崩壊熱が大きくなる燃焼度の高い条件として，1 サイクル

の運転期間（13 ヶ月）に調整運転期間（約 1 ヶ月）を考慮した運転期間に

対応する燃焼度を設定 

格納容器圧力 5kPa[gage] 
格納容器圧力の観点で厳しい高めの設定として，通常運転時の圧力を包含す

る値を設定 

格納容器雰囲気温度 57℃ ドライウェル内ガス冷却装置の設計温度を設定 
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第 2.3.3－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失（ＴＢＰ））（2／7） 

項 目 主要解析条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件

格納容器体積 

（ドライウェル）
5,700m３ 設計値を設定 

格納容器体積 

（ウェットウェル）

空間部：4,100m３

気相部：3,300m３

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる少なめの水量とし

て，保安規定の運転上の制限における下限値を設定

サプレッション・プール水位
6.983ｍ 

（通常水位－4.7cm） 

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる低めの水位として，

保安規定の運転上の制限における下限値を設定

サプレッション・プール水温

度
32℃ 

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる高めの水温として，

保安規定の運転上の制限における上限値を設定

ベント管真空破壊装置 

作動差圧 

3.45kPa（ドライウェル－サプレ

ッション・チェンバ間差圧） 
設計値を設定 

外部水源の水温 35℃ 
格納容器スプレイによる圧力抑制効果の観点で厳しい高めの水温として，年

間の気象条件変化を包含する高めの水温を設定 

事
故
条
件

起因事象 外部電源喪失 送電系統又は所内主発電設備の故障等による外部電源喪失を設定 

安全機能の喪失に対する仮定

非常用ディーゼル発電機等の機

能喪失 

逃がし安全弁 1 弁開固着 

本重要事故シーケンスの前提条件として非常用ディーゼル発電機等の機能

喪失と同時に逃がし安全弁 1 弁の開固着を設定 

なお，交流動力電源は 24 時間使用できないことを想定し，この期間は交流

動力電源の復旧及び代替交流動力電源には期待しない 

外部電源 外部電源なし 起因事象として，外部電源が喪失することを想定 
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第 2.3.3－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失（ＴＢＰ））（3／7） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器

条
件

原子炉スクラム 
原子炉水位低（レベル３）信号 

（遅れ時間：1.05 秒） 

原子炉水位低下を厳しくする観点で，外部電源喪失に伴うタ

ービン蒸気加減弁急閉及び原子炉保護系電源喪失による原

子炉スクラムについては保守的に考慮せず，原子炉水位低

（レベル３）による原子炉スクラムを設定 

主蒸気隔離弁 事象発生と同時に閉止 

外部電源喪失により制御電源である原子炉保護系電源が喪

失し閉止することから，事象発生と同時の主蒸気隔離弁閉を

設定 

再循環ポンプ 事象発生と同時に停止 
外部電源喪失により駆動電源が喪失し全台停止することか

ら，事象発生と同時の再循環ポンプ停止を設定 
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第 2.3.3－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失（ＴＢＰ））（4／7） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

逃がし安全弁 

（原子炉圧力制御時） 

安全弁機能 

7.79MPa［gage］×2 個，385.2t／h／個 

8.10MPa［gage］×4 個，400.5t／h／個 

8.17MPa［gage］×4 個，403.9t／h／個 

8.24MPa［gage］×4 個，407.2t／h／個 

8.31MPa［gage］×4 個，410.6t／h／個 

設計値を設定 

なお，安全弁機能は逃がし弁機能に比べて原子炉圧力が高め

に維持され，原子炉減圧操作時に原子炉圧力が所定の圧力に

到達するまでの時間が遅くなるため，事象発生初期において

高圧注水機能が喪失し低圧注水機能を用いて原子炉注水操

作を実施する事故シーケンスにおいては，評価項目に対して

厳しい条件となる 

（原子炉手動減圧操作時） 

逃がし安全弁（自動減圧機能）6 弁を開放するこ

とによる原子炉減圧（再閉鎖失敗の 1 弁と合わせ

て 7 弁で原子炉減圧） 

＜原子炉圧力と逃がし安全弁蒸気流量の関係＞ 

逃がし安全弁の設計値に基づく原子炉圧力と蒸気流量の関

係から設定 
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第 2.3.3－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失（ＴＢＰ））（

項 目 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

原子炉隔離時冷却系 

原子炉水位異常低下（レベル２）信号にて自動起

動 

原子炉水位が原子炉水位高（レベル８）設定点ま

で回復した以降は原子炉水位を原子炉水位低（レ

ベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設

定点の範囲に維持

運転手順の停止判断基準に余裕を考慮して，原子

炉圧力が 1.04MPa[gage]

止 

・注水特性：136.7

・注水圧力：1.04

残留熱除去系（低圧注水系）

原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点か

ら原子炉水位高（レベル８）設定点の範囲に維持

し，原子炉注水停止中に格納容器

最小流量特性 

注水流量：0m３／

注水圧力：0MPa[dif]

伝熱容量：約 43MW

（サプレッション・プール水温度

度 32℃において）

主要解析条件（全交流動力電源喪失（ＴＢＰ））（5／7） 

主要解析条件 条件設定の考え方

原子炉水位異常低下（レベル２）信号にて自動起

原子炉水位が原子炉水位高（レベル８）設定点ま

で回復した以降は原子炉水位を原子炉水位低（レ

ベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設

定点の範囲に維持

運転手順の停止判断基準に余裕を考慮して，原子

1.04MPa[gage]まで低下した時点で停

.7m３／h 

1.04MPa[gage]～7.86MPa[gage] 

設計値を設定 

原子炉隔離時冷却系は，タービン回転数制御により原子炉圧

力によらず一定の流量にて注水する設計となっている

原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点か

ら原子炉水位高（レベル８）設定点の範囲に維持

し，原子炉注水停止中に格納容器除熱を実施 

／h～1,676m３／h 

MPa[dif]～1.55MPa[dif] 

炉心冷却性の観点で厳しい設定として，設計基準事故の解析

で用いる最小流量特性を設定 

43MW

（サプレッション・プール水温度 100℃，海水温

℃において）

熱交換器の設計性能に基づき，残留熱除去系の除熱性能を厳

しくする観点で，過去の実績を包含する高めの海水温度を設

定 

流量（m３/h） 

原
子

炉
圧

力
（

M
P
a
[
g
a
g
e
]
）

条件設定の考え方

原子炉隔離時冷却系は，タービン回転数制御により原子炉圧

力によらず一定の流量にて注水する設計となっている

炉心冷却性の観点で厳しい設定として，設計基準事故の解析

熱交換器の設計性能に基づき，残留熱除去系の除熱性能を厳

しくする観点で，過去の実績を包含する高めの海水温度を設
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第 2.3.3－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失（ＴＢＰ））（6／7） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

低圧代替注水系（可搬型） 

原子炉水位が原子炉水位高（レベル８）設定点ま

で回復した以降は原子炉水位を原子炉水位低（レ

ベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設

定点の範囲に維持し，交流動力電源復旧後の事象

発生から 24 時間 5 分後に停止 

（原子炉注水単独時） 

最小流量特性 

・注水流量：0m３／h～110m３／h 

・注水圧力：0MPa[dif]～1.4MPa[dif] 

炉心冷却性の観点で厳しい設定として，機器設計上の最低要

求値である最小流量特性を設定 

（原子炉注水と格納容器スプレイ併用時） 

・注水流量：50m３／h（一定） 

設計に基づき，併用時の注入先圧力及び系統圧損を考慮して

も確保可能な流量を設定 

代替格納容器スプレイ冷却系

（可搬型） 

格納容器圧力が 217kPa[gage]に到達した場合は

停止し，279kPa[gage]に到達した場合に再開し，

交流動力電源復旧後の事象発生から 24 時間 5 分

後に停止 

スプレイ流量：130m３／h（一定） 

格納容器圧力及び雰囲気温度の上昇を抑制可能な流量とし

て，運転手順に基づき設定 

残留熱除去系（格納容器スプ

レイ冷却系）及び残留熱除去

系（サプレッション・プール

冷却系） 

格納容器スプレイ実施中に格納容器圧力が

13.7kPa[gage]に到達した時点でサプレッショ

ン・プール冷却運転に切替え 

スプレイ流量：1.9×10３m３／h 

（95％：ドライウェル，5％：サプレッション・

チェンバ） 

設計値を設定 

伝熱容量：約 43MW 

（サプレッション・プール水温度 100℃，海水温

度 32℃において） 

熱交換器の設計性能に基づき，残留熱除去系の除熱性能を厳

しくする観点で，過去の実績を包含する高めの海水温度を設

定 

0

0.5

1

1.5

0 20 40 60 80 100 120

原
子
炉
圧
力
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［
di
f ］
)
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第 2.3.3－2 表 主要解析条件（全交流動力電源喪失（ＴＢＰ））（7／7） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件

常設代替高圧電源装置による

非常用母線の受電操作 
事象発生から 24 時間後 本事故シーケンスの前提条件として設定 

所内常設直流電源設備の不要

な負荷の切離操作 

事象発生から 1 時間まで（中央制御室） 

事象発生から 8 時間後（現場） 
本事故シーケンスの前提条件として設定 

逃がし安全弁（自動減圧機能）

の手動による原子炉減圧操作

（可搬型代替注水中型ポンプ

を用いた低圧代替注水系（可

搬型）による原子炉注水操作）

事象発生から 3 時間 1 分後 

状況判断，可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水

系（可搬型）の起動準備操作及び逃がし安全弁（自動減圧機

能）の手動による原子炉減圧操作に要する時間を考慮して設

定 

可搬型代替注水中型ポンプを

用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（可搬型）による格納

容器冷却操作 

格納容器圧力 

279kPa[gage]到達時 

運転手順に基づき格納容器ベント実施基準である格納容器

最高使用圧力（310kPa[gage]）に対する余裕を考慮して設定

残留熱除去系（低圧注水系）

による原子炉注水並びに残留

熱除去系（格納容器スプレイ

冷却系）又は残留熱除去系（サ

プレッション・プール冷却系）

による格納容器除熱操作 

事象発生から 24 時間 10 分後 
常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作の完了

後，残留熱除去系の起動操作に要する時間を考慮して設定 
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第 2.3.3－1 図 全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）時の重大事故等対策の概略系統図（1／3） 

（原子炉隔離時冷却系による原子炉注水段階） 

タービンへ

逃がし安全弁 

（安全弁機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ
原子炉隔離時冷却系ポンプ

※3

←

←

← →

→

→

↑↑

ドライウェル 

復水貯蔵タンク
代替淡水貯槽 

サプレッション

・プール

サプレッション・

チェンバ
※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

常設高圧代替注水系ポンプ

←

※1

※2

→

→

→

→

海 

※1 海へ ※2海へ

↑

Ｇ

タンクローリ

可搬型設備用軽油タンク

Ｇ

常設代替高圧電源装置 

（事象発生 24 時間は考慮せず）

凡 例 

：安全機能の喪失を仮定する設備 

：従属的に使用不能となる設備 

：評価上考慮しない設備 

①：非常用ディーゼル発電機等の機能喪失に伴い，従属的に使用不能

②：常設代替高圧電源装置は事象発生 24 時間考慮しないため，従属的に使用不能

①②

①②

①②

①②

② 

①②

①②

① 

② 

所内常設直流電源設備

常設代替直流電源設備

①②

①②

逃がし安全弁

1 弁開固着 

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ｂ) 

↑

残留熱除去系ポンプ(Ｃ)

残留熱除去系

ポンプ(Ｂ) 

残留熱除去系

ポンプ(Ａ) 

残留熱除去系 

海水ポンプ 

(Ｂ)，(Ｄ) 

残留熱除去系 

海水ポンプ(Ａ)，(Ｃ)

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ａ) 

② 

②

→

→

緊急用海水 

ポンプ（Ａ），（Ｂ）

※1

※2

②

②

西側淡水貯水設備

可搬型代替注水

中型ポンプ 

高所東側

接続口

高所西側

接続口

常設低圧代替注水系 

ポンプ(Ａ)，(Ｂ) 

原子炉建屋 

東側接続口 

原子炉建屋 

西側接続口 

２Ｃ非常用ディーゼル発電機，２Ｄ非常用

ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機 
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第 2.3.3－1 図 全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）時の重大事故等対策の概略系統図（2／3） 

（可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水及び 

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却段階）  

タービンへ 

逃がし安全弁 

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ
原子炉隔離時冷却系ポンプ

※3

←

←

← →

→

→

↑↑

ドライウェル 

復水貯蔵タンク
代替淡水貯槽 

サプレッション 

・プール 

サプレッション・ 

チェンバ 
※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

※1

※2 

→

→

→

→

海 

※1 海へ ※2海へ

↑

Ｇ

常設高圧代替注水系ポンプ

←

タンクローリ

可搬型設備用軽油タンク

常設代替高圧電源装置 

（事象発生 24 時間は考慮せず）

Ｇ

凡 例 

：安全機能の喪失を仮定する設備 

：従属的に使用不能となる設備 

：評価上考慮しない設備 

①：非常用ディーゼル発電機等の機能喪失に伴い，従属的に使用不能 

②：常設代替高圧電源装置は事象発生 24 時間考慮しないため，従属的に使用不能 

③：逃がし安全弁の開固着に伴う原子炉圧力の低下により従属的に使用不能 

①② 

①②

①② 

①② 

② 

①②

①② 

① 

② 

所内常設直流電源設備

常設代替直流電源設備

①②

①②

逃がし安全弁

1 弁開固着 

③ 

③ 

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ｂ) 

↑

残留熱除去系ポンプ(Ｃ)

残留熱除去系

ポンプ(Ｂ) 

残留熱除去系

ポンプ(Ａ) 

残留熱除去系 

海水ポンプ(Ａ)，(Ｃ)

残留熱除去系 

海水ポンプ 

(Ｂ)，(Ｄ) 

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ａ) 

西側淡水貯水設備

② 

②

→

→

緊急用海水 

ポンプ（Ａ），（Ｂ）

※1

※2

②

②

可搬型代替注水中型ポンプ※

※ 2 台使用

高所西側

接続口

常設低圧代替注水系 

ポンプ(Ａ)，(Ｂ) 

原子炉建屋 

東側接続口 

原子炉建屋 

西側接続口 
高所東側

接続口

２Ｃ非常用ディーゼル発電機，２Ｄ非常用

ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機 
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第 2.3.3－1 図 全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）時の重大事故等対策の概略系統図（3／3） 

（残留熱除去系による原子炉注水及び格納容器除熱段階） 

タービンへ 

逃がし安全弁 

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ
原子炉隔離時冷却系ポンプ

※3

←

←

← →

→

→

↑↑

ドライウェル 

復水貯蔵タンク
代替淡水貯槽 

サプレッション 

・プール 

サプレッション・ 

チェンバ 
※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

可搬型設備用軽油タンク

※1

※2 

→

→

→

→

海 

※1 海へ ※2海へ

↑

常設代替高圧電源装置 

Ｇ

Ｇ

常設高圧代替注水系ポンプ

←

タンクローリ

①：非常用ディーゼル発電機等の機能喪失に伴い，従属的に使用不能 

① 

凡 例 

：安全機能の喪失を仮定する設備 

：従属的に使用不能となる設備 

：評価上考慮しない設備 

所内常設直流電源設備

常設代替直流電源設備

逃がし安全弁

1 弁開固着 

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ｂ) 

↑

残留熱除去系ポンプ(Ｃ)

残留熱除去系

ポンプ(Ｂ) 

残留熱除去系

ポンプ(Ａ) 

残留熱除去系 

海水ポンプ(Ａ)，(Ｃ)

残留熱除去系 

海水ポンプ 

(Ｂ)，(Ｄ) 

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ａ) 

西側淡水貯水設備

→

→

緊急用海水 

ポンプ（Ａ），（Ｂ）

可搬型代替注水中型ポンプ※

※ 2 台使用

※1

※2

高所西側

接続口
常設低圧代替注水系 

ポンプ(Ａ)，(Ｂ) 

原子炉建屋 

東側接続口 

原子炉建屋 

西側接続口 
高所東側

接続口

２Ｃ非常用ディーゼル発電機，２Ｄ非常用

ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機 
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第 2.3.3－2 図 全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）の対応手順の概要 

全交流動力電源喪失 

逃がし安全弁の開固着 

原子炉スクラム※１及び 

全交流動力電源喪失の確認 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の

手動による原子炉減圧操作※８

常設代替高圧電源装置による 

非常用母線の受電操作 

原子炉水位異常低下 

（レベル２）設定点到達 

原子炉隔離時冷却系の 

自動起動の確認※２

（約 185 秒）

残留熱除去系（低圧注水系）によ

る原子炉注水並びに残留熱除去

系（格納容器スプレイ冷却系）又

は残留熱除去系（サプレッショ

ン・プール冷却系）による格納容

器除熱操作※１３

（約 14 時間）

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水を継続する

ことで，原子炉水位を維持し，残留熱除去系（格納容器ス

プレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プー

ル冷却系）による格納容器除熱操作を継続する。また，原

子炉建屋ガス処理系及び中央制御室換気系を起動し，機能

喪失している設備の復旧に努めるとともに，残留熱除去系

（原子炉停止時冷却系）に切り替え，冷温停止状態とする。

（解析上の時刻）

（0 秒）

原子炉水位不明

でないことの確認※１０

水位不明ではない 原子炉満水操作※１１

電源確保操作対応 

水位不明

早期の電源回復不能の確認※５

格納容器圧力 

279kPa[gage]到達 

原子炉水位の調整操作 

（低圧代替注水系（可搬型））※１２

主蒸気隔離弁閉止及び 

逃がし安全弁（安全弁機能）に

よる原子炉圧力制御の確認※２

タンクローリによる

燃料給油操作 

【有効性評価の対象としていないが他に取り得る手段】 

Ⅰ 

高圧代替注水系による原子炉注水も可能である。 

Ⅱ 

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難であるが，プラント状況によっては，事故対応に有効な設備とな

る可搬型代替注水大型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）及び消火系（ディーゼル駆動）による原子炉注水も実施可能である。 

Ⅲ 

電源容量により使用できる設備が限られるが，常設代替交流電源設備が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備により受電する。 

Ⅳ 

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難であるが，プラント状況によっては，事故対応に有効な設備とな

る代替注水大型ポンプを用いた格納容器スプレイ冷却系（可搬型）及び消火系（ディーゼル駆動）による格納容器冷却操作も実施可能である。 

Ⅴ 

緊急用海水系及び代替残留熱除去系海水系を用いた残留熱除去系の使用も可能である。 

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難であるが，プラント状況によっては，事故対応に有効な設備とな

る代替残留熱除去系海水系を用いた残留熱除去系の使用も可能である。 

Ⅵ 

代替循環冷却系による格納容器除熱操作，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）及び可搬型代替注水中型ポンプを用いた代

替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器スプレイも実施可能である。 

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難であるが，プラント状況によっては，事故対応に有効な設備とな

る代替注水大型ポンプを用いた格納容器スプレイ冷却系（可搬型），消火系及び補給水系による格納容器冷却操作も実施可能である。 

また，格納容器冷却等ができない場合，ドライウェル内ガス冷却装置により格納容器圧力等の上昇の緩和も可能である。 

原子炉水位の調整操作 

（原子炉隔離時冷却系）※４

可搬型代替注水中型ポンプを用

いた低圧代替注水系（可搬型）の

起動準備操作※６

（約 3 時間）

（24 時間）

直流電源の負荷切離

操作（現場） 

（8 時間）

可搬型代替注水中型ポンプを 

用いた代替格納容器スプレイ 

冷却系（可搬型）による格納容器

冷却操作 

Ⅱ

再循環ポンプ停止の確認※２

直流電源の負荷切離

操作（中央制御室）

（1 時間）

可搬型代替交流電源設

備による受電操作 

Ⅲ

使用済燃料プール

の冷却 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水

系（可搬型）以外による原子炉注水操作 

・可搬型代替注水大型ポンプを用いた低圧代替注

水系（可搬型）による原子炉注水操作 

・消火系による原子炉注水操作 

原子炉水位が燃料有効長頂部に到達※７ 

原子炉水位が燃料有効長頂部以上に 

回復

可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却

系（可搬型）以外による格納容器冷却操作 

・可搬型代替注水大型ポンプを用いた格納容器スプレイ冷却系

（可搬型）による格納容器冷却操作 

・消火系による格納容器冷却操作 

Ⅳ

炉心損傷なしの継続確認※９

炉心損傷が確認された場合は，炉

心損傷後の対応手順に移行する 

代替循環冷却系による格納容器除熱操作，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容

器スプレイ冷却系（常設）及び可搬型代替注水中型ポンプ又は可搬型代替注水大型ポンプ

を用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作並びにドライウ

ェル内ガス冷却装置による格納容器除熱操作 

Ⅵ

緊急用海水系又は代替残留熱除去系海水系を用いた残留熱除去系（低圧注水系）

による原子炉注水並びに残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除

去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除熱操作 
Ⅴ

（約 79 分）

逃がし安全弁開固着の確認※３

常設代替高圧電源装置による 

緊急用母線の受電操作 

常設代替高圧電源装置による 

非常用母線の受電準備操作 

原子炉圧力1.04MPa[gage] 

原子炉隔離時冷却系注水停止 

凡 例 

：操作・確認（運転員） 

：プラント状態（解析） 

：判断 

：解析上考慮しない操作 

：重大事故等対応要員（現場）の作業 

：運転員と重大事故等対応要員（現場） 

の共同作業 

原子炉隔離時冷却系以外による原子

炉注水操作 

・高圧代替注水系による原子炉注水

操作 Ⅰ

※４ 原子炉隔離時冷却系により，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の間に維持する。 

※５ 中央制御室からの遠隔操作により外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動ができず，非常用母線の電源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断する。 

※６ 全交流動力電源喪失に伴う低圧注水機能喪失を確認した場合は，速やかに可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水の準備を開始する。なお，低圧代替注水系（可搬型）及び代替格納容器ス

プレイ冷却系（可搬型）には同じ可搬型代替注水中型ポンプを用いる。 

※７ 原子炉水位が燃料有効長頂部以下となった場合は，格納容器雰囲気監視系等により格納容器内の水素・酸素濃度を確認する。 

※８ 低圧で注水可能な系統の準備完了後に原子炉減圧操作を実施する。 

※９ 炉心損傷は，以下により判断する。（炉心損傷が確認された場合は炉心損傷後の手順に移行） 

・格納容器雰囲気放射線モニタガンマ線線量率が設計基準事故（原子炉冷却材喪失）相当の 10 倍以上 

なお，格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）及び（Ｓ／Ｃ）による炉心損傷発生の判断ができない場合は，原子炉圧力容器温度により判断する。 

※１０ 原子炉減圧時には原子炉水位計凝縮槽内の原子炉冷却材の減圧沸騰により原子炉水位の指示値の信頼性が損なわれるおそれがあるため，原子炉水位不明でないことを確認する。 

原子炉水位不明は，以下のいずれかにより判断する。 

・ドライウェル雰囲気温度と原子炉圧力の関係が原子炉水位不明領域に入った場合 

・原子炉水位の計装電源が喪失した場合 

・原子炉水位の指示値のばらつきが大きく燃料有効長頂部以上であることが判断できない場合 

※１１ 原子炉水位不明の場合は，原子炉圧力容器を満水とし，原子炉圧力とサプレッション・チェンバ圧力の差圧を確認することで，原子炉水位が燃料有効長頂部以上であることを確認する。 

※１２ 可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）により，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の間に維持する。 

※１３ 残留熱除去系は，原子炉水位低（レベル３）設定点にて残留熱除去系（低圧注水系）に切り替え，原子炉水位高（レベル８）設定点にて残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷

却系）に切り替える。 

（約 24 時間）

※１ 原子炉スクラムは，中央制御室にて平均出力領域計装等

により確認する。 

※２ 中央制御室にて，機器ランプ表示，警報，ポンプ吐出圧

力，系統流量，原子炉水位（広帯域），原子炉圧力等にて

確認する。 

※３ 主蒸気隔離弁の閉止時に原子炉圧力が逃がし安全弁の設

定圧力以下まで低下することにより異常を検知し，逃が

し安全弁の開固着を確認する。 
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全交流動力電源喪失（ＴＢＰ） 

経過時間（分） 

備 考 0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 

操作項目 

実施箇所・必要要員数 

【 】は他作業後 

移動してきた要員 

操作の内容 

責任者 当直発電長 1人 
中央監視 

運転操作指揮 

補佐 当直副発電長 1人 運転操作指揮補佐 

指揮者等 
災害対策要員

（指揮者等）
4人 

初動での指揮 
発電所内外連絡 

当直運転員 

(中央制御室) 

当直運転員 
(現場) 

重大事故等対応要員 
(現場) 

状況判断 
2人 

A，B 
－ － 

●原子炉スクラムの確認

●タービン停止の確認

●外部電源喪失の確認

●再循環ポンプ停止の確認

●主蒸気隔離弁閉止及び逃がし安全弁（安全弁機能）による原子

炉圧力制御の確認

●逃がし安全弁開固着の確認

●非常用ディーゼル発電機等の自動起動失敗の確認

●原子炉隔離時冷却系の自動起動の確認

原子炉水位の調整

操作（原子炉隔離

時冷却系） 

【1人】 

A 
－ － ●原子炉隔離時冷却系による原子炉注水の調整操作

早期の電源回復不

能の確認 

【1人】 

A 
－ － ●高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の手動起動操作（失敗）

【1人】 

B 
－ － ●非常用ディーゼル発電機の手動起動操作（失敗）

電源確保操作対応 － － 
2人 

a,b 
●電源回復操作 解析上考慮しない 

可搬型代替注水中

型ポンプを用いた

低 圧代 替 注 水系

（可搬型）の起動

操作 

－ － 
8人 

c～j 
●可搬型代替注水中型ポンプの移動，ホース敷設等の操作

－ 
3人 

C,D,E 

3人 

k,l,m 

●可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水の系統構成操作

所内常設直流電源

設備による非常用

所内電気設備への

給電操作(不要負

荷の切離操作） 

【1人】 

B 
－ － ●不要負荷の切離操作（中央制御室）

第 2.3.3－3 図 全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）の作業と所要時間（1／2） 

6 分 

原子炉スクラム 

事象発生 

プラント状況判断

約79分 原子炉圧力1.04MPa到達
（原子炉隔離時冷却系停止） 

10 分 

1 分 

2 分 

適宜実施 

170 分 

125 分 

1時間 直流電源の負荷切離操作（中央制御室） 

原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８） 

設定点の間に維持 
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全交流動力電源喪失（ＴＢＰ） 

経過時間（時間） 

備 考 4 8 12 16 20 24 28 32 36 40 

操作項目 

実施箇所・必要要員数 

【 】は他作業後 
移動してきた要員 操作の内容 

当直運転員 

(中央制御室) 

当直運転員 

（現場） 

重大事故等対応要員 

（現場） 

可搬型代替注水中

型ポンプを用いた

低圧代替注水系

（可搬型）の起動

操作 

－ － 
8人 

c～j 
●可搬型代替注水中型ポンプの移動，ホース敷設等の操作  

－ － 
【2人】 

c,d 
●可搬型代替注水中型ポンプの起動操作   

－ 
3人 

C,D,E 

3人 

k,l,m 

●可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水の系統構成

操作

タンクローリによ

る燃料給油操作 
－ － 

2人 

（参集） 

●可搬型設備用軽油タンクからタンクローリへの給油操作  

タンクローリ残量に応じ

て適宜軽油タンクから給

油

●可搬型代替注水中型ポンプへの給油操作   

逃がし安全弁（自

動減圧機能）の手

動による原子炉減

圧操作 

【1人】 

B 
－ － ●逃がし安全弁（自動減圧機能）6弁の手動開放操作

原子炉水位の調整

操作(低圧代替注

水系（可搬型）) 

－ 
【2人】 

C,D 

2人 

（参集） 
●可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水の調整操作    

所内常設直流電

源設備による非

常用所内電気設

備への給電操作

(不要負荷の切離

操作） 

－ 
【1人】 

E 

【1人】 

k 
●不要負荷の切離操作(現場）  

常設代替高圧電源

装置による非常用

母線の受電準備操

作 

【1人】 

B 
－ － ●非常用母線の受電準備操作(中央制御室）

－ 
【1人】 

E 

【1人】 

k 
●非常用母線の受電準備操作(現場）

可搬型代替注水

中型ポンプを用

いた代替格納容

器スプレイ系（可

搬型）による格納

容器冷却操作 

－ 
【1人】 

E 

【3人】 

k,l,m 

2人 

（参集） 

●可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ系（可搬型）による格納容器冷却

の系統構成操作

●可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器

冷却の流量調整操作

常設代替高圧電源

装置による緊急用

母線の受電操作 

【1人】 

B 
－ － ●常設代替高圧電源装置2台の起動操作及び緊急用母線の受電操作

常設代替高圧電源

装置による非常用

母線の受電操作 

【1人】 

B 
－ － 

●常設代替高圧電源装置3台の追加起動操作

●非常用母線の受電操作  

残留熱除去系（低

圧注水系）による

原子炉注水操作並

びに残留熱除去系

（格納容器スプレ

イ冷却系）又は残

留熱除去系（サプ

レッション・プー

ル冷却系）による

格納容器除熱操作

【1人】 

B 
－ － 

●残留熱除去系海水系の起動操作  

●残留熱除去系（低圧注水系，格納容器スプレイ冷却系，サプレッション・プール冷却系）の

起動操作

●残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却

系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除熱の交互運転操

作

使用済燃料プール

の冷却操作 

－ 
【1人】 

C 

【1人】 

（参集） 

●可搬型代替注水中型ポンプによる代替燃料プール注水系（注水ライン）を使用した使用済燃

料プールへの注水操作

解析上考慮しない 

スロッシングによる水位

低下がある場合は代替燃

料プール冷却系の起動ま

でに実施する

【1人】 

A 
－ － 

●緊急用海水系による海水通水の系統構成操作及び起動操作 解析上考慮しない 

約25時間後までに実施す

る ●代替燃料プール冷却系の起動操作

必要要員合計 
2人 
A,B 

3人 
C,D,E 

13人 a～m 
及び参集6人 

第 2.3.3－3 図 全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）の作業と所要時間（2／2） 

系統構成後，適宜流量調整 

175 分 

適宜実施 

170 分 

24時間 非常用母線受電 

約14時間 格納容器圧力279kPa[gage]到達 

24 時間 10 分 残留熱除去系による原子炉注水及び 

格納容器除熱操作 

3時間1分 原子炉減圧操作 

125 分 

1 分 

50 分 

75 分 

35 分 

4 分 

2 分 

5 分 

4 分 

原子炉水位高（レベル８）設定点にて格納容器スプレイ又はサプレッショ

ン・プール冷却開始への切替操作を実施し，原子炉水位低（レベル３）設定

点にて原子炉注水への切替操作を実施

8 分 

適宜実施 

20 分 

15 分 

8時間 直流電源の負荷切離操作（現場） 

系統構成後，適宜流量調整 

起動後，適宜監視 

90 分 
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第 2.3.3－4 図 原子炉圧力の推移 

第 2.3.3－5 図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移※

原子炉隔離時冷却系停止による 

圧力上昇 

主蒸気隔離弁閉止による圧力上昇 

（最大値：約 8.16MPa[gage]） 

逃がし安全弁（自動減圧機能）6 弁による 

手動減圧（開固着の 1 弁と合わせ 7 弁に 

よる減圧）（約 3 時間） 

シュラウド内 

（炉心上部プレナム） 

シュラウド外 

シュラウド内 

（平均出力燃料集合体） 

シュラウド内 

（炉心下部プレナム） 

原子炉隔離時冷却系停止に伴う 

水位低下 

手動減圧に伴う減圧沸騰により 

二相水位が上昇（約 3 時間） 

注水開始後 

徐々に水位が回復 

レベル 3 

レベル 2 

レベル 1 
燃料有効長頂部 

燃料有効長底部 

レベル 8 

原
子
炉
圧
力

(MPa[abs]) 

原
子
炉
水
位
（
シ
ュ
ラ
ウ
ド
内
外
水
位
）

(m) 
注水された未飽和水が炉心バイパス部から炉心下部プレナムに流

入しボイド率が低下することで二相水位による満水が維持できな

くなるため，水位が形成される 

逃がし安全弁 1 弁開固着による 

圧力低下 

原子炉隔離時冷却系 

による水位回復 

炉心部は高ボイド率のため二相水位が高めとなる 

※ シュラウド内外水位はボイドを含む場合は，二相水位を示している。 

臨界流モデルへの切替わりに

より，蒸気流量が減少し，原子

炉圧力が高めに維持される 
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第 2.3.3－6 図 注水流量の推移 

第 2.3.3－7 図 逃がし安全弁からの蒸気流量の推移 

逃がし安全弁 1 弁開固着

逃がし安全弁（自動減圧機能）による減圧（約 3 時間）

（開固着した 1 弁と合わせ 7 弁） 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧

代替注水系（可搬型）による注水（原子炉

水位低（レベル３）から原子炉水位高（レ

ベル８）の間に維持するよう注水） 

注
水
流
量

(m３／h) 

(t／h) 

蒸
気
流
量

原子炉隔離時冷却系による注水

（原子炉水位低（レベル３）か

ら原子炉水位高（レベル８）の

間に維持するよう注水） 

平衡均質流モデルから差圧流

モデルへの切替わりにより，

蒸気流量が増加 

平衡均質流モデルへの

切替わりにより，蒸気

流量が減少 

臨界流モデルへの切替わりにより，蒸気

流量が減少し，原子炉圧力が高めに維持

されることから，注水流量が減少 
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第 2.3.3－8 図 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 

第 2.3.3－9 図 燃料被覆管温度の推移 

逃がし安全弁（自動減圧機能） 

7 弁解放による水量減少（約 3 時間）

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系 

（可搬型）による原子炉注水の開始による水量回復 

原子炉減圧による二相 

水位の上昇に伴う一時 

的な温度の低下（約 3 時間） 

原子炉隔離時冷却系停止による

水量減少 
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
保
有
水
量

(t) 

燃
料
被
覆
管
温
度

(℃) 

炉心露出による 

燃料被覆管温度の上昇 

燃料被覆管最高温度 

（約 746℃） 

炉心再冠水により 

飽和温度まで 

低下 

低圧代替注水系（可搬型）

の注水流量減少による水量

の減少 
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第 2.3.3－10 図 燃料被覆管最高温度発生位置における熱伝達係数の推移 

第 2.3.3－11 図 燃料被覆管最高温度発生位置におけるボイド率の推移 

ボイド率増加に伴う

熱伝達係数低下 

核沸騰冷却（ボイド率に対応した値）

熱
伝
達
係
数

(W／(m２・K)) 

ボ
イ
ド
率

(－) 

手動減圧による減圧沸騰に伴う水位 

上昇により一時的に燃料被覆管最高 

温度発生位置が再冠水しボイド率が低下

（約 3 時間） 

核沸騰冷却
（再冠水後） 

膜沸騰冷却(冠水時) 

噴霧流冷却(露出時) 

沸騰遷移冷却

核沸騰冷却（再冠水後）

燃料被覆管最高温度 

発生位置露出 
燃料被覆管最高温度 

発生位置再冠水 

燃料被覆管最高温度 

発生位置露出 

燃料被覆管最高温度 

発生位置再冠水 

手動減圧による減圧沸騰に伴う水位上昇

により一時的に燃料被覆管最高温度発生

位置が再冠水し熱伝達係数が増加 

蒸気冷却 蒸気冷却 
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第 2.3.3－12 図 平均出力燃料集合体のボイド率の推移 

第 2.3.3－13 図 炉心下部プレナム部のボイド率の推移 

原子炉減圧に伴うボイド率増加（約 3 時間）

原子炉減圧に伴うボイド率

増加（約 3 時間） 

ボ
イ
ド
率

(－) 

ボ
イ
ド
率

(－) 
可搬型代替注水中型ポンプを用いた

低圧代替注水（可搬型）の注水に伴

うボイド率の低下 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水

（可搬型）の注水に伴うボイド率の低下 

炉心再冠水により大量の

蒸気が発生しボイド率が

増加 

下部プレナムでの水位形成により 

炉心部の冷却材が落下しボイド率が増加 
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第 2.3.3－14 図 燃料被覆管破裂が発生した時点の燃料被覆管温度と 

燃料被覆管の円周方向の応力の関係 
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第 2.3.3－15 図 格納容器圧力の推移 

第 2.3.3－16 図 格納容器雰囲気温度の推移 

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系） 

運転に切替え（13.7kPa[gage]到達時） 

原子炉減圧に伴う 

格納容器圧力上昇 

格納容器圧力279kPa[gage]到達にて可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替

格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却を実施（約 14 時間） 

原子炉注水の起動／停止の繰り返しに伴う蒸気発生量の増減により，格納容

器への放熱量が変動しサプレッション・チェンバ圧力が変動する。また，ベ

ント管真空破壊装置の作動によりドライウェル圧力もこれに追従する。 

原子炉減圧に伴い，原子炉内の蒸気が流入する

ことによる温度上昇 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた格納容器スプレイ

冷却系（可搬型）作動による温度上昇の抑制 

ドライウェル雰囲気温度は，原子炉注水の起動／停止の

繰り返しに伴う蒸気発生量の増減により，格納容器への

放熱量が変動することから上下する 

最高温度：約 141℃（約 14 時間） 

最高圧力：約 0.28MPa[gage]（約 14 時間） 

格
納
容
器
圧
力

(MPa[gage]) 

格
納
容
器
雰
囲
気
温
度

(℃) 

逃がし安全弁 1 弁開固着及び原子炉減圧に伴い，

原子炉内の蒸気が流入し圧力が上昇 

原子炉減圧に伴い原子炉飽和温度が低下することで，圧力容器壁面（内表面）温度が低下し，熱伝導

の遅れを伴って，外表面の温度も低下し，格納容器気相部温度の低下に繋がる。また，格納容器気相

部から壁面への伝熱により，壁面温度が上昇することで格納容器気相部温度が低下する 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）運転開始 

（約 24 時間） 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）運転開始 

（約 24 時間） 

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）への切替後，原子炉 

圧力容器からの放熱の影響により上昇傾向となるが，原子炉減圧後の 

原子炉圧力容器温度より若干低い温度（100℃程度）で平衡状態となる 

ベント管の水没長さ分の水頭圧によるドライ

ウェルとサプレッション・チェンバの圧力差
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第 2.3.3－17 図 サプレッション・プール水位の推移 

第 2.3.3－18 図 サプレッション・プール水温度の推移 

低圧代替注水（可搬型）による外部水源を用いた原子炉注水に

より逃がし安全弁を介し原子炉内の蒸気が流入するため水位が

上昇 

逃がし安全弁を介し原子炉内の蒸気が

流入し水温が徐々に上昇 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）作動による

温度低下（約 24 時間） 

最高温度：約 137℃ 

（約 23 時間） 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器

スプレイ冷却系（可搬型）停止

サ
プ
レ
ッ
シ
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・
プ
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ル
水
位
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サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度

(℃) 

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）作

動による温度低下 

可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（可搬型）開始（約 14 時間）
ベントライン（約 15m） 

通常水位＋6.5m（約 13.5m） 

通常水位＋5.5m（約 12.5m） 



2.3.3-58

0

2

4

6

8

10

0 1 2 3 4 5

事故後の時間（ｈ）

SA3NT2SBO99AH3ON005

0

5

10

15

20

0 1 2 3 4 5

事故後の時間（ｈ）

SA3NT2SBO99AH3ON005

第 2.3.3－19 図 原子炉圧力の推移（遅れ時間 55 分） 

第 2.3.3－20 図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移（遅れ時間 55 分） 
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子
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原子炉隔離時冷却系停止 

による圧力上昇 

主蒸気隔離弁閉止による圧力上昇 

（最大値：約 8.16MPa[gage]） 

逃がし安全弁（自動減圧機能） 

による手動減圧（開固着の 1 弁 

と合わせ 7 弁による減圧） 

（236 分） 

逃がし安全弁 1 弁開固着による 

圧力低下 

原子炉隔離時冷却系再起動 

による圧力低下 

レベル 3

レベル 2
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イド率が低下することで二相水位による満水が維持できなくなるため，水

位が形成される
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第 2.3.3－21 図 燃料被覆管最高温度の推移（遅れ時間 55 分） 

燃料被覆管最高温度 

（約 875℃） 

炉心露出による 

燃料被覆管温度の上昇 

炉心再冠水により 

飽和温度まで低下 
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添付資料 2.3.3.1

添付 2.3.3.1-1

安定状態について（全交流動力電源喪失（ＴＢＰ））

全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）時の安定状態については，以下のと

おり。

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備又は重大事故等対処

設備を用いた炉心冷却が維持可能であり，また，冷却の

ための設備がその後も機能維持でき，かつ，必要な要員

の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪

化のおそれがない場合に安定停止状態が確立されたも

のとする。

格納容器安定状態 ：炉心冷却が維持された後に，設計基準事故対処設備又は

重大事故等対処設備を用いた格納容器除熱により格納

容器圧力及び温度が安定又は低下傾向に転じ，また，格

納容器除熱のための設備がその後も機能維持でき，か

つ，必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定

される事象悪化のおそれがない場合に安定状態が確立

されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について

原子炉隔離時冷却系の原子炉注水により炉心冷却が維持される。可搬型代替

注水中型ポンプによる原子炉注水の準備完了後，原子炉を減圧し，可搬型代替

注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水を実施す

ることで，引き続き炉心の冷却は維持され，原子炉安定停止状態が確立される。

格納容器安定状態の確立について

炉心冷却を継続し，常設代替高圧電源装置による交流動力電源の供給開始後

に残留熱除去系を用いた格納容器除熱を実施することで，格納容器圧力及び雰

囲気温度は安定※又は低下傾向となる。格納容器雰囲気温度は 150℃を下回ると

ともに，ドライウェル雰囲気温度は，低圧注水継続のための逃がし安全弁の機

能維持が確認されている 126℃を上回ることはなく，格納容器安定状態が確立

される。 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，必要な水源，燃料及

び電源を供給可能である。 

※ 残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）に切り替えると，原子炉圧力容器

からの放熱の影響によりドライウェル雰囲気温度はわずかに上昇傾向となる。ただ

し，残留熱除去系による格納容器除熱は確立しており，長期的には減圧後の原子炉

圧力容器温度（100℃程度）より若干低い温度で平衡状態となることから，この状

態も含め安定傾向とする。 

【安定状態の維持について】 

上記の炉心損傷防止対策を継続することにより安定状態を維持できる。 

また，残留熱除去系の機能を維持し除熱を継続することで，安定状態の維持

が可能となる。 

（添付資料 2.1.2 別紙 1）
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解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）） 

第 1-1 表 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 

（ＳＡＦＥＲ）（1／2） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉
心

崩壊熱 崩壊熱モデル 

入力値に含まれる。 

最確条件を包絡できる条件を設定することによ

り崩壊熱を大きくするよう考慮している。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

燃 料 棒 表 面 熱 伝

達，沸騰遷移，気

液熱非平衡 

燃 料 棒 表 面 熱 伝

達モデル 

TBL，ROSA-Ⅲの実験解析において，熱伝達係数

を低めに評価する可能性があり，他の解析モデ

ルの不確かさとあいまってコード全体として，

スプレイ冷却のない実験結果の燃料被覆管温度

に比べて最大 50℃程度高めに評価する。また，

低圧代替注水系による注水での燃料棒冷却過程

における蒸気単相冷却又は噴霧流冷却の不確か

さは＋20℃～＋40℃程度である。 

解析コードは，実験結果の燃料被覆管温度に比べて最大 50℃程度

高めに評価することから，解析結果は燃料棒表面の熱伝達係数を

小さく評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表面での熱

伝達は大きくなることで，燃料被覆管温度は低くなるが，事象初

期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系の自動起動により確保さ

れ，燃料被覆管温度を操作開始の起点とする運転員等操作はない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析コードは，実験解析において熱伝達モデルの保守性により燃

料被覆管温度を高めに評価し，有効性評価解析においても燃料被

覆管温度を高めに評価することから，評価項目となるパラメータ

に対する余裕は大きくなる。 

燃料被覆管酸化 
ジ ル コ ニ ウ ム －

水反応モデル 

酸化量及び酸化反応に伴う発熱量をより大きく

見積もる Baker-Just式による計算モデルを採用

しており，保守的な結果を与える。 

解析コードは，酸化量及び酸化反応に伴う発熱量の評価について

保守的な結果を与えるため，燃料被覆管温度を高めに評価する可

能性がある。よって，実際の燃料被覆管温度は低くなるが，事象

初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系の自動起動により確保さ

れ，燃料被覆管温度を操作開始の起点とする運転員等操作はない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析コードは，酸化量及び酸化反応に伴う発熱量の評価について

保守的な結果を与えるため，燃料被覆管温度を高く評価すること

から，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

燃料被覆管変形 
膨れ・破裂評価モ

デル 

膨れ・破裂は，燃料被覆管温度と円周方向応力

に基づいて評価され，燃料被覆管温度は上述の

ように高めに評価され，円周方向応力は燃焼期

間中の変化を考慮して燃料棒内圧を大きく設定

し保守的に評価している。したがって，ベスト

フィット曲線を用いる場合も破裂の判定はおお

むね保守的となる。 

解析コードは，燃料被覆管の破裂判定においておおむね保守的な

判定結果を与え，有効性評価解析において炉心が露出することに

よる燃料被覆管温度の上昇は最大 746℃であることから，ベスト

フィット曲線の破裂判断基準に対して十分な余裕があり，燃料被

覆管の破裂判定の不確かさが運転員等操作に与える影響はない。

破裂発生前の被覆管の膨れ及び破裂発生の有無は，伝熱面積やギ

ャップ熱伝達係数，破裂後の金属－水反応熱に影響を与え，燃料

被覆管温度に影響を与える。解析コードは，燃料被覆管の破裂判

定においておおむね保守的な判定結果を与え，有効性評価解析に

おいて炉心が露出することによる燃料被覆管温度の上昇は最大

746℃であることから，ベストフィット曲線の破裂判断基準に対し

て十分な余裕があり，燃料被覆管の破裂判定の不確かさにより，

評価項目となるパラメータに与える影響はない。 
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第 1-1 表 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 

（ＳＡＦＥＲ）（2／2） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉
心

沸騰・ボイド率変

化，気液分離（水

位変化）・対向流，

三次元効果 

二 相 流 体 の 流 動

モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，

二相水位変化は，解析結果に重畳する水位振動

成分を除いて，実験結果とおおむね同等の結果

が得られている。低圧代替注水系の注水による

燃料棒冷却（蒸気単相冷却又は噴霧流冷却）の

不確かさは＋20℃～＋40℃程度である。 

また，原子炉圧力の評価において，ROSA-Ⅲでは，

LPCS スプレイの影響により 2MPa より低い圧力

で系統的に圧力低下を早めに予測する傾向を呈

しており，解析上，低圧注水系等の注水開始タ

イミングを早める可能性があるが，この場合で

も解析コードは被覆管温度を高めに評価してお

り，評価項目となるパラメータに対しては保守

的な結果を与える。 

運転操作はシュラウド外水位（原子炉水位計）に基づく操作であ

ることから，運転員等操作時間に与える影響は原子炉圧力容器の

分類にて示す。 

解析コードは，燃料被覆管温度に対して，解析結果に重畳する水

位振動に伴う燃料棒冷却の不確かさの影響を考慮すると 20℃～

40℃程度低めに評価する可能性があるが，有効性評価解析におけ

る燃料被覆管最高温度は約 746℃程度であり，評価項目に対して十

分な余裕があることから，その影響は非常に小さい。 

原
子
炉
圧
力
容
器

沸騰・凝縮・ボイ

ド率変化，気液分

離（水位変化）・

対向流 

二 相 流 体 の 流 動

モデル 

下部プレナムの二相水位を除き，ダウンカマの

二相水位（シュラウド外水位）に関する不確か

さを取り扱う。シュラウド外水位については，

燃料被覆管温度及び運転員操作のどちらに対し

ても二相水位及びこれを決定する二相流動モデ

ルの妥当性の有無は重要でなく，質量及び水頭

のバランスだけて定まるコラプスト水位が取り

扱えれば十分である。このため，特段の不確か

さを考慮する必要はない。 

解析コードは，ダウンカマ部の二相水位変化を適切に評価するこ

とから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

解析コードは，ダウンカマ部の二相水位変化を適切に評価するこ

とから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

冷却材放出（臨界

流・差圧流） 
臨界流モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，

圧力変化は実験結果とおおむね同等の解析結果

が得られており，臨界流モデルに関して特段の

不確かさを想定する必要はない。 

解析コードは，原子炉圧力変化を適切に評価することから，運転

員等操作時間に与える影響は小さい。 

破断口及び逃がし安全弁からの流出は，圧力容器ノズル又はノズ

ルに接続する配管を通過し，平衡均質流に達するのに十分な長さ

であることから，管入口付近の非平衡の影響は無視できると考え

られ，平衡均質臨界流モデルを適用可能である。 

解析コードは，原子炉圧力変化を適切に評価することから，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

破断口及び逃がし安全弁からの流出は，圧力容器ノズル又はノズ

ルに接続する配管を通過し，平衡均質流に達するのに十分な長さ

であることから，管入口付近の非平衡の影響は無視できると考え

られ，平衡均質臨界流モデルを適用可能である。 

ECCS 注水（給水

系・代替注水系含

む。） 

原 子 炉 注 水 系 モ

デル 

入力値に含まれる。 

各系統の設計条件に基づく原子炉圧力と注水流

量の関係を使用しており，実機設備仕様に対し

て注水流量を少なめに与え，燃料被覆管温度を

高めに評価する。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 
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第 1-2 表 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 

（ＭＡＡＰ） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉
心

崩壊熱 

炉心モデル（原子

炉 出 力 及 び 崩 壊

熱） 

入力値に含まれる。 

保守的な崩壊熱を入力値に用いており，解析モ

デルの不確かさの影響はない。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

原
子
炉

圧
力
容
器

ECCS 注水（給水

系・代替注水設備

含む） 

安全系モデル（非

常用炉心冷却系）

入力値に含まれる。 

保守的な注水特性を入力値に用いており，解析

モデルの不確かさの影響はない。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

格
納
容
器

格 納 容 器 各 領 域

間の流動 

格 納 容 器 モ デ ル

（ 格 納 容 器 の 熱

水力モデル） 

HDR 実験解析では，格納容器圧力及び雰囲気温度

について，温度成層化を含めて傾向をよく再現

できることを確認した。格納容器雰囲気温度を

十数℃程度高めに，格納容器圧力を 1 割程度高

めに評価する傾向が確認されたが，実験体系に

起因するものと考えられ，実機体系においては

この種の不確かさは小さくなるものと考えられ

る。また，非凝縮性ガス濃度の挙動について，

解析結果が測定データとよく一致することを確

認した。 

CSTF 実験解析では，格納容器雰囲気温度及び非

凝縮性ガス濃度の挙動について，解析結果が測

定データとよく一致することを確認した。 

解析コードは，HDR 実験解析において区画によって格納容器雰囲

気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾

向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる等，

実験体系に起因するものであり，実機体系においては不確かさが

小さくなるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び雰囲

気温度の傾向を適切に再現できていることから，格納容器圧力及

び雰囲気温度を操作開始の起点としている可搬型代替注水中型ポ

ンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納

容器冷却に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導の不確かさにおいては，CSTF 実験解析において格納容器雰囲気

温度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを

確認しており，その差異は小さいことから，格納容器圧力及び雰

囲気温度を操作開始の起点としている可搬型代替注水中型ポンプ

を用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器

冷却に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

解析コードは，HDR 実験解析において区画によって格納容器雰囲気

温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾向

が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる等，実験

体系に起因するものであり，実機体系においては不確かさが小さ

くなるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び雰囲気温

度の傾向を適切に再現できていることから，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。 

また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導の不確かさにおいては，CSTF 実験解析により格納容器雰囲気温

度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを確

認していることから，評価項目となるパラメータに与える影響は

小さい。 

構 造 材 と の 熱 伝

達 及 び 内 部 熱 伝

導 

気 液 界 面 の 熱 伝

達 

スプレイ冷却 
安全系モデル（格

納容器スプレイ）

入力値に含まれる。 

スプレイの水滴温度は短時間で雰囲気温度と平

衡に至ることから伝熱モデルの不確かさはな

い。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

サ プ レ ッ シ ョ

ン・プール冷却 

安全系モデル（非

常用炉心冷却系）

入力値に含まれる。 

ポンプ流量及び除熱量は，設計値に基づき与え

られており，解析モデルの不確かさの影響はな

い。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（1／4） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

原子炉熱出力 3,293MW 

約 3,279MW～ 

約 3,293MW 

（実績値） 

定格熱出力を設定 最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止

後の崩壊熱が緩和される。最確条件とした場合の運転員

等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響

は，最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明

する。 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止

後の崩壊熱が緩和される。最確条件とした場合の運転員等

操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響は，

最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明する。

原子炉圧力 

(圧力容器ドーム部)
6.93MPa[gage] 

約 6.91MPa[gage]～

約 6.94MPa[gage] 

（実績値） 

定格圧力を設定 最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対し

て変動を与えうるが，事象初期において主蒸気隔離弁が

閉止するため事象進展に及ぼす影響は小さく，運転員等

操作時間に与える影響は小さい。

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，事象初期において主蒸気隔離弁が閉止

するため，事象進展に及ぼす影響は小さく，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

原子炉水位 

通常運転水位 

（セパレータスカー

ト下端から＋126cm）

通常運転水位 

（セパレータスカー

ト下端から約＋122cm

～約＋132cm）

（実績値） 

通常運転水位を設定 最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対し

て変動を与えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低

下量に対して非常に小さい。例えば，解析条件で設定し

た通常運転水位から高圧炉心スプレイ系等の自動起動信

号が発信する原子炉水位異常低下（レベル２）までの原

子炉水位の低下量は約 2m であるのに対してゆらぎによ

る水位低下量は約 40mm であり非常に小さい。したがっ

て，事象進展に及ぼす影響は小さいことから，運転員等

操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量

に対して非常に小さい。例えば，解析条件で設定した通常

運転水位から高圧炉心スプレイ系等の自動起動信号が発

信する原子炉水位異常低下（レベル２）までの原子炉水位

の低下量は約 2m であるのに対してゆらぎによる水位低下

量は約 40mm であり非常に小さい。したがって，事象進展

に及ぼす影響は小さいことから，評価項目となるパラメー

タに与える影響は小さい。

炉心流量 

48,300t／h 

（定格流量 

（100％流量）） 

定格流量の 

約 86％～約 104％ 

（実績値） 

定格流量を設定 最確条件とした場合には，炉心流量の運転範囲において

解析条件から変動しうるが，事象初期において原子炉が

スクラムするとともに，再循環ポンプがトリップするた

め，初期炉心流量が事象進展に及ぼす影響は小さいこと

から，運転員等操作時間に与える影響は小さい。

最確条件とした場合には，炉心流量の運転範囲において解

析条件から変動しうるが，事象初期において原子炉がスク

ラムするとともに，再循環ポンプがトリップするため，初

期炉心流量が事象進展に及ぼす影響は小さいことから，評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい。

燃 料 
９×９燃料 

(Ａ型) 
装荷炉心ごと 

９×９燃料(Ａ型)と９×９燃料(Ｂ

型)は，熱水力的な特性はほぼ同等

であり，その他の核的特性等の違い

は燃料棒最大線出力密度の保守性

に包含されることから，代表的に９

×９燃料(Ａ型)を設定 

最確条件とした場合には，９×９燃料(Ａ型)及び９×９

燃料(Ｂ型)の混在炉心又はそれぞれ型式の単独炉心とな

る場合があるが，両型式の燃料の特性はほぼ同等である

ことから，事象進展に及ぼす影響は小さく，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合には，９×９燃料(Ａ型)及び９×９燃

料(Ｂ型)の混在炉心又はそれぞれ型式の単独炉心となる

場合があるが，両型式の燃料の特性はほぼ同等であること

から，炉心冷却性に大きな差は無く，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない。

燃料棒最大 

線出力密度 

44.0kW／m 
約 33 kW／m～ 

約 41kW／m 

（実績値） 

初期の燃料棒線出力密度が大きい

方が燃料被覆管温度に対して厳し

い設定となる 

このため，保安規定の運転上の制限

における上限値を設定 

最確条件は解析条件で設定している燃料棒線出力密度よ

りも小さくなる。このため，燃料被覆管温度上昇が緩和

されるが，事象初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系

の自動起動により確保され，燃料被覆管温度を操作開始

の起点とする運転員等操作はないことから，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

最確条件は解析条件で設定している燃料棒線出力密度よ

りも小さくなる。このため，燃料被覆管温度上昇が緩和さ

れることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は

大きくなる。 

原子炉停止後の 

崩壊熱 

ANSI/ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd／t 

燃焼度 

33GWd／t 以下 

（実績値） 

崩壊熱が大きい方が，原子炉水位低

下及び格納容器圧力上昇の観点で

厳しい設定となる。このため，崩壊

熱が大きくなる燃焼度の高い条件

として，1 サイクルの運転期間(13

ヶ月)に調整運転期間(1 ヶ月)を考

慮した運転期間に対応する燃焼度

を設定 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりもおおむ

ね小さくなる。このため，原子炉からサプレッション・

プールに流出する蒸気量が減少することで，原子炉水位

の低下は遅くなり，炉心露出後の燃料被覆管温度の上昇

は緩和されるが，事象初期の原子炉注水は原子炉隔離時

冷却系の自動起動により確保され，運転員等操作時間に

与える影響はない。また，同様に格納容器圧力及び雰囲

気温度並びにサプレッション・プール水位及びサプレッ

ション・プール水温度の上昇が遅くなり，これらのパラ

メータを操作開始の起点とする運転員等操作の開始時間

は遅くなる。

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりもおおむ

ね小さくなる。このため，燃料からの発熱が小さくなり，

原子炉からサプレッション・プールに流出する蒸気量が減

少することで，原子炉水位の低下は遅くなり，炉心露出後

の燃料被覆管温度の上昇は緩和され，また同様に格納容器

圧力及び雰囲気温度並びにサプレッション・プール水位及

びサプレッション・プール水温度の上昇は遅くなることか

ら，評価項目となるパラメータに対する余裕が大きくな

る。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（2／4） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

格納容器圧力 
5kPa[gage] 

約 2.2kPa[gage]～ 

約 4.7kPa[gage] 

（実績値） 

格納容器圧力の観点で厳しい高め

の設定として，通常運転時の圧力を

包含する値を設定 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している圧力

よりも小さくなるため，格納容器圧力が低めに推移する

ことから，格納容器圧力を操作開始の起点とする運転員

等操作の開始時間は遅くなる。 

最確条件は解析条件で設定している格納容器初期圧力よ

りも小さくなるため，格納容器圧力が低めに推移すること

から，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくな

る。 

ドライウェル 

雰囲気温度 

57℃ 約 25℃～約 58℃ 

（実績値） 

ドライウェル内ガス冷却装置の設

計温度を設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対し

て変動を与えうるが，ドライウェル雰囲気温度は，格納

容器スプレイの実施に伴い飽和温度となり，初期温度の

ゆらぎが事象進展に与える影響は小さいことから，運転

員等操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，ドライウェル雰囲気温度は，格納容器

スプレイの実施に伴い飽和温度となり，初期温度のゆらぎ

が事象進展に与える影響は小さいことから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

格納容器体積 

（ドライウェル） 

5,700m３ 5,700m３

（設計値） 

設計値を設定 解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

格納容器体積 

（ウェットウェル） 

空間部：4,100m３

液相部：3,300m３ 

空間部： 

約 4,092m３～ 

約 4,058m３

液相部： 

約 3,308m３～ 

約 3,342m３ 

（実測値） 

サプレッション・プールでの圧力抑

制効果が厳しくなる少なめの水量

として，保安規定の運転上の制限に

おける下限値を設定 

最確条件とした場合には，格納容器体積（ウェットウェ

ル）の液相部の運転範囲において解析条件より高めの水

位となるが，ゆらぎの幅は非常に小さい。例えば，サプ

レッション・プールの水量は 3,300m３であるのに対し，

ゆらぎによる水量変化は約 42m３であり，その割合は初期

保有水量の 1.3％程度と非常に小さい。したがって，事

象進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時

間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，格納容器体積（ウェットウェル）

の液相部の運転範囲において解析条件より高めの水位と

なるが，ゆらぎの幅は非常に小さい。例えば，サプレッシ

ョン・プールの水量は 3,300m３であるのに対し，ゆらぎに

よる水量変化は約 42m３であり，その割合は初期保有水量

の 1.3％程度と非常に小さい。したがって，事象進展に与

える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

サプレッション・ 

プール水位 

6.983m 

（通常運転水位-4.7cm）

7.000m～7.070m 

（実績値） 

サプレッション・プールでの圧力抑

制効果が厳しくなる低めの水位と

して，保安規定の運転上の制限にお

ける下限値を設定 

最確条件とした場合には，サプレッション・プール水位

の運転範囲において解析条件より高めの水位となるが，

ゆらぎの幅は非常に小さい。例えば，サプレッション・

プール水位が 6.983m の時の水量は 3,300m３であるのに対

し，ゆらぎ（0.087m）による水量変化は約 42m３であり，

その割合は初期保有水量の 1.3％程度と非常に小さい。

したがって，事象進展に与える影響は小さいことから，

運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，サプレッション・プール水位の

運転範囲において解析条件より高めの水位となるが，ゆら

ぎの幅は非常に小さい。例えば，サプレッション・プール

水位が 6.983m の時の水量は 3,300m３であるのに対し，ゆ

らぎ（0.087m）による水量変化は約 42m３であり，その割

合は初期保有水量の 1.3％程度と非常に小さい。したがっ

て，事象進展に与える影響は小さいことから，評価項目と

なるパラメータに与える影響は小さい。 

サプレッション・ 

プール水温度 

32℃ 約 15℃～約 32℃ 

（実績値） 

サプレッション・プールでの圧力抑

制効果が厳しくなる高めの水温と

して，保安規定の運転上の制限にお

ける上限値を設定 

最確条件は解析条件で設定している水温よりもおおむね

低くなるため，サプレッション・プールでの圧力抑制効

果が高まり格納容器圧力の上昇は緩和される。このため，

格納容器圧力を操作開始の起点とする運転員等操作の開

始は遅くなる。 

最確条件は解析条件で設定している水温よりもおおむね

低くなるため，サプレッション・プールでの圧力抑制効果

が高まり格納容器圧力の上昇は緩和される。このため，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

ベント管 

真空破壊装置 

作動差圧 

作動差圧：3.45kPa 

（ドライウェル－サ

プレッション・チェン

バ間差圧） 

作動差圧：3.45kPa 

（ドライウェル－サ

プレッション・チェン

バ間差圧） 

（設計値） 

設計値を設定 解析条件と最確条件は同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（3／4） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

外部水源の温度 35℃ 35℃以下 

格納容器スプレイによる圧力抑制

効果の観点で厳しい高めの水温と

して，年間の気象条件変化を包含す

る高めの水温を設定 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している水温

よりもおおむね低くなり，格納容器スプレイによる圧力

抑制効果が高まることから，同等の効果を得るために必

要となるスプレイ水量が少なくなり，外部水源を用いた

格納容器スプレイに伴うサプレッション・プール水位の

上昇が緩和されるが，サプレッション・プール水位を起

点とする運転員等操作はないことから，運転員等操作時

間に与える影響はない。 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している水温よ

りもおおむね低くなり，格納容器スプレイによる圧力抑制

効果が高まるが，運転員等操作に変わりはなく，格納容器

圧力の最大値はおおむね格納容器スプレイ開始時の圧力

で決定されるため，評価項目となるパラメータに与える影

響はない。 

外部水源の容量 約 8,600m３

約 8,600m３以上 

（西側淡水貯水設備

＋代替淡水貯槽） 

西側淡水貯水設備及び代替淡水貯

槽の管理下限値を設定 

管理値下限の容量として事象発生から 7 日間後までに必

要な容量を備えており，水源は枯渇しないことから運転

員等操作時間に与える影響はない。 

－ 

燃料の容量 約 1,010kL 

約 1,010kL 以上 

（軽油貯蔵タンク＋

可搬型設備用軽油タ

ンク） 

軽油貯蔵タンク及び可搬型設備用

軽油タンクの管理下限値を設定 

管理値下限の容量として事象発生から 7 日間後までに必

要な容量を備えており，燃料は枯渇しないことから運転

員等操作時間に与える影響はない。 
－ 

事
故
条
件

起因事象 外部電源喪失 － 

送電系統又は所内主発電設備の故

障等によって，外部電源が喪失する

ことを想定 

－ － 

安全機能の喪失 

に対する仮定 

全交流動力電源喪失 － 
全ての非常用ディーゼル発電機等

の機能喪失を設定 

逃がし安全弁 1 弁 

開固着 
－ 

本事故シーケンスにおける前提条

件 

外部電源 外部電源なし － 
起因事象として，外部電源が喪失す

ることを想定 
外部電源喪失は起因事象として設定していることから，

外部電源がある場合については考慮しない。 

外部電源喪失は起因事象として設定していることから，外

部電源がある場合については考慮しない。 

重
大
事
故
等
対
策
に

関
連
す
る
機
器
条
件

原子炉スクラム 

原子炉水位低 

(レベル３)信号 

（遅れ時間 1.05 秒）

タービン加減弁急速閉信

号又は原子炉保護系電源

喪失 

原子炉水位低下を厳しくする観点

で，外部電源喪失に伴うタービン蒸

気加減弁急閉信号及び原子炉保護

系電源喪失は保守的に考慮せず，原

子炉水位低（レベル３）による原子

炉スクラムを設定 

最確条件とした場合には，原子炉熱出力の低下が早くな

るため，原子炉からサプレッション・プールに流出する

蒸気量が減少することで，原子炉水位の低下が遅くなる

が，事象初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系の自動

起動により確保されることから，運転員等操作時間に与

える影響はない。また，同様に格納容器圧力，サプレッ

ション・プール水位及びサプレッション・プール水温度

の上昇が遅くなり，これらのパラメータを操作開始の起

点とする運転員等操作の開始時間は遅くなる。 

最確条件とした場合には，原子炉熱出力の低下が早くなる

ため，原子炉からサプレッション・プールに流出する蒸気

量が減少することで，原子炉水位の低下並びに格納容器圧

力及び雰囲気温度の上昇が緩和されることから，評価項目

となるパラメータに対する余裕が大きくなる。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（4／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

逃がし安全弁 

（原子炉圧力制御時）

安全弁機能 

7.79MPa[gage]～

8.31MPa[gage] 

385.2t／h／個～ 

410.6t／h／個 

（原子炉圧力制御時）

安全弁機能 

7.79MPa[gage]～

8.31MPa[gage] 

385.2t／h／個～ 

410.6t／h／個 

（設計値） 

設計値を設定 

なお，安全弁機能は逃がし弁機能に

比べて原子炉圧力が高めに維持さ

れ，原子炉減圧操作時に原子炉圧力

が所定の圧力に到達するまでの時

間が遅くなるため，事象発生初期に

おいて高圧注水機能が喪失し低圧

注水機能を用いて原子炉注水を実

施する事故シーケンスにおいては，

評価項目に対して厳しい条件とな

る 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

なお，本事故シーケンスにおいては，高圧注水機能である

原子炉隔離時冷却系が自動起動することから，逃がし弁機

能に期待した場合でも評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい。 

（原子炉手動減圧操

作時） 

逃がし安全弁（自動減

圧機能 6 弁及び逃がし

安全弁再閉鎖失敗の 1

弁とあわせて）7 弁を

開放することによる

原子炉減圧 

（原子炉手動減圧操

作時） 

逃がし安全弁（自動減

圧機能 6 弁及び逃が

し安全弁再閉鎖失敗

の 1 弁とあわせて）7

弁を開放することに

よる原子炉減圧 

逃がし安全弁の設計値に基づく原

子炉圧力と蒸気流量の関係から設

定 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

原子炉隔離時冷却系

原子炉水位異常低下

（レベル２）信号にて

自動起動 

・注水流量： 

136.7m３／h 

・注水圧力： 

1.04MPa[gage]～ 

7.86MPa[gage] 

原子炉水位異常低下

（レベル２）信号にて

自動起動 

・注水流量： 

136.7m３／h 

・注水圧力： 

1.04MPa[gage]～ 

7.86MPa[gage] 

設計値を設定 

原子炉隔離時冷却系は，タービン回

転数制御により原子炉圧力に依ら

ず一定の流量にて注水する設計と

なっている 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

残留熱除去系 

（低圧注水系） 

・注水流量： 

0m３／h～1.676m３／h 

・注水圧力： 

0MPa[dif]～ 

1.55MPa[dif] 

・注水流量： 

0m３／h～1,676m３／h

以上 

・注水圧力： 

0MPa[dif]～ 

1.55MPa[dif] 

炉心冷却の観点で厳しい設定とし

て，設計基準事故の解析で用いる最

小流量特性を設定 

最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位

の回復が早くなり，注水開始後の原子炉水位の維持操作

の開始が早くなるが，注水後の調整操作であることから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位の

回復が早くなることから，評価項目となるパラメータに対

する余裕は大きくなる。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（5／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

低圧代替注水系 

（可搬型） 

（原子炉注水単独時）

・注水流量： 

0m３／h～110m３／h 

・注水圧力： 

0MPa[dif]～ 

1.4MPa[dif] 

（原子炉注水単独時）

・注水流量： 

0m３／h～110m３／h 

以上 

・注水圧力： 

0MPa[dif]～ 

1.4MPa[dif] 

炉心冷却性の観点で厳しい設定と

して，設備設計上の最低要求値であ

る最小流量特性を設定 

最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位

の回復が早くなり，原子炉水位の維持操作の開始が早く

なるが，原子炉減圧から水位回復までの原子炉水位を継

続監視している期間の流量調整操作であることから，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位の

回復が早くなり，炉心の再冠水が早まることから，評価項

目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（原子炉注水と格納

容器スプレイ併用時）

・注水流量：50m３／h

（原子炉注水と格納

容器スプレイ併用時）

・注水流量：50m３／h

以上 

設計に基づき，併用時の注入先圧力

系統圧損を考慮しても確保可能な

流量を設定 

代替格納容器スプレ

イ冷却系（可搬型）

スプレイ流量： 

130m３／h（一定） 

スプレイ流量： 

130m３／h（一定） 

格納容器圧力上昇を抑制可能な流

量として，運転手順に基づき設定

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

残留熱除去系（格納容

器スプレイ冷却系）

及び残留熱除去系 

（サプレッション・プ

ール冷却系） 

スプレイ流量： 

1.9×10３m３／h 

（95％：ドライウェ

ル，5％：サプレッシ

ョン・チェンバ） 

スプレイ流量： 

1.9×10３m３／h 

（95％：ドライウェ

ル，5％：サプレッシ

ョン・チェンバ） 

設計値を設定 解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

熱交換器 1 基当たり 

約 43MW 

（サプレッション・プ

ール水温度 100℃，海

水温度 32℃において）

熱交換器 1 基当たり 

約 43MW 以上 

（サプレッション・プ

ール水温度 100℃，海

水温度 32℃以下にお

いて） 

熱交換器の設計性能に基づき，残留

熱除去系の除熱性能を厳しくする

観点で，過去の実績を包含する高め

の海水温度を設定 

最確条件とした場合には，海水温度がおおむね低めとな

り除熱性能が向上するため，格納容器圧力及びサプレッ

ション・プール水温度の上昇が遅くなるが，残留熱除去

系（サプレッション・プール水冷却系）による格納容器

除熱後にこれらのパラメータを操作開始の起点とする運

転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

最確条件とした場合には，海水温度がおおむね低めとなり

除熱性能が向上するため，格納容器圧力及び雰囲気温度の

上昇が緩和されることから，評価項目となるパラメータに

対する余裕が大きくなる。 
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第 3 表 操作条件が要員の配置による他の操作，評価項目となるパラメータ及び操作時間余裕に与える影響（1／6） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

直流電源の 

負荷切離操作

（ 中 央 制 御

室） 

事象発生から

1 時間まで 

直 流 負 荷 の 切 離

操作は，解析条件

ではないが，解析

で 想 定 し て い る

操 作 の 成 立 や 継

続 に 必 要 な 作 業

であり，蓄電池が

枯 渇 し な い よ う

に設定 

【認知】 

中央制御室からの遠隔操作により外部電源又は非常用ディーゼル発電機等に

よる非常用母線の電源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断する。

早期の電源回復不能と判断した場合は，直流電源の負荷切り離し操作を開始す

る手順としている。中央制御室にて機器ランプ表示消灯，機器故障警報，照明

の消灯等により全交流動力電源喪失を確認する事象初期の状況判断に余裕時

間を含めて 10 分を想定している。この後，非常用ディーゼル発電機等の手動

起動操作（失敗）として余裕時間を含めて 2 分を想定している。よって，認知

時間として余裕時間を含めて 12 分を設定しており，十分な時間余裕を確保し

ていることから，認知遅れが操作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さ

い。 

中央制御室での操作のみであり，当直運転員は中央制御室に常駐していること

から，要員配置が操作開始時間に与える影響はない。 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，移動が操作開始時間に与える影響はない。

【操作所要時間】 

中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作であり，操作所要時間が長く

なる可能性は非常に低く，操作所要時間が操作開始時間に影響を及ぼす可能性

は非常に小さい。 

【他の並列操作有無】 

当直運転員の直流電源の負荷切離操作は，不要な負荷への給電を遮断する操作

であり，その他の操作との並列操作が可能である。 

【操作の確実さ】 

中央制御室での操作は，中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作であ

り，誤操作は起こりにくいことから，誤操作等が操作開始時間に影響を及ぼす

可能性は非常に小さい。 

認知時間及び移動・操

作所要時間は，余裕時

間を含めて設定して

いることから，実態の

操作開始時間は解析

上の設定よりも若干

早まる可能性がある

が，その他の操作と並

列して実施する場合

でも，順次実施し所定

の時間までに操作を

完了できることから

影響はない。 

実態の操作開始時間

は，解析上の設定から

早まる可能性がある

が，解析条件ではない

ことから，所定の時間

までに実施すること

で，評価項目となるパ

ラメータに与える影

響はない。 

直流負荷の切離操作

は，中央制御室におい

ては 1時間までに実施

するものであり十分

な操作時間余裕が確

保されている。 

直流電源の負荷切

離しは，移動も含

め所要時間を 6 分

想定としていると

ころ，訓練実績等

では約 4分であり，

想定の範囲内で意

図している運転操

作が実施可能なこ

とを確認した。 
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第 3 表 操作条件が要員の配置による他の操作，評価項目となるパラメータ及び操作時間余裕に与える影響（2／6） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

直流電源の 

負荷切離操作

（現場） 

事象発生から

8 時間後 

直 流 負 荷 の 切 離

操作は，解析条件

ではないが，解析

で 想 定 し て い る

操 作 の 成 立 や 継

続 に 必 要 な 作 業

であり，蓄電池が

枯 渇 し な い よ う

に設定 

【認知】 

中央制御室からの遠隔操作により外部電源又は非常用ディーゼル発電機等に

よる非常用母線の電源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断する。

早期の電源回復不能と判断した場合は，直流電源の負荷切り離し操作を開始す

る手順としている。中央制御室にて機器ランプ表示消灯，機器故障警報，照明

の消灯等により全交流動力電源喪失を確認する事象初期の状況判断に余裕時

間を含めて 10 分を想定している。この後，非常用ディーゼル発電機等の手動

起動操作（失敗）として余裕時間を含めて 2 分を想定している。よって，認知

時間として余裕時間を含めて 12 分を設定しており，十分な時間余裕を確保し

ていることから，認知遅れが操作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さ

い。 

【要員配置】 

現場での操作は，中央制御室の当直運転員とは別に現場操作を行う当直運転員

（現場）及び重大事故等対応要員を配置している。これらの要員は，操作の実

施期間中に他の操作を担っていないことから，要員配置が操作開始時間に与え

る影響はない。 

【移動・操作所要時間】 

中央制御室から操作現場までの移動時間及び不要負荷の切離し操作時間とし

て余裕時間を含めて 50 分を設定しており，十分な時間余裕を確保しているこ

とから，移動及び操作所要時間が操作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に

小さい。 

【他の並列操作有無】 

当直運転員の直流電源の負荷切離操作は，その他の操作との並列操作が可能で

ある。 

【操作の確実さ】 

現場での操作は，操作の信頼性向上や要員の安全のため 2 人 1 組で実施するこ

ととしており，誤操作は起こりにくく，誤操作等により操作時間が長くなる可

能性は低い。 

認知時間及び移動・操

作所要時間は，余裕時

間を含めて設定して

いることから，実態の

操作開始時間は解析

上の設定よりも若干

早まる可能性がある

が，その他の操作と並

列して実施する場合

でも，順次実施し所定

の時間までに操作を

完了できることから

影響はない。 

実態の操作開始時間

は，解析上の設定から

早まる可能性がある

が，解析条件ではない

ことから，所定の時間

までに実施すること

で，評価項目となるパ

ラメータに与える影

響はない。

直流負荷の切離操作

は，現場においては事

象発生から 8時間後に

実施するものであり

十分な操作時間余裕

が確保されている。 

直流電源の負荷切

離しは，移動も含

め所要時間を 50分

想定としていると

ころ，訓練実績等

では約 42 分であ

り，想定の範囲内

で意図している運

転操作が実施可能

な こ と を 確 認 し

た。 
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第 3 表 操作条件が要員の配置による他の操作，評価項目となるパラメータ及び操作時間余裕に与える影響（3／6） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

逃 が し 安 全

弁（自動減圧

機能）の手動

操 作 に よ る

原 子 炉 減 圧

（ 可 搬 型 代

替 注 水 中 型

ポ ン プ を 用

い た 低 圧 代

替注水系（可

搬型）による

原 子 炉 注 水

操作） 

事象発生から

3 時間 1 分後

状況判断，低圧代

替 注 水 系 （ 可 搬

型）の準備及び減

圧 操 作 に 要 す る

時 間 を 考 慮 し て

設定 

【認知】 

中央制御室にて機器ランプ表示消灯，機器故障警報，照明の消灯等により全交

流動力電源喪失を確認する事象初期の状況判断に余裕時間を含めて 10 分を想

定している。よって，認知時間として余裕時間を含めて 10 分を設定しており，

十分な時間余裕を確保していることから，認知遅れが操作開始時間に影響を及

ぼす可能性は非常に小さい。 

【要員配置】 

現場での操作は，中央制御室の当直運転員とは別に現場操作を行う当直運転員

（現場）及び重大事故等対応要員を配置している。これらの要員は，操作の実

施期間中に他の操作を担っていないことから，要員配置が操作開始時間に与え

る影響はない。 

【移動・操作所要時間】 

低圧代替注水系（可搬型）に用いる可搬型代替注水中型ポンプ等は車両であり，

自走にて作業現場へ移動することを想定している。仮に地震等の外部事象が起

因事象で，アクセスルートに被害がある場合でも，ホイールローダ等にて必要

なアクセスルートを復旧できる体制としている。要員の移動時間に 20 分,アク

セスルートの復旧（がれき撤去），可搬型代替注水中型ポンプ準備，ホース敷

設等として 150 分を想定している。また，異なる要員にて並行して実施する原

子炉注水のための系統構成として移動も含め 125 分を想定している。いずれも

十分な時間余裕を確保していることから，移動及び操作所要時間が操作開始時

間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧として余裕時間を

含めて 1 分を設定している。中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作

であり，操作所要時間が長くなる可能性は非常に低く，操作所要時間が操作開

始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

【他の並列操作有無】 

他の並列操作はないことから操作開始時間に与える影響はない。 

【操作の確実さ】 

現場での操作は，操作の信頼性の向上や要員の安全のため，操作要員 2 人以上

で実施することとしており，誤操作は起こりにくいことから，誤操作等が操作

開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

中央制御室での操作は，中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作であ

り，誤操作は起こりにくいことから，誤操作等が操作開始時間に影響を及ぼす

可能性は非常に小さい。 

認知時間及び移動・操

作所要時間は，余裕時

間を含めて設定して

いることから，実態の

操作開始時間は解析

上の設定よりも若干

早まる可能性がある

が，その他の操作と並

列して実施する場合

でも，順次実施し所定

の時間までに操作を

完了できることから

影響はない。 

実態の操作開始時間

は，解析上の注水開始

時間は余裕時間を含

めて設定されており，

実態の操作開始時間

は解析上の操作開始

時間より若干早まる

可能性があり，この場

合には，原子炉注水が

早まることで燃料被

覆管温度の上昇は緩

和され，評価項目とな

るパラメータに対す

る余裕は大きくなる。

当直運転員による原

子炉隔離時冷却系の

再起動を考慮した場

合において，事象発生

から 3 時間 56 分（55

分の時間遅れ）までに

逃がし安全弁（自動減

圧機能）の手動操作に

よる原子炉減圧を開

始できれば，燃料被覆

管の最高温度は 875℃

となり，燃料被覆管の

破裂は発生せず，評価

項目を満足する。 

（添付資料 2.3.3.3）

可搬型代替注水中

型ポンプ準備，ホ

ース敷設等は，移

動も含め所要時間

を 170 分と想定し

ている。要員の移

動時間は 20分以内

であり，可搬型代

替注水中型ポンプ

準備，ホース敷設

等は，移動も含め

訓練実績等では約

154 分。原子炉注水

のための系統構成

は，移動も含め所

要時間を 125 分と

想定しているとこ

ろ，訓練実績等で

は約 115 分，逃が

し安全弁（自動減

圧機能）の手動操

作による原子炉減

圧は，所要時間を 1

分と想定している

ところ訓練実績等

では約 1 分。想定

している範囲内で

意図している運転

操作が実施可能で

あることを確認し

た。
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第 3 表 操作条件が要員の配置による他の操作，評価項目となるパラメータ及び操作時間余裕に与える影響（4／6） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

可搬型代替注

水中型ポンプ

を用いた低圧

代 替 注 水 系

（可搬型）に

よる原子炉注

水操作に用い

る可搬型代替

注水中型ポン

プへの燃料給

油操作 

低圧代替注水

系（可搬型）

による原子炉

注水開始から

適宜 

可 搬 型 代 替 注 水

中 型 ポ ン プ へ の

燃料給油操作は，

解 析 条 件 で は な

いが，解析で想定

し て い る 操 作 の

成 立 や 継 続 に 必

要な作業であり，

燃 料 が 枯 渇 し な

いように設定 

【認知】 

「逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧（低圧代替注水

系（可搬型）による原子炉注水操作）」と同様であり，認知遅れが操作開始時

間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

【要員配置】 

本操作を実施する参集要員は，操作の実施期間中に他の操作を担っていないこ

とから，要員配置が操作開始時間に与える影響はない。 

【移動・操作所要時間】 

燃料給油操作に用いるタンクローリは車両であり，参集後，自走にて作業現場

へ移動することを想定している。仮に地震等の外部事象が起因事象で，アクセ

スルートに被害がある場合でも，ホイールローダ等にて必要なアクセスルート

を復旧できる体制としている。可搬型設備用軽油タンクからタンクローリへの

燃料給油操作として移動も含め 90 分を想定しており，十分な時間余裕を確保

していることから，移動及び操作所要時間が操作開始時間に影響を及ぼす可能

性は非常に小さい。 

【他の並列操作有無】 

他の並列操作はないことから操作開始時間に与える影響はない。 

【操作の確実さ】 

現場での操作は，操作の信頼性の向上や要員の安全のため，操作要員 2 人以上

で実施することとしており，誤操作は起こりにくいことから，誤操作等が操作

開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

認知時間及び移動・操

作所要時間は，余裕時

間を含めて設定して

いることから，実態の

操作開始時間は解析

上の設定よりも若干

早まる可能性がある。

実態の操作開始時間

は解析上の設定から

早まる可能性がある

が，評価項目となるパ

ラメータに直接影響

を与えることはない。

各機器の燃料が枯渇

しない時間内に実施

することで炉心損傷

を回避することが可

能であり，低圧代替注

水系（可搬型）による

原子炉注水開始から 3

時間半程度の時間余

裕がある。 

可搬型代替注水中

型ポンプへの燃料

給油操作は，移動

も含めて 90分を想

定しているところ

訓練実績等では約

80 分。また，以降，

各機器の燃料が枯

渇しない時間間隔

（許容時間）以内

で実施することと

しており，許容時

間 210分のところ，

訓練実績等により

約 18 分。許容時間

内で意図している

作業が実施可能で

あることを確認し

た。 
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第 3 表 操作条件が要員の配置による他の操作，評価項目となるパラメータ及び操作時間余裕に与える影響（5／6） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

可 搬 型 代 替

注 水 中 型 ポ

ン プ を 用 い

た 代 替 格 納

容 器 ス プ レ

イ冷却系（可

搬型）による

格 納 容 器 冷

却操作 

格納容器圧力

279kPa［gage］

到達時 

運転手順に基づき

格納容器ベント実

施基準である格納

容器最高使用圧力

（310kPa[gage]）

に対する余裕を考

慮し設定 

【認知】 

事故時には重要監視パラメータであるサプレッション・チェンバ圧力を継続監

視しており，また，格納容器スプレイの操作実施基準（格納容器圧力

279kPa[gage]）に到達するのは事象発生約 14 時間後であり，比較的緩やかな

パラメータ変化であることから，認知遅れが操作開始時間に影響を及ぼす可能

性は非常に小さい。 

【要員配置】 

現場での操作は，中央制御室の当直運転員とは別に現場操作を行う当直運転員

（現場）及び重大事故等対応要員を配置している。これらの要員は，操作の実

施期間中に他の操作を担っていないことから，要員配置が操作開始時間に与え

る影響はない。 

【移動】 

格納容器スプレイのための系統構成の実施場所は，原子炉注水のための系統構

成と同じ原子炉建屋内であり，操作要員はすでに配置済みであることから，移

動が操作開始時間に与える影響はない。 

【操作所要時間】 

格納容器スプレイのための系統構成として 175 分を想定しており，十分な時間

余裕を確保していることから，操作所要時間が操作開始時間に影響を及ぼす可

能性は非常に小さい。 

【他の並列操作有無】 

原子炉水位の調整操作を並列して実施する場合があるが，異なる要員による対

応が可能であるため，他の並列操作が操作開始時間に与える影響はない。また，

代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）は，低圧代替注水系（可搬型）とポン

プ等を共用しているが，原子炉注水と格納容器スプレイの流量を同時に確保可

能なポンプ容量を備えているため，原子炉注水と格納容器スプレイの同時運用

が可能である。 

【操作の確実さ】 

当直運転員（現場）及び重大事故等対応要員の現場操作は，操作の信頼性向上

や要員の安全のため 2 人 1 組で実施することとしており，誤操作は起こりにく

く，誤操作等が操作開始時間に影響を及ぼす可能性は小さい。 

左記のとおり操作不

確かさ要因により操

作開始時間に与える

影響は小さいことか

ら，実態の操作開始時

間は解析上の設定と

ほぼ同等である。 

本操作は，解析コード

及び解析条件（操作条

件を除く。）の不確か

さにより，操作開始時

間が遅くなる可能性

があるが，並列して実

施する場合がある原

子炉水位の調整操作

とは異なる当直運転

員による対応が可能

であることから，この

他の操作に与える影

響はない。 

実態の操作開始時間

は解析上の設定とほ

ぼ同等であることか

ら，評価項目に与える

影響はない。 

解析コード及び解析

条件（操作条件を除

く。）の不確かさによ

り，操作開始時間が遅

くなる場合でも，パラ

メータが操作実施基

準に到達した時点で

開始することで同等

の効果が得られ，有効

性評価解析における

格納容器圧力の最大

値に変わりがないこ

とから，操作開始が遅

くなることにより評

価項目となるパラメ

ータに与える影響は

ない。 

格納容器スプレイ操

作は，事象発生の約 14

時間後に実施するも

のであり，低圧代替注

水系（可搬型）と同じ

可搬型代替注水中型

ポンプを使用し，可搬

型中型ポンプの準備

完了を 3 時間後と想定

しており，準備時間を

確保できることから，

時間余裕がある。 

格納容器スプレイ

のための系統構成

は，所要時間を 175

分想定していると

ころ，訓練実績等

では約 124 分。想

定している範囲内

で意図している運

転操作が実施可能

であることを確認

した。 
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第 3 表 操作条件が要員の配置による他の操作，評価項目となるパラメータ及び操作時間余裕に与える影響（6／6） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

残 留 熱 除 去

系（低圧注水

系）による原

子 炉 注 水 並

び に 残 留 熱

除去系（格納

容 器 ス プ レ

イ冷却系）又

は 残 留 熱 除

去系（サプレ

ッション・プ

ール冷却系）

に よ る 格 納

容 器 除 熱 操

作 

事象発生 24

時間 10 分後

常 設 代 替 高 圧 電

源 装 置 に よ る 非

常 用 母 線 の 受 電

操作の完了後，残

留 熱 除 去 系 の 起

動 操 作 に 要 す る

時 間 を 考 慮 し て

設定 

【認知】 

常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作の完了後，一連の操作とし

て実施するため，認知に大幅な遅れが生じることは考えにくく，認知遅れが操

作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，当直運転員は中央制御室に常駐していること

から，要員配置が操作開始時間に与える影響はない。 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，移動が操作開始時間に与える影響はない。

【操作所要時間】 

残留熱除去系海水系の起動操作として 4 分，残留熱除去系による原子炉注水操

作として 2 分を想定し，余裕時間を含めて操作時間として 6 分を設定している。

いずれも中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作であり，操作所要時

間が長くなる可能性は十分に低く，操作所要時間が操作開始時間に影響を及ぼ

す可能性は非常に小さい。 

【他の並列操作有無】 

原子炉水位の調整操作を並列で実施する場合があるが，異なる当直運転員によ

る対応が可能であることから，他の並列操作が操作開始時間に与える影響はな

い 

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにく

く，誤操作等が操作時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

操作所要時間は，余裕

時間を含めて設定し

ていることから，実態

の操作開始時間は解

析上の操作開始時間

よりも若干早まる可

能性がある。 

実態の操作開始時間

は解析上の操作開始

時間より早くなる可

能性があるが，この場

合でも，格納容器除熱

の開始が早くなるこ

とで格納容器圧力及

び雰囲気温度の上昇

は緩和されることか

ら，評価項目となるパ

ラメータに対する余

裕は大きくなる。 

非常用母線の受電後

に実施するものであ

り，評価上は 24 時間

後に非常用母線の受

電が完了する想定と

しており，準備時間が

確保できることから，

時間余裕がある。 

中央制御室におけ

る操作のため，シ

ミュレータ（模擬

操作含む。）にて

訓練実績を取得。

残留熱除去系によ

る原子炉注水及び

格納容器除熱は所

要時間を 6 分想定

しているところ，

訓練実績では，約 4

分。想定の範囲内

で意図している運

転操作が実施可能

な こ と を 確 認 し

た。 
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添付 2.3.3.3-1

原子炉注水開始が遅れた場合の影響について

（全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）） 

1. はじめに

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）」では，

原子炉水位異常低下（レベル２）設定点で原子炉隔離時冷却系が自

動起動して注水を開始し，原子炉圧力の低下によって注水が停止す

る。その後，低圧代替注水系（可搬型）の準備が完了した後，事象

発生の 3 時間 1 分後に逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作に

よる原子炉減圧を実施する。 

実際の運転手順では，原子炉隔離時冷却系が停止した後に原子炉

水位が低下し，原子炉水位異常低下（レベル１）設定点を下回り燃

料有効長頂部に到達する前までに原子炉隔離時冷却系の再起動を試

みることとなっている。よって，ここでは，原子炉隔離時冷却系の

再起動に期待した場合の減圧・注水の時間余裕を評価する。 

2. 評価条件

原子炉圧力の低下に伴い原子炉隔離時冷却系が停止した後，原子

炉水位が燃料有効長頂部まで低下した時点で原子炉隔離時冷却系を

再起動するものとする。また，逃がし安全弁（自動減圧機能）の手

動操作による原子炉減圧（可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧

代替注水系（可搬型）による原子炉注水）は，事象発生の 3 時間 56

分後（55 分遅れ）及び事象発生の 4 時間 1 分後（60 分遅れ）の場合

を評価する。なお，その他の条件はベースケースの解析条件と同様

とする。 
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3. 評価結果 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作（可

搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による

原子炉注水）が 55 分遅れた場合（事象発生の 3 時間 56 分後に減圧

を実施）の原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内外水位），燃料被

覆管温度及び燃料被覆管酸化割合の推移を第 1 図から第 4 図に，燃

料被覆管温度と燃料被覆管の円周方向の応力の関係（時間遅れ 55 分

及び 60 分）を第 5 図に示す。また，原子炉注水が 55 分遅れた場合

と 60 分遅れた場合の評価結果のまとめを第 1 表に示す。 

55 分遅れの場合では，燃料被覆管温度及び酸化量は評価項目を満

足し，燃料被覆管の破裂も発生していないが，60 分遅れの場合では

燃料被覆管の破損が発生している。以上より，逃がし安全弁（自動

減圧機能）の手動による原子炉減圧操作（可搬型代替注水中型ポン

プを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水）は，少な

くとも 55 分程度の時間余裕があることを確認した。 

なお，実際には原子炉圧力が再上昇する場合には，原子炉隔離時

冷却系の 2 回目以降の再起動を実施すること及び設計値よりも低い

原子炉圧力までの原子炉隔離時冷却系の運転継続が可能と考えられ

ることから，余裕時間は 55 分よりも長くなるものと考える。 
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第 1 表 減圧遅れによる燃料被覆管温度及び酸化量への影響

減圧遅れ時間
燃料被覆管

最高温度 

燃料被覆管の

酸化量 

燃料被覆管の

破裂の有無 

55 分 

（事象発生 3 時間 56 分後に

原子炉減圧開始） 

約 875℃ 約 2％ 無

60 分 

（事象発生 4 時間 1 分後に

原子炉減圧開始） 

約 934℃ 約 3％ 有
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第 1 図 原子炉圧力の推移（遅れ時間 55 分）

第 2 図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移（遅れ時間 55 分） 
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原子炉隔離時冷却系停止  

による圧力上昇  

主蒸気隔離弁閉止による圧力上昇  

（最大値 ：約 8.16MPa[gage]）  

逃がし安全弁（自動減圧機能）  

6 弁による手動減圧（開固着  

の 1 弁と合わせ 7 弁による減圧） 

（ 236 分）  

逃がし安全弁 1 弁開固着による 

圧力低下  

原子炉隔離時冷却系再起動  

による圧力低下  
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注 水 さ れ た 未 飽 和 水 が 炉 心 バ イ パ ス 部 か ら 炉 心 下 部 プ レ ナ ム

に 流 入 し ボ イ ド 率 が 低 下 す る こ と で 二 相 水 位 に よ る 満 水 が 維

持できなくなるため，水位が形成される

原子炉隔離時冷却系再起動に伴う 

減圧沸騰による二相水位の上昇  
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第 3 図 燃料被覆管温度の推移（遅れ時間 55 分）

第 4 図 燃料被覆管酸化割合の推移（遅れ時間 55 分） 

燃料被覆管最高温度 

（約 875℃）  

炉心露出による 

燃料被覆管温度の上昇 

炉心再冠水により  

飽和温度まで低下  

燃
料
被
覆
管
最
高
温
度

(℃ ) 

燃
料
被
覆
管
酸
化
割
合

(％ ) 



添付 2.3.3.3-6

第 5 図 燃料被覆管破裂が発生した時点の燃料被覆管温度と

燃料被覆管の円周方向の応力の関係

（時間遅れ 55 分及び 60 分）
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ORNL3626(照射)
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GEVNC(0.56℃/s)(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(2.8 ℃/s)(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(5.6 ℃/s)(8×8)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(0.56℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(2.8 ℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

GEVNC(5.6 ℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

 NUREG-0630,DATA F(ORNL)

 NUREG-0630,DATA H(KfK FABIOLA)

 NUREG-0630,DATA I(ORNL)

 NUREG-0630,DATA J(KfK)

KfK(0.8～1.6K/s)(REBEKA Single Rod)

JNES(内圧破裂試験)

NFI他(内圧破裂試験)

ベストフィット曲線

平均値－２σ曲線

(N／ mm２ ) 

55 分遅れ

60 分遅れ
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添付 2.3.3.4-1 

7 日間における水源の対応について

（全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）） 

1. 水源に関する評価

① 淡水源（有効水量）

・西側淡水貯水設備：4,300m３

2. 水使用パターン

① 可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水

事象発生 3 時間 1 分後，西側淡水貯水設備を水源とした可搬型

代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原

子炉注水を実施する。 

炉心冠水後は，原子炉水位高（レベル８）設定点から原子炉水

位低（レベル３）設定点の範囲で注水する。 

交流動力電源が復旧した後，可搬型代替注水中型ポンプを用い

た低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水を停止する。 

② 可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却

系（可搬型）による格納容器冷却

格納容器圧力が 279kPa[gage]に到達する事象発生約 14 時間後，

西側淡水貯水設備を水源とした可搬型代替注水中型ポンプを用い

た格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却を実施

する。 

交流動力電源が復旧した後，可搬型代替注水中型ポンプを用い

た代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却を
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停止する。 

3. 時間評価 

事象発生から可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系

（可搬型）による原子炉注水が開始されるまでは，原子炉隔離時冷

却系により原子炉注水を実施するため，西側淡水貯水設備の水量は

減少しない。 

事象発生 3 時間１分以降は，可搬型代替注水中型ポンプを用いた

低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水等を実施するため，西

側淡水貯水設備の水量は減少する。 

交流動力電源が復旧する事象発生 24 時間以降は，残留熱除去系に

よる原子炉注水等を実施し，可搬型代替注水中型ポンプを用いた低

圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水等を停止するため，西側

淡水貯水設備の水量の減少は停止する。 

この間の西側淡水貯水設備の使用水量は合計約 2,160m３である。 



添付 2.3.3.4-3

第 1 図 外部水源による積算注水量 

（全交流動力電源喪失（ＴＢＰ））

4. 水源評価結果 

時間評価の結果から，7 日間の対応において合計約 2,160m３の水が

必要となるが，西側淡水貯水設備に 4,300m３の水を保有することか

ら必要水量を確保している。このため，安定して冷却を継続するこ

とが可能である。 

積
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注
水

量
(
m

３
)

可 搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ  

冷却系（可搬型）による格納容器冷却開始

4,300m３

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系  

（可搬型 ）による原子炉注水停止  

可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ  

冷却系（可搬型）による格納容器冷却停止

可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系  

（可搬型 ）による原子炉注水開始

事故後の時間（ h）
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添付 2.3.3.5-1 

7 日間における燃料の対応について 

（全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）） 

保守的に全ての設備が，事象発生直後から 7 日間燃料を消費するものとして

評価する。 

時系列 合計 判定 

常設代替高圧電源装置 5 台起動 

（燃料消費率は保守的に定格出力運転時を想定） 

420.0L/h(燃料消費率)×168h（運転時間）×5 台（運転台数） 

＝約 352.8kL 

7 日間の 

軽油消費量 

約 352.8kL 

軽油貯蔵タ

ンクの容量

は 約 800kL

であり，7 日

間対応可能 

可搬型代替注水中型ポンプ 2 台起動 

（低圧代替注水系（可搬型）及び代替格納容器スプレイ冷却系（可

搬型）） 

35.7L/h(燃料消費率)×168h（運転時間）×2 台（運転台数） 

＝約 12.0kL 

7 日間の 

軽油消費量 

約 12.0kL 

可搬型設備

用軽油タン

クの容量は

約 210kL で

あり，7 日間

対応可能 
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添付 2.3.3.6-1

常設代替交流電源設備の負荷

（全交流動力電源喪失（ＴＢＰ））

主要負荷リスト 【電源設備：常設代替高圧電源装置】

起 動 順 序 主 要 機 器 名 称
負 荷 容 量

(k W )  

負 荷 起 動 時 の 最

大 負 荷 容 量

(k W )  

定 常 時 の 連 続 最 大

負 荷 容 量  

(k W )  

①

緊 急 用 母 線 自 動 起 動 負 荷

・ 緊 急 用 直 流 125 V充 電 器

・ そ の 他 負 荷

約 12 0  

約 8 4  

約 2 5 2  約 2 0 4  

②

非 常 用 母 線 ２ Ｃ 自 動 起 動 負 荷

・ 直 流 12 5 V充 電 器 Ａ

・ 非 常 用 照 明

・ 12 0 V  Ａ Ｃ  計 装 用 電 源 ２ Ａ

・ そ の 他 負 荷

約 79  

約 1 0 8  

約 1 3 4  

約 2 4 8  

約 7 8 6  約 7 7 3  

③

非 常 用 母 線 ２ Ｄ 自 動 起 動 負 荷

・ 直 流 12 5 V充 電 器 Ｂ

・ 非 常 用 照 明

・ 12 0 V  Ａ Ｃ  計 装 用 電 源 ２ Ｂ

・ そ の 他 負 荷

約 60  

約 8 6  

約 1 3 4  

約 1 3 5  

約 1 , 1 9 3  約 1 , 1 8 8  

④ 残 留 熱 除 去 系 海 水 ポ ン プ 約 83 7  約 2 , 3 8 8  約 2 , 0 2 5  

⑤ 残 留 熱 除 去 系 海 水 ポ ン プ 約 83 7  約 3 , 2 2 5  約 2 , 8 6 2  

⑥
残 留 熱 除 去 系 ポ ン プ

そ の 他 負 荷  

約 58 4  

約 3  
約 4 , 2 8 7  約 3 , 4 4 9  

⑦

非 常 用 ガ ス 再 循 環 系 排 風 機

非 常 用 ガ ス 処 理 系 排 風 機  

そ の 他 負 荷  

停 止 負 荷  

約 55  

約 8  

約 95  

約 － 52  

約 3 , 7 4 3  約 3 , 5 5 5  

⑧

中 央 制 御 室 換 気 系 空 気 調 和 機 フ ァ ン  

中 央 制 御 室 換 気 系 フ ィ ル タ 系 フ ァ ン

そ の 他 負 荷  

約 45  

約 8  

約 18 3  

約 4 , 1 3 2  約 3 , 7 9 1  

⑨
蓄 電 池 室 排 気 フ ァ ン  

そ の 他 負 荷  

約 8  

約 15 4  
約 4 , 3 4 5  約 3 , 9 5 3  

⑩
緊 急 用 海 水 ポ ン プ

そ の 他  

約 51 0  

約 4  
約 4 , 9 3 5  約 4 , 4 6 7  

⑪ 代 替 燃 料 プ ー ル 冷 却 系 ポ ン プ 約 30  約 4 , 5 7 6  約 4 , 4 9 7  

負 荷 容 量 (kW )

①

5, 0 0 0

3 , 0 0 0

1 , 0 0 0

7 , 0 0 0

2 40  
経 過 時 間 (h)

4 , 0 0 0

2 , 0 0 0

6 , 0 0 0

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 5台 の 最 大 容 量 6, 9 0 0 k W※ １

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 5台 の 連 続 定 格 容 量 5,5 2 0 k W ※ ２

2 5

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 の 負 荷 積 算 イ メ ー ジ

最 大 負 荷 容 量
約 4, 9 3 5 k W  

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

⑪

▲

常 設 代 替 高 圧

電 源 装 置 2 台

起 動

※ 1 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 定 格 出 力 運 転 時 の 容 量 （ 1, 3 8 0 k W×運 転 台 数 ＝ 最 大 容 量 ）  

※ 2 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 定 格 出 力 運 転 時 の 80％ の 容 量 （ 1, 3 8 0 k W×0 . 8×運 転 台 数 ＝ 連 続 定 格 容 量 ）  

※ 3 非 常 用 母 線 の 負 荷 へ の 給 電 に 伴 い ， 負 荷 容 量 が 増 加 す る た め ， 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 を 3 台 追 加 起 動 す る

常 設 代 替 高 圧

電 源 装 置 3 台

追 加 起 動 ※ ３

▲

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 2台

の 最 大 容 量 2,7 6 0 k W※ １

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 2台  

の 連 続 定 格 容 量 2, 2 0 8 k W※ ２
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2.4 崩壊熱除去機能喪失 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」は，崩壊熱除去機能の喪

失に至る要因により「取水機能が喪失した場合」又は「残留熱除去系が故障

した場合」に分類される。 

2.4.1 取水機能が喪失した場合 

2.4.1.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」に含まれる事故シーケ

ンスとしては，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，

①「過渡事象＋ＲＨＲ失敗」，②「過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋

ＲＨＲ失敗」，③「外部電源喪失＋ＤＧ失敗（ＨＰＣＳ成功）」，④「外部

電源喪失＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗（ＨＰＣＳ成功）」，⑤「外

部電源喪失＋直流電源喪失（ＨＰＣＳ成功）」，⑥「手動停止／サポート系

喪失（手動停止）＋ＲＨＲ失敗」，⑦「手動停止／サポート系喪失（手動

停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨＲ失敗」，⑧「サポート系喪失

（自動停止）＋ＲＨＲ失敗」，⑨「サポート系喪失（自動停止）＋逃がし

安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨＲ失敗」，⑩「サポート系喪失（直流電源故障）

（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗（ＨＰＣＳ成功）」，⑪「サポート系喪失（直

流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗（Ｈ

ＰＣＳ成功）」，⑫「中小破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗」及び⑬「大破断ＬＯ

ＣＡ＋ＲＨＲ失敗」である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場

合）」は，運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故の発生後，高圧注水
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機能等により炉心冷却には成功するが，取水機能の喪失により崩壊熱除去

機能が喪失することを想定する。このため，炉心の崩壊熱により発生した

蒸気が逃がし安全弁を介して格納容器に流入し格納容器圧力が上昇するこ

とで，緩和措置が取られない場合には，炉心損傷より先に格納容器破損に

至る。これに伴い炉心冷却機能を喪失する場合には，原子炉水位の低下に

より炉心が露出し，炉心損傷に至る。 

本事故シーケンスグループのうち取水機能が喪失した場合については，

取水機能の喪失により崩壊熱除去機能が失われたことによって最終的に炉

心損傷に至る事故シーケンスグループである。このため，重大事故等対策

の有効性評価には，取水機能に対する重大事故等対処設備に期待すること

が考えられる。 

以上により，本事故シーケンスグループのうち取水機能が喪失した場合

については，原子炉注水機能を用いて原子炉へ注水することにより炉心損

傷の防止を図るとともに，代替の海水取水機能を用いて最終的な熱の逃が

し場へ熱の輸送を行うことによって除熱を行い格納容器破損の防止を図る。 

(3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」のうち取水機能が喪失

した場合において，炉心が著しい損傷に至ることなく，かつ十分な冷却を

可能とするため，初期の対策として原子炉隔離時冷却系，逃がし安全弁

（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧及び常設低圧代替注水系ポンプ

を用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段を整備し，安定状

態に向けた対策として，緊急用海水系を用いた残留熱除去系（低圧注水系）

による原子炉注水手段を整備する。また，格納容器の健全性を維持するた

め，安定状態に向けた対策として，緊急用海水系を用いた残留熱除去系
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（格納容器スプレイ冷却系及びサプレッション・プール冷却系）による格

納容器除熱手段を整備する。対策の概略系統図を第 2.4.1－1 図に，対応

手順の概要を第 2.4.1－2 図に示すとともに，対策の概要を以下に示す。

また，重大事故等対策の手順と設備との関係を第 2.4.1－1 表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，必要

な要員は災害対策要員（初動）20 名である。 

災害対策要員（初動）の内訳は，当直発電長 1 名，当直副発電長 1 名，

運転操作対応を行う当直運転員 4 名，指揮，通報連絡を行う災害対策要員

（指揮者等）4 名及び現場操作を行う重大事故等対応要員 10 名である。 

必要な要員と作業項目について第 2.4.1－3 図に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目

を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，災害対策

要員（初動）20 名で対処可能である。 

ａ．原子炉スクラムの確認 

運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故が発生して原子炉がスクラ

ムしたことを確認する。 

原子炉スクラムの確認に必要な計装設備は，平均出力領域計装等であ

る。 

ｂ．原子炉隔離時冷却系の自動起動の確認 

原子炉水位が原子炉水位異常低下（レベル２）設定点に到達した時点

で原子炉隔離時冷却系が自動起動したことを確認する。また，主蒸気隔

離弁が閉止し，逃がし安全弁（安全弁機能）により原子炉圧力が制御さ

れるとともに，再循環ポンプがトリップしたことを確認する。 

原子炉隔離時冷却系の自動起動の確認に必要な計装設備は，原子炉水

位（広帯域），原子炉水位（燃料域），原子炉隔離時冷却系系統流量等で
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ある。 

ｃ．原子炉水位の調整操作（原子炉隔離時冷却系） 

原子炉隔離時冷却系の起動により原子炉注水が開始され，原子炉水位

が回復したことを確認する。また，原子炉水位回復後は，原子炉水位を

原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点

の間で維持する。 

原子炉水位の調整操作（原子炉隔離時冷却系）に必要な計装設備は，

原子炉水位（広帯域），原子炉水位（燃料域）等である。 

ｄ．取水機能喪失の確認 

サプレッション・プール水温度が 32℃に到達したことを確認し，中

央制御室からの遠隔操作により残留熱除去系によるサプレッション・プ

ール冷却を試みるが，残留熱除去系海水系の起動に失敗したことを確認

し，取水機能喪失を確認する。 

取水機能喪失の確認に必要な計装設備は，残留熱除去系海水系系統流

量等である。 

外部電源が喪失している場合，中央制御室からの遠隔操作により常設

代替高圧電源装置から緊急用母線を介して非常用母線を受電する。 

ｅ．残留熱除去系海水系の回復操作 

取水機能喪失の確認後，残留熱除去系海水系の回復操作を実施する。 

ｆ．常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）の起動準

備操作 

取水機能喪失に伴う低圧注水機能喪失の確認後，中央制御室からの遠

隔操作により常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）

を起動する。 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）の起動準
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備操作に必要な計装設備は，常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力等であ

る。 

ｇ．可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）の起動

準備操作 

取水機能喪失に伴う低圧注水機能喪失の確認後，可搬型代替注水中型

ポンプ準備及びホース敷設等を実施する。 

ｈ．逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）の起動準

備操作の完了後，サプレッション・プール水温度がサプレッション・プ

ール熱容量制限（原子炉が高圧の場合は 65℃）に到達したことを確認

し，中央制御室からの遠隔操作により逃がし安全弁（自動減圧機能）の

7 弁を手動開放し，原子炉減圧を実施する。 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作に必要な

計装設備は，原子炉圧力等である。 

ｉ．原子炉水位の調整操作（低圧代替注水系（常設）） 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作により，

原子炉圧力が常設低圧代替注水系ポンプの吐出圧力を下回ると，原子炉

注水が開始され，原子炉水位が回復することを確認する。原子炉水位回

復後は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位

高（レベル８）設定点の間で維持する。また，原子炉圧力の低下により

原子炉隔離時冷却系が停止したことを確認する。 

原子炉水位の調整操作（低圧代替注水系（常設））に必要な計装設備

は，原子炉水位（広帯域，燃料域）等である。 

ｊ．緊急用海水系を用いた海水通水操作 
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取水機能喪失の確認後，中央制御室からの遠隔操作により緊急用海水

系を起動する。 

緊急用海水系を用いた海水通水操作に必要な計装設備は，緊急用海水

系流量（残留熱除去系熱交換器）等である。 

ｋ．緊急用海水系を用いた残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水

操作並びに残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去

系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除熱操作 

緊急用海水系の起動後，中央制御室からの遠隔操作により残留熱除去

系を起動し，格納容器除熱を実施する。また，常設低圧代替注水系ポン

プを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を停止し，残留熱

除去系による原子炉注水に切り替える。 

緊急用海水系を用いた残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水

操作並びに残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系

（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除熱操作に必要な計

装設備は，原子炉水位（広帯域），残留熱除去系系統流量，緊急用海水

系流量（残留熱除去系熱交換器）等である。 

ｌ．使用済燃料プールの冷却操作 

代替燃料プール冷却系等を用いて使用済燃料プールへの注水及び冷却

操作を実施する。 

以降，炉心冷却は残留熱除去系（低圧注水系）を用いた原子炉注水によ

り原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベ

ル８）設定点の間で維持することで継続的に実施し，格納容器除熱は，原

子炉注水の停止期間中に残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残

留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）により実施する。 
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2.4.1.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンス

は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，過渡事象

（原子炉水位の急速な低下に伴い，原子炉スクラム，高圧注水機能の自動

起動，主蒸気隔離弁の閉止等が発生するため，事象発生後の状況判断にお

ける余裕時間の観点で厳しい給水流量の全喪失を選定）を起因事象とし，

逃がし安全弁により原子炉圧力が高圧状態に維持される「過渡事象（給水

流量の全喪失）＋ＲＨＲ失敗」である。また，運転員等操作においては，

非常用ディーゼル発電機等の機能喪失及び外部電源喪失についても考慮す

る。 

本事故シーケンスグループは，ＬＯＣＡを起因事象とする事故シーケン

スも含め，高圧炉心スプレイ系等に期待できる場合には，炉心冷却に成功

する。また，中長期的な格納容器の過圧・過温の観点では，崩壊熱が支配

要因となることからＬＯＣＡも過渡事象も同等となり，崩壊熱除去機能喪

失に対する重大事故等対策にも違いはない。このため，代表性の観点で炉

心損傷頻度の高い事故シーケンスを重要事故シーケンスとしている。なお，

ＬＯＣＡ時注水機能喪失及び雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器

過圧・過温破損）にて，ＬＯＣＡに加えて崩壊熱除去機能が喪失した場合

の重大事故等対策の有効性を確認している。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒表面熱伝達，

沸騰遷移，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液

分離（水位変化）・対向流，気液熱非平衡及び三次元効果，原子炉圧力容

器における冷却材放出（臨界流・差圧流），沸騰・凝縮・ボイド率変化，

気液分離（水位変化）・対向流及びＥＣＣＳ注水（給水系及び代替注水設
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備含む）並びに格納容器における格納容器各領域間の流動，気液界面の熱

伝達，構造材との熱伝達及び内部熱伝導，スプレイ冷却及びサプレッショ

ン・プール冷却が重要現象となる。よって，これらの現象を適切に評価す

ることが可能である長期間熱水力過渡変化解析コードＳＡＦＥＲ及びシビ

アアクシデント総合解析コードＭＡＡＰにより，原子炉圧力，原子炉水位，

燃料被覆管温度，格納容器圧力，格納容器雰囲気温度等の過渡応答を求め

る。なお，本有効性評価では，ＳＡＦＥＲコードによる燃料被覆管温度の

評価結果は，ベストフィット曲線の破裂判断基準に対して十分な余裕があ

ることから，燃料被覆管温度が高温となる領域において，燃料棒やチャン

ネルボックスの幾何学的配置を考慮した詳細な輻射熱伝達計算を行うこと

で燃料被覆管温度をＳＡＦＥＲコードよりも低めに評価するＣＨＡＳＴＥ

コードは使用しない。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本

重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目と

なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する主要な解析条件を第 2.4.1－2 表に示す。

また，主要な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の解析条件を

以下に示す。 

ａ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，給水流量の全喪失が発生するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

取水機能の喪失により，崩壊熱除去機能が喪失するものとする。 
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(c) 外部電源 

外部電源はあるものとする。 

外部電源がある場合，原子炉スクラムは，原子炉水位低（レベル３）

信号にて発生し，再循環ポンプトリップは，原子炉水位異常低下（レ

ベル２）信号にて発生する。このため，原子炉水位の低下が大きくな

り，炉心の冷却の観点で厳しくなる。 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム 

原子炉スクラムは，原子炉水位低（レベル３）信号によるものとす

る。 

(b) 主蒸気隔離弁 

主蒸気隔離弁は，原子炉水位異常低下（レベル２）信号により閉止

するものとする。 

(c) ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能） 

ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能）は，原

子炉水位異常低下（レベル２）信号により再循環ポンプを全台トリッ

プさせるものとする。 

(d) 逃がし安全弁 

逃がし安全弁（安全弁機能）にて原子炉冷却材圧力バウンダリの過

度の圧力上昇を抑制するものとする。また，原子炉減圧には，逃がし

安全弁（自動減圧機能）7 弁を使用するものとし，容量として，1 弁

当たり定格主蒸気流量の約 6％を処理するものとする。 

(e) 原子炉隔離時冷却系 

原子炉水位異常低下（レベル２）信号により自動起動し，136.7m３
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／h（原子炉圧力 1.04MPa[gage]～7.86MPa[gage]において）の流量で

原子炉へ注水するものとする。原子炉水位が原子炉水位高（レベル８）

設定点まで回復した以降は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）

設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の範囲に維持する。また，

原子炉減圧時の常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系

（常設）による原子炉水位回復性能を確認する観点で，原子炉減圧操

作と同時に注水を停止する。 

(f) 低圧代替注水系（常設） 

常設低圧代替注水系ポンプ 2 台を使用するものとし，注水流量は，

機器設計上の最小要求値である最小流量特性（注水流量：0m３／h～

378m３／h，注水圧力：0MPa[dif]※～2.38MPa[dif]）を用いるものと

する。また，原子炉水位が原子炉水位高（レベル８）設定点まで回復

した以降は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子

炉水位高（レベル８）設定点の範囲に維持する。残留熱除去系の準備

完了後，原子炉水位高（レベル８）設定点到達で常設低圧代替注水系

ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を停止する。 

※ MPa[dif]…原子炉圧力容器と水源との差圧（以下同様）

(g) 残留熱除去系（低圧注水系） 

残留熱除去系（低圧注水系）ポンプ 1 台を使用するものとし，非常

用母線の受電が完了した後に手動起動し，0m３／h～1,676m３／h

（0MPa[dif] ～1.55MPa[dif]において）の流量で原子炉へ注水するも

のとする。なお，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から

原子炉水位高（レベル８）設定点の間で維持しつつ，原子炉注水の停

止期間中に格納容器スプレイ又はサプレッション・プール冷却を実施

するものとする。 
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(h) 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）及び残留熱除去系（サ

プレッション・プール冷却系） 

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水を停止している期間

に 1.9×10３m３／h の流量で格納容器へスプレイするものとし，その

うち 95％をドライウェルへ，5％をサプレッション・チェンバへ分配

するものとする。なお，格納容器スプレイ実施中に格納容器圧力が

13.7kPa[gage]に到達した時点でサプレッション・プール冷却運転に

切り替える。 

(i) 緊急用海水系 

残留熱除去系へ海水通水時の伝熱容量は，熱交換器の設計性能に基

づき 1 基当たり約 24MW（サプレッション・プール水温度 100℃，海水

温度 32℃において）とする。 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対

する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作（常

設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水操作）は，運転手順に基づきサプレッション・プール

水温度が 65℃に到達した場合に実施する。 

(b) 緊急用海水系を用いた残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉

注水操作並びに残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残

留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除

熱操作は，余裕時間を確認する観点で代替格納容器スプレイの実

施基準である格納容器圧力 279kPa［gage］に到達した場合に実施
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する。また，残留熱除去系による格納容器除熱の開始後に，原子

炉水位が原子炉水位高（レベル８）設定点に到達した場合は，常

設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水を停止し，以降は残留熱除去系による原子炉注水によ

り原子炉水位を維持する。 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内

外水位）※，注水流量，逃がし安全弁からの蒸気流量及び原子炉圧力容器

内の保有水量の推移を第 2.4.1－4 図から第 2.4.1－8 図に，燃料被覆管温

度，燃料被覆管最高温度発生位置における熱伝達係数，燃料被覆管最高温

度発生位置におけるボイド率，高出力燃料集合体のボイド率，炉心下部プ

レナム部のボイド率の推移及び燃料被覆管破裂が発生した時点の燃料被覆

管温度と燃料被覆管の円周方向の応力の関係を第 2.4.1－9 図から第

2.4.1－14 図に，格納容器圧力，格納容器雰囲気温度，サプレッション・

プール水位及びサプレッション・プール水温度の推移を第 2.4.1－15 図か

ら第 2.4.1－18 図に示す。 

※ 炉心冷却の観点ではシュラウド内水位に着目し，運転員操作の観点ではシュ

ラウド外水位に着目するためシュラウド内外水位を合わせて示している。な

お，シュラウド内は炉心部で発生するボイドを含む水位であることから，原

子炉水位が低下する過程ではシュラウド外水位と比較して高めの水位を示す。 

ａ．事象進展 

給水流量の全喪失が発生することで原子炉水位は低下し，原子炉水位

低（レベル３）信号により，原子炉はスクラムする。その後原子炉水位

が原子炉水位異常低下（レベル２）設定点まで低下すると，主蒸気隔離
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弁の閉止及び再循環ポンプトリップが発生するとともに，原子炉隔離時

冷却系が自動起動することで，炉心の冠水が維持される。 

その後，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）

の起動操作を実施し，事象発生の約 2 時間後にサプレッション・プール

水温度がサプレッション・プール熱容量制限である 65℃に到達した時

点で，手動操作により逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁による原子炉

減圧を実施する。逃がし安全弁（自動減圧機能）開放による蒸気流出に

よって原子炉水位が低下するが，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低

圧代替注水系（常設）による原子炉注水が開始されることで原子炉水位

は回復し，炉心の冠水は維持される。なお，原子炉隔離時冷却系は，原

子炉減圧と同時に停止する想定とする。 

高出力燃料集合体及び炉心下部プレナムのボイド率については，原子

炉水位及び原子炉圧力の変化に伴い増減する。 

また，崩壊熱除去機能を喪失しているため，原子炉圧力容器内で発生

する蒸気が逃がし安全弁を介して格納容器内に放出されることで，格納

容器圧力及び雰囲気温度は徐々に上昇する。このため，事象発生の約

13 時間後に格納容器圧力が 279kPa[gage]に到達した時点で，緊急用海

水系を用いた残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）による格納容器

除熱を開始することにより，格納容器圧力及び雰囲気温度は安定又は低

下傾向となる。 

ｂ．評価項目等 

燃料被覆管の最高温度は第 2.4.1－9 図に示すとおり，炉心冷却が維

持され，初期値（約 309℃）以下にとどまることから，評価項目である

1,200℃を下回る。また，燃料被覆管の酸化量は，酸化反応が著しくな



2.4.1-14 

る前の燃料被覆管厚さの 1％以下であり，評価項目である 15％を下回る。 

原子炉圧力は，第 2.4.1－4 図に示すとおり，逃がし安全弁（安全弁

機能）の作動により，約 7.79MPa[gage]以下に維持される。このため，

原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧力

容器底部圧力との差（0.3MPa 程度）を考慮しても，約 8.09MPa[gage]以

下であり，評価項目である最高使用圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を

下回る。 

格納容器圧力は，第 2.4.1－15 図に示すとおり，崩壊熱除去機能が喪

失しているため，原子炉圧力容器内で発生した蒸気が格納容器内に放出

されることによって，事象発生後に上昇傾向が継続するが，緊急用海水

系を用いた残留熱除去系による格納容器除熱により低下傾向となる。事

象発生の約 13 時間後に最高値の約 0.28MPa[gage]となるが，格納容器

バウンダリにかかる圧力は，評価項目である最高使用圧力の 2 倍

（0.62MPa[gage]）を下回る。格納容器雰囲気温度は，第 2.4.1－16 図

に示すとおり，事象発生の約 13 時間後に最高値の約 141℃となり，以

降は低下傾向となっていることから，格納容器バウンダリにかかる温度

は，評価項目である 200℃を下回る。 

第 2.4.1－5 図に示すように，原子炉隔離時冷却系及び常設低圧代替

注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を継続

し，その後，約 13 時間後に緊急用海水系を用いた残留熱除去系による

原子炉注水を開始することで，炉心の冠水状態が維持され，炉心冷却が

維持される。また，第 2.4.1－15 図及び第 2.4.1－16 図に示すように，

残留熱除去系による格納容器除熱を継続することで，高温停止での安定

状態が確立する。 

（添付資料 2.4.1.1） 



2.4.1-15 

安定状態が確立した以降は，機能喪失している設備の復旧に努めると

ともに，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）により冷温停止状態とす

る。 

以上により，本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項

目の設定」に示す(1)から(4)の評価項目について，対策の有効性を確認

した。 

2.4.1.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲としては，運転員等

操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時

間余裕を評価する。 

本重要事故シーケンスでは，原子炉隔離時冷却系により炉心冷却には成功

するが，取水機能の喪失により崩壊熱除去機能が喪失することで格納容器圧

力及び雰囲気温度が上昇するため，緊急用海水系を用いた残留熱除去系によ

る格納容器除熱を実施することが特徴である。よって，不確かさの影響を確

認する運転員等操作は，事象進展に有意な影響を与えると考えられる操作と

して，逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作（常設低

圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作）

並びに緊急用海水系を用いた残留熱除去系による原子炉注水及び格納容器除

熱とする。 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を実施する重要現象は，

「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおり

であり，それらの不確かさの影響評価の結果を以下に示す。 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 
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炉心における燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移及び気液熱非平衡の不確か

さとして，解析コードは実験結果の燃料被覆管温度に比べて最大 50℃

程度高めに評価することから，解析結果は燃料棒表面の熱伝達係数を小

さく評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表面での熱伝達は大

きくなることで，燃料被覆管温度は低くなるが，事象初期の原子炉注水

は原子炉隔離時冷却系の自動起動により確保され，燃料被覆管温度を操

作開始の起点とする運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に

与える影響はない。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量

及び酸化反応に伴う発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，

燃料被覆管温度を高めに評価する可能性がある。よって，実際の燃料被

覆管温度は低くなるが，事象初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系の

自動起動により確保され，燃料被覆管温度を操作開始の起点とする運転

員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内

部熱伝導並びに気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル

（格納容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析において区画によって格

納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価す

る傾向が確認されているが，ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，

実験体系に起因するものと考えられ，実機体系においては不確かさが小

さくなるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び雰囲気温度の

傾向を適切に再現できていることから，格納容器圧力を操作開始の起点

とする緊急用海水系を用いた残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉

注水操作並びに残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除

去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除熱操作に係る
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運転員等操作時間に与える影響は小さい。また，格納容器各領域間の流

動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導の不確かさにおいては，ＣＳＴＦ

実験解析により格納容器温度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良

く一致することを確認しており，その差異は小さいことから，格納容器

圧力を操作開始の起点としている緊急用海水系を用いた残留熱除去系

（低圧注水系）による原子炉注水操作並びに残留熱除去系（格納容器ス

プレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）に

よる格納容器除熱操作に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

（添付資料 2.4.1.2） 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移及び気液熱非平衡の不確か

さとして，解析コードは実験解析において熱伝達モデルの保守性により

燃料被覆管温度を高めに評価し，有効性評価解析においても燃料被覆管

温度を高めに評価することから，評価項目となるパラメータに対する余

裕は大きくなる。ただし，炉心部の冠水が維持される本事故シーケンス

では，この影響は小さいと考えられる。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量

及び酸化反応に伴う発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，

燃料被覆管温度を高く評価することから，実際の燃料被覆管温度は低め

となり，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内

部熱伝導並びに気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル

（格納容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析において区画によって格

納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価す
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る傾向が確認されているが，ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，

実験体系に起因するものと考えられ，実機体系においては不確かさが小

さくなるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び雰囲気温度の

傾向を適切に再現できていることから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達

及び内部熱伝導の不確かさにおいては，ＣＳＴＦ実験解析により格納容

器雰囲気温度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致すること

を確認していることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小

さい。 

（添付資料 2.4.1.2） 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第

2.4.1－2 表に示すとおりであり，これらの条件設定を設計値等の最確

条件とした場合の影響を評価する。解析条件の設定に当たっては，設計

値を用いるか又は評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなる

よう保守的な設定をしていることから，この中で事象進展に有意な影響

を与える可能性がある項目について，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料棒最大線出力密度は，解析条件で設定した 44.0kW

／m に対して最確条件は約 33kW／m～約 41kW／m であり，最確条件と

した場合は燃料被覆管温度の上昇が緩和されるが，事象初期の原子炉

注水は原子炉隔離時冷却系の自動起動により確保され，燃料被覆管温

度を操作開始の起点とする運転員等操作はないことから，運転員等操
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作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件で設定した燃焼度

33GWd／t に対して最確条件は 33GWd／t 以下であり，最確条件とした

場合は崩壊熱がおおむね小さくなるため，原子炉からサプレッショ

ン・プールに流出する蒸気量が減少することで，原子炉水位の低下は

遅くなるが，事象初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系の自動起動

により確保されることから，運転員等操作時間に与える影響はない。

また，同様に格納容器圧力及び雰囲気温度並びにサプレッション・プ

ール水位及びサプレッション・プール水温度の上昇が遅くなり，これ

らのパラメータを起点とする運転員等操作の開始時間は遅くなる。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量及びドライウェル雰

囲気温度は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，事象

進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響

は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，起因事象発生から原子炉ス

クラムまでの期間の原子炉水位の低下を厳しくする条件として，外部

電源ありを想定している。常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代

替注水系（常設）の起動準備操作，緊急用海水系を用いた残留熱除去

系（低圧注水系）による原子炉注水操作並びに残留熱除去系（格納容

器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却

系）による格納容器除熱操作の時間は，外部電源がない場合も考慮し

て設定していることから，外部電源がない場合でも運転員等操作時間

に与える影響はない。 

機器条件の低圧代替注水系（常設）は，最確条件とした場合，おお

むね注水開始後の原子炉水位の回復が早くなり，炉心冠水後の原子炉
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水位の維持操作の開始が早くなるが，原子炉減圧から水位回復までの

原子炉水位を継続監視している期間の流量調整操作であることから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料 2.4.1.2，2.4.1.3） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料棒最大線出力密度は，解析条件で設定した 44.0kW

／m に対して最確条件は約 33kW／m～約 41kW／m であり，最確条件と

した場合は燃料被覆管温度の上昇が緩和されることから，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件で設定した燃焼度

33GWd／t に対して最確条件は 33GWd／t 以下であり，最確条件とした

場合は崩壊熱がおおむね小さくなり，原子炉からサプレッション・プ

ールに流出する蒸気量が減少することで，原子炉水位の低下は緩和さ

れる。また，同様に格納容器圧力及び雰囲気温度並びにサプレッショ

ン・プール水位及びサプレッション・プール水温度の上昇は遅くなる

ことから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量及びドライウェル雰

囲気温度は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，事象

進展に与える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，起因事象発生から原子炉ス

クラムまでの期間の原子炉水位の低下を厳しくする条件として，外部

電源ありを想定している。外部電源がない場合は，外部電源喪失に伴

い原子炉スクラム，再循環ポンプトリップ等が発生するため，外部電

源がある場合と比較して原子炉水位の低下は緩和されることから，評
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価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

機器条件の低圧代替注水系（常設）は，最確条件とした場合，おお

むね注水開始後の原子炉水位の回復が早くなることから，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 2.4.1.2，2.4.1.3） 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配

置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実

さ」の 6 要因に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響

を評価する。また，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパ

ラメータに与える影響を評価する。評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧

操作（常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水操作）は，解析上の操作開始時間としてサプレッショ

ン・プール水温度 65℃到達時を設定している。運転員等操作時間に

与える影響として，不確かさ要因により操作開始時間に与える影響は

小さく，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等となる。本操

作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く。）の不確かさによ

り，操作開始時間が遅くなる可能性があるが，他の操作との重複もな

いことから，この他の操作に与える影響はない。 

操作条件の緊急用海水系を用いた残留熱除去系（低圧注水系）によ

る原子炉注水操作並びに残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又

は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除
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熱操作は，解析上の操作開始時間として格納容器圧力 279kPa[gage]

到達時を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，操作

開始時間は余裕時間を確認する観点で遅めの時間を設定しており，実

態の操作開始時間は格納容器圧力 245kPa[gage]到達時であることか

ら，解析上の設定よりも早まるが，並列して実施する場合がある原子

炉水位の調整操作（低圧代替注水系（常設））とは同一の制御盤によ

る対応が可能であることから，この他の操作に与える影響はない。本

操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く。）の不確かさに

より，操作開始時間が遅くなる可能性があるが，並列して実施する場

合がある原子炉水位の調整操作とは同一の制御盤による対応が可能で

あることから，この他の操作に与える影響はない。 

（添付資料 2.4.1.2） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧

操作（常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水操作）は，運転員等操作時間に与える影響として，実

態の操作開始時間は解析上の設定よりも遅くなる可能性があるが，こ

の場合でもパラメータが操作実施基準に到達した時点で開始すること

で同等の効果が得られ，事象進展に変わりがないことから，評価項目

となるパラメータに与える影響はない。 

操作条件の緊急用海水系を用いた残留熱除去系（低圧注水系）によ

る原子炉注水操作並びに残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又

は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除

熱操作は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時

間は解析上の設定よりも早くなる可能性及び遅くなる可能性があるが，
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この場合でもパラメータが操作実施基準に到達した時点で開始するこ

とで同等の効果が得られ，有効性評価解析における格納容器圧力の最

大値に変わりがないことから，評価項目となるパラメータに与える影

響はない。 

（添付資料 2.4.1.2） 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目と

なるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間

余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作

（常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子

炉注水操作）は，原子炉隔離時冷却系による注水継続が可能な時間内に実

施することで炉心損傷を回避することが可能であり，事象発生から少なく

とも 8 時間程度の時間余裕がある。 

操作条件の緊急用海水系を用いた残留熱除去系（低圧注水系）による原

子炉注水操作並びに残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱

除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除熱操作は，事

象発生の約 13 時間後に実施するものであり，準備時間が確保できるため，

時間余裕がある。 

（添付資料 2.4.1.2） 

(4) ま と め 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等

操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作
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時間余裕を確認した。この結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運

転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラメータ

に対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間

余裕がある。 

2.4.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」の取水機能が喪失した

場合の重大事故等対策に必要な災害対策要員（初動）は，「2.4.1.1（3）

炉心損傷防止対策」に示すとおり 20 名であり，災害対策要員（初動）の

39 名で対処可能である。 

(2) 必要な資材の評価

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」の取水機能が喪失した

場合において，必要な水源，燃料及び電源は「6.1(2) 資源の評価条件」

の条件にて評価を行い，以下のとおりである。 

ａ．水  源 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水については，7 日間の対応を考慮すると，合計約 620m３の水が

必要となる。 

水源として，代替淡水貯槽に 4,300m３の水を保有していることから，

水源が枯渇することはなく，7 日間の対応が可能である。 

（添付資料 2.4.1.4） 
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ｂ．燃  料 

常設代替交流電源設備による電源供給について，事象発生直後から 7

日間の常設代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 5 台）の運転を想

定すると，約 352.8kL の軽油が必要となる。軽油貯蔵タンクには約

800kL の軽油を保有していることから，常設代替交流電源設備（常設代

替高圧電源装置 5 台）による 7 日間の電源供給の継続が可能である。 

（添付資料 2.4.1.5） 

ｃ．電  源 

外部電源喪失を想定した場合，重大事故等対策時に必要な負荷は約

3,173kW であるが，常設代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 5 台）

の連続定格容量は 5,520kW であることから，必要負荷に対しての電源供

給が可能である。 

（添付資料 2.4.1.6） 

2.4.1.5 結  論 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」の取水機能が喪失した場

合では，炉心冷却には成功するが，崩壊熱除去機能の喪失により炉心損傷よ

り先に格納容器が破損し，これに伴い炉心冷却機能を喪失することにより，

原子炉水位が低下し炉心が露出することで炉心損傷に至ることが特徴である。

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」の取水機能が喪失した場合

に対する炉心損傷防止対策としては，初期の対策として原子炉隔離時冷却系，

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧及び常設低圧代替注

水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段を整備し，

安定状態に向けた対策として，緊急用海水系を用いた残留熱除去系（低圧注
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水系）による原子炉注水手段を整備する。また，格納容器の健全性を維持す

るため，安定状態に向けた対策として緊急用海水系を用いた残留熱除去系

（格納容器スプレイ冷却系又はサプレッション・プール冷却系）による格納

容器除熱手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンス

「過渡事象（給水流量の全喪失）＋ＲＨＲ失敗」について有効性評価を行っ

た。 

上記の場合においても，原子炉隔離時冷却系，逃がし安全弁（自動減圧機

能）の手動による原子炉減圧及び常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代

替注水系（常設）による原子炉注水，緊急用海水系を用いた残留熱除去系

（低圧注水系）による原子炉注水並びに緊急用海水系を用いた残留熱除去系

（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プール冷

却系）による格納容器除熱を実施することにより，炉心の著しい損傷を防止

することができる。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにか

かる圧力並びに格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満

足している。また，安定状態を維持することができる。 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響について確認した結果，運転員

等操作時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕につい

て確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，災害対策要員にて確保可能である。ま

た，必要な水源，燃料及び電源については，7 日間以上の供給が可能である。 

以上のことから，事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」の取水

機能が喪失した場合において，原子炉隔離時冷却系，逃がし安全弁（自動減
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圧機能）の手動操作による原子炉減圧及び常設低圧代替注水系ポンプを用い

た低圧代替注水系（常設）による原子炉注水，緊急用海水系を用いた残留熱

除去系（低圧注水系）による原子炉注水並びに緊急用海水系を用いた残留熱

除去系（格納容器スプレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプレッション・プ

ール冷却系）による格納容器除熱の炉心損傷防止対策は，選定した重要事故

シーケンスに対して有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ

「崩壊熱除去機能喪失」の取水機能が喪失した場合に対して有効である。 
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第 2.4.1－1 表 崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）における重大事故等対策について（1／3） 

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

原子炉スクラムの確

認 

・原子炉がスクラムしたことを確認する。 － － 平均出力領域計装＊

起動領域計装＊

原子炉隔離時冷却系

の自動起動の確認 

・原子炉水位が，原子炉水位異常低下（レベル

２）設定点に到達したことを確認する。 

・原子炉隔離時冷却系が自動起動したことを確

認する。 

・主蒸気隔離弁が閉止し，逃がし安全弁（安全

弁機能）により原子炉圧力が制御されている

ことを確認する。 

・再循環ポンプがトリップしたことを確認す

る。 

原子炉隔離時冷却系＊ 

サプレッション・プール＊

所内常設直流電源設備 

主蒸気隔離弁＊

ＡＴＷＳ緩和設備（代替

原子炉再循環ポンプトリ

ップ機能） 

逃がし安全弁（安全弁機

能）＊

－ 原子炉水位（広帯域）＊ 

原子炉水位（燃料域）＊

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

原子炉水位（ＳＡ燃料域） 

原子炉隔離時冷却系系統流量
＊

原子炉圧力＊

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉水位の調整操

作（原子炉隔離時冷

却系） 

・原子炉隔離時冷却系の起動により，原子炉注

水が開始され，原子炉水位が回復したことを

確認する。 

・原子炉隔離時冷却系により，原子炉水位を原

子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水

位高（レベル８）設定点の間に維持する。 

原子炉隔離時冷却系＊ 

サプレッション・プール＊

所内常設直流電源設備 

－ 原子炉水位（広帯域）＊

原子炉水位（燃料域）＊

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

原子炉水位（ＳＡ燃料域） 

原子炉隔離時冷却系系統流量
＊

取水機能喪失の確認 ・サプレッション・プール水温度が 32℃以上

であることを確認する。 

・中央制御室からの遠隔操作によりサプレッシ

ョン・プールの冷却を試みるが，残留熱除去

系海水系の起動に失敗したことを確認する。 

・以上により，取水機能喪失を確認する。 

・外部電源が喪失している場合は，常設代替高

圧電源装置から緊急用母線を介して非常用母

線を受電する。 

常設代替高圧電源装置 

軽油貯蔵タンク＊

－ サプレッション・プール水温

度＊

残留熱除去系海水系系統流量
＊

Ｍ／Ｃ ２Ｃ電圧＊

Ｍ／Ｃ ２Ｄ電圧＊

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの
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第 2.4.1－1 表 崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）における重大事故等対策について（2／3） 

操作及び確認 手 順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

残留熱除去系海水系の回復操

作 

・取水機能喪失の確認後，残留熱除去系の回復

操作を実施する。

－ － － 

常設低圧代替注水系ポンプを

用いた低圧代替注水系（常

設）の起動準備操作 

・取水機能喪失に伴う低圧注水機能喪失の確認

後，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧

代替注水系（常設）を起動する。

常設低圧代替注水

系ポンプ 

代替淡水貯槽 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク＊

－ 常設低圧代替注水系ポン

プ吐出圧力 

緊急用Ｍ／Ｃ電圧 

可搬型代替注水中型ポンプを

用いた低圧代替注水系（可搬

型）の起動準備操作 

・取水機能喪失に伴う低圧注水機能喪失の確認

後，可搬型代替注水中型ポンプ準備及びホー

ス敷設等を実施する。

西側淡水貯水設備 可搬型代替注

水中型ポンプ 

－ 

逃がし安全弁（自動減圧機

能）の手動による原子炉減圧

操作 

・サプレッション・プール水温度がサプレッシ

ョン・プール熱容量制限（原子炉が高圧の場

合は 65℃）に到達したことを確認する。

・常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替

注水系（常設）の起動準備操作の完了後，逃

がし安全弁（自動減圧機能）7 弁の手動開放

により，原子炉減圧を実施する。

逃がし安全弁（自

動減圧機能）＊

非常用窒素供給系

高圧窒素ボンベ＊

所内常設直流電源

設備 

－ サプレッション・プール

水温度＊

原子炉圧力＊

原子炉圧力（ＳＡ）

：有効性評価上考慮しない操作 

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 
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第 2.4.1－1 表 崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）における重大事故等対策について（3／3） 

操作及び確認 手 順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

原子炉水位の調整操作

（低圧代替注水系（常

設）） 

・原子炉減圧により常設低圧代替注水系ポン

プを用いた低圧代替注水系（常設）からの

原子炉注水が開始され，原子炉水位が回復

したことを確認する。

・原子炉隔離時冷却系が停止したことを確認

する。

・原子炉水位回復後は，原子炉水位を原子炉

水位低（レベル３）設定点から原子炉水位

高（レベル８）設定点の間に維持する。

常設低圧代替注水系ポ

ンプ

代替淡水貯槽

常設代替高圧電源装置

軽油貯蔵タンク＊

－ 原子炉水位（広帯域）＊

原子炉水位（燃料域）＊

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

原子炉水位（ＳＡ燃料域） 

低圧代替注水系原子炉注水

流量 

代替淡水貯槽水位 

原子炉隔離時冷却系系統流

量＊

緊急用海水系を用いた海

水通水操作 

・取水機能喪失の確認後，緊急用海水系を起

動する。

緊急用海水系 

常設代替高圧電源装置 

軽油貯蔵タンク＊

－ 緊急用海水系流量（残留熱

除去系熱交換器） 

緊急用海水系流量（残留熱

除去系補機） 

緊急用海水系を用いた残

留熱除去系（低圧注水

系）による原子炉注水操

作並びに残留熱除去系

（格納容器スプレイ冷却

系）又は残留熱除去系

（サプレッション・プー

ル冷却系）による格納容

器除熱操作

・緊急用海水系の起動後，残留熱除去系（格

納容器スプレイ冷却系）を起動する。

・常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代

替注水系（常設）による原子炉注水を停止

し，残留熱除去系による原子炉注水に切り

替える。

・以降，残留熱除去系により原子炉注水及び

格納容器除熱を交互に実施しつつ，原子炉

水位を原子炉水位低（レベル３）設定点か

ら原子炉水位高（レベル８）設定点の間に

維持する。

残留熱除去系（低圧注

水系）＊

サプレッション・プー

ル＊

残留熱除去系（格納容

器スプレイ冷却系）＊

残留熱除去系（サプレ

ッション・プール冷却

系）＊

緊急用海水系 

常設代替高圧電源装置 

軽油貯蔵タンク＊

－ 原子炉水位（広帯域）＊

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

残留熱除去系系統流量＊

低圧代替注水系原子炉注水

流量 

サプレッション・チェンバ

圧力＊

ドライウェル圧力＊

サプレッション・プール水

温度＊

使用済燃料プールの冷却

操作 

・代替燃料プール冷却系等を用いて使用済燃

料プールへの注水及び冷却を実施する。

－ － － 

：有効性評価上考慮しない操作 

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 
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第 2.4.1－2 表 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（1／6） 

項 目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード 
原子炉側：ＳＡＦＥＲ 

格納容器側：ＭＡＡＰ 
本重要事故シーケンスの重要現象を評価できる解析コード 

初
期
条
件

原子炉熱出力 3,293MW 定格熱出力を設定 

原子炉圧力 

（圧力容器ドーム部） 
6.93MPa[gage] 定格圧力を設定 

原子炉水位 
通常運転水位（セパレータ 

スカート下端から＋126 ㎝）
通常運転水位を設定 

炉心流量 48,300ｔ／h 定格流量を設定 

炉心入口温度 約 278℃ 熱平衡計算による値 

炉心入口サブクール度 約 9℃ 熱平衡計算による値 

燃 料 ９×９燃料（Ａ型） 

９×９燃料（Ａ型）と９×９燃料（Ｂ型）は，熱水力的な特性はほぼ同等

であり，その他の核的特性等の違いは燃料棒最大線出力密度の保守性に包

含されることから，代表的に９×９燃料（Ａ型）を設定 

燃料棒最大線出力密度 44.0kW／m 
初期の燃料棒線出力密度が大きい方が燃料被覆管温度の観点で厳しい設定

となるため，保安規定の運転上の制限における上限値を設定 

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI／ANS-5.1-1979 

（燃焼度 33GWd／t） 

崩壊熱が大きい方が原子炉水位低下及び格納容器圧力上昇の観点で厳しい

設定となるため，崩壊熱が大きくなる燃焼度の高い条件として，1 サイク

ルの運転期間（13 ヶ月）に調整運転期間（約 1 ヶ月）を考慮した運転期間

に対応する燃焼度を設定

格納容器圧力 5kPa[gage] 
格納容器圧力の観点で厳しい高めの設定として，通常運転時の圧力を包含

する値を設定 

ドライウェル雰囲気温度 57℃ ドライウェル内ガス冷却装置の設計温度を設定 
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第 2.4.1－2 表 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（2／6） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件

格納容器体積 

（ドライウェル） 
5,700m３ 設計値を設定 

格納容器体積 

（ウェットウェル） 

空間部：4,100m３

液相部：3,300m３

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる少なめの水量とし

て，保安規定の運転上の制限における下限値を設定 

サプレッション・プール水位 
6.983m 

（通常水位－4.7cm） 

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる低めの水位とし

て，保安規定の運転上の制限における下限値を設定 

サプレッション・ 

プール水温度 
32℃ 

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる高めの水温とし

て，保安規定の運転上の制限における上限値を設定 

ベント管真空破壊装置 

作動差圧 

3.45kPa（ドライウェル－サプ

レッション・チェンバ間差圧） 
設計値を設定 

事
故
条
件

起因事象 給水流量の全喪失 

運転時の異常な過渡変化の中で原子炉水位の急速な低下に伴い，原子炉ス

クラム，高圧注水機能の自動起動，主蒸気隔離弁の閉止等が発生するた

め，事象発生後の状況判断における余裕時間の観点で厳しい給水流量の全

喪失を設定 

安全機能の喪失に対する仮定 崩壊熱除去機能喪失 取水機能の喪失による崩壊熱除去機能喪失を設定 

外部電源 外部電源あり 

原子炉スクラムが原子炉水位低（レベル３）信号にて発生し，再循環ポン

プトリップが原子炉水位異常低下（レベル２）信号にて発信するため，原

子炉水位の低下が大きくなり，炉心の冷却の観点で厳しい外部電源ありを

設定 
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第 2.4.1－2 表 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（3／6） 

項 目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

原子炉スクラム 
原子炉水位低（レベル３）信号 

（遅れ時間：1.05 秒） 
設計値を設定 

主蒸気隔離弁 原子炉水位異常低下（レベル２）信号で閉止 設計値を設定 

ＡＴＷＳ緩和設備 

（代替原子炉再循環ポンプト

リップ機能）

原子炉水位異常低下（レベル２）信号で全台ト

リップ
設計値を設定 

逃がし安全弁 

（原子炉圧力制御時） 

安全弁機能 

7.79MPa［gage］×2 個，385.2t／h／個 

8.10MPa［gage］×4 個，400.5t／h／個 

8.17MPa［gage］×4 個，403.9t／h／個 

8.24MPa［gage］×4 個，407.2t／h／個 

8.31MPa［gage］×4 個，410.6t／h／個 

設計値を設定 

なお，安全弁機能は逃がし弁機能に比べて原子炉圧力が高め

に維持され，原子炉減圧操作時に原子炉圧力が所定の圧力に

到達するまでの時間が遅くなるため，事象発生初期において

高圧注水機能が喪失し低圧注水機能を用いて原子炉注水を実

施する事故シーケンスにおいては，評価項目に対して厳しい

条件となる 

（原子炉手動減圧操作時） 

逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁を開放する

ことによる原子炉減圧 

＜原子炉圧力と逃がし安全弁蒸気流量の関係＞ 

逃がし安全弁の設計値に基づく原子炉圧力と蒸気流量の関係

から設定 



2
.
4
.
1
-
3
4
 

第 2.4.1－2 表 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（

項  目 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

原子炉隔離時冷却系 

原子炉水位異常低下（レベル２）信号にて自動

起動 

原子炉水位が原子炉水位高（レベル８）設定点

まで回復した以降は原子炉水位を原子炉水位低

（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル

８）設定点の範囲に維持

原子炉減圧時の常設低圧代替注水系ポンプを用

いた低圧代替注水系（常設）による原子炉水位

回復性能を確認する観点で，原子炉減圧操作と

同時に注水停止 

・注水特性：136.7

・注水圧力：1.04

低圧代替注水系（常設） 

原子炉水位が原子炉水位高（レベル８）設定点

まで回復した以降は原子炉水位を原子炉水位低

（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル

８）設定点の範囲に維持

残留熱除去系の準備完了後，原子炉水位高（レ

ベル８）に到達した時点で注水停止

（原子炉注水単独時）

最小流量特性（2

・注水流量：0m３

・注水圧力：0MPa[dif]

主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（4／

主要解析条件 条件設定の考え方

原子炉水位異常低下（レベル２）信号にて自動

原子炉水位が原子炉水位高（レベル８）設定点

まで回復した以降は原子炉水位を原子炉水位低

（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル

８）設定点の範囲に維持

原子炉減圧時の常設低圧代替注水系ポンプを用

いた低圧代替注水系（常設）による原子炉水位

回復性能を確認する観点で，原子炉減圧操作と

.7m３／h 

1.04MPa[gage]～7.86MPa[gage] 

設計値を設定 

原子炉隔離時冷却系は，タービン回転数制御により原子炉

圧力によらず一定の流量にて注水する設計となっている

原子炉水位が原子炉水位高（レベル８）設定点

まで回復した以降は原子炉水位を原子炉水位低

（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル

８）設定点の範囲に維持

残留熱除去系の準備完了後，原子炉水位高（レ

ベル８）に到達した時点で注水停止

（原子炉注水単独時）

台） 
３／h～378m３／h 

MPa[dif]～2.38MPa[dif] 

機器設計上の最小要求値である最小流量特性を設定
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）

／6） 

条件設定の考え方

原子炉隔離時冷却系は，タービン回転数制御により原子炉

らず一定の流量にて注水する設計となっている

機器設計上の最小要求値である最小流量特性を設定

500
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第 2.4.1－2 表 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（5／6） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

残留熱除去系（低圧注水系） 

原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点

から原子炉水位高（レベル８）設定点の範囲に

維持し，原子炉注水停止中に格納容器スプレイ

を実施 

最小流量特性 

注水流量：0m３／h～1,676m３／h 

注水圧力：0MPa[dif]～1.55MPa[dif] 

機器設計上の最小要求値である最小流量特性を設定 

残留熱除去系（格納容器スプ

レイ冷却系） 

格納容器スプレイ実施中に格納容器圧力が

13.7kPa[gage]に到達した時点でサプレッショ

ン・プール冷却運転に切替え 

スプレイ流量：1.9×10３m３／h 

（95％：ドライウェル，5％：サプレッション・

チェンバ） 

設計値を設定 

緊急用海水系 

伝熱容量：約 24MW 

(サプレッション・プール水温度 100℃，海水温

度 32℃において) 

残留熱除去系の除熱性能を厳しくする観点で，過去の実績

を包含する高めの海水温度を設定 

0.0 

1.0 

2.0 

3.0 

4.0 

0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600 1800 2000

原
子
炉
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第 2.4.1－2 表 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））（6／6） 

項 目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件

逃がし安全弁（自動減圧機

能）の手動による原子炉減

圧操作（常設低圧代替注水

系ポンプを用いた低圧代替

注水系（常設）による原子

炉注水操作） 

サプレッション・プール水温度 65℃到達時
運転手順に基づき，サプレッション・プール熱容量制限を

踏まえて設定 

緊急用海水系を用いた残留

熱除去系（低圧注水系）に

よる原子炉注水操作並びに

残留熱除去系（格納容器ス

プレイ冷却系）又は残留熱

除去系（サプレッション・

プール冷却系）による格納

容器除熱操作 

格納容器圧力 

279kPa[gage]到達時 

実際には残留熱除去系の起動準備が完了した時点で，サプ

レッション・プール水温度が 32℃を超過している場合はサ

プレッション・プール冷却モード運転，格納容器圧力が

245kPa[gage]を超過している場合は格納容器スプレイモー

ド運転を実施するが，余裕時間を確認する観点で，評価上

は格納容器圧力が代替格納容器スプレイの実施基準である

279kPa[gage]に到達した時点で格納容器スプレイモード運

転を開始するものと設定

また，残留熱除去系による格納容器除熱の開始後に，原子

炉水位が原子炉水位高（レベル８）設定点に到達した時点

で常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常

設）による原子炉注水を停止し，以降は残留熱除去系によ

る原子炉注水により原子炉水位を維持する
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第 2.4.1－1 図 崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）時の重大事故等対策の概略系統図（1／3） 

（原子炉隔離時冷却系による原子炉注水段階） 

タービンへ

逃がし安全弁 

（安全弁機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプ（Ｃ）

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ
原子炉隔離時冷却系ポンプ

常設低圧代替注水系 

ポンプ（Ａ），（Ｂ） 

※3

←

←

← →

→

↑

ドライウェル 

復水貯蔵タンク 
代替淡水貯槽 

サプレッション

・プール

サプレッション・

チェンバ
※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器圧力逃がし装置 

軽油貯蔵タンク 

常設高圧代替注水系ポンプ 

←

※1 海へ ※2海へ

↑

常設代替高圧電源装置 

Ｇ

※1

※2

→

→

→

→

残留熱除去系 

海水ポンプ 

（Ｂ），（Ｄ） 

→

海 

Ｇ

２Ｃ非常用ディーゼル発電機，２Ｄ非常

用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機

→

① 

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ｂ) 

① 

↑

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ａ) 

→

→

緊急用海水 

ポンプ（Ａ），（Ｂ） 

※1

※2

↑

①：評価上，非常用ディーゼル発電機等の機能

喪失を想定することから従属的に使用不能

残留熱除去系

ポンプ（Ｂ）

残留熱除去系 

ポンプ（Ａ） 

残留熱除去系 

海水ポンプ（Ａ），（Ｃ） 

高所東側 

接続口 

高所西側 

接続口 

原子炉建屋 

西側接続口 

原子炉建屋 

東側接続口 

２Ｃ非常用ディーゼル発電機用海水ポン

プ，２Ｄ非常用ディーゼル発電機用海水ポ

ンプ及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機用海水ポンプ

凡 例 

：安全機能の喪失を仮定する設備 

：従属的に使用不能となる設備 

：評価上考慮しない設備 
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第 2.4.1－1 図 崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）時の重大事故等対策の概略系統図（2／3） 

（常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水段階） 

タービンへ

逃がし安全弁 

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプ（Ｃ）

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ
原子炉隔離時冷却系ポンプ

※3

←

←

← →

→

↑↑

ドライウェル 

復水貯蔵タンク 
代替淡水貯槽 

サプレッション

・プール

サプレッション・

チェンバ
※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器圧力逃がし装置 

軽油貯蔵タンク 

常設高圧代替注水系ポンプ 

←

※1 海へ ※2海へ

↑

常設代替高圧電源装置 

Ｇ

※1

※2

→

→

→

→

残留熱除去系 

海水ポンプ 

（Ｂ），（Ｄ） 

→

海 

Ｇ

→

① 

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ｂ) 

① 

↑

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ａ) 

→

→

緊急用海水 

ポンプ（Ａ），（Ｂ） 

※1

※2

常設低圧代替注水系 

ポンプ（Ａ），（Ｂ） 

高所東側 

接続口 

高所西側 

接続口 

原子炉建屋 

西側接続口 

原子炉建屋 

東側接続口 

凡 例 

：安全機能の喪失を仮定する設備 

：従属的に使用不能となる設備 

：評価上考慮しない設備 

残留熱除去系

ポンプ（Ｂ）

残留熱除去系 

ポンプ（Ａ） 

残留熱除去系 

海水ポンプ（Ａ），（Ｃ） 

２Ｃ非常用ディーゼル発電機，２Ｄ非常

用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機

２Ｃ非常用ディーゼル発電機用海水ポン

プ，２Ｄ非常用ディーゼル発電機用海水ポ

ンプ及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機用海水ポンプ

①：評価上，非常用ディーゼル発電機等の機能

喪失を想定することから従属的に使用不能
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第 2.4.1－1 図 崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）時の重大事故等対策の概略系統図（3／3） 

（緊急用海水系を用いた残留熱除去系による原子炉注水及び格納容器除熱段階） 

タービンへ 

逃がし安全弁 

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプ（Ｃ）

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ
原子炉隔離時冷却系ポンプ

←

←

← →

→

↑↑

ドライウェル 

復水貯蔵タンク 
代替淡水貯槽 

サプレッション 

・プール 

サプレッション・ 

チェンバ 
※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器圧力逃がし装置 

軽油貯蔵タンク 

※1 海へ ※2海へ

↑

常設代替高圧電源装置 

Ｇ

常設高圧代替注水系ポンプ 

←

※1 

※2 

→

→

→

→

残留熱除去系 

海水ポンプ 

（Ｂ），（Ｄ） 

→

海 

Ｇ

→

① 

残留熱除去系

ポンプ（Ｂ）

残留熱除去系 

ポンプ（Ａ） 

残留熱除去系 

海水ポンプ（Ａ），（Ｃ） 

※3

※2海へ

↑

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ｂ) 

→

※1 

※2 

→

緊急用海水 

ポンプ（Ａ），（Ｂ） 

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ａ) 

常設低圧代替注水系 

ポンプ（Ａ），（Ｂ） 

高所東側 

接続口 

高所西側 

接続口 

原子炉建屋 

西側接続口 

原子炉建屋 

東側接続口 

２Ｃ非常用ディーゼル発電機，２Ｄ非常

用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機 

２Ｃ非常用ディーゼル発電機用海水ポン

プ，２Ｄ非常用ディーゼル発電機用海水ポ

ンプ及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機用海水ポンプ 

凡 例 

：安全機能の喪失を仮定する設備 

：従属的に使用不能となる設備 

：評価上考慮しない設備 

①：評価上，非常用ディーゼル発電機等の機能

喪失を想定することから従属的に使用不能 



2.4.1-40 

第 2.4.1－2 図 崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）の対応手順の概要 

給水流量の全喪失

原子炉スクラムの確認※１

逃がし安全弁（自動減圧機能）

の手動による原子炉減圧操作※７

原子炉水位異常低下 

（レベル２）設定点到達

原子炉隔離時冷却系の 

自動起動の確認※２

サプレッション・プール水温度

65℃到達 

（約 20 秒）

（約 2 時間）

（約 13 時間）

緊急用海水系を用いた残留熱除去 

系（低圧注水系）による原子炉注

水操作並びに残留熱除去系（格納

容器スプレイ冷却系）又は残留熱

除去系（サプレッション・プール

冷却系）による格納容器除熱操作
※５，１１，１２

残留熱除去系による原子炉注水及び格納容

器除熱を継続する。また，機能喪失してい

る設備の復旧に努めるとともに，残留熱除

去系（原子炉停止時冷却系）により冷温停

止状態とする。 

（解析上の時刻）

（約 0 秒）

原子炉水位低（レベル３） 

設定点到達

原子炉水位不明 

でないことの確認※８

水位不明ではない 原子炉満水操作※９

水位不明 

格納容器圧力 

279kPa[gage]到達 

原子炉水位の調整操作 

（低圧代替注水系（常設））※１０

主蒸気隔離弁閉止 

逃がし安全弁（安全弁機能）によ

る原子炉圧力制御確認※２

残留熱除去系以外による格納容器除熱又は格納容器冷却操作 

・代替循環冷却系による格納容器除熱操作

・常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却操作

・可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（可搬型）による格納容器冷却操作

・消火系による格納容器冷却操作

・補給水系による格納容器冷却操作

・ドライウェル内ガス冷却装置による格納容器除熱操作 Ⅳ 

原子炉水位の調整操作 

（原子炉隔離時冷却系）※３

低圧代替注水系（常設）以外による原子炉注水操作 

・制御棒駆動水圧系による原子炉注水操作

・ほう酸水注入系による原子炉注水操作

・消火系（ディーゼル駆動）による原子炉注水操作

・補給水系による原子炉注水操作

・可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系

（可搬型）による原子炉注水操作

Ⅱ

再循環ポンプ 

トリップの確認※２

常設低圧代替注水系ポンプを用いた

低圧代替注水系（常設）の 

起動準備操作※５，６

使用済燃料プールの 

冷却操作 

代替残留熱除去系海水系を用いた

残留熱除去系による原子炉注水 

及び格納容器除熱操作 

Ⅲ

凡 例 

：操作・確認（運転員） 

：プラント状態（解析） 

：判断 

：解析上考慮しない操作 

：重大事故等対応要員（現場）の作業 

：運転員と重大事故等対応要員（現場）

の共同作業 

取水機能喪失の確認※４，５

サプレッション・プール水温度

32℃到達 

※１ 原子炉スクラムは，中央制御室にて平均出力領域計装等により確認する。

なお，外部電源がない場合は，非常用ディーゼル発電機等が一旦自動起動するが，取水機

能喪失により非常用ディーゼル発電機海水ポンプが起動していない場合は，インターロッ

クにより60秒間運転を継続した後に停止する。

※２ 中央制御室にて，機器ランプ表示，警報，ポンプ吐出圧力，系統流量，原子炉水位（広帯

域），原子炉圧力等にて確認する。 

※３ 原子炉隔離時冷却系により，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水

位高（レベル８）設定点の間に維持する。 

※４ サプレッション・プール水温度32℃到達にてサプレッション・プール冷却の実施を判断す

るが，残留熱除去系海水系の起動操作に失敗することで取水機能喪失を判断する。なお，

解析上はサプレッション・プール水温度の初期値を32℃に設定している。 

※５ 外部電源がない場合には，常設代替高圧電源装置から緊急用母線及び非常用母線を受電す

る。 

※６ 取水機能喪失の確認後，あらかじめ低圧で注水可能な系統の準備操作を実施する。

※７ サプレッション・プール水温度がサプレッション・プール熱容量制限（原子炉が高圧の場

合は 65℃）に到達又は超過した場合は，低圧で注水可能な系統の準備完了後に逃がし安

全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧を実施する。また，実際の操作では，

原子炉圧力が低下し常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水が開始された後に原子炉隔離時冷却系が停止するが，常設低圧代替注水系ポンプ

を用いた低圧代替注水系（常設）のみによる原子炉注水性能を確認する観点で，原子炉減

圧開始と同時に原子炉隔離時冷却系は停止する想定としている。 

※８ 原子炉減圧時には原子炉水位計凝縮槽内の原子炉冷却材の減圧沸騰により原子炉水位の指

示値の信頼性が損なわれるおそれがあるため，原子炉水位不明でないことを確認する。 

原子炉水位不明は，以下のいずれかにより判断する。 

・ドライウェル雰囲気温度と原子炉圧力の関係が原子炉水位不明領域に入った場合

・原子炉水位の計装電源が喪失した場合

・原子炉水位の指示値のばらつきが大きく燃料有効長頂部以上であることが判断できな

い場合

※９ 原子炉水位不明の場合は，原子炉圧力容器を満水とし，原子炉圧力とサプレッション・チ

ェンバ圧力の差圧を確認することで，原子炉水位が燃料有効長頂部以上であることを確認

する。 

※１０ 常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）により，原子炉水位を原子

炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の間に維持する。 

※１１ 取水機能喪失の確認後，緊急用海水系の起動操作を実施する。

実際には緊急用海水系の起動操作が完了した時点で，サプレッション・プール水温度が

32℃を超過している場合は残留熱除去系によるサプレッション・プール冷却，格納容器

圧力が 245kPa[gage]を超過している場合は残留熱除去系による格納容器スプレイを実施

するが，評価上は格納容器圧力が代替格納容器スプレイの実施基準である 279kPa[gage]

に到達した時点で格納容器スプレイを開始する想定としている。 

※１２ 残留熱除去系は，原子炉水位低（レベル３）設定点にて原子炉注水運転に切り替え，原

子炉水位高（レベル８）設定点にて格納容器スプレイ運転に切り替える。 

【有効性評価の対象としていないが他に取り得る手段】 

Ⅰ 

高圧代替注水系による原子炉注水も可能である。 

Ⅱ 

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難であるが，プラント状況によっては，事故対応に有

効な設備となる制御棒駆動水圧系，ほう酸水注入系，消火系，補給水系及び可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原

子炉注水も実施可能である。 

Ⅲ 

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難であるが，プラント状況によっては，事故対応に有

効な設備となる代替残留熱除去系海水系を用いた残留熱除去系の使用も可能である。 

Ⅳ 

代替循環冷却系，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）及び可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器

スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器スプレイも実施可能である。

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難であるが，プラント状況によっては，事故対応に有

効な設備となる消火系及び補給水系による格納容器スプレイも実施可能である。 

また，格納容器冷却等ができない場合，ドライウェル内ガス冷却装置による格納容器圧力等の上昇の緩和も可能である。 

残留熱除去系海水系

の回復操作 

緊急用海水系を用いた 

海水通水操作※５，１１

可搬型代替注水中型ポンプを

用いた低圧代替注水系 

（可搬型）の起動準備操作 

原子炉隔離時冷却系以外による原子炉注水操作

・高圧代替注水系による原子炉注水操作

Ⅰ



2.4.1-41 

第 2.4.1－3 図 崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）の作業と所要時間（1／2） 

崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合） 

経過時間（分） 

備 考 0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110  

操作項目 

実施個所・必要要員数 

【 】は他作業後 

移動してきた要員 

操作の内容 

責任者 当直発電長 1人 
中央監視 

運転操作指揮 

補佐 当直副発電長 1人 運転操作指揮補佐 

通報連絡者 災害対策要員 2人 
災害対策本部連絡 
発電所外部連絡 

指揮者等 
災害対策要員 

（指揮者等） 
4人 

状況判断 
2 人 

A，B 
－ － 

●原子炉スクラムの確認             

外部電源喪失の確認
及び非常用ディーゼ
ル発電機の停止確認
は，外部電源がない
場合に実施する 

●タービン停止の確認             

●外部電源喪失の確認             

●給水流量全喪失の確認

●再循環ポンプトリップの確認             

●主蒸気隔離弁閉止及び逃がし安全弁（安全弁機能）によ
る原子炉圧力制御の確認 

●非常用ディーゼル発電機等の停止確認             

●原子炉隔離時冷却系の自動起動の確認             

原子炉水位の調整操作

（ 原 子 炉 隔 離 時 冷 却

系） 

【1人】 

A 
－ － ●原子炉隔離時冷却系による原子炉注水の調整操作              

早期の電源回復不能の

確認 

【1人】 
A 

－ － 
●高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の手動起動操作

（失敗） 解析上考慮しない 
外部電源がない場合
に実施する 【1人】 

B 
－ － ●非常用ディーゼル発電機の手動起動操作（失敗） 

電源確保操作対応 － － 
2人 
a，b 

●電源回復操作 
解析上考慮しない 
外部電源がない場合
に実施する 

常設代替高圧電源装置

による緊急用母線の受

電操作 

【1人】 

B 
－ － 

●常設代替高圧電源装置2台の起動操作及び緊急用母線の受
電操作 

外部電源がない場合
に実施する 

常設代替高圧電源装置

による非常用母線の受

電準備操作 

【1人】 

B 
－ － ●非常用母線の受電準備操作(中央制御室）             

外部電源がない場合
に実施する 

－ 
2人 
C，D 

－ ●非常用母線の受電準備操作(現場）             

常設代替高圧電源装置

による非常用母線の受

電操作 

【1人】 

B 
－ － 

●常設代替高圧電源装置3台の追加起動操作             
外部電源がない場合
に実施する 

●非常用母線の受電操作             

取水機能喪失の確認 
【1人】 

B 
－ － ●残留熱除去系海水系の手動起動操作（失敗）              

残留熱除去系海水系の

回復操作 
－ 

【2人】 
C，D 

－ ●残留熱除去系海水系の回復操作，失敗原因調査 解析上考慮しない 

常設低圧代替注水系ポ

ンプを用いた低圧代替

注水系（常設）の起動

操作 

【1人】 

A 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常
設）による原子炉注水の系統構成操作及び起動操作 

可搬型代替注水中型ポ

ンプを用いた低圧代替

注水系（可搬型）の起

動準備操作 

－ － 
8人 
c～j 

●可搬型代替注水中型ポンプの移動，ホース敷設等の操作 解析上考慮しない 

原子炉スクラム 

事象発生 

プラント状況判断 

約20秒 原子炉水位異常低下（レベル２）設定点到達 

原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の間に維持 

10 分 

4 分 

4 分 

35 分 

75 分 

1 分 

2 分 

5 分 

8 分 

適宜実施 

適宜実施 

3 分

170 分 
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崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合） 

経過時間（時間） 

備 考 0 4 8 12 16 20 24 28 32 36 40 44 48 

操作項目 

実施個所・必要要員数 

【 】は他作業後 
移動してきた要員 操作の内容 

当直運転員 

(中央制御室) 

当直運転員 
(現場) 

重大事故等対応要員 
(現場) 

原子炉水位の調整

操作（原子炉隔離

時冷却系） 

【1人】 

A 
－ － 

●原子炉隔離時冷却系による原子炉注水の
調整操作

常設低圧代替注水

系ポンプを用いた

低 圧 代 替 注 水 系

（常設）の起動操

作 

【1人】 

A 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧
代替注水系（常設）による原子炉注水の
系統構成操作及び起動操作 

取水機能喪失後に実施す

る 

逃がし安全弁（自

動減圧機能）の手

動による原子炉減

圧操作 

【1人】 

B 
－ － 

●逃がし安全弁（自動減圧機能）7弁の手動
開放操作

原子炉水位の調整

操作(低圧代替注

水系（常設）) 

【1 人】 

A

●常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧
代替注水系（常設）による原子炉注水の
調整操作

緊急用海水系を用

いた残留熱除去系

（低圧注水系）に

よる原子炉注水操

作並びに残留熱除

去系（格納容器ス

プレイ冷却系）又

は 残 留 熱 除 去 系

（ サ プ レ ッ シ ョ

ン ・ プ ー ル 冷 却

系）による格納容

器除熱操作

【1 人】 

A
－ 

－

●緊急用海水系による海水通水の系統構成
操作及び起動操作

●残留熱除去系（低圧注水系）の起動操作

●残留熱除去系（低圧注水系）による原子

炉注水並びに残留熱除去系（格納容器ス

プレイ冷却系）又は残留熱除去系（サプ

レッション・プール冷却系）による格納

容器除熱の交互運転操作

使用済燃料プール

の冷却操作 

【1 人】 

A 
－ －

●常設低圧代替注水系ポンプによる代替燃
料プール注水系（注水ライン）を使用し
た使用済燃料プールへの注水操作 

解析上考慮しない 

スロッシングによる水位

低下がある場合は代替燃

料プール冷却系の起動ま

でに実施する

●代替燃料プール冷却系の起動操作

解析上考慮しない 

約25時間後までに実施す

る 

可搬型代替注水中

型ポンプを用いた

低 圧 代 替 注 水 系

（可搬型）の起動

準備操作 

－ － 
8人 
c～j 

●可搬型代替注水中型ポンプの移動，ホー
ス敷設等の操作

解析上考慮しない 

必要要員合計 
2人 

A，B 

2人 
C，D 

10人 
a～j 

第 2.4.1－3 図 崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）の作業と所要時間（2／2） 

原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から 

原子炉水位高（レベル８）設定点の間に維持する 

原子炉水位高（レベル８）設定点にて格納容器スプレイ又はサプレッション・プール冷却運転への切替操作を実施し， 

原子炉水位低（レベル３）設定点にて原子炉注水への切替え操作を実施する 

事象発生 

約2時間 サプレッション・プール水温度65℃ 

約13時間 格納容器圧力279kPa［gage］到達 

3 分 

1 分 

20 分 

2 分 

適宜実施 

15 分 

170 分 
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第 2.4.1－4 図 原子炉圧力の推移 

第 2.4.1－5 図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移※

原
子
炉
圧
力

(MPa[abs]) 

原子炉隔離時冷却系の起動／停止により炉内の蒸気発生量が増減するため，圧力の 

低下／上昇を繰り返し，圧力上昇時は逃がし安全弁（安全弁機能）の開閉により圧力 

は制御される（原子炉への注水中は，原子炉圧力が降下する。崩壊熱の減少に伴い， 

圧力の低下幅が大きくなる）（最大値：約 7.79MPa[gage]） 

主蒸気隔離弁閉止による 

原子炉圧力上昇 

逃がし安全弁（自動減圧機能） 

7 弁による手動減圧（約 2 時間） 

シュラウド内（炉心上部プレナム） 

シュラウド外 

シュラウド内（高出力燃料集合体） 

シュラウド内（炉心下部プレナム） 

原子炉隔離時冷却系

の起動／停止による

原子炉水位の維持 

レベル 2 

燃料有効長頂部 

燃料有効長底部 

レベル 8 

レベル 3 

レベル 1 

原子炉減圧による蒸気流出に

伴う水位低下（約 2 時間） 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低

圧代替注水系（常設）の起動／停止に

よる水位制御 
原
子
炉
水
位
（
シ
ュ
ラ
ウ
ド
内
外
水
位
）

(m) 

(h)

(h)

※ シュラウド内外水位はボイドを含む場合は，二相水位を示している。 
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第 2.4.1－6 図 注水流量の推移 

第 2.4.1－7 図 逃がし安全弁からの蒸気流出流量の推移 

注
水
流
量

(m３／h) 

蒸
気
流
量

(t／h) 

原子炉隔離時冷却系による注水（原

子炉水位低（レベル３）設定点から

原子炉水位高（レベル８）設定点の

間に維持するよう注水） 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた 

低圧代替注水系(常設)による注水 

逃がし安全弁（自動減圧機能） 

7 弁開放による原子炉減圧（約 2 時間）

逃がし安全弁（安全弁機能）

（原子炉圧力制御） 

(h)

(h)
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第 2.4.1－8 図 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 

第 2.4.1－9 図 燃料被覆管温度の推移 

原子炉隔離時冷却系の 

起動／停止による水量増減

常設低圧代替注水系ポンプを用

いた低圧代替注水系（常設）の

起動／停止による水量増減 

逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁開放

による水量減少 

（減圧と同時に原子炉隔離時冷却系が停

止することを想定）（約 2 時間） 

原子炉圧力変化に応じて飽和温度が変化し， 

燃料被覆管温度もこれに追従して変化を繰り返す 

原子炉減圧による 

飽和温度の低下 

（最高温度：初期値（約 309℃）以下にとどまる）

(h)

(h)

燃
料
被
覆
管
温
度

(℃) 

原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
保
有
水
量

(t) 
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第 2.4.1－10 図 燃料被覆管最高温度発生位置における熱伝達係数の推移 

第 2.4.1－11 図 燃料被覆管最高温度発生位置におけるボイド率の推移 

核沸騰冷却(ボイド率に対応した値) 

原子炉隔離時冷却系の起動／停止

に伴うボイド率増減 

常設低圧代替注水系ポンプを用い

た低圧代替注水系（常設）の 

起動／停止によるボイド率増減 

原子炉減圧に伴うボイ

ド率増加（約 2 時間） 

熱
伝
達
係
数

ボ
イ
ド
率

(W／(m２・K)) 

(－) 

(h)

(h)
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第 2.4.1－12 図 高出力燃料集合体におけるボイド率の推移 

第 2.4.1－13 図 炉心下部プレナムにおけるボイド率の推移 

原子炉減圧に伴う 

ボイド率増加（約 2 時間）

原子炉隔離時冷却系の起動／停止

に伴うボイド率増減 

原子炉隔離時冷却系の起動／停止

に伴うボイド率増減 

原子炉減圧に伴う 

ボイド率増加（約 2 時間）

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低

圧代替注水系（常設）の起動／停止に

よるボイド率増減 

(h)

(h)

ボ
イ
ド
率

(－) 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた 

低圧代替注水系(常設) による原子炉

注水により未飽和となりボイド消滅 

ボ
イ
ド
率

(－) 
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第 2.4.1－14 図 燃料被覆管破裂が発生した時点の燃料被覆温度と 

燃料被覆管の円周方向の応力の関係 

円
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方

向

の

応
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燃料被覆管の最高温度及び

円周方向応力の最大値 
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第 2.4.1－15 図 格納容器圧力の推移 

第 2.4.1－16 図 格納容器雰囲気温度の推移 

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系） 

への切り替え（13.7kPa[gage]到達時） 

原子炉減圧に伴う格納容器圧力

上昇（約 2 時間） 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系） 

作動による圧力低下（279kPa[gage]到達時，約 13 時間） 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）

作動による温度低下（約 13 時間） 

最大圧力：約 0.28MPa[gage] 

（約 13 時間） 

最高温度：約 141℃ 

（約 13 時間） 

原子炉減圧に伴い原子炉内飽和温度が低下することで，圧力容器壁面（内表面）

温度が低下し，熱伝導の遅れを伴って，圧力容器外表面の温度も低下すること

で，格納容器気相部温度が低下する。また，格納容器気相部から壁面への伝熱

により，格納容器気相部温度が低下する 

原子炉減圧に伴い，原子炉内の蒸気が流入することによる温度上昇 

ドライウェル温度は以下により初期温度から急激

に上昇する 

・主蒸気隔離弁の閉止による原子炉圧力及び 

原子炉内飽和温度の上昇 

・ドライウェル冷却装置の停止 

格
納
容
器
圧
力

(MPa[gage]) 

格
納
容
器
雰
囲
気
温
度

(℃) 

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）への切替後，原子炉圧

力容器からの放熱の影響により上昇傾向となるが，原子炉減圧後の原子

炉圧力容器温度より若干低い温度（100℃程度）で平衡状態となる 
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第 2.4.1－17 図 サプレッション・プール水位の推移 

第 2.4.1－18 図 サプレッション・プール水温度の推移 

ベントライン（約 15m） 

外部水源である常設低圧代替注水ポンプを用いた低圧代替注水系（常

設）による原子炉注水により逃がし安全弁を介し原子炉内の蒸気が流入

するため水位が上昇 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）による 

格納容器スプレイ作動による温度低下（約 13 時間） 

逃がし安全弁を介し原子炉内の蒸気が 

流入することで水温が上昇（約 2 時間） 

最高温度：約 134℃ 

（約 13 時間） 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度

(℃) 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位

(m) 

通常水位＋6.5m（約 13.5m） 

通常水位＋5.5m（約 12.5m） 



添付資料 2.4.1.1 

添付 2.4.1.1-1

安定状態について（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））

崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）時の安定状態については，

以下のとおり。

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備又は重大事故等対処設備を用い

た炉心冷却が維持可能であり，また，冷却のための設備がその後も

機能維持でき，かつ，必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじ

め想定される事象悪化のおそれがない場合に安定停止状態が確立

されたものとする。

格納容器安定状態 ：炉心冷却が維持された後に，設計基準事故対処設備又は重大事故等

対処設備を用いた格納容器除熱により格納容器圧力及び温度が安

定又は低下傾向に転じ，また，格納容器除熱のための設備がその後

も機能維持でき，かつ，必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらか

じめ想定される事象悪化のおそれがない場合に安定状態が確立さ

れたものとする。

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について

原子炉隔離時冷却系の原子炉注水により炉心冷却が維持される。サプレッション・プー

ル熱容量制限に到達後，原子炉を減圧し，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注

水系（常設）による原子炉注水を実施することで，引き続き炉心の冷却は維持され，原子

炉安定停止状態が確立される。

格納容器安定状態の確立について

炉心冷却を継続し，緊急用海水系を用いた残留熱除去系による格納容器除熱を実施する

ことで，格納容器圧力及び雰囲気温度は安定※又は低下傾向となる。格納容器雰囲気温度

は 150℃を下回るとともに，ドライウェル雰囲気温度は，低圧注水継続のための逃がし安

全弁の機能維持が確認されている 126℃を上回ることはなく，格納容器安定状態が確立さ

れる。 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，必要な水源，燃料及び電源を供

給可能である。 

（※）残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）に切り替えると，原子炉圧力容器

からの放熱の影響によりドライウェル雰囲気温度はわずかに上昇傾向となる。ただ

し，残留熱除去系による格納容器除熱は確立しており，長期的には減圧後の原子炉

圧力容器温度（100℃程度）より若干低い温度で平衡状態となることから，この状

態も含め安定傾向とする。 

【安定状態の維持について】 

上記の炉心損傷防止対策を継続することにより安定状態を維持できる。 

また，残留熱除去系の機能を維持し炉心冷却及び除熱を継続することで，安定状態の維

持が可能となる。 

（添付資料 2.1.2 別紙 1）
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解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））

第 1-1 表 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 

（ＳＡＦＥＲ）（1／2） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉
心

崩壊熱 崩壊熱モデル 

入力値に含まれる。 

最確条件を包絡できる条件を設定することによ

り崩壊熱を大きくするよう考慮している。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

燃 料 棒 表 面 熱 伝

達，沸騰遷移，気

液熱非平衡 

燃 料 棒 表 面 熱 伝

達モデル 

TBL，ROSA-Ⅲの実験解析において，熱伝達係数

を低めに評価する可能性があり，他の解析モデ

ルの不確かさと相まってコード全体として，ス

プレイ冷却のない実験結果の燃料被覆管温度に

比べて最大 50℃程度高めに評価する。また，低

圧代替注水系による注水での燃料棒冷却過程に

おける蒸気単相冷却又は噴霧流冷却の不確かさ

は＋20℃～＋40℃程度である。 

解析コードは，実験結果の燃料被覆管温度に比べて最大 50℃程度

高めに評価することから，解析結果は燃料棒表面の熱伝達係数を

小さく評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表面での熱

伝達は大きくなることで，燃料被覆管温度は低くなるが，事象初

期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系の自動起動により確保さ

れ，燃料被覆管温度を操作開始の起点とする運転員等操作はない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析コードは，実験解析において熱伝達モデルの保守性により燃

料被覆管温度を高めに評価し，有効性評価解析においても燃料被

覆管温度を高めに評価することから，評価項目となるパラメータ

に対する余裕は大きくなる。ただし，炉心部の冠水が維持される

本事故シーケンスでは，この影響は小さいと考えられる。 

燃料被覆管酸化 
ジ ル コ ニ ウ ム －

水反応モデル 

酸化量及び酸化反応に伴う発熱量をより大きく

見積もる Baker-Just式による計算モデルを採用

しており，保守的な結果を与える。 

解析コードは，酸化量及び酸化反応に伴う発熱量の評価について

保守的な結果を与えるため，燃料被覆管温度を高めに評価する可

能性がある。よって，実際の燃料被覆管温度は低くなるが，事象

初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系の自動起動により確保さ

れ，燃料被覆管温度を操作開始の起点とする運転員等操作はない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析コードは，酸化量及び酸化反応に伴う発熱量の評価について

保守的な結果を与えるため，燃料被覆管温度を高く評価すること

から，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

燃料被覆管変形 
膨れ・破裂評価モ

デル 

膨れ・破裂は，燃料被覆管温度と円周方向応力

に基づいて評価され，燃料被覆管温度は上述の

ように高めに評価され，円周方向応力は燃焼期

間中の変化を考慮して燃料棒内圧を大きく設定

し保守的に評価している。したがって，ベスト

フィット曲線を用いる場合も破裂の判定はおお

むね保守的となる。 

有効性評価解析では炉心の冷却は維持され，燃料被覆管最高温度

は初期値を上回ることがないことから，燃料被覆管の破裂判定の

不確かさが運転員等操作に与える影響はない。 

有効性評価解析では炉心の冷却は維持され，燃料被覆管最高温度

は初期値を上回ることがないことから，燃料被覆管の破裂判定の

不確かさが評価項目となるパラメータに与える影響はない。 
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第 1-2 表 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 

（ＳＡＦＥＲ）（2／2） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉
心

沸騰・ボイド率変

化，気液分離（水

位変化）・対向流，

三次元効果 

二相流体の流動

モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，

二相水位変化は，解析結果に重畳する水位振動

成分を除いて，実験結果とおおむね同等の結果

が得られている。低圧代替注水系の注水による

燃料棒冷却（蒸気単相冷却又は噴霧流冷却）の

不確かさは＋20℃～＋40℃程度である。 

また，原子炉圧力の評価において，ROSA-Ⅲでは，

2MPa より低い圧力で系統的に圧力低下を早めに

予測する傾向を呈しており，解析上，低圧注水

系の起動タイミングを早める可能性が示され

る。しかし，実験で圧力低下が遅れた理由は，

水面上に露出した上部支持格子等の構造材の温

度が燃料被覆管からの輻射や過熱蒸気により上

昇し，LPCS スプレイの液滴で冷却された際に蒸

気が発生したためであり，低圧代替注水系を注

水手段として用いる本事故シーケンスでは考慮

する必要のない不確かさである。このため，燃

料被覆管温度に大きな影響を及ぼす低圧代替注

水系の注水タイミングに特段の差異を生じる可

能性はないと考えられる。  

運転操作はシュラウド外水位（原子炉水位計）に基づく操作であ

ることから，運転員等操作時間に与える影響は原子炉圧力容器の

分類にて示す。 

解析コードは，燃料被覆管温度に対して，解析結果に重畳する水

位振動に伴う燃料棒冷却の不確かさの影響を考慮すると 20℃～

40℃程度低めに評価する可能性があるが，有効性評価解析では原

子炉水位が燃料有効長頂部を下回ることがなく，炉心露出後の再

冠水過程で現れる解析結果に重畳する水位振動成分を考慮する

必要がないため，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

原
子
炉
圧
力
容
器

沸騰・凝縮・ボイ

ド率変化，気液分

離（水位変化）・

対向流 

二相流体の流動

モデル 

下部プレナムの二相水位を除き，ダウンカマの

二相水位（シュラウド外水位）に関する不確か

さを取り扱う。シュラウド外水位については，

燃料被覆管温度及び運転員操作のどちらに対し

ても二相水位及びこれを決定する二相流動モデ

ルの妥当性の有無は重要でなく，質量及び水頭

のバランスだけて定まるコラプスト水位が取り

扱えれば十分である。このため，特段の不確か

さを考慮する必要はない。 

解析コードは，ダウンカマ部の二相水位変化を適切に評価するこ

とから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

解析コードは，ダウンカマ部の二相水位変化を適切に評価するこ

とから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

冷却材放出（臨界

流・差圧流） 
臨界流モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，

圧力変化は実験結果とおおむね同等の解析結果

が得られており，臨界流モデルに関して特段の

不確かさを考慮する必要はない。 

解析コードは，原子炉圧力変化を適切に評価することから，運転

員等操作時間に与える影響は小さい。 

破断口及び逃がし安全弁からの流出は，圧力容器ノズル又はノズ

ルに接続する配管を通過し，平衡均質流に達するのに十分な長さ

であることから，管入口付近の非平衡の影響は無視できると考え

られ，平衡均質臨界流モデルを適用可能である。 

解析コードは，原子炉圧力変化を適切に評価することから，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

破断口及び逃がし安全弁からの流出は，圧力容器ノズル又はノズ

ルに接続する配管を通過し，平衡均質流に達するのに十分な長さ

であることから，管入口付近の非平衡の影響は無視できると考え

られ，平衡均質臨界流モデルを適用可能である。 

ECCS 注水（給水

系・代替注水系含

む。） 

原子炉注水系モ

デル 

入力値に含まれる。 

各系統の設計条件に基づく原子炉圧力と注水流

量の関係を使用しており，実機設備仕様に対し

て注水流量を少なめに与え，燃料被覆管温度を

高めに評価する。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価

項目となるパラメータに与える影響」にて確認。 
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第 1-2 表 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 

（ＭＡＡＰ） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉
心

崩壊熱 

炉心モデル（原子

炉出力及び崩壊

熱） 

入力値に含まれる。 

保守的な崩壊熱を入力値に用いており，解析モ

デルの不確かさの影響はない。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

原
子
炉

圧
力
容
器

ECCS 注水 

（給水系・代替注

水設備含む） 

安全系モデル（非

常用炉心冷却系）

入力値に含まれる。 

保守的な注水特性を入力値に用いており，解析

モデルの不確かさの影響はない。

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

格
納
容
器

格納容器各領域

間の流動 

格納容器モデル

（格納容器の熱

水力モデル）

HDR 実験解析では，格納容器圧力及び雰囲気温度

について，温度成層化を含めて傾向をよく再現

できることを確認した。格納容器雰囲気温度を

十数℃程度高めに，格納容器圧力を 1 割程度高

めに評価する傾向が確認されたが，実験体系に

起因するものと考えられ，実機体系においては

この種の不確かさは小さくなるものと考えられ

る。また，非凝縮性ガス濃度の挙動について，

解析結果が測定データとよく一致することを確

認した。 

格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及

び内部熱伝導の不確かさにおいては，CSTF 実験

解析では，格納容器雰囲気温度及び非凝縮性ガ

ス濃度の挙動について，解析結果が測定データ

とよく一致することを確認した。

解析コードは，HDR 実験解析において区画によって格納容器雰囲

気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾

向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる等，

実験体系に起因するものと考えられ，実機体系においては不確か

さが小さくなるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び

雰囲気温度の傾向を適切に再現できていることから，格納容器圧

力及び雰囲気温度を操作開始の起点としている残留熱除去系によ

る格納容器除熱に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。

また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導の不確かさにおいては，CSTF 実験解析において格納容器雰囲気

温度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを

確認しており，その差異は小さいことから，格納容器圧力及び雰

囲気温度を操作開始の起点としている残留熱除去系による格納容

器除熱に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

解析コードは，HDR 実験解析において区画によって格納容器雰囲気

温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾向

が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる等，実験

体系に起因するものと考えられ，実機体系においては不確かさが

小さくなるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び雰囲

気温度の傾向を適切に再現できていることから，評価項目となる

パラメータに与える影響は小さい。 

また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導の不確かさにおいては，CSTF 実験解析により格納容器雰囲気温

度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを確

認しているため，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。 

構造材との 

熱伝達及び 

内部熱伝導 

気液界面の 

熱伝達 

スプレイ冷却
安全系モデル（格

納容器スプレイ）

入力値に含まれる。 

スプレイの水滴温度は短時間で雰囲気温度と平

衡に至ることから伝熱モデルの不確かさはな

い。

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

サプレッション・

プール冷却

安全系モデル（非

常用炉心冷却系）

入力値に含まれる。 

ポンプ流量及び除熱量は，設計値に基づき与え

られており，解析モデルの不確かさの影響はな

い。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（1／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

原子炉熱出力 3,293MW 

約 3,279MW～ 

約 3,293MW 

（実績値） 

定格熱出力を設定 最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止

後の崩壊熱が緩和される。最確条件とした場合の運転員

等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響

は，最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明

する。 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止

後の崩壊熱が緩和される。最確条件とした場合の運転員等

操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響は，

最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明する。

原子炉圧力 

(圧力容器ドーム部)
6.93MPa[gage] 

約 6.91MPa[gage]～

約 6.94MPa[gage] 

（実績値） 

定格圧力を設定 最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対し

て変動を与えうるが，事象初期において主蒸気隔離弁が

閉止し，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるた

め事象進展に及ぼす影響は小さいことから，運転員等操

作時間に与える影響は小さい。

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，事象初期において主蒸気隔離弁が閉止

し，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため，事

象進展に及ぼす影響は小さいことから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい。

原子炉水位 

通常運転水位 

（セパレータスカー

ト下端から＋126cm）

通常運転水位 

（セパレータスカー

ト下端から約＋122cm

～約＋132cm）

（実績値） 

通常運転水位を設定 最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対し

て変動を与えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低

下量に対して非常に小さい。例えば，解析条件で設定し

た通常運転水位から高圧炉心スプレイ系等の自動起動信

号が発信する原子炉水位異常低下（レベル２）までの原

子炉水位の低下量は約 2m であるのに対してゆらぎによ

る水位低下量は約 40mm であり非常に小さい。したがっ

て，事象進展に及ぼす影響は小さいことから，運転員等

操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量

に対して非常に小さい。例えば，解析条件で設定した通常

運転水位から高圧炉心スプレイ系等の自動起動信号が発

信する原子炉水位異常低下（レベル２）までの原子炉水位

の低下量は約 2m であるのに対してゆらぎによる水位低下

量は約 40mm であり非常に小さい。したがって，事象進展

に及ぼす影響は小さいことから，評価項目となるパラメー

タに与える影響は小さい。

炉心流量 

48,300t／h 

（定格流量（100％流

量）） 

定格流量の 

約 86％～約 104％ 

（実績値） 

定格流量を設定 最確条件とした場合には，炉心流量の運転範囲において

解析条件から変動しうるが，事象初期において原子炉が

スクラムするとともに，再循環ポンプがトリップするた

め，初期炉心流量が事象進展に及ぼす影響は小さいこと

から，運転員等操作時間に与える影響は小さい。

最確条件とした場合には，炉心流量の運転範囲において解

析条件から変動しうるが，事象初期において原子炉がスク

ラムするとともに，再循環ポンプがトリップするため，初

期炉心流量が事象進展に及ぼす影響は小さいことから，評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい。

燃 料 
９×９燃料 

(Ａ型) 
装荷炉心ごと 

９×９燃料(Ａ型)と９×９燃料(Ｂ

型)は，熱水力的な特性はほぼ同等

であり，その他の核的特性等の違い

は燃料棒最大線出力密度の保守性

に包含されることから，代表的に９

×９燃料(Ａ型)を設定 

最確条件とした場合には，９×９燃料(Ａ型)及び９×９

燃料(Ｂ型)の混在炉心又はそれぞれ型式の単独炉心とな

る場合があるが，両型式の燃料の特性はほぼ同等である

ことから，事象進展に及ぼす影響は小さく，運転員等操

作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，９×９燃料(Ａ型)及び９×９燃

料(Ｂ型)の混在炉心又はそれぞれ型式の単独炉心となる

場合があるが，両型式の燃料の特性はほぼ同等であること

から，炉心冷却性に大きな差はなく，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。

燃料棒最大 

線出力密度 
44.0kW／m 

約 33 kW／m～ 

約 41kW／m 

（実績値） 

初期の燃料棒線出力密度が大きい

方が燃料被覆管温度に対して厳し

い設定となる 

このため，保安規定の運転上の制限

における上限値を設定 

最確条件は解析条件で設定している燃料棒線出力密度よ

りも小さくなる。このため，燃料被覆管温度上昇が緩和

されるが，事象初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系

の自動起動により確保され，燃料被覆管温度を操作開始

の起点とする運転員等操作はないことから，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

最確条件は解析条件で設定している燃料棒線出力密度よ

りも小さくなる。このため，燃料被覆管温度上昇が緩和さ

れることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は

大きくなる。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（2／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

原子炉停止後の 

崩壊熱 

ANSI/ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd／t 

約 2.2kPa[gage]～ 

約 4.7kPa[gage] 

（実績値） 

崩壊熱が大きい方が，原子炉水位低

下及び格納容器圧力上昇の観点で

厳しい設定となる。このため，崩壊

熱が大きくなる燃焼度の高い条件

として，1 サイクルの運転期間(13

ヶ月)に調整運転期間(1 ヶ月)を考

慮した運転期間に対応する燃焼度

を設定 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりもおおむ

ね小さくなる。このため，原子炉からサプレッション・

プールに流出する蒸気量が減少することで，原子炉水位

の低下は遅くなるが，事象初期の原子炉注水は原子炉隔

離時冷却系の自動起動により確保されることから，運転

員等操作時間に与える影響はない。また，格納容器圧力，

サプレッション・プール水位及びサプレッション・プー

ル水温度の上昇が遅くなり，これらのパラメータを操作

開始の起点とする運転員等操作の開始時間は遅くなる。

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりもおおむ

ね小さくなる。このため，燃料からの発熱が小さくなり，

原子炉からサプレッション・プールに流出する蒸気量が減

少することで，原子炉水位の低下並びに格納容器圧力及び

雰囲気温度の上昇が緩和されることから，評価項目となる

パラメータに対する余裕が大きくなる。 

格納容器圧力 5kPa[gage] 
約 25℃～約 58℃ 

（実績値） 

格納容器圧力の観点で厳しい高め

の設定として，通常運転時の圧力を

包含する値を設定 

最確条件は解析条件で設定している格納容器初期圧力よ

りも小さくなる。このため，格納容器圧力が低めに推移

することから，格納容器圧力を操作開始の起点とする運

転員等操作の開始時間は遅くなる。 

最確条件は解析条件で設定している格納容器初期圧力よ

りも小さくなる。このため，格納容器圧力が低めに推移す

ることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大

きくなる。 

ドライウェル 

雰囲気温度 
57℃ 

約 25～58℃ 

（実績値） 

ドライウェル内ガス冷却装置の設

計温度を設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対し

て変動を与えうるが，ドライウェル雰囲気温度は，格納

容器スプレイの実施に伴い飽和温度となることから，初

期温度のゆらぎが事象進展に与える影響は小さく，運転

員等操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，ドライウェル雰囲気温度は，格納容器

スプレイの実施に伴い飽和温度となることから，初期温度

のゆらぎが事象進展に与える影響は小さく，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

格納容器体積 

（ドライウェル） 
5,700m３ 5,700m３

（設計値）

設計値を設定 解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない

格納容器体積 

（ウェットウェル）

空間部：4,100m３

液相部：3,300m３

空間部： 

約 4,092m３～約

4,058m３

液相部： 

約 3,308m３～約

3,342m３ 

（実績値） 

サプレッション・プールでの圧力抑

制効果が厳しくなる少なめの水量

として，保安規定の運転上の制限に

おける下限値を設定 

最確条件とした場合には，格納容器体積（ウェットウェ

ル）の液相部の運転範囲において解析条件より高めの水

位となるが，ゆらぎの幅は非常に小さい。例えば，サプ

レッション・プールの水量は 3,300m３であるのに対し，

ゆらぎによる水量変化は約 42m３であり，その割合は初期

保有水量の 1.3％程度と非常に小さい。したがって，事

象進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時

間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，格納容器体積（ウェットウェル）

の液相部の運転範囲において解析条件より高めの水位と

なるが，ゆらぎの幅は非常に小さい。例えば，サプレッシ

ョン・プールの水量は 3,300m３であるのに対し，ゆらぎに

よる水量変化は約 42m３であり，その割合は初期保有水量

の 1.3％程度と非常に小さい。したがって，事象進展に与

える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

サプレッション・ 

プール水位 

6.983m 

（通常運転水位

-4.7cm） 

7.000m～7.070m 

（実績値） 

サプレッション・プールでの圧力抑

制効果が厳しくなる低めの水位と

して，保安規定の運転上の制限にお

ける下限値を設定 

最確条件とした場合には，サプレッション・プール水位

の運転範囲において解析条件より高めの水位となるが，

ゆらぎの幅は非常に小さい。例えば，サプレッション・

プール水位が 6.983m の時の水量は 3,300m３であるのに対

し，ゆらぎ（0.087m）による水量変化は約 42m３であり，

その割合は初期保有水量の 1.3％程度と非常に小さい。

したがって，事象進展に与える影響は小さく，運転員等

操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，サプレッション・プール水位の

運転範囲において解析条件より高めの水位となるが，ゆら

ぎの幅は非常に小さい。例えば，サプレッション・プール

水位が 6.983m の時の水量は 3,300m３であるのに対し，ゆ

らぎ（0.087m）による水量変化は約 42m３であり，その割

合は初期保有水量の 1.3％程度と非常に小さい。したがっ

て，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。 

サプレッション・ 

プール水温度 
32℃ 

約 15℃～約 32℃ 

（実績値） 

サプレッション・プールでの圧力抑

制効果が厳しくなる高めの水温と

して，保安規定の運転上の制限にお

ける上限値を設定 

最確条件は解析条件で設定している水温よりもおおむね

低くなるため，サプレッション・プールでの圧力抑制効

果が高まり格納容器圧力の上昇は緩和される。このため，

格納容器圧力を操作開始の起点とする運転員等操作の開

始は遅くなる。 

最確条件は解析条件で設定している水温よりもおおむね

低くなるため，サプレッション・プールでの圧力抑制効果

が高まり格納容器圧力の上昇は緩和される。このため，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（3／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

ベント管 

真空破壊装置 

作動差圧 

作動差圧：3.45kPa 

（ドライウェル－サ

プレッション・チェン

バ間差圧） 

作動差圧：3.45kPa 

（ドライウェル－サ

プレッション・チェン

バ間差圧）（設計値）

設計値を設定 解析条件と最確条件は同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

外部水源の容量 約 8,600m３

約 8,600m３以上 

（西側淡水貯水設備

＋代替淡水貯槽） 

西側淡水貯水設備及び代替淡水貯

槽の管理下限値を設定 

管理値下限の容量として事象発生から 7 日間後までに必

要な容量を備えており，水源は枯渇しないことから運転

員等操作時間に与える影響はない。 － 

燃料の容量 約 1,010kL 

約 1,010kL 以上 

（軽油貯蔵タンク＋

可搬型設備用軽油タ

ンク） 

軽油貯蔵タンク及び可搬型設備用

軽油タンクの管理下限値を設定 

管理値下限の容量として事象発生から 7 日間後までに必

要な容量を備えており，燃料は枯渇しないことから運転

員等操作時間に与える影響はない。 
－ 

事
故
条
件

起因事象 給水流量の全喪失 － 

運転時の異常な過渡変化の中で，原

子炉水位の急速な低下に伴い，原子

炉スクラム，主蒸気隔離弁の閉止等

が発生するため，事象発生後の状況

判断における余裕時間の観点で厳

しい給水流量の全喪失を設定 

－ － 

安全機能の喪失 

に対する仮定 
崩壊熱除去機能喪失 － 

取水機能の喪失による崩壊熱除去

機能喪失を設定 

外部電源 外部電源あり － 

原子炉スクラムが原子炉水位低（レ

ベル３）信号にて発生し，再循環ポ

ンプトリップは，原子炉水位異常低

下（レベル２）信号にて発信するた

め，原子炉水位の低下が大きくな

り，事象発生後の状況判断における

余裕時間の観点で厳しい外部電源

ありを設定

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常

設）の起動準備操作並びに緊急用海水系を用いた残留熱

除去系による原子炉注水及び格納容器除熱の時間は，外

部電源がない場合も考慮して設定していることから，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

外部電源がない場合は，外部電源喪失に伴い原子炉スクラ

ム，再循環ポンプトリップ等が発生するため，外部電源が

ある場合と比較して原子炉水位の低下は緩和されること

から，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくな

る。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（4／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

原子炉スクラム 

原子炉水位低 

(レベル３)信号 

（遅れ時間 1.05 秒）

原子炉水位低 

(レベル３)信号 

（遅れ時間 1.05 秒）

設計値を設定 解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

主蒸気隔離弁 

原子炉水位異常低下

（レベル２）信号 

で閉止 

原子炉水位異常低下

（レベル２）信号 

で閉止 

設計値を設定 解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

ＡＴＷＳ緩和設備（代

替原子炉再循環ポン

プトリップ機能） 

原子炉水位異常低下

（レベル２）信号 

で全台トリップ 

原子炉水位異常低下

（レベル２）信号 

で全台トリップ 

設計値を設定 解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

逃がし安全弁 

（原子炉圧力制御時）

安全弁機能 

7.79MPa[gage]～ 

8.31MPa[gage] 

385.2t／h／個～ 

410.6t／h／個 

（原子炉圧力制御時）

安全弁機能 

7.79MPa[gage]～ 

8.31MPa[gage] 

385.2t／h／個～ 

410.6t／h／個 

（設計値） 

設計値を設定 

なお，安全弁機能は逃がし弁機能に

比べて原子炉圧力が高めに維持さ

れ，原子炉減圧操作時に原子炉圧力

が所定の圧力に到達するまでの時

間が遅くなるため，事象発生初期に

おいて高圧注水機能が喪失し低圧

注水機能を用いて原子炉注水を実

施する事故シーケンスにおいては，

評価項目に対して厳しい条件とな

る 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

なお，本事故シーケンスにおいては，高圧注水機能である

原子炉隔離時冷却系が自動起動することから，逃がし弁機

能に期待した場合でも評価項目となるパラメータに与え

る影響はない。 

（原子炉手動減圧 

操作時） 

逃がし安全弁（自動減

圧機能）7 弁を開放す

ることによる 

原子炉減圧 

（原子炉手動減圧 

操作時） 

逃がし安全弁（自動減

圧機能）7 弁を開放す

ることによる 

原子炉減圧 

逃がし安全弁の設計値に基づく原

子炉圧力と蒸気流量の関係から設

定 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない

原子炉隔離時冷却系

原子炉水位異常低下

（レベル２）信号にて

自動起動 

・注水流量： 

136.7m３／h 

・注水圧力： 

1.04MPa[gage]～ 

7.86MPa[gage] 

原子炉水位異常低下

（レベル２）信号にて

自動起動 

・注水流量： 

136.7m３／h 

・注水圧力： 

1.04MPa[gage]～ 

7.86MPa[gage] 

設計値を設定 

原子炉隔離時冷却系は，タービン回

転数制御により原子炉圧力に依ら

ず一定の流量にて注水する設計と

なっている 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（5／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

低圧代替注水系 

（常設） 

（原子炉注水単独時）

（2 台） 

・注水流量： 

0m３／h～378m３／h 

・注水圧力： 

0MPa[dif]～ 

2.38MPa[dif] 

（原子炉注水単独時）

（2 台） 

・注水流量： 

0m３／h～378m３／h 

以上 

・注水圧力： 

0MPa[dif]～ 

2.38MPa[dif] 

炉心冷却性の観点で厳しい設定と

して，設備設計上の最低要求値であ

る最小流量特性を設定 

最確条件とした場合には，注水開始後の原子炉水位の回

復がおおむね早くなり，原子炉水位の維持操作の開始が

早くなるが，原子炉減圧から水位回復までの原子炉水位

を継続監視している期間の流量調整操作であるため，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合には，注水開始後の原子炉水位の回復

が早くなり，炉心の再冠水が早まることから，評価項目と

なるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

残留熱除去系 

（低圧注水系） 

・注水流量： 

0m３／h～1.676m３／h 

・注水圧力： 

0MPa[dif]～ 

1.55MPa[dif] 

・注水流量： 

0m３／h～1,676m３／h

以上 

・注水圧力： 

0MPa[dif]～ 

1.55MPa[dif] 

炉心冷却の観点で厳しい設定とし

て，設計基準事故の解析で用いる最

小流量特性を設定 

最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位

の回復が早くなり，注水開始後の原子炉水位の維持操作

の開始が早くなるが，注水後の調整操作であり，運転員

等操作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位の

回復が早くなり，評価項目となるパラメータに対する余裕

は大きくなる 

残留熱除去系（格納容

器スプレイ冷却系）

スプレイ流量： 

1.9×10３t／h 

（95％：ドライウェ

ル，5％：サプレッシ

ョン・チェンバ） 

スプレイ流量： 

1.9×10３t／h 

（95％：ドライウェ

ル，5％：サプレッシ

ョン・チェンバ） 

設計値を設定 解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない

緊急用海水系 

約 24MW 

（サプレッション・プ

ール水温度 100℃，海

水温度 32℃において）

約 24MW 以上 

（サプレッション・プ

ール水温度 100℃，海

水温度 32℃以下にお

いて） 

熱交換器の設計性能に基づき，残留

熱除去系の除熱性能を厳しくする

観点で，過去の実績を包含する高め

の海水温度を設定 

最確条件とした場合には，海水温度がおおむね低めとな

り除熱性能が向上するため，格納容器圧力及びサプレッ

ション・プール水温度の上昇が遅くなるが，残留熱除去

系（格納容器スプレイ冷却系）による格納容器除熱後に

これらのパラメータを操作開始の起点とする運転員等操

作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はな

い。 

最確条件とした場合には，海水温度がおおむね低めとなり

除熱性能が向上するため，格納容器圧力及び雰囲気温度の

上昇が緩和されることから，評価項目となるパラメータに

対する余裕が大きくなる。 
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第 3 表 操作条件が要員の配置による他の操作，評価項目となるパラメータ及び操作時間余裕に与える影響（1／2） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

逃 が し 安 全

弁（自動減圧

機能）の手動

に よ る 原 子

炉 減 圧 操 作

（ 常 設 低 圧

代 替 注 水 系

ポ ン プ を 用

い た 低 圧 代

替注水系（常

設）による原

子 炉 注 水 操

作） 

サプレッショ

ン・プール水

温度 65℃到

達時

運 転 手 順 に 基 づ

き サ プ レ ッ シ ョ

ン・プール熱容量

制 限 を 踏 ま え て

設定

【認知】 

事故時の重要監視パラメータとしてサプレッション・プール水温を継続監視し

ており，また，逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧の

操作実施基準（サプレッション・プール水温度 65℃）に到達するのは事象発生

約 2 時間後であり，比較的緩やかなパラメータ変化であることから，認知遅れ

が操作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，当直運転員は中央制御室に常駐していること

から，要員配置が操作開始時間に与える影響はない。 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，移動が操作開始時間に与える影響はない。

【操作所要時間】 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧として余裕時間を

含めて 1 分を設定している。中央制御室の制御盤の操作スイッチによる簡易な

操作であり，操作所要時間が長くなる可能性は非常に低く，操作所要時間が操

作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

【他の並列操作有無】 

他の並列操作はなく，他の並列操作が操作開始時間に与える影響はない。 

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作であり，誤操作は起こり

にくいことから，誤操作等が操作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さ

い。 

左記のとおり操作不

確かさ要因により操

作開始時間に与える

影響は小さいことか

ら，実態の操作開始時

間は解析上の設定と

ほぼ同等である。 

本操作は，解析条件

（操作条件を除く。）

の不確かさにより操

作開始時間が遅くな

る可能性があるが，他

の操作との重複もな

いことから，他の操作

に与える影響はない。

実態の操作開始時間

は解析上の設定とほ

ぼ同等であることか

ら，評価項目に与える

影響はない。 

解析条件（操作条件を

除く。）の不確かさに

より，操作開始時間が

遅くなる場合でも，パ

ラメータが操作実施

基準に到達した時点

で開始することで同

等の効果が得られ，事

象進展に変わりがな

いことから，操作開始

が遅くなることによ

り評価項目となるパ

ラメータに与える影

響はない。

原子炉隔離時冷却系

による注水継続が可

能な時間内に実施す

ることで炉心損傷を

回避することが可能

であり，事象発生から

少なくとも 8時間程度

の操作時間余裕が確

保されている。 

中央制御室におけ

る操作のため，シ

ミュレータ（模擬

操作含む。）にて

訓練実績を取得。

訓練での操作時間

は約 1 分。想定で

意図している運転

操作が実施可能な

ことを確認した。
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第 3 表 操作条件が要員の配置による他の操作，評価項目となるパラメータ及び操作時間余裕に与える影響（2／2） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

緊急用海水系

を用いた残留

熱除去系（低

圧注水系）に

よる原子炉注

水並びに残留

熱除去系（格

納容器スプレ

イ冷却系）又

は残留熱除去

系（サプレッ

ション・プー

ル水冷却系）

格納容器除熱

操作 

格納容器圧力

279kPa[gage]

到達時 

実 際 に は 緊 急 用

海 水 系 の 準 備 が

完 了 し た 時 点 の

パ ラ メ ー タ に よ

り，サプレッショ

ン・プール冷却運

転 等 を 開 始 す る

が，評価上は，操

作 余 裕 時 間 を 確

認する観点で，格

納 容 器 圧 力 が 代

替 格 納 容 器 ス プ

レ イ の 実 施 基 準

で あ る 279kPa

[gage] に 到 達 し

た 時 点 で 開 始 す

るものと設定 

【認知】 

事故時には重要監視パラメータであるサプレッション・チェンバ圧力を継続監

視しており，また，格納容器スプレイの操作実施基準（格納容器圧力

279kPa[gage]）に到達するのは事象発生約 13 時間後であり，比較的緩やかな

パラメータ変化であることから，認知遅れが操作開始時間に影響を及ぼす可能

性は非常に小さい。 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，当直運転員は中央制御室に常駐していること

から，要員配置が操作開始時間に与える影響はない。 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，移動が操作開始時間に与える影響はない。

【操作所要時間】 

中央制御室の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作であり，緩やかな圧力上

昇に対して操作所要時間は十分に短く，操作開始時間に影響を及ぼす可能性は

非常に小さい。 

【他の並列操作有無】 

原子炉水位の調整操作を並列して実施する場合があるが，異なる当直運転員に

よる対応が可能であることから，他の並列操作が操作開始時間に与える影響は

ない。 

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作であり，誤操作は起こり

にくいことから，誤操作等が操作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さ

い。 

左記のとおり操作不

確かさ要因により操

作開始時間に与える

影響として，操作開始

時間は余裕時間を確

認する観点で遅めの

時間を設定しており，

実態の操作開始時間

は 格 納 容 器 圧 力

245kPa[gage] 到 達 時

であることから，解析

上の設定よりも早ま

るが，並列して実施す

る場合がある原子炉

水位の調整操作とは

同一の制御盤による

対応が可能であるこ

とから，この他の操作

に与える影響はない。

本操作は，解析コード

及び解析条件（操作条

件を除く。）の不確か

さにより，操作開始時

間が遅くなる可能性

があるが，並列して実

施する場合がある原

子炉水位の調整操作

とは同一の制御盤に

よる対応が可能であ

ることから，この他の

操作に与える影響は

ない。 

実態の操作開始時間

は解析上の設定とほ

ぼ同等であることか

ら，評価項目に与える

影響はない。 

解析コード及び解析

条件（操作条件を除

く。）の不確かさによ

り，操作開始時間が遅

くなる場合でも，パラ

メータが操作実施基

準に到達した時点で

開始することで同等

の効果が得られ，有効

性評価解析における

格納容器圧力の最大

値に変わりがないこ

とから，操作開始が遅

くなることにより評

価項目となるパラメ

ータに与える影響は

ない。 

緊急用海水系を用い

た残留熱除去系によ

る格納容器除熱及び

原子炉注水操作は，事

象発生の約 13 時間後

に実施するものであ

り準備時間が確保で

きるため，時間余裕が

ある。 

中央制御室におけ

る操作のため，シ

ミュレータ（模擬

操作含む）にて訓

練実績を取得。訓

練では，格納容器

圧力 279kPa[gage] 

到達時に，残留熱

除去系による格納

容器スプレイを実

施し，操作時間は

約 6 分。想定して

いる範囲内で意図

している運転操作

が実施可能である

ことを確認した。



添付資料 2.4.1.3

添付 2.4.1.3-1

非常用ディーゼル発電機が起動成功した場合の影響について 

1. はじめに 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）」

においては，起因事象発生から原子炉スクラムまでの期間の原子炉水位の低

下を厳しくする条件として，外部電源ありを想定している。 

外部電源がない場合は，取水機能喪失により非常用ディーゼル発電機の冷

却水の冷却手段が喪失することから全交流動力電源喪失となるが，本事故シ

ーケンスグループの有効性評価では外部電源がない場合も考慮して運転員等

操作時間を設定していることから，対応手順や運転員等操作時間に与える影

響はない。しかしながら，実際には，冷却水の冷却手段を喪失した場合でも，

非常用ディーゼル発電機は起動可能であり，一定時間の電源供給が行われる

と考えられることから，これによる影響について考察する。 

2. 非常用ディーゼル発電機による給電の影響について 

外部電源喪失時に取水機能が喪失した場合，冷却水の供給手段が喪失した

状態で非常用ディーゼル発電機が自動起動することで，全交流動力電源喪失

は回避される。その後，原子炉圧力制御に伴い原子炉圧力容器内の蒸気が流

出し，保有水量が減少することで原子炉水位は低下する。原子炉水位が原子

炉水位異常低下（レベル２）設定点に到達した時点で原子炉隔離時冷却系に

よる原子炉注水が開始され，原子炉水位が維持される。 

この際，自動起動した非常用ディーゼル発電機は，冷却水の供給手段を喪

失しているため，運転継続によって冷却水及び潤滑油温度が上昇し，インタ

ーロックにより停止する。非常用ディーゼル発電機が停止するまでの対応は，

中央制御室のみで実施可能であり，要員の配置に与える影響はなく，また，
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その後の対応手順は，非常用ディーゼル発電機の機能喪失を最初から想定し

た場合と同様である。なお，非常用ディーゼル発電機が起動することによっ

て，待機中の機器が自動起動するが，プラントに悪影響を及ぼすものではな

い。 

3. まとめ 

取水機能が喪失し，冷却水の冷却手段が喪失した場合も非常用ディーゼル

発電機は自動起動するが，冷却水の冷却手段がないことにより非常用ディー

ゼル発電機がインターロックにより自動停止するまで給電が行われ，全交流

動力電源喪失に至る時間が延長されるのみであり，対応手順に影響を及ぼす

ことはない。 
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添付 2.4.1.4-1 

7 日間における水源の対応について 

（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）） 

1. 水源に関する評価 

① 淡水源（有効水量） 

・代替淡水貯槽：4,300m３

2. 水使用パターン 

① 常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水 

サプレッション・プール水温が 65℃に到達する事象発生約 2 時

間後，代替淡水貯槽を水源とした常設低圧代替注水系ポンプを用

いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を実施する。 

炉心冠水後は，原子炉水位高（レベル８）設定点から原子炉水

位低（レベル３）設定点の範囲で注水する。 

格納容器圧力が 279kPa[gage]に到達する事象発生約 13 時間後，

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）によ

る原子炉注水を停止する。 

3. 時間評価 

事象発生から常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系

（常設）による原子炉注水が開始されるまでは，原子炉隔離時冷却

系により原子炉注水を実施するため，代替淡水貯槽の水量は減少し

ない。 

事象発生約 2 時間以降は，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低
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圧代替注水系（常設）による原子炉注水を実施するため，代替淡水

貯槽の水量は減少する。 

格納容器圧力が 279kPa[gage]に到達する事象発生約 13 時間まで

に残留熱除去系による原子炉注水等を実施し，常設低圧代替注水系

ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を停止す

るため，代替淡水貯槽の水量の減少は停止する。 

この間の代替淡水貯槽の使用水量は合計約 620m３である。 

第 1 図 外部水源による積算注水量 

（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））

4. 水源評価結果 

時間評価の結果から，7 日間の対応において合計約 620m３の水が必

要となるが，代替淡水貯槽に 4,300m３の水を保有することから必要

水量を確保している。このため，安定して冷却を継続することが可

能である。 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注

水系 （常設 ）による原子炉注水停止  

積
算

注
水

量
(
m

３
)

積
算

注
水

量
(
m

３
)

常 設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水

系（常設）による原子炉注水開始

4,300m３
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添付 2.4.1.5-1 

7 日間における燃料の対応について 

（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）） 

保守的に全ての設備が，事象発生直後から 7 日間燃料を消費するものとして

評価する。 

時系列 合計 判定 

常設代替高圧電源装置 5 台起動 

（燃料消費率は保守的に定格出力運転時を想定） 

420.0L/h(燃料消費率)×168h（運転時間）×5 台（運転台数） 

＝約 352.8kL 

7 日間の 

軽油消費量 

約 352.8kL

軽油貯蔵タ

ンクの容量

は 約 800kL

であり，7 日

間対応可能 
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添付 2.4.1.6-1

常設代替交流電源設備の負荷

（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合））

主要負荷リスト 【電源設備：常設代替高圧電源装置】

起 動 順 序 主 要 機 器 名 称
負 荷 容 量

(k W )  

負 荷 起 動 時 の 最

大 負 荷 容 量

(k W )  

定 常 時 の 連 続 最 大

負 荷 容 量  

(k W )  

①

緊 急 用 母 線 自 動 起 動 負 荷

・ 緊 急 用 直 流 125 V充 電 器

・ そ の 他 負 荷

約 12 0  

約 8 4  

約 2 5 2  約 2 0 4  

②

非 常 用 母 線 ２ Ｃ 自 動 起 動 負 荷

・ 直 流 12 5 V充 電 器 Ａ

・ 非 常 用 照 明

・ 12 0 V  Ａ Ｃ  計 装 用 電 源 ２ Ａ

・ そ の 他 負 荷

約 79  

約 1 0 8  

約 1 3 4  

約 2 4 8  

約 7 8 6  約 7 7 3  

③

非 常 用 母 線 ２ Ｄ 自 動 起 動 負 荷

・ 直 流 12 5 V充 電 器 Ｂ

・ 非 常 用 照 明

・ 12 0 V  Ａ Ｃ  計 装 用 電 源 ２ Ｂ

・ そ の 他 負 荷

約 60  

約 8 6  

約 1 3 4  

約 1 3 5  

約 1 , 1 9 3  約 1 , 1 8 8  

④

非 常 用 ガ ス 再 循 環 系 排 風 機

非 常 用 ガ ス 処 理 系 排 風 機  

そ の 他 負 荷  

停 止 負 荷  

約 55  

約 8  

約 95  

約 － 52  

約 1 , 4 8 2  約 1 , 2 9 4  

⑤

中 央 制 御 室 換 気 系 空 気 調 和 機 フ ァ ン  

中 央 制 御 室 換 気 系 フ ィ ル タ 系 フ ァ ン

そ の 他 負 荷  

約 45  

約 8  

約 18 3  

約 1 , 8 7 1  約 1 , 5 3 0  

⑥
蓄 電 池 室 排 気 フ ァ ン  

そ の 他 負 荷  

約 8  

約 15 4  
約 2 , 0 8 4  約 1 , 6 9 2  

⑦ 常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ 約 19 0  約 2 , 1 7 7  約 1 , 8 8 2  

⑧ 常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ 約 19 0  約 2 , 3 6 7  約 2 , 0 7 2  

⑨
緊 急 用 海 水 ポ ン プ

そ の 他  

約 51 0  

約 4  
約 3 , 0 5 4  約 2 , 5 8 6  

⑩
残 留 熱 除 去 系 ポ ン プ

そ の 他 負 荷  

約 58 4  

約 3  
約 4 , 0 1 1  約 3 , 1 7 3  

⑪
停 止 負 荷  

常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ 2台
約 － 38 0  ― 約 2 , 7 9 3  

⑫ 代 替 燃 料 プ ー ル 冷 却 系 ポ ン プ 約 30  約 2 , 9 0 2  約 2 , 8 2 3  

5 , 0 0 0

3 , 0 0 0

1 , 0 0 0

7 , 0 0 0

1  
0  

経 過 時 間 (h)

4 , 0 0 0

2 , 0 0 0

6 , 0 0 0

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 5台 の 最 大 容 量 6, 9 0 0 k W※ １

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 5台 の 連 続 定 格 容 量 5,5 2 0 k W ※ ２

2  

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 の 負 荷 積 算 イ メ ー ジ

3 

④

③

②

①

2413 1 4

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 2台

の 最 大 容 量 2,7 6 0 k W※ １

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 2台  

の 連 続 定 格 容 量 2, 2 0 8 k W※ ２

最 大 負 荷 容 量
約 4, 0 1 1 k W  

⑧
⑦

⑥

⑨

⑩

⑤

負 荷 容 量 (kW )

⑪
⑫

▲ ▲

常 設 代 替 高 圧

電 源 装 置 3 台

追 加 起 動 ※ ３

常 設 代 替 高 圧

電 源 装 置 2 台

起 動

※ 1 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 定 格 出 力 運 転 時 の 容 量 （ 1, 3 8 0 k W×運 転 台 数 ＝ 最 大 容 量 ）  

※ 2 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 定 格 出 力 運 転 時 の 80％ の 容 量 （ 1, 3 8 0 k W×0 . 8×運 転 台 数 ＝ 連 続 定 格 容 量 ）  

※ 3 非 常 用 母 線 の 負 荷 へ の 給 電 に 伴 い ， 負 荷 容 量 が 増 加 す る た め ， 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 を 3 台 追 加 起 動 す る
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2.4.2 残留熱除去系が故障した場合 

2.4.2.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」に含まれる事故シーケ

ンスとしては，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，

①「過渡事象＋ＲＨＲ失敗」，②「過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋Ｒ

ＨＲ失敗」，③「外部電源喪失＋ＤＧ失敗（ＨＰＣＳ成功）」，④「外部電源

喪失＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗（ＨＰＣＳ成功）」，⑤「外部電

源喪失＋直流電源喪失（ＨＰＣＳ成功）」，⑥「手動停止／サポート系喪失

（手動停止）＋ＲＨＲ失敗」，⑦「手動停止／サポート系喪失（手動停止）

＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨＲ失敗」，⑧「サポート系喪失（自動停止）

＋ＲＨＲ失敗」，⑨「サポート系喪失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失

敗＋ＲＨＲ失敗」，⑩「サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）

＋ＤＧ失敗（ＨＰＣＳ成功）」，⑪「サポート系喪失（直流電源故障）（外部

電源喪失）＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗（ＨＰＣＳ成功）」，⑫「中

小破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗」及び⑬「大破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗」で

ある。

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障し

た場合）」は，運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故の発生後，高圧注

水機能等により炉心冷却には成功するが，残留熱除去系の故障により崩壊

熱除去機能が喪失することを想定する。このため，炉心の崩壊熱により発

生した蒸気が逃がし安全弁を介して格納容器に流入し格納容器圧力が上昇

することで，緩和措置が取られない場合には，炉心損傷より先に格納容器
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破損に至る。これに伴い炉心冷却機能を喪失する場合には，原子炉水位の

低下が継続し，炉心が露出することで，炉心損傷に至る。

本事故シーケンスグループのうち残留熱除去系が故障した場合について

は，残留熱除去系の故障により崩壊熱除去機能が失われたことによって最

終的に炉心損傷に至る事故シーケンスグループである。このため，重大事

故等対策の有効性評価には，残留熱除去系の有する格納容器除熱機能に対

する重大事故等対処設備に期待することが考えられる。

以上により，本事故シーケンスグループのうち残留熱除去系が故障した

場合については，原子炉注水機能を用いて原子炉へ注水することにより炉

心損傷の防止を図るとともに，格納容器内の冷却を行い，代替の残留熱除

去機能を用いて最終的な熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことによって除熱

を行い格納容器破損の防止を図る。

(3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」のうち残留熱除去系が

故障した場合において，炉心が著しい損傷に至ることなく，かつ十分な冷

却を可能とするため，初期の対策として原子炉隔離時冷却系，高圧炉心ス

プレイ系，逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧及

び常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子

炉注水手段を整備し，安定状態に向けた対策として，逃がし安全弁（自動

減圧機能）を開維持することで常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代

替注水系（常設）による炉心冷却を継続する。また，格納容器の健全性を

維持するため，安定状態に向けた対策として，常設低圧代替注水系ポンプ

を用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却手段及

び格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱手段を整備する。
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対策の概略系統図を第 2.4.2－1 図に，対応手順の概要を第 2.4.2－2 図に

示すとともに，対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における

手順と設備との関係を第 2.4.2－1 表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，必要

な要員は災害対策要員（初動）19 名及び事象発生から 2 時間以降に期待す

る参集要員 5 名である。 

災害対策要員（初動）の内訳は，当直発電長 1 名，当直副発電長 1 名，

運転操作対応を行う当直運転員 5 名，指揮，通報連絡を行う災害対策要員

（指揮者等）4 名及び現場操作を行う重大事故等対応要員 8 名である。 

参集要員の内訳は，燃料給油操作を行う重大事故等対応要員 2 名，現場

手動による格納容器ベント操作を行う重大事故等対応要員 3 名である。 

必要な要員と作業項目について第 2.4.2－3 図に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目

を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，災害対策

要員（初動）19 名及び参集要員 5 名で対処可能である。 

ａ．原子炉スクラムの確認

運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故が発生して原子炉がスクラ

ムしたことを確認する。

原子炉スクラムの確認に必要な計装設備は，平均出力領域計装等であ

る。

ｂ．高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系の自動起動の確認 

原子炉水位が原子炉水位異常低下（レベル２）設定点に到達した時点

で高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系が自動起動し，原子炉注

水が開始され，原子炉水位が回復したことを確認する。また，主蒸気隔

離弁が閉止し，逃がし安全弁（安全弁機能）により原子炉圧力が制御さ
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れるとともに，再循環ポンプがトリップしたことを確認する。 

高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系の自動起動の確認に必要

な計装設備は，原子炉水位（広帯域，燃料域），原子炉隔離時冷却系系統

流量等である。 

外部電源が喪失している場合は，ディーゼル発電機が自動起動し，非

常用母線が受電される。 

ｃ．原子炉水位の調整操作（原子炉隔離時冷却系） 

原子炉水位回復後は，原子炉水位を監視しつつ，原子炉隔離時冷却系

により原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高

（レベル８）設定点の間で維持する。また，原子炉隔離時冷却系により

原子炉水位の維持が可能な場合は，高圧炉心スプレイ系による原子炉注

水を停止する。

原子炉水位の調整操作（原子炉隔離時冷却系）に必要な計装設備は，

原子炉水位（広帯域，燃料域）等である。 

ｄ．崩壊熱除去機能喪失の確認 

サプレッション・プール水温度が 32℃に到達したことを確認し，残留

熱除去系（サプレッション・プール水冷却系）によるサプレッション・

プール冷却操作を試みるが，残留熱除去系の起動に失敗したことを確認

し，崩壊熱除去機能喪失を確認する。 

崩壊熱除去機能喪失の確認に必要な計装設備は，残留熱除去系ポンプ

吐出圧力等である。 

ｅ．残留熱除去系の回復操作 

崩壊熱除去機能喪失の確認後，残留熱除去系の機能回復操作を実施す

る。 

ｆ．常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）の起動操
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作 

崩壊熱除去機能喪失の確認後，低圧で注水可能な系統※として，中央

制御室からの遠隔操作により常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代

替注水系（常設）を起動する。 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）の起動準

備操作に必要な計装設備は，常設低圧代替注水系ポンプ吐出圧力である。 

外部電源が喪失している場合は，中央制御室からの遠隔操作により常

設代替高圧電源装置を起動し，緊急用母線を受電する。

緊急用母線の受電に必要な計装設備は，緊急用Ｍ／Ｃ電圧である。

※ 本事故シーケンスでは，低圧で注水可能な系統として，自動起動した高圧

炉心スプレイ系若しくは低圧炉心スプレイ系又は残留熱除去系（低圧注水

系）Ｃ系の手動起動に期待することも可能であるが，原子炉減圧時の水位

回復性能を確認する観点で，注水流量の小さい常設低圧代替注水系ポンプ

を用いた低圧代替注水系（常設）に期待した評価としている。 

ｇ．逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）の起動準

備操作の完了後，サプレッション・プール水温度がサプレッション・プ

ール熱容量制限（原子炉が高圧の場合は 65℃）に到達したことを確認し，

中央制御室からの遠隔操作により逃がし安全弁（自動減圧機能）の 7 弁

を手動開放し，原子炉減圧を実施する。 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作に必要な

計装設備は，原子炉圧力等である。 

ｈ．原子炉水位の調整操作（低圧代替注水系（常設）） 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作により，

原子炉圧力が常設低圧代替注水系ポンプの吐出圧力を下回ると，原子炉
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注水が開始され，原子炉水位が回復することを確認する。また，原子炉

水位回復後は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子

炉水位高（レベル８）設定点の間で維持する。 

原子炉水位の調整操作（低圧代替注水系（常設））に必要な計装設備は，

原子炉水位（広帯域，燃料域）等である。 

ｉ．代替循環冷却系の起動操作

海水系による冷却水供給が確保された時点で中央制御室からの遠隔操

作により，代替循環冷却系を起動し，原子炉注水を実施する。また，格

納容器圧力が 245kPa[gage]に到達した場合は，中央制御室からの遠隔操

作により，代替循環冷却系による格納容器除熱を実施する。なお，代替

循環冷却系の起動操作は解析上考慮しない。 

代替循環冷却系の起動操作に必要な計装設備は，代替循環冷却系格納

容器スプレイ流量等である。 

ｊ．常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却操作 

崩壊熱除去機能を喪失しているため，格納容器圧力及び雰囲気温度が

上昇する。格納容器圧力が 279kPa[gage]に到達した場合又はドライウェ

ル雰囲気温度が 171℃に近接した場合は，中央制御室からの遠隔操作に

より常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却を実施する。また，常設低圧代替注水系ポ

ンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を継続する。

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却操作に必要な計装設備は，ドライウェル圧力，

サプレッション・チェンバ圧力，低圧代替注水系格納容器スプレイ流量，

サプレッション・プール水位等である。
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常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却に伴い，サプレッション・プール水位は徐々に

上昇する。サプレッション・プール水位が，通常水位＋5.5m に到達した

場合，格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱の準備とし

て，中央制御室からの遠隔操作により格納容器圧力逃がし装置一次隔離

弁の開操作を実施する。さらに，サプレッション・プール水位が，通常

水位＋6.5m に到達した場合，中央制御室からの遠隔操作により常設低圧

代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

格納容器冷却を停止する。 

ｋ．格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操作（サプレッ

ション・チェンバ側）

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却の停止後，格納容器圧力逃がし装置による格納

容器減圧及び除熱操作に備え炉心損傷が発生していないことを確認する。

また，格納容器減圧及び除熱操作前に，原子炉満水操作として，原子炉

水位を可能な限り高く維持することで，格納容器への放熱を抑制し，格

納容器圧力の上昇を緩和する。なお，原子炉満水操作は，解析上考慮し

ない。 

格納容器圧力が 310kPa[gage]に到達した場合，中央制御室からの遠隔

操作により格納容器圧力逃がし装置二次隔離弁を全開としサプレッショ

ン・チェンバ側から格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除

熱操作を実施する。 

なお，格納容器圧力逃がし装置が使用できない場合には，耐圧強化ベ

ント系による格納容器減圧及び除熱が可能である。

格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操作に必要な計
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装設備は，ドライウェル圧力，サプレッション・チェンバ圧力，格納容

器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ），格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｓ／Ｃ）

等である。

また，サプレッション・チェンバ側からの格納容器圧力逃がし装置の

ベントラインが水没しないことを確認する。

サプレッション・チェンバ側からの格納容器圧力逃がし装置のベント

ラインが水没しないことを確認するために必要な計装設備は，サプレッ

ション・プール水位等である。

ｌ．可搬型代替注水中型ポンプによる水源補給操作

水源補給のための可搬型代替注水中型ポンプ準備，ホース敷設等を実

施し，代替淡水貯槽の残量に応じて，可搬型代替注水中型ポンプにより

西側淡水貯水設備から代替淡水貯槽へ水源補給操作を実施する。

可搬型代替注水中型ポンプによる水源補給操作に必要な計装設備は，

代替淡水貯槽水位である。

ｍ．タンクローリによる燃料給油操作

タンクローリにより可搬型設備用軽油タンクから可搬型代替注水中型

ポンプに燃料給油を実施する。

ｎ．使用済燃料プールの冷却

代替燃料プール冷却系等を用いて使用済燃料プールへの注水及び冷却

を実施する。

以降，炉心冷却は常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常

設）による原子炉注水により継続的に実施し，格納容器減圧及び除熱は格

納容器圧力逃がし装置により継続的に実施する。 
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2.4.2.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンス

は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，過渡事象

（原子炉水位の急速な低下に伴い，原子炉スクラム，高圧注水機能の自動

起動，主蒸気隔離弁の閉止等が発生するため，事象発生後の状況判断にお

ける余裕時間の観点で厳しい給水流量の全喪失を選定）を起因事象とし，

逃がし安全弁により原子炉圧力が高圧状態に制御される「過渡事象（給水

流量の全喪失）＋ＲＨＲ失敗」である。

本事故シーケンスグループは，ＬＯＣＡを起因事象とする事故シーケン

スも含め，高圧炉心スプレイ系等に期待できる場合には，炉心冷却に成功

する。また，中長期的な格納容器の過圧・過温の観点では，崩壊熱が支配

要因となることからＬＯＣＡも過渡事象も同等となり，崩壊熱除去機能喪

失に対する重大事故等対策にも違いはない。このため，代表性の観点で炉

心損傷頻度の高い事故シーケンスを重要事故シーケンスとしている。なお，

ＬＯＣＡ時注水機能喪失及び雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器

過圧・過温破損）にて，ＬＯＣＡに加えて崩壊熱除去機能が喪失した場合

の重大事故等対策の有効性を確認している。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒表面熱伝達，

沸騰遷移，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液

分離（水位変化）・対向流，気液熱非平衡及び三次元効果，原子炉圧力容器

における冷却材放出（臨界流・差圧流），沸騰・凝縮・ボイド率変化，気液

分離（水位変化）・対向流及びＥＣＣＳ注水（給水系及び代替注水設備含む）

並びに格納容器における格納容器各領域間の流動，気液界面の熱伝達，構

造材との熱伝達及び内部熱伝導，スプレイ冷却及び格納容器ベントが重要
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現象となる。よって，これらの現象を適切に評価することが可能である長

期間熱水力過渡変化解析コードＳＡＦＥＲ及びシビアアクシデント総合解

析コードＭＡＡＰにより，原子炉圧力，原子炉水位，燃料被覆管温度，格

納容器圧力，格納容器雰囲気温度等の過渡応答を求める。なお，本有効性

評価では，ＳＡＦＥＲコードによる燃料被覆管温度の評価結果は，ベスト

フィット曲線の破裂判断基準に対して十分な余裕があることから，燃料被

覆管温度が高温となる領域において，燃料棒やチャンネルボックスの幾何

学的配置を考慮した詳細な輻射熱伝達計算を行うことで燃料被覆管温度を

ＳＡＦＥＲコードよりも低めに評価するＣＨＡＳＴＥコードは使用しない。

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本

重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目と

なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する主要な解析条件を第 2.4.2－2 表に示す。

また，主要な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の解析条件を

以下に示す。

ａ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，給水流量の全喪失が発生するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

残留熱除去系の故障等により，崩壊熱除去機能が喪失するものとす

る。 

(c) 外部電源 

外部電源はあるものとする。
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外部電源がある場合，原子炉スクラムは，原子炉水位低（レベル３）

信号にて発生し，再循環ポンプトリップは，原子炉水位異常低下（レ

ベル２）信号にて発生する。このため，原子炉水位の低下が大きくな

り，炉心の冷却の観点で厳しくなる。

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム 

原子炉スクラムは，原子炉水位低（レベル３）信号によるものとす

る。 

(b) 主蒸気隔離弁

主蒸気隔離弁は，原子炉水位異常低下（レベル２）信号により閉止

するものとする。

(c) ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能）

ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能）は，原

子炉水位異常低下（レベル２）信号により再循環ポンプを全台トリッ

プさせるものとする。

(d) 逃がし安全弁 

逃がし安全弁（安全弁機能）にて原子炉冷却材圧力バウンダリの過

度の圧力上昇を抑制するものとする。また，手動操作による原子炉減

圧には，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁を使用するものとし，容

量として，1 弁当たり定格主蒸気流量の約 6％を処理するものとする。 

(e) 高圧炉心スプレイ系 

原子炉水位異常低下（レベル２）信号により自動起動し，最小流量

特性（0m３／h～1,419m３／h，注水圧力：0MPa[dif]※～7.65MPa[dif]）

の流量で原子炉へ注水するものとする。また，原子炉水位が原子炉水
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位高（レベル８）設定点まで回復し，原子炉隔離時冷却系のみにより

原子炉水位の維持が可能な場合は，注水を停止する。 

※ MPa[dif]…原子炉圧力容器と水源との差圧（以下同様）

(f) 原子炉隔離時冷却系

原子炉水位異常低下（レベル２）信号により自動起動し，136.7m３

／h（原子炉圧力 1.04MPa[gage]～7.86MPa[gage]において）の流量で

原子炉へ注水するものとする。また，原子炉水位が原子炉水位高（レ

ベル８）設定点まで回復した以降は，原子炉水位を原子炉水位低（レ

ベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の範囲に維持し，

原子炉減圧時の常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系

（常設）による原子炉水位回復性能を確認する観点で，原子炉減圧操

作と同時に注水を停止する。 

(g) 低圧代替注水系（常設）

常設低圧代替注水系ポンプ 2 台を使用するものとし，注水流量は，

原子炉注水のみを実施する場合，機器設計上の最小要求値である最小

流量特性（注水流量：0m３／h～378m３／h，注水圧力：0MPa[dif]～

2.38MPa[dif]）とし，原子炉注水と格納容器スプレイを同時に実施す

る場合，230m３／h（一定）を用いるものとする。また，原子炉水位が

原子炉水位高（レベル８）設定点まで回復した以降は，原子炉水位を

原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定

点の範囲に維持する。 

(h) 代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

常設低圧代替注水系ポンプ 2 台を使用するものとし，スプレイ流量

は，運転手順における調整範囲（102m３／h～130m３／h）の上限である

130m３／h（一定）を用いるものとする。また，格納容器圧力が
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217kPa[gage]に到達した場合に停止し，279kPa[gage]に到達した場合

に再開する。 

(i) 格納容器圧力逃がし装置 

格納容器圧力逃がし装置二次隔離弁を全開とし，格納容器圧力が

310kPa[gage]において 13.4kg／s の排気流量にて格納容器減圧及び除

熱操作を実施するものとする。 

なお，耐圧強化ベント系を使用する場合も同様となる。

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対

する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。

(a) 逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作（常設

低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子

炉注水）は，運転手順に基づきサプレッション・プール水温度が 65℃

に到達した場合に実施する。 

(b) 常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却操作は，格納容器圧力が 279kPa[gage]

に到達した場合に実施する。なお，格納容器スプレイは，サプレッ

ション・プール水位が通常水位＋6.5m に到達した場合に停止する。 

(c) 格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操作は，格

納容器圧力が 310kPa[gage]に到達した場合に実施する。 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内

外水位）※，注水流量，逃がし安全弁からの蒸気流量及び原子炉圧力容器
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内保有水量の推移を第2.4.2－4図から第2.4.2－8図に，燃料被覆管温度，

燃料被覆管最高温度発生位置における熱伝達係数，燃料被覆管最高温度発

生位置におけるボイド率，高出力燃料集合体のボイド率，炉心下部プレナ

ム部のボイド率の推移及び燃料被覆管破裂が発生した時点の燃料被覆管温

度と燃料被覆管の円周方向の応力の関係を第2.4.2－9図から第2.4.2－14

図に，格納容器圧力，格納容器雰囲気温度，サプレッション・プール水位

及びサプレッション・プール水温度の推移を第 2.4.2－15 図から第 2.4.2

－18 図に示す。 

※ 炉心冷却の観点ではシュラウド内水位に着目し，運転員操作の観点ではシュ

ラウド外水位に着目するためシュラウド内外水位を合わせて示している。な

お，シュラウド内は炉心部で発生するボイドを含む水位であることから，原

子炉水位が低下する過程ではシュラウド外水位と比較して高めの水位を示す。

ａ．事象進展 

給水流量の全喪失が発生することで原子炉水位は低下し，原子炉水位

低（レベル３）信号により原子炉がスクラムする。原子炉水位が原子炉

水位異常低下（レベル２）設定点まで低下すると，主蒸気隔離弁の閉止

及び再循環ポンプトリップが発生するとともに，原子炉隔離時冷却系及

び高圧炉心スプレイ系が自動起動することで原子炉水位が維持される。 

その後，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）

を起動し，事象発生の約 2 時間後にサプレッション・プール水温度がサ

プレッション・プール熱容量制限である 65℃に到達した時点で，逃がし

安全弁（自動減圧機能）7 弁の手動操作による原子炉減圧を実施する。

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動開放による蒸気流出によって原子

炉水位が低下するが，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水

系（常設）による原子炉注水が開始されることで原子炉水位は回復し，
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炉心の冠水は維持される。なお，原子炉隔離時冷却系は，原子炉減圧と

同時に停止する想定とする。 

高出力燃料集合体及び炉心下部プレナムのボイド率については，原子

炉水位及び原子炉圧力の変化に伴い増減する。 

また，崩壊熱除去機能が喪失しているため，原子炉圧力容器内で発生

した蒸気が逃がし安全弁を介して格納容器内に放出されることで，格納

容器圧力及び雰囲気温度は上昇する。このため，事象発生の約 13 時間後

に格納容器圧力が 279kPa［gage］に到達した時点で，常設低圧代替注水

系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の格納容器冷却

を実施することにより，格納容器圧力及び雰囲気温度の上昇は抑制され

る。常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却を実施することでサプレッション・プール水位

は徐々に上昇し，事象発生の約 27 時間後にサプレッション・プール水位

が通常水位＋6.5m に到達した時点でサプレッション・チェンバ側のベン

トラインの機能維持のために常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格

納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却を停止する。これに

より格納容器圧力及び雰囲気温度は再び上昇傾向に転じ，事象発生の約

28 時間後に格納容器圧力が 310kPa[gage]に到達した時点で格納容器圧

力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操作を実施することにより，

格納容器圧力及び雰囲気温度は安定又は低下傾向となる。なお，格納容

器減圧及び除熱実施時のサプレッション・プール水位は，ベント管真空

破壊装置及びサプレッション・チェンバ側のベントライン設置高さと比

較して十分に低く推移するため，これらの設備の機能は維持される。

ｂ．評価項目等 
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燃料被覆管温度は，第 2.4.2－9 図に示すとおり，炉心冷却が維持され，

初期値（約 309℃）以下にとどまることから，評価項目である 1,200℃を

下回る。また，燃料被覆管の酸化量は，酸化反応が著しくなる前の燃料

被覆管厚さの 1％以下であり，評価項目である 15％を下回る。 

原子炉圧力は，第 2.4.2－4 図に示すとおり，逃がし安全弁（安全弁機

能）の作動により，約 7.79MPa[gage]以下に維持される。このため，原

子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧力と原子炉圧力容

器底部圧力との差（0.3MPa 程度）を考慮しても，約 8.09MPa[gage]以下

であり，評価項目である最高使用圧力の 1.2 倍（10.34MPa[gage]）を下

回る。 

格納容器圧力は，第 2.4.2－15 図に示すとおり，崩壊熱除去機能が喪

失しているため，原子炉圧力容器内で発生した蒸気が格納容器内に放出

されることによって，事象発生後に上昇傾向が継続するが，格納容器圧

力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱により低下傾向となる。事象

発生の約 28 時間後に最高値の約 0.31MPa[gage]となるが，格納容器バウ

ンダリにかかる圧力は，評価項目である最高使用圧力の 2 倍

（0.62MPa[gage]）を下回る。格納容器雰囲気温度は，第 2.4.2－16 図に

示すとおり，事象発生の約 28 時間後に最高値の約 143℃となり，以降は

低下傾向となっていることから，格納容器バウンダリにかかる温度は，

評価項目である 200℃を下回る。 

第 2.4.2－5 図に示すように，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ

系及び常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）によ

る原子炉注水を継続することで，炉心の冠水状態が維持され，炉心冷却

が維持される。また，第 2.4.2－15 図及び第 2.4.2－16 図に示すように，

格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱を継続することで，
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高温停止での安定状態が確立する。 

格納容器圧力逃がし装置及び耐圧強化ベント系による格納容器減圧及

び除熱実施時の敷地境界での実効線量は，ベントタイミングに有意な差

はないが，原子炉冷却材圧力バウンダリの破断箇所からドライウェルに

放出された核分裂生成物がドライウェルベントによりサプレッション・

プールでのスクラビング効果による除染を見込まずに環境へ放出される

評価としているため，敷地境界外の実効線量が厳しくなる「2.6 ＬＯＣ

Ａ時注水機能喪失」の評価結果である約 1.6×10－１mSv（格納容器圧力逃

がし装置使用時）及び約 6.2×10－１mSv（耐圧強化ベント系使用時）以下

となり，5mSv を下回ることから，周辺の公衆に対して著しい放射線被ば

くのリスクを与えることはない。 

（添付資料 2.4.2.1） 

安定状態が確立した以降は，残留熱除去系を復旧した後，残留熱除去

系（原子炉停止時冷却系）により冷温停止状態とする。

以上により，本評価では，「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項

目の設定」に示す(1)から(4)の評価項目及び周辺の公衆に対して著しい

放射線被ばくのリスクを与えないことについて，対策の有効性を確認し

た。 

2.4.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲としては，運転員等

操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時

間余裕を評価する。 

本重要事故シーケンスでは，原子炉隔離時冷却系等により炉心冷却には成

功するが，残留熱除去系の故障により崩壊熱除去機能が喪失することで格納
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容器圧力及び雰囲気温度が上昇するため，常設低圧代替注水系ポンプを用い

た代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却を実施すること

及び格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱を実施することが

特徴である。よって，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象進展

に有意な影響を与えると考えられる操作として，逃がし安全弁（自動減圧機

能）の手動による原子炉減圧操作（常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧

代替注水系（常設）による原子炉注水操作）並びに常設低圧代替注水系ポン

プを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作及

び格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操作とする。

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を実施する重要事象

は，「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すと

おりであり，それらの不確かさの影響評価の結果を以下に示す。 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移及び気液熱非平衡の不確か

さとして，解析コードは実験結果の燃料被覆管温度に比べて最大 50℃程

度高めに評価することから，解析結果は燃料棒表面の熱伝達係数を小さ

く評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表面での熱伝達は大き

くなることで，燃料被覆管温度は低くなるが，事象初期の原子炉注水は

原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系の自動起動により確保され，

燃料被覆管温度を操作開始の起点とする運転員等操作はないことから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量

及び酸化反応に伴う発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，

燃料被覆管温度を高めに評価する可能性がある。よって，実際の燃料被
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覆管温度は低くなるが，事象初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系及

び高圧炉心スプレイ系の自動起動により確保され，燃料被覆管温度を操

作開始の起点とする運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に

与える影響はない。 

格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内

部熱伝導並びに気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格

納容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析において区画によって格納容

器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾

向が確認されているが，ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験

体系に起因するものと考えられ，実機体系においては不確かさが小さく

なるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び雰囲気温度の傾向

を適切に再現できていることから，格納容器圧力及び雰囲気温度を操作

開始の起点とする常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプ

レイ冷却系（常設）による格納容器冷却並びに格納容器圧力逃がし装置

による格納容器減圧及び除熱操作に係る運転員等操作時間に与える影響

は小さい。また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部

熱伝導の不確かさにおいては，ＣＳＴＦ実験解析により格納容器温度及

び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを確認しており，

その差異は小さいことから，格納容器圧力及び雰囲気温度を操作開始の

起点としている常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレ

イ冷却系（常設）による格納容器冷却操作並びに格納容器圧力逃がし装

置による格納容器減圧及び除熱操作に係る運転員等操作時間に与える影

響は小さい。 

（添付資料 2.4.2.2） 
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ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移及び気液熱非平衡の不確か

さとして，解析コードは実験解析において熱伝達モデルの保守性により

燃料被覆管温度を高めに評価し，有効性評価解析においても燃料被覆管

温度を高めに評価することから，評価項目となるパラメータに対する余

裕は大きくなる。ただし，炉心部の冠水が維持される本事故シーケンス

では，この影響は小さいと考えられる。 

炉心における燃料被覆管酸化の不確かさとして，解析コードは酸化量

及び酸化反応に伴う発熱量の評価について保守的な結果を与えるため，

燃料被覆管温度を高く評価することから，実際の燃料被覆管温度は低め

となり，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内

部熱伝導並びに気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格

納容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析において区画によって格納容

器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾

向が確認されているが，ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験

体系に起因するものと考えられ，実機体系においては不確かさが小さく

なるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び雰囲気温度の傾向

を適切に再現できていることから，評価項目となるパラメータに与える

影響は小さい。また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び

内部熱伝導の不確かさにおいては，ＣＳＴＦ実験解析により格納容器雰

囲気温度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを確

認していることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料 2.4.2.2） 
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(2) 解析条件の不確かさの影響評価

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第

2.4.2－2 表に示すとおりであり，これらの条件設定を設計値等の最確条

件とした場合の影響を評価する。解析条件の設定に当たっては，設計値

を用いるか又は評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなるよ

う保守的な設定をしていることから，この中で事象進展に有意な影響を

与える可能性がある項目について，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響

初期条件の燃料棒最大線出力密度は，解析条件で設定した 44.0kW／

m に対して最確条件は約 33kW／m～約 41kW／m であり，最確条件とした

場合は燃料被覆管温度の上昇が緩和されるが，事象初期の原子炉注水

は原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系の自動起動により確保

され，燃料被覆管温度を操作開始の起点とする運転員等操作はないこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件で設定した燃焼度

33GWd／t に対して最確条件は 33GWd／t 以下であり，最確条件とした

場合は崩壊熱がおおむね小さくなるため，原子炉からサプレッショ

ン・プールに流出する蒸気量が減少することで，原子炉水位の低下は

遅くなるが，事象初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系及び高圧炉

心スプレイ系の自動起動により確保されることから，運転員等操作時

間に与える影響はない。また，同様に格納容器圧力及び雰囲気温度並

びにサプレッション・プール水位及びサプレッション・プール水温度

の上昇が遅くなり，これらのパラメータを起点とする運転員等操作の

開始時間は遅くなる。 
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初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量及びドライウェル雰

囲気温度は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，事象

進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響

は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，起因事象発生から原子炉ス

クラムまでの期間の原子炉水位の低下を厳しくする条件として，外部

電源ありを想定している。外部電源がない場合でも，非常用母線は非

常用ディーゼル発電機等から自動的に受電され，また，常設低圧代替

注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）の起動準備操作時間は，

外部電源がない場合も考慮して設定していることから，運転員等操作

時間に与える影響はない。

機器条件の常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常

設）は，最確条件とした場合はおおむね注水開始後の原子炉水位の回

復が早くなり，炉心冠水後の原子炉水位の維持操作の開始が早くなる

が，原子炉減圧から水位回復までの原子炉水位を継続監視している期

間の流量調整操作であるため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

機器条件の代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，解析条件で設

定したスプレイ流量（130m３／h 一定）に対して，最確条件は運転手順

における流量調整の範囲（102m３／h～130m３／h）となる。最確条件と

した場合，サプレッション・プール水位の上昇が緩和されることから，

サプレッション・プール水位を操作開始の起点とする運転員等操作の

開始時間は遅くなる。

（添付資料 2.4.2.2） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 
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初期条件の燃料棒最大線出力密度は，解析条件で設定した 44.0kW／

m に対して最確条件は約 33kW／m～約 41kW／m であり，最確条件とした

場合は燃料被覆管温度の上昇が緩和されることから，評価項目となる

パラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件で設定した燃焼度

33GWd／t に対して最確条件は 33GWd／t 以下であり，最確条件とした

場合は崩壊熱がおおむね小さくなり，原子炉からサプレッション・プ

ールに流出する蒸気量が減少することで，原子炉水位の低下は緩和さ

れる。また，同様に格納容器圧力及び雰囲気温度並びにサプレッショ

ン・プール水位及びサプレッション・プール水温度の上昇は遅くなる

ことから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量及びドライウェル雰

囲気温度は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与えうるが，事象

進展に与える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，起因事象発生から原子炉ス

クラムまでの期間の原子炉水位の低下を厳しくする条件として，外部

電源ありを想定している。外部電源がない場合は，外部電源喪失に伴

い原子炉スクラム，再循環ポンプトリップ等が発生するため，外部電

源がある場合と比較して原子炉水位の低下は緩和されることから，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。

機器条件の常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常

設）は，最確条件とした場合はおおむね注水開始後の原子炉水位の回

復が早くなることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大

きくなる。 
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機器条件の代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，解析条件で設

定したスプレイ流量（130m３／h 一定）に対して，最確条件は運転手順

における流量調整の範囲（102m３／h～130m３／h）となる。最確条件と

した場合でも，スプレイ流量は，格納容器圧力の上昇を抑制可能な範

囲で調整し，また，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の停止後に

格納容器最高使用圧力に到達した時点で格納容器ベントを実施する運

転員等操作に変わりはなく，格納容器圧力の最大値はおおむね格納容

器ベント時の圧力で決定されることから，評価項目となるパラメータ

に与える影響はない。

（添付資料 2.4.2.2） 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配

置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実

さ」の 6 要因に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響

を評価する。また，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパ

ラメータに与える影響を評価する。評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧

操作（常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水操作）は，解析上の操作開始時間としてサプレッショ

ン・プール水温度 65℃到達時を設定している。運転員等操作時間に与

える影響として，不確かさ要因により操作開始時間に与える影響は小

さいことから，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等となる。

本操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く。）の不確かさに
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より，操作開始時間が遅くなる可能性があるが，他の操作との重複も

ないことから，この他の操作に与える影響はない。 

操作条件の常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレ

イ冷却系（常設）による格納容器冷却操作は，解析上の操作開始時間

として，格納容器圧力 279kPa[gage]到達時を設定している。運転員等

操作時間に与える影響として，不確かさ要因により操作開始時間に与

える影響は小さいことから，実態の操作開始時間は解析上の設定とほ

ぼ同等となる。本操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く。）

の不確かさにより，操作開始時間は遅くなる可能性があるが，並列し

て実施する場合がある原子炉水位の調整操作とは同一の制御盤による

対応が可能であることから，この他の操作に与える影響はない。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操

作は，解析上の操作開始時間として，格納容器圧力 310kPa[gage]到達

時を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，不確かさ

要因により操作開始時間に与える影響は小さいことから，実態の操作

開始時間は解析上の設定とほぼ同等となる。仮に中央制御室での遠隔

操作に失敗した場合は，現場操作にて対応するため，75 分程度操作開

始時間が遅れる可能性がある。本操作は，解析コード及び解析条件（操

作条件を除く。）の不確かさにより，操作開始時間は遅くなる可能性が

あるが，並列して実施する場合がある原子炉水位の調整操作とは異な

る運転員による対応が可能であることから，この他の操作に与える影

響はない。なお，遠隔操作失敗時に現場操作にて対応する場合にも，

異なる要員により対応が可能であることから，この他の操作に与える

影響はない。

（添付資料 2.4.2.2） 



2.4.2－26

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧

操作（常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水）は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の

操作開始時間は解析上の操作開始時間よりも遅くなる可能性があるが，

この場合でもパラメータが操作実施基準に到達した時点で開始するこ

とで同等の効果が得られ，事象進展に変わりがないことから，評価項

目となるパラメータに与える影響はない。 

操作条件の常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレ

イ冷却系（常設）による格納容器冷却操作は，運転員等操作時間に与

える影響として，実態の操作開始時間は解析上の操作開始時間よりも

遅くなる可能性があるが，この場合でもパラメータが操作実施基準に

到達した時点で開始することで同等の効果が得られ，有効性評価解析

における格納容器圧力の最大値に変わりがないことから，評価項目と

なるパラメータに与える影響はない。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操

作は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は

解析上の操作開始時間よりも遅くなる可能性があるが，この場合でも

パラメータが操作実施基準に到達した時点で開始することで同等の効

果が得られ，有効性評価解析における格納容器圧力の最大値に変わり

がないことから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。仮

に格納容器ベント時に遠隔操作に失敗した場合は，現場操作にて対応

するため，75 分程度操作開始時間が遅れる可能性がある。この場合，

格納容器圧力は 0.31MPa[gage]より若干上昇し，評価項目となるパラ

メータに影響を及ぼすが，この場合でも 0.62MPa[gage]を十分に下回
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ると考えられることから，格納容器の健全性の観点からは問題となら

ない。 

（添付資料 2.4.2.2） 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目と

なるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間

余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作

（常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子

炉注水操作）は，原子炉隔離時冷却系による注水持続が可能な時間内に実

施することで炉心損傷を回避することが可能であり，事象発生から少なく

とも 8 時間程度の時間余裕がある。なお，高圧炉心スプレイ系による原子

炉注水を継続することも可能であり，この場合は更に余裕時間がある。 

操作条件の常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷

却系（常設）による格納容器冷却操作は，事象発生の約 13 時間後に実施す

るものであり，準備時間が確保できることから，時間余裕がある。 

 操作条件の格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操作は，

事象発生の約 28 時間後に実施するものであり，準備時間が確保できること

から，時間余裕がある。仮に，中央制御室からの遠隔操作に失敗し，現場

操作にて格納容器圧力逃がし装置二次隔離弁の開操作を実施する場合には，

格納容器ベント操作の開始が遅れることで，格納容器圧力は

0.31MPa[gage]から上昇するが，格納容器スプレイを停止した時点の格納容

器圧力約0.255MPa[gage]から0.310MPa[gage]到達までの時間が約1時間で

あることから外挿すると，0.31MPa[gage]から 0.62MPa[gage]に到達するま
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でに 5 時間程度の時間余裕があり，現場操作に要する時間は 75 分程度であ

ることから，時間余裕がある。 

（添付資料 2.4.2.2） 

(4) ま と め 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等

操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作

時間余裕を確認した。この結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運

転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラメータ

に対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間

余裕がある。

2.4.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」の残留熱除去系が故障

した場合の重大事故等対策に必要な災害対策要員（初動）は，「2.4.2.1（3）

炉心損傷防止対策」に示すとおり 19 名であり，災害対策要員（初動）の

39 名で対処可能である。 

また，事象発生 2 時間以降に必要な参集要員は 5 名であり，発電所外か

ら 2 時間以内に参集可能な要員の 71 名で対処可能である。 

(2) 必要な資材の評価 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」の残留熱除去系が故障

した場合において，必要な水源，燃料及び電源は「6.1(2) 資源の評価条
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件」の条件にて評価を行い，以下のとおりである。 

ａ．水  源 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水及び代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却

については，7 日間の対応を考慮すると，合計約 5,410m３の水が必要と

なる。 

水源として，代替淡水貯槽に 4,300m３及び西側淡水貯水設備に 4,300m

３，合計 8,600m３の水を保有しており，可搬型代替注水中型ポンプを用い

て，西側淡水貯水設備から代替淡水貯槽への補給を行うことで，代替淡

水貯槽を枯渇させることなく，7 日間の対応が可能である。 

なお，外部電源喪失を想定した場合でも同様である。 

（添付資料 2.4.2.3）

ｂ．燃  料 

外部電源喪失を想定した場合，事象発生直後から 7 日間の非常用ディ

ーゼル発電機，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機及び常設代替交流

電源設備（常設代替高圧電源装置 2 台）の運転を想定すると，非常用デ

ィーゼル発電機については約 484.0kL，高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機については約 130.3kL，常設代替交流電源設備（常設代替高圧電

源装置 2 台）については約 141.2kL，合計で 755.5kL の軽油が必要とな

る。軽油貯蔵タンクには約 800kL の軽油を保有していることから，非常

用ディーゼル発電機，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機及び常設代

替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 2 台）による 7 日間の電源供給

の継続が可能である。 

可搬型代替注水中型ポンプ（1 台）による西側淡水貯水設備から代替
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淡水貯槽への補給について，事象発生直後から 7 日間の可搬型代替注水

中型ポンプ（1 台）の運転を想定すると，約 6.0kL の軽油が必要となる。

可搬型設備用軽油タンクには約 210kL の軽油を保有していることから，

可搬型代替注水中型ポンプ（1 台）による 7 日間の西側淡水貯水設備か

ら代替淡水貯槽への補給の継続が可能である。 

（添付資料 2.4.2.4） 

ｃ．電  源 

外部電源喪失を想定した場合，重大事故等対策時に必要な負荷のうち，

非常用ディーゼル発電機等からの電源供給を考慮する負荷については，

非常用ディーゼル発電機等の容量内に収まることから，必要負荷に対し

ての電源供給が可能である。 

常設代替交流電源設備からの電源供給を考慮する負荷については約

1,128kW であるが，常設代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 2 台）

の連続定格容量は 2,208kW であることから，必要負荷に対しての電源供

給が可能である。 

（添付資料 2.4.2.5） 

2.4.2.5 結  論 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」の残留熱除去系が故障し

た場合では，炉心冷却には成功するが，崩壊熱除去機能の喪失により炉心損

傷より先に格納容器が破損し，これに伴い炉心冷却機能を喪失することによ

り，原子炉水位が低下し炉心が露出することで炉心損傷に至ることが特徴で

ある。事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」の残留熱除去系が故

障した場合に対する炉心損傷防止対策としては，初期の対策として原子炉隔

離時冷却系，高圧炉心スプレイ系，逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操
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作による原子炉減圧及び常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系

（常設）による原子炉注水手段を整備し，安定状態に向けた対策として，逃

がし安全弁（自動減圧機能）を開維持することで常設低圧代替注水系ポンプ

を用いた低圧代替注水系（常設）による炉心冷却を継続する。また，格納容

器の健全性を維持するため，安定状態に向けた対策として常設低圧代替注水

系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却

手段及び格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱手段を整備し

ている。 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンス「過

渡事象（給水流量の全喪失）＋ＲＨＲ失敗」について有効性評価を行った。 

上記の場合においても，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系，逃が

し安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧及び常設低圧代替注

水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水並びに常設低

圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格

納容器冷却及び格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱を実施

することで，炉心の著しい損傷を防止することができる。 

その結果，燃料被覆管最高温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリ

にかかる圧力並びに格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目

を満足している。また，安定状態を維持することができる。 

なお，格納容器圧力逃がし装置等の使用による敷地境界での実効線量は，

周辺公衆に対して著しい被ばくのリスクを与えることはない。 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響について確認した結果，運転員

等操作時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕につい

て確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。



2.4.2－32

重大事故等対策時に必要な要員は，災害対策要員にて確保可能である。ま

た，必要な水源，燃料及び電源については，7 日間以上の供給が可能である。

以上のことから，事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」の残留

熱除去系が故障した場合において，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ

系，逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧及び常設低

圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水並び

に常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却及び格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除

熱の炉心損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効である

ことが確認でき，事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」の残留熱

除去系が故障した場合に対して有効である。 
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第 2.4.2－1 表 崩壊熱除去機能喪失時（残留熱除去系が故障した場合）における重大事故等対策について(1／5) 

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

原子炉スクラムの確認 ・原子炉がスクラムしたことを確認す

る。

－ － 平均出力領域計装＊

起動領域計装＊

高圧炉心スプレイ系及び原子

炉隔離時冷却系の自動起動の

確認 

・原子炉水位が，原子炉水位異常低下

（レベル２）設定点に到達したこと

を確認する。 

・高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離

時冷却系が自動起動し，原子炉注水

が開始され，原子炉水位が回復した

ことを確認する。 

・主蒸気隔離弁が閉止し，逃がし安全

弁（安全弁機能）により原子炉圧力

が制御されていることを確認する。

・再循環ポンプがトリップしたことを

確認する。 

・外部電源が喪失している場合には，

非常用ディーゼル発電機等が自動

起動し，非常用母線が受電される。

高圧炉心スプレイ系＊

高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機＊

原子炉隔離時冷却系＊

所内常設直流電源設備 

サプレッション・プール＊

非常用ディーゼル発電機＊

軽油貯蔵タンク＊

主蒸気隔離弁＊

ＡＴＷＳ緩和設備（代替原

子炉再循環ポンプトリッ

プ機能）

逃がし安全弁（安全弁機

能）＊

－ 原子炉水位（広帯域）＊

原子炉水位（燃料域）＊

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

原子炉水位（ＳＡ燃料域） 

高圧炉心スプレイ系系統流量＊

原子炉隔離時冷却系系統流量 

原子炉圧力＊

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉水位の調整操作（原子炉

隔離時冷却系） 

・高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離

時冷却系の起動により，原子炉水位

が回復したことを確認する。 

・原子炉水位回復後は，原子炉水位を

原子炉水位低（レベル３）設定点か

ら原子炉水位高（レベル８）設定点

の間に維持する。

・原子炉隔離時冷却系により原子炉水

位の維持が可能な場合は，高圧炉心

スプレイ系による原子炉注水を停

止する。 

高圧炉心スプレイ系＊

高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機＊

原子炉隔離時冷却系＊

所内常設直流電源設備 

サプレッション・プール＊

軽油貯蔵タンク＊

－ 原子炉水位（広帯域）＊

原子炉水位（燃料域）＊

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

原子炉水位（ＳＡ燃料域） 

原子炉隔離時冷却系系統流量＊

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの
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第 2.4.2－1 表 崩壊熱除去機能喪失時（残留熱除去系が故障した場合）における重大事故等対策について(2／5) 

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

崩壊熱除去機能喪失の確認 ・サプレッション・プール水温度が 32℃に到

達したことを確認する。 

・残留熱除去系（サプレッション・プール水

冷却系）によるサプレッション・プール冷

却を試みるが，残留熱除去系の起動に失敗

したことを確認する。 

・以上により，崩壊熱除去機能喪失を確認す

る。 

－ － サプレッション・プール水温

度＊

残留熱除去系ポンプ吐出圧力
＊

残留熱除去系の回復操作 ・崩壊熱除去機能喪失の確認後，残留熱除去

系の機能回復操作を実施する。 

－ － － 

常設低圧代替注水系ポンプを

用いた低圧代替注水系（常設）

の起動操作

・崩壊熱除去機能喪失の確認後，常設低圧代

替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系

（常設）を起動する。

・外部電源が喪失している場合は，常設代替

高圧電源装置を起動し，緊急用母線を受電

する。

常設低圧代替注水

系ポンプ 

代替淡水貯槽 

常設代替高圧電源

装置

軽油貯蔵タンク＊

－ 常設低圧代替注水系ポンプ吐

出圧力 

緊急用Ｍ／Ｃ電圧 

逃がし安全弁（自動減圧機能）

の手動による原子炉減圧操作 

・サプレッション・プール水温度がサプレッ

ション・プール熱容量制限（原子炉が高圧

の場合は 65℃）に到達したことを確認する。

・常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代

替注水系（常設）の起動操作の完了後，逃

がし安全弁（自動減圧機能）7 弁の手動開放

により，原子炉減圧を実施する。 

逃がし安全弁（自

動減圧機能）＊

非常用窒素供給系

高圧窒素ボンベ＊

所内常設直流電源

設備 

－ サプレッション・プール水温

度＊

原子炉圧力＊

原子炉圧力（ＳＡ） 

：有効性評価上考慮しない操作

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの
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第 2.4.2－1 表 崩壊熱除去機能喪失時（残留熱除去系が故障した場合）における重大事故等対策について(3／5) 

操作及び確認 手 順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

原子炉水位の調整操作（低圧代

替注水系（常設）） 

・原子炉減圧により常設低圧代替注水ポンプ

を用いた低圧代替注水系（常設）からの原

子炉注水が開始され，原子炉水位が回復し

たことを確認する。

・原子炉隔離時冷却系が停止したことを確認

する。

・原子炉水位回復後は，原子炉水位を原子炉

水位低（レベル３）設定点から原子炉水位

高（レベル８）設定点の間に維持する。

常設低圧代替注水

系ポンプ 

代替淡水貯槽 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク＊

－ 原子炉水位（広帯域）＊

原子炉水位（燃料域）＊

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

原子炉水位（ＳＡ燃料域） 

低圧代替注水系原子炉注水流

量 

代替淡水貯槽水位 

原子炉隔離時冷却系系統流量
＊

代替循環冷却系の起動操作 ・海水系による冷却水供給が確保された時点

で代替循環冷却系を起動し，原子炉注水を

実施する。

・格納容器圧力が 245kPa［gage］に到達した

場合は，代替循環冷却系による格納容器ス

プレイ操作を実施する。

緊急用海水系 

代替循環冷却系ポ

ンプ

常設代替高圧電源

装置

軽油貯蔵タンク

サプレッション・

プール＊

－ ドライウェル圧力＊

サプレッション・チェンバ圧力
＊

緊急用海水系流量（残留熱除去

系熱交換器） 

代替循環冷却系流量原子炉注

水流量 

代替循環冷却系格納容器スプ

レイ流量

：有効性評価上考慮しない操作

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの
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第 2.4.2－1 表 崩壊熱除去機能喪失時（残留熱除去系が故障した場合）における重大事故等対策について(4／5) 

操作及び確認 手 順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

常設低圧代替注水系ポンプを

用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（常設）による格納容器

冷却操作 

・格納容器圧力が 279kPa[gage]又はドライウ

ェル雰囲気温度がドライウェル設計温度で

ある 171℃に近接したことを確認する。

・常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格

納容器スプレイ冷却系(常設)による格納容

器冷却操作を実施する。

・サプレッション・プール水位が，通常水位

＋5.5m に到達した時点で，格納容器圧力逃

がし装置による格納容器減圧及び除熱の準

備を実施する。

・サプレッション・プール水位が，通常水位

＋6.5m に到達した時点で，常設低圧代替注

水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（常設）による格納容器冷却を停止

する。

常設低圧代替注水

系ポンプ 

代替淡水貯槽 

常設代替高圧電源

装置

軽油貯蔵タンク＊

－ ドライウェル圧力＊

ドライウェル雰囲気温度＊

サプレッション・チェンバ圧力
＊

低圧代替注水系格納容器スプ

レイ流量

代替淡水貯槽水位

サプレッション・プール水位＊

原子炉水位（広帯域）＊

原子炉水位（燃料域）＊

原子炉水位（ＳＡ広帯域）

原子炉水位（ＳＡ燃料域）

低圧代替注水系原子炉注水流

量

格納容器圧力逃がし装置によ

る格納容器減圧及び除熱操作

（サプレッション・チェンバ

側）

・原子炉満水操作として，原子炉水位を可能

な限り高く維持する。

・格納容器圧力が 310kPa［gage］に到達した

ことを確認し，サプレッション・チェンバ

側から格納容器圧力逃がし装置による格納

容器減圧及び除熱操作を実施する。

・なお，格納容器圧力逃がし装置が使用でき

ない場合には，耐圧強化ベント系による格

納容器減圧及び除熱操作が可能である。

格納容器圧力逃が

し装置 

耐圧強化ベント系 

－ ドライウェル圧力＊

サプレッション・チェンバ圧力
＊

サプレッション・プール水位＊

格納容器雰囲気放射線モニタ

（Ｄ／Ｗ）＊

格納容器雰囲気放射線モニタ

（Ｓ／Ｃ）＊

フィルタ装置出口放射線モニ

タ（高レンジ・低レンジ）

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの
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第 2.4.2－1 表 崩壊熱除去機能喪失時（残留熱除去系が故障した場合）における重大事故等対策について(5／5) 

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

可搬型代替注水中型ポンプに

よる水源補給操作

・水源補給のための可搬型代替注水中型ポン

プの移動，ホース敷設等を実施する。

・代替淡水貯槽の残量に応じて，可搬型代替

注水中型ポンプにより西側淡水貯水設備か

ら代替淡水貯槽に水源補給操作を実施す

る。

代替淡水貯槽

西側淡水貯水設備

可搬型代替注

水中型ポンプ

代替淡水貯槽水位

タンクローリによる燃料給油

操作

・タンクローリにより可搬型設備用軽油タン

クから可搬型代替注水中型ポンプへの燃料

給油を実施する。

可搬型設備用軽油

タンク

タンクローリ － 

使用済燃料プールの冷却操作 ・代替燃料プール冷却系等を用いて使用済燃

料プールへの注水及び冷却を実施する。 

－ － －

：有効性評価上考慮しない操作
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第 2.4.2－2 表 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））（1／6） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード 
原子炉側：ＳＡＦＥＲ

格納容器側：ＭＡＡＰ
本重要事故シーケンスの重要現象を評価できる解析コード

初
期
条
件

原子炉熱出力 3,293MW 定格熱出力を設定 

原子炉圧力 

（圧力容器ドーム部） 
6.93MPa[gage] 定格圧力を設定 

原子炉水位 
通常運転水位（セパレータ 

スカート下端から＋126 ㎝） 
通常運転水位を設定 

炉心流量 48,300ｔ／h 定格流量を設定 

炉心入口温度 約 278℃ 熱平衡計算による値 

炉心入口サブクール度 約 9℃ 熱平衡計算による値 

燃  料 ９×９燃料（Ａ型） 

９×９燃料（Ａ型）と９×９燃料（Ｂ型）は，熱水力的な特性はほぼ同等で

あり，その他の核的特性等の違いは燃料棒最大線出力密度の保守性に包含さ

れることから，代表的に９×９燃料（Ａ型）を設定 

燃料棒最大線出力密度 44.0kW／m 
初期の燃料棒線出力密度が大きい方が燃料被覆管温度の観点で厳しい設定

となるため，保安規定の運転上の制限における上限値を設定 

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI／ANS-5.1-1979 

（燃焼度 33GWd／t） 

崩壊熱が大きい方が原子炉水位低下及び格納容器圧力上昇の観点で厳しい

設定となるため，崩壊熱が大きくなる燃焼度の高い条件として，1 サイクル

の運転期間（13 ヶ月）に調整運転期間（約 1 ヶ月）を考慮した運転期間に

対応する燃焼度を設定 

格納容器圧力 5kPa[gage] 
格納容器圧力の観点で厳しい設定として，通常運転時の管理範囲を考慮した

高めの圧力を設定 

格納容器雰囲気温度 57℃ ドライウェル内ガス冷却装置の設計におけるドライウェル平均温度を設定 
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第 2.4.2－2 表 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））（2／6） 

項 目 主要解析条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件

格納容器体積 

（ドライウェル）
5,700m３ 設計値を設定 

格納容器体積 

（ウェットウェル）

空間部：4,100m３

液相部：3,300m３

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる少なめの水量とし

て，保安規定の運転上の制限における下限値を設定

サプレッション・プール

水位

6.983m 

（通常水位－4.7cm） 

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる低めの水位として，

保安規定の運転上の制限における下限値を設定

サプレッション・プール

水温度
32℃ 

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる高めの水温として，

保安規定の運転上の制限における上限値を設定

ベント管真空破壊装置 

作動差圧 

3.45kPa（ドライウェル－サプレ

ッション・チェンバ間差圧） 
設計値を設定 

外部水源の水温 35℃ 
格納容器スプレイによる圧力抑制効果の観点で厳しい高めの水温として，年

間の気象条件変化を包含する高めの水温を設定 

事
故
条
件

起因事象 給水流量の全喪失

運転時の異常な過渡変化の中で原子炉水位の急速な低下に伴い，原子炉スク

ラム，高圧注水機能の自動起動，主蒸気隔離弁の閉止等が発生するため，事

象発生後の状況判断における余裕時間の観点で厳しい給水流量の全喪失を

設定

安全機能の喪失に対する仮定 崩壊熱除去機能喪失 残留熱除去系の故障による崩壊熱除去機能喪失を設定 

外部電源 外部電源あり

原子炉スクラムが原子炉水位低（レベル３）信号にて発生し，再循環ポンプ

トリップが原子炉水位異常低下（レベル２）信号にて発信するため，原子炉

水位の低下が大きくなり，炉心の冷却の観点で厳しくなる外部電源ありを設

定
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第 2.4.2－2 表 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））（3／6） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

原子炉スクラム 
原子炉水位低（レベル３）信号 

（遅れ時間：1.05 秒） 
設計値を設定 

主蒸気隔離弁 原子炉水位異常低下（レベル２）信号で閉止 設計値を設定 

ＡＴＷＳ緩和設備 

（代替原子炉再循環ポンプト

リップ機能） 

原子炉水位異常低下（レベル２）信号で全台トリ

ップ 
設計値を設定 

逃がし安全弁 

（原子炉圧力制御時） 

安全弁機能 

7.79MPa［gage］×2 個，385.2t／h／個 

8.10MPa［gage］×4 個，400.5t／h／個 

8.17MPa［gage］×4 個，403.9t／h／個 

8.24MPa［gage］×4 個，407.2t／h／個 

8.31MPa［gage］×4 個，410.6t／h／個 

設計値を設定 

なお，安全弁機能は逃がし弁機能に比べて原子炉圧力が高め

に維持され，原子炉減圧操作時に原子炉圧力が所定の圧力に

到達するまでの時間が遅くなるため，事象発生初期において

高圧注水機能が喪失し低圧注水機能を用いて原子炉注水を

実施する事故シーケンスにおいては，評価項目に対して厳し

い条件となる 

（原子炉手動減圧操作時）

逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁を開放するこ

とによる原子炉減圧

＜原子炉圧力と逃がし安全弁蒸気流量の関係＞

逃がし安全弁の設計値に基づく原子炉圧力と蒸気流量の関

係から設定 
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第 2.4.2－2 表 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））（4／6） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

高圧炉心スプレイ系 

原子炉水位異常低下（レベル２）信号にて自動起

動 

原子炉水位が原子炉水位高（レベル８）設定点ま

で回復し，原子炉隔離時冷却系のみにより原子炉

水位の維持が可能な場合は注水停止 

最小流量特性 

・注水流量：0m３／h～1,419m３／h 

・注水圧力：0MPa[dif]～7.65MPa[dif]

設計値を設定 

機器設計上の最小要求値である最小流量特性を設定 

原子炉隔離時冷却系 

原子炉水位異常低下（レベル２）信号にて自動起

動 

原子炉水位が原子炉水位高（レベル８）設定点ま

で回復した以降は原子炉水位を原子炉水位低（レ

ベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設

定点の範囲に維持 

原子炉減圧時の常設低圧代替注水系ポンプを用

いた低圧代替注水系（常設）による原子炉水位回

復性能を確認する観点で，原子炉減圧操作と同時

に注水停止 

・注水流量：136.7m３／h 

・注水圧力：1.04MPa[gage]～7.86MPa[gage] 

設計値を設定 

原子炉隔離時冷却系は，タービン回転数制御により原子炉圧

力によらず一定の流量にて注水する設計となっている 
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第 2.4.2－2 表 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））（5／6） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

低圧代替注水系（常設） 

原子炉水位が原子炉水位高（レベル８）設定点ま

で回復した以降は原子炉水位を原子炉水位低（レ

ベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設

定点の範囲に維持 

（原子炉注水単独時） 

最小流量特性（2 台） 

・注水流量：0m３／h～378m３／h 

・注水圧力：0MPa[dif]～2.38MPa[dif]

機器設計上の最低要求値である最小流量特性を設定 

＜常設低圧代替注水系ポンプ 2 台による注水特性＞ 

（原子炉注水と格納容器スプレイ併用時） 

・注水流量：230m３／h（一定） 

設計に基づき，併用時の注入先圧力及び系統圧損を考慮して

も確保可能な流量を設定 

代替格納容器スプレイ冷却系

（常設） 

格納容器圧力が 217kPa[gage]に到達した場合は

停止し，279kPa[gage]に到達した場合に再開し，

サプレッション・プール水位が通常水位＋6.5ｍ

に到達した場合に停止する。 

スプレイ流量：130m３／h（一定） 

サプレッション・プール水位の上昇が早くなり，格納容器圧

力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操作までの操作

時間余裕の観点で厳しい条件として，運転手順の流量調整範

囲（102m３／h ～130m３／h）における上限を設定 

格納容器圧力逃がし装置 
排気流量：13.4kg／s 

（格納容器圧力 310kPa[gage]において） 

格納容器減圧特性の観点で厳しい設定として，機器設計上の

最低要求値である最小流量特性を設定 
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第 2.4.2－2 表 主要解析条件（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））（6／6） 

項 目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に

関
連
す
る
操
作
条
件

逃がし安全弁（自動減圧機能）

の手動による原子炉減圧操作

（常設低圧代替注水系ポンプ

を用いた低圧代替注水系（常

設）による原子炉注水操作）

サプレッション・プール水温度 65℃到達時
運転手順に基づき，サプレッション・プール熱容量制限を踏

まえて設定 

常設低圧代替注水系ポンプを

用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（常設）による格納容

器冷却操作 

格納容器圧力 

279kPa[gage]到達時 

運転手順に基づき格納容器ベント実施基準である格納容器

最高使用圧力（310kPa[gage]）に対する余裕を考慮し設定 

格納容器圧力逃がし装置によ

る格納容器減圧及び除熱操作

（サプレッション・チェンバ

側）

格納容器圧力 

310kPa[gage]到達時 
運転手順に基づき，格納容器最高使用圧力を踏まえて設定 
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第 2.4.2－1 図 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）時の重大事故等対策の概略系統図（1／4） 

（高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系による原子炉注水段階）

タービンへ

逃がし安全弁

（安全弁機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプ(Ｃ)

残留熱除去系

ポンプ(Ｂ)

高圧炉心

スプレイ系ポンプ

残留熱除去系

ポンプ(Ａ) 

原子炉隔離時冷却系ポンプ

※3

←

← →

→

ドライウェル

復水貯蔵タンク
代替淡水貯槽

サプレッション

・プール

サプレッション・

チェンバ
※3

耐圧強化

ベント系

格納容器圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

※1

※2

→

→

→

→

海

残留熱除去系

海水ポンプ

(Ｂ)，(Ｄ) 

※1 海へ ※2海へ

↑

常設代替高圧電源装置

Ｇ

Ｇ

常設高圧代替注水系ポンプ

←

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ａ) 

残留熱除去系

海水ポンプ(Ａ)，(Ｃ)

凡 例

：安全機能の喪失を仮定する設備

：評価上考慮しない設備

↑

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ｂ) 

↑↑

→←

タンクローリ

可搬型設備用軽油タンク

→

→

緊急用海水

ポンプ（Ａ），（Ｂ）

※1

※2

可搬型代替注水

中型ポンプ

高所東側

接続口

高所西側

接続口

原子炉建屋

西側接続口

常設低圧代替注水系

ポンプ(Ａ)，(Ｂ) 

原子炉建屋

東側接続口

２Ｃ非常用ディーゼル発電機，２Ｄ非常用

ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機
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第 2.4.2－1 図 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）時の重大事故等対策の概略系統図（2／4） 

（常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水段階）

タービンへ 

逃がし安全弁 

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプ(Ｃ)

残留熱除去系

ポンプ(Ｂ)

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ

残留熱除去系

ポンプ(Ａ) 

原子炉隔離時冷却系ポンプ

※3

←

←

← →

→

→

↑↑

ドライウェル 

復水貯蔵タンク
代替淡水貯槽 

サプレッション 

・プール 

サプレッション・ 

チェンバ 
※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

※1

※2 

→

→

→

→

海 

残留熱除去系 

海水ポンプ 

(Ｂ)，(Ｄ) 

※1 海へ ※2海へ

↑

常設代替高圧電源装置 

Ｇ

Ｇ

常設高圧代替注水系ポンプ

←

西側淡水貯水設備

可搬型代替注水中型ポンプ

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ａ)

残留熱除去系 

海水ポンプ(Ａ)，(Ｃ)

凡 例 

：安全機能の喪失を仮定する設備 

：評価上考慮しない設備 

↑

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ｂ)

タンクローリ

可搬型設備用軽油タンク

→

→

緊急用海水

ポンプ（Ａ），（Ｂ）

※1

※2

高所東側

接続口

高所西側

接続口

原子炉建屋

西側接続口

常設低圧代替注水系

ポンプ(Ａ)，(Ｂ) 

原子炉建屋

東側接続口

２Ｃ非常用ディーゼル発電機，２Ｄ非常用

ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機
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第 2.4.2－1 図 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）時の重大事故等対策の概略系統図（3／4） 

（常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水及び

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却段階） 

タービンへ

逃がし安全弁 

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプ(Ｃ)

残留熱除去系

ポンプ(Ｂ)

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ

残留熱除去系

ポンプ(Ａ) 

原子炉隔離時冷却系ポンプ

※3

←

←

← →

→

→

↑↑

ドライウェル 

復水貯蔵タンク
代替淡水貯槽 

サプレッション

・プール

サプレッション・

チェンバ
※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

※1

※2

→

→

→

→

海 

残留熱除去系 

海水ポンプ 

(Ｂ)，(Ｄ) 

※1 海へ ※2海へ

↑

常設代替高圧電源装置 

Ｇ

Ｇ

常設高圧代替注水系ポンプ

←

西側淡水貯水設備

可搬型代替注水中型ポンプ

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ａ)

残留熱除去系 

海水ポンプ(Ａ)，(Ｃ)

凡 例 

：安全機能の喪失を仮定する設備 

：評価上考慮しない設備 

↑

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ｂ)

タンクローリ

可搬型設備用軽油タンク

→

→

緊急用海水

ポンプ（Ａ），（Ｂ）

※1

※2

高所東側

接続口

高所西側

接続口

原子炉建屋

西側接続口

常設低圧代替注水系

ポンプ(Ａ)，(Ｂ) 

原子炉建屋

東側接続口

２Ｃ非常用ディーゼル発電機，２Ｄ非常用

ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機
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第 2.4.2－1 図 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）時の重大事故等対策の概略系統図（4／4） 

（常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水及び

格納容器圧力逃がし装置を使用した格納容器除熱段階） 

タービンへ 

逃がし安全弁 

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプ(Ｃ)

残留熱除去系

ポンプ(Ｂ)

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ

残留熱除去系

ポンプ(Ａ) 

原子炉隔離時冷却系ポンプ

※3

←

←

← →

→

→

↑↑

ドライウェル 

復水貯蔵タンク
代替淡水貯槽 

サプレッション 

・プール 

サプレッション・ 

チェンバ 

軽油貯蔵タンク

※1

※2 

→

→

→

→

海 

残留熱除去系 

海水ポンプ 

(Ｂ)，(Ｄ) 

※1 海へ ※2海へ

↑

常設代替高圧電源装置 

Ｇ

Ｇ

常設高圧代替注水系ポンプ

←

西側淡水貯水設備

可搬型代替注水中型ポンプ

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ａ)

残留熱除去系 

海水ポンプ(Ａ)，(Ｃ)

凡 例 

：安全機能の喪失を仮定する設備 

：評価上考慮しない設備 

↑

代替

循環

冷却系

ポンプ

(Ｂ)

※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器圧力逃がし装置

タンクローリ

可搬型設備用軽油タンク

→

→

緊急用海水

ポンプ（Ａ），（Ｂ）

※1

※2

常設低圧代替注水系

ポンプ(Ａ)，(Ｂ) 

高所東側

接続口

高所西側

接続口

原子炉建屋

西側接続口

原子炉建屋

東側接続口

２Ｃ非常用ディーゼル発電機，２Ｄ非常用

ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機
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第 2.4.2－2 図 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）の対応手順の概要

給水流量の全喪失 

原子炉水位低（レベル３） 

設定点到達 

原子炉水位異常低下 

（レベル２）設定点到達

（約 20 秒）

(約 0 秒）

※１ 原子炉スクラムは，中央制御室にて平均出力領域計装等により確認する。

※２ 中央制御室にて，機器ランプ表示，警報，ポンプ吐出圧力，系統流量，原子炉水位（広帯域），

原子炉圧力等にて確認する。 

※３ 高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系により，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）

設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の間に維持する。原子炉水位が安定して維持さ

れる場合は，高圧炉心スプレイ系は待機状態とする。 

※４ サプレッション・プール水温度 32℃到達にてサプレッション・プール冷却の実施を判断する

が，操作に失敗することで崩壊熱除去機能喪失を判断する。 

※５ 崩壊熱除去機能喪失の確認後，あらかじめ低圧で注水可能な系統の準備操作を実施する。な

お，本事故シーケンスでは，低圧で注水可能な系統として，自動起動した高圧炉心スプレイ

系若しくは低圧炉心スプレイ系又は残留熱除去系（低圧注水系）Ｃ系の手動起動に期待する

ことも可能であるが，原子炉減圧時の水位回復性能を確認する観点で，注水流量の小さい常

設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に期待した評価としている。 

※６ 外部電源がない場合には，常設代替高圧電源装置による緊急用母線受電操作を実施する。

※７ サプレッション・プール水温度がサプレッション・プール熱容量制限（原子炉が高圧の場合

は 65℃）に到達又は超過した場合は，低圧で注水可能な系統の準備完了後に原子炉減圧操作

を実施する。また，実際の操作では，原子炉圧力が低下し常設低圧代替注水系ポンプを用い

た低圧代替注水系（常設）による原子炉注水が開始された後に原子炉隔離時冷却系が停止す

るが，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）のみによる原子炉注水性

能を確認する観点で，原子炉減圧開始と同時に原子炉隔離時冷却系は停止する想定としてい

る。 

※８ 原子炉減圧時には原子炉水位計凝縮槽内の原子炉冷却材の減圧沸騰により原子炉水位の指示

値の信頼性が損なわれるおそれがあるため，原子炉水位不明でないことを確認する。

原子炉水位不明は，以下のいずれかにより判断する。

・ドライウェル雰囲気温度と原子炉圧力の関係が原子炉水位不明領域に入った場合

・原子炉水位の計装電源が喪失した場合

・原子炉水位の指示値のばらつきが大きく燃料有効長頂部以上であることが判断できない

場合

※９ 原子炉水位不明の場合は，原子炉圧力容器を満水とし，原子炉圧力とサプレッション・チェ

ンバ圧力の差圧を確認することで，原子炉水位が燃料有効長頂部以上であることを確認する。

※１０ 炉心損傷は，以下により判断する。（炉心損傷が確認された場合は炉心損傷後の手順に移行）

・格納容器雰囲気放射線モニタガンマ線線量率が設計基準事故（原子炉冷却材喪失）相当の

10 倍以上

なお，格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）及び（Ｓ／Ｃ）による炉心損傷発生の判断

ができない場合は，原子炉圧力容器温度により判断する。

※１１ 常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）により，原子炉水位を原子炉

水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の間に維持する。

※１２：解析上考慮しない代替循環冷却系は，実際には以下の運用としている。

・事象初期における原子炉注水に当たっては，海水系による冷却水供給を必要としない低

圧代替注水系（常設）を優先し，海水系による冷却水供給が確保された後に代替循環冷

却系による原子炉注水に切り替える。

・格納容器圧力が 245kPa[gage]に到達した時点で，代替循環冷却系による格納容器スプレ

イを実施する。また，代替循環冷却系は，原子炉注水及び格納容器スプレイの併用が可

能な設計としている。

※１３ 常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器

冷却操作は，解析上は 130m ３ ／ h 一定流量で，格納容器圧力を 217kPa[gage]から

279kPa[gage]の範囲に維持するよう間欠運転としているが，実際には運転手順に従い格納

容器圧力を 217kPa[gage]から 279kPa[gage]の範囲に維持するよう 102 ～130m３／h の範囲

でスプレイ流量を調整する。

※１４ サプレッション・プール水位が通常水位＋5.5m に到達した場合は，格納容器ベント準備の

ため，中央制御室にて機器ランプ表示により系統構成を確認するとともに，格納容器圧力

逃がし装置一次隔離弁を全開とする。 

格納容器圧力逃がし装置一次隔離弁の開操作は，「サプレッション・チェンバ側」を優先し

て実施し，中央制御室からの遠隔操作及び現場での手動操作に失敗した場合は，「ドライウ

ェル側」の開操作を実施する。 

※１５ 常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器

冷却の停止は，以下により判断する。 

・サプレッション・プール水位が通常水位＋6.5m に到達

※１６ 格納容器減圧及び除熱操作前に，原子炉水位を可能な限り高く維持することで，格納容器

への放熱を抑制し，格納容器圧力の上昇を緩和する（解析上考慮しない。）。

高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔

離時冷却系の自動起動の確認※２

原子炉スクラムの確認※１

逃がし安全弁（自動減圧機能）の

手動による原子炉減圧操作※７

サプレッション・プール水温度

65℃到達 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた

代替格納容器スプレイ 

冷却系（常設）による 

格納容器冷却操作※１３

格納容器圧力 

279kPa[gage]到達 

（約 2 時間）

（約 13 時間）

残留熱除去系

の回復操作

（約 28 時間）

サプレッション・プール水位

通常水位＋6.5m 到達

常設低圧代替注水系ポンプを用いた

代替格納容器スプレイ 

冷却系（常設）による 

格納容器冷却の停止操作※１５

常設低圧代替注水系ポンプを 

用いた低圧代替注水系（常設）

の起動操作※５，６

サプレッション・プール水温度

32℃到達 

原子炉水位不明で

ないことの確認※８

水位不明ではない
原子炉

満水操作※９

格納容器圧力310kPa[gage]到達 

格納容器圧力逃がし装置による格納

容器減圧及び除熱操作 

（サプレッション・チェンバ側） 

水位不明

(解析上の時刻) 

可搬型代替注水中型

ポンプによる

水源補給操作

タンクローリによる

燃料給油操作

主蒸気隔離弁閉止及び

逃がし安全弁（安全弁機能）

による原子炉圧力制御の確認※２

原子炉水位の調整操作

（原子炉隔離時冷却系）※３

崩壊熱除去機能喪失の確認※４

原子炉水位の調整操作

（低圧代替注水系（常設））※１１

代替循環冷却系

の起動操作※１２

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）及び代替循環冷却

系以外による格納容器冷却操作

・可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプ

レイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作

・可搬型代替注水大型ポンプを用いた代替格納容器スプ

レイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却操作

・消火系による格納容器冷却操作

・補給水系による格納容器冷却操作

・ドライウェル内ガス冷却装置による格納容器除熱操作

Ⅲ

原子炉満水操作※１６

Ⅱ

低圧代替注水系（常設）以外による原子炉注水操作

・代替循環冷却系による原子炉注水操作

・制御棒駆動水圧系による原子炉注水操作

・ほう酸水注入系による原子炉注水操作

・消火系による原子炉注水操作

・補給水系による原子炉注水操作

・可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水

系（可搬型）による原子炉注水操作

・可搬型代替注水大型ポンプを用いた低圧代替注水

系（可搬型）による原子炉注水操作

【有効性評価の対象としていないが他に取り得る手段】

Ⅰ

高圧代替注水系による原子炉注水も可能である。

Ⅱ

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難であるが，

プラント状況によっては，事故対応に有効な設備となる代替循環冷却系，制御棒駆動水圧系，ほう酸水注入

系，消火系，補給水系，可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）及び可搬型代替注水

大型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水も実施可能である。

Ⅲ

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却を優先する

が，可搬型代替注水中型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）及び可搬型代替注水大型ポ

ンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却も実施可能である。

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難であるが，

プラント状況によっては，事故対応に有効な設備となる消火系及び補給水系による格納容器冷却も実施可能

である。

また，格納容器冷却等ができない場合，ドライウェル内ガス冷却装置により格納容器圧力等の上昇を緩和

させることも可能である。

Ⅳ

格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱を優先するが，耐圧強化ベント系による格納容器減

圧及び除熱も可能である。

再循環ポンプ

トリップの確認※２

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）によ

る原子炉注水を継続することで，原子炉水位を維持し，格納容器

圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱を継続することで格

納容器圧力等の低下傾向を確認する。また，機能喪失している設

備の復旧を試み，残留熱除去系の復旧後，残留熱除去系（原子炉

停止時冷却系）により冷温停止状態とし，代替循環冷却系又は残

留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）及び残留熱除去系（サプ

レッション・プール冷却系）による除熱が可能であること及び水

素濃度制御が可能であることを確認した後に格納容器圧力逃がし

装置による格納容器除熱を停止し，格納容器を隔離状態とする。

（約 27 時間）

サプレッション・プール

通常水位＋5.5m 到達

格納容器圧力逃がし装置による格

納容器減圧及び除熱の準備操作※１４

使用済燃料プール

の冷却操作

格納容器圧力逃がし装置以外による格納容器

減圧及び除熱操作

・耐圧強化ベント系による格納容器減圧及び

除熱操作

Ⅳ

凡 例

：操作・確認（運転員）

：プラント状態（解析）

：判断

：解析上考慮しない操作

：重大事故等対応要員（現場）の作業

：運転員と重大事故等対応要員（現場）

の共同作業

高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却

系以外による原子炉注水操作

・高圧代替注水系による原子炉注水操作

Ⅰ

炉心損傷なしの

継続確認※１０

炉心損傷が確認された場

合は，炉心損傷後の対応手

順に移行する

（約 24 時間）
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崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合） 

経過時間（分） 

備考 0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 

操作項目 

実施箇所・必要要員数 

【 】は他作業後 

移動してきた要員 

操作の内容 

責任者 当直発電長 1人 
中央監視 

運転操作指揮 

補佐 当直副発電長 1人 運転操作指揮補佐 

指揮者等
災害対策要員

（指揮者等）
4人 初動での指揮

発電所内外連絡

当直運転員 
（中央制御室） 

当直運転員 

（現場） 

重大事故等対応要員 

（現場） 

状況判断 
2人 
A,B 

－ － 

●原子炉スクラムの確認

外部電源喪失の確認
及び非常用ディーゼ
ル発電機等の自動起
動の確認は，外部電
源がない場合に実施
する

●タービン停止の確認

●外部電源喪失の確認

●給水流量全喪失の確認

●再循環ポンプトリップの確認

●主蒸気隔離弁閉止及び逃がし安全弁（安全弁機能）による原子炉圧
力制御の確認

●非常用ディーゼル発電機等の自動起動の確認

●高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系の自動起動の確認

原子炉水位の調整

操作(原子炉隔離

時冷却系及び高圧

炉心スプレイ系) 

【1人】 

A 
－ － 

●原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系による原子炉注水の
調整操作

崩壊熱除去機能喪
失の確認 

【1人】 
B 

－ － 
●残留熱除去系(サプレッション・プール冷却系)によるサプレッショ

ン・プール水の除熱操作（失敗）

残留熱除去系の回
復操作 

－ 
2人 
C,D 

－ ●残留熱除去系の機能回復操作，失敗原因調査 解析上考慮しない 

常設代替高圧電源

装置による緊急用

母線の受電操作 

【1人】 

B 
－ － ●常設代替高圧電源装置2台の起動操作及び緊急用母線の受電操作

外部電源がない場合

に実施する

常設低圧代替注水

系ポンプを用いた

低 圧 代 替 注 水 系

（常設）の起動操

作 

【1人】 
A 

－ － 
●常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水の系統構成操作及び起動操作

第 2.4.2－3 図 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）の作業と所要時間（1／2） 

事象発生

原子炉スクラム

プラント状況判断

約20秒 原子炉水位異常低下（レベル２）設定点到達

10 分 

10 分 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水が開始されるまでの間，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の間に維持

原子炉水位が安定して維持される場合は，高圧炉心スプレイ系は待機状態とする

適宜実施 

4 分 

3 分
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崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合） 

経過時間（時間） 

備 考 4 8 12 16 20 24 28 32 36 40 44 48 

操作項目 

実施箇所・必要要員数 

【 】は他作業後 
移動してきた要員 操作の内容 

当直運転員 
(中央制御室) 

当直運転員 
(現場) 

重大事故等対応要員 
(現場) 

原子炉水位の調整操作

(原子炉隔離時冷却系及

び高圧炉心スプレイ系) 

【1人】 

A 
－ － 

●原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系による原子炉注水
の調整操作

常設低圧代替注水系ポ

ンプを用いた低圧代替

注水系（常設）の起動操

作

【1人】 
A 

－ － 
●常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水の系統構成操作及び起動操作

サプレッション・プー

ル熱容量制限到達まで

に実施

逃がし安全弁（自動減圧

機能）の手動による原子

炉減圧操作 

【1人】 
B 

－ － ●逃がし安全弁（自動減圧機能）7弁の手動開放操作

原子炉水位の調整操作

(低圧代替注水系（常

設）) 

【1人】 

A 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に
よる原子炉注水の調整操作

常設低圧代替注水系ポ

ンプを用いた代替格納

容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却

操作

【1人】 
A 

－ － 
●常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却

系（常設）による格納容器冷却操作

代替循環冷却系による

原子炉注水操作及び格

納容器除熱操作 

【1人】 
A 

－ － 

●代替循環冷却系による原子炉注水操作

解析上考慮しない 

代替循環冷却系のみで

状態維持が可能な場合

は，低圧代替注水系（常

設）による注水を停止す

る 
●代替循環冷却系による格納容器除熱操作

原子炉満水操作 
【1人】 

A 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に
よる原子炉注水の流量増加操作 

解析上考慮しない 

使用済燃料プールの冷

却操作 

【1人】 

A 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプによる代替燃料プール注水系（注水
ライン）を使用した使用済燃料プールへの注水操作

解析上考慮しない

スロッシングによる水

位低下がある場合は代

替燃料プール冷却系の

起動までに実施する

●緊急用海水系による海水通水の系統構成操作及び起動操作 解析上考慮しない

25時間後までに実施す

る ●代替燃料プール冷却系の起動操作

格納容器圧力逃がし装

置による格納容器減圧

及び除熱の準備操作

【1人】 
A 

－ － 
●格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱の準備

操作（中央制御室での第一弁操作）

－ 
【2人】+1人 

C,D,E 
－ 

●第一弁現場操作場所への移動

●格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱の準備

操作（現場での第一弁操作）

解析上考慮しない 

格納容器圧力逃がし装

置による格納容器減圧

及び除熱操作（サプレ

ッション・チェンバ側）

【1人】 
A 

－ － 
●格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操作（中

央制御室での第二弁操作）

－ － 
3人 

(参集) 

●第二弁現場操作場所への移動

●格納容器逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操作（現場で
の第二弁操作）

解析上考慮しない

西側淡水貯水設備を水

源とした可搬型代替注

水中型ポンプによる代

替淡水貯槽への補給操

作 

－ － 
8人 
a～h 

●可搬型代替注水中型ポンプの移動，ホース敷設等の操作

－ － 
【2人】 

a,b 
●可搬型代替注水中型ポンプの移動，ホース敷設等の操作

代替淡水貯槽の枯渇ま

でには十分な時間があ

り，代替淡水貯槽の残

量に応じて適宜補給を

実施する

タンクローリによる燃

料給油操作 
－ － 

2人 
（参集） 

●可搬型設備用軽油タンクからタンクローリへの給油操作 タンクローリ残量に応

じて適宜軽油タンクか

ら補給●可搬型代替注水中型ポンプへの給油操作

必要要員合計 
2人 

A,B 
3人 

C,D,E 
8人 a～h 

及び参集5人 

第 2.4.2－3 図 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）の作業と所要時間（2／2） 

約13時間 格納容器圧力279kPa［gage］到達 

約28時間 格納容器圧力310kPa［gage］到達 

約27時間 サプレッション・プール水位 通常水位＋6.5m到達 

約24時間 サプレッション・プール水位 通常水位＋5.5m到達 

事象発生

約2時間 サプレッション・プール水温度65℃到達

1 分 

3 分 

格納容器スプレイ中，適宜状態監視

格納容器スプレイ中，適宜状態監視

注水開始後，適宜原子炉水位調整

原子炉水位を可能な限り高く維持

適宜実施

格納容器ベント実施後，適宜状態監視

180 分 

適宜実施

適宜実施

90 分 

20 分 

15 分 

5 分 

125 分 

75 分 

原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の間に維持
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第 2.4.2－4 図 原子炉圧力の推移 

第 2.4.2－5 図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移※

原子炉隔離時冷却系の起動／停止により炉内の蒸気発生量が増減するため，圧力の 

低下／上昇を繰り返し，圧力上昇時は逃がし安全弁（安全弁機能）の開閉により 

圧力は制御される（原子炉への注水中は，原子炉圧力が降下する。崩壊熱の減少に

伴い，圧力の低下幅が大きくなる）（最大値：約 7.79MPa[gage]） 

逃がし安全弁（自動減圧機能） 

7 弁による手動減圧（約 2 時間） 

高圧炉心スプレイ系の起動により 

圧力が大幅に低下 

原
子
炉
圧
力

MPa[abs] 

レベル 2 

燃料有効長頂部 

燃料有効長底部 

レベル 8 

レベル 3 

レベル 1 

シュラウド内 
（炉心上部プレナム） 

シュラウド外 

シュラウド内 
（高出力燃料集合体） 

シュラウド内 
（炉心下部プレナム） 

原子炉隔離時冷却系の起動／停止による

原子炉水位の維持 

常設低圧代替注水系ポンプを用い

た低圧代替注水系（常設）の起動／

停止による原子炉水位の維持 

原子炉減圧による蒸気流出に

伴う水位低下（約 2 時間） 

原
子
炉
水
位
（
シ
ュ
ラ
ウ
ド
内
外
水
位
）

(m) 

(h)

(h)

※ シュラウド内外水位はボイドを含む場合は，二相水位を示している。
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第 2.4.2－6 図 注水流量の推移 

第 2.4.2－7 図 逃がし安全弁からの蒸気流量の推移

逃がし安全弁(自動減圧機能)7 弁 

手動解放による原子炉減圧（約 2 時間）

逃がし安全弁（安全弁機能）

（原子炉圧力制御） 

常設低圧代替注水系ポンプを用

いた低圧代替注水系(常設) によ

る注水（原子炉水位低（レベル３）

から原子炉水位高（レベル８）の

間に維持するよう注水） 

高圧炉心スプレイ系に

よる注水（原子炉水位高

（レベル８）到達時に注

水停止）

原子炉隔離時冷却系による注水

（原子炉水位低（レベル３）か

ら原子炉水位高（レベル８）の

間に維持するよう注水）

注
水
流
量

注
水
流
量

(m３／h) 

蒸
気
流
量

(t／h) 

(h)

(h)
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第 2.4.2－8 図 原子炉内保有水量の推移 

第 2.4.2－9 図 燃料被覆管温度の推移 

逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁

開放による水量減少（約 2 時間） 

（減圧と同時に原子炉隔離時 

冷却系が停止することを想定） 

燃
料
被
覆
管
温
度

(℃) 

原子炉減圧による飽和温度 

の低下（約 2 時間） 

原子炉圧力変化に応じて飽和温度が変化し， 

燃料被覆管温度もこれに追従して変化を繰り返す 

（最高温度：初期値（約 309℃）以下にとどまる）

(h)

(h)

原
子
炉
内
の
保
有
水
量

(t) 

原子炉隔離時冷却系の 

起動／停止による水量増減

常設低圧代替注水系ポンプを用

いた低圧代替注水系（常設）の起

動／停止による水量増減 
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第 2.4.2－10 図 燃料被覆管最高温度発生位置における熱伝達係数の推移

第 2.4.2－11 図 燃料被覆管最高温度発生位置におけるボイド率の推移

核沸騰冷却(ボイド率に対応した値) 

熱
伝
達
係
数

(W／(m２・K)) 

(h)

原子炉隔離時冷却系の起動／停止に

伴うボイド率増減 

原子炉減圧に伴うボイド率

増加（約 2 時間） 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた

低圧代替注水系（常設）の起動／停止

に伴うボイド率増減 ボ
イ
ド
率

(－) 

(h)
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第 2.4.2－12 図 高出力燃料集合体のボイド率の推移 

第2.4.2－13図 炉心下部プレナム部のボイド率の推移 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた

低圧代替注水系（常設）の起動／停

止に伴うボイド率増減 

原子炉減圧に伴うボイ

ド率増加（約 2 時間） 

原子炉隔離時冷却系の起動／

停止に伴うボイド率増減 

原子炉減圧に伴う 

ボイド率増加（約 2 時間）

常設低圧代替注水系ポンプを用いた 

低圧代替注水系(常設) による原子炉

注水により未飽和となりボイド消滅
原子炉隔離時冷却系の起動／停止

に伴うボイド率増減

ボ
イ
ド
率

(－) 

ボ
イ
ド
率

(－) 

(h)

(h)
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 GEMP731

 ORNL3626

ORNL3626(照射)
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GEVNC(0.56℃/s)(8×8)(Vallecitosのデータ)
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GEVNC(5.6 ℃/s)(7×7)(Vallecitosのデータ)

 NUREG-0630,DATA F(ORNL)

 NUREG-0630,DATA H(KfK FABIOLA)

 NUREG-0630,DATA I(ORNL)

 NUREG-0630,DATA J(KfK)

KfK(0.8～1.6K/s)(REBEKA Single Rod)

JNES(内圧破裂試験)

NFI他(内圧破裂試験)

(N/mm2)

円
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方
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力
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第 2.4.2－14 図 燃料被覆管破裂が発生した時点の燃料被覆温度と 

燃料被覆管の円周方向の応力の関係 

(N／mm２) 

円
周
方
向
の
応
力

燃料被覆管の最高温度及び

円周方向応力の最大値
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第 2.4.2－15 図 格納容器圧力の推移 

第 2.4.2－16 図 格納容器雰囲気温度の推移 

格
納
容
器
圧
力

(MPa[gage]) 

格納容器圧力 310kPa[gage]到達にて格納容器ベント 

格納容器圧力 279kPa[gage]到達にて常設低圧代替注水系ポンプを用いた代

替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却を実施（約 13 時間）

格
納
容
器
雰
囲
気
温
度

(℃) 

ドライウェル温度は以下により初期温度から急激に上昇する

・主蒸気隔離弁の閉止による原子炉圧力及び原子炉内飽和温度の上昇

・ドライウェル内ガス冷却装置の停止

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

作動による温度上昇の抑制 

ドライウェル雰囲気温度は，原子炉注水の起動／停止の繰り返しに伴う蒸

気発生量の増減により，格納容器への放熱が変動することから上下する。 

格納容器ベントによる温度低下 

最大圧力：約 0.31MPa[gage]（約 28 時間） 

最高温度約 143℃（約 28 時間） 

原子炉減圧に伴い原子炉内飽和温度が低下することで，圧力容器壁面（内表

面）温度が低下し，熱伝導の遅れを伴って，圧力容器外表面の温度も低下するこ

とで，格納容器気相部温度が低下する。また，格納容器気相部から壁面への伝

熱により，格納容器気相部温度が低下する。 

原子炉減圧に伴い，原子炉内の蒸気が流入することによる温度上昇

原子炉注水の起動／停止の繰り返しに伴う蒸気発生量の増減により，格納

容器への放熱量が変動しサプレッション・チェンバ圧力が変動する。また，

ベント管真空破壊装置の作動によりドライウェル圧力もこれに追従する。 

サプレッション・チェンバ側から

の格納容器ベントのためドライウ

ェルに比べて圧力低下が早い

ベント管の水没長さ分の水頭圧によるドライ

ウェルとサプレッション・チェンバの圧力差
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第 2.4.2－17 図 サプレッション・プール水位の推移

第 2.4.2－18 図 サプレッション・プール水温度の推移 

ベントライン（約 15m） 

格納容器ベント実施（約 28 時間） 

外部水源である常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注

水（常設）による原子炉注水により逃がし安全弁を介し原子炉内

の蒸気が流入するため水位が上昇

(℃) 

格納容器ベントによる圧力低下により 

飽和温度が低下（約 28 時間） 

逃がし安全弁を介し原子炉内の蒸気が流入することで水温が上昇

最高温度：約 139℃（約 28 時間） 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器

スプレイ冷却系（常設）作動（約 13 時間）

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器

スプレイ冷却系（常設）作動（約 13 時間）

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位

(m) 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度

(℃) 

通常水位＋6.5m（約 13.5m） 

通常水位＋5.5m（約 12.5m） 

サプレッション・プール通常水位＋6.5m 到達にて常設低

圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却

系（常設）停止(約 27 時間) 



添付資料 2.4.2.1

添付 2.4.2.1-1

安定状態について

（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））

崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）時の安定状態

については，以下のとおり。

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備又は重大事故等対処

設備を用いた炉心冷却が維持可能であり，また，冷却の

ための設備がその後も機能維持でき，かつ，必要な要員

の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪

化のおそれがない場合に安定停止状態が確立されたも

のとする。

格納容器安定状態 ：炉心冷却が維持された後に，設計基準事故対処設備又は

重大事故等対処設備を用いた格納容器除熱により格納

容器圧力及び温度が安定又は低下傾向に転じ，また，格

納容器除熱のための設備がその後も機能維持でき，か

つ，必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定

される事象悪化のおそれがない場合に安定状態が確立

されたものとする。

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について

原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系の原子炉注水により炉心冷却が

維持される。サプレッション・プール熱容量制限に到達後，原子炉を減圧し，

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水

を実施することで，引き続き炉心の冷却は維持され，原子炉安定停止状態が確

立される。 

格納容器安定状態の確立について

炉心冷却を継続し，事象発生の約 28 時間後に格納容器圧力逃がし装置等を用

いた格納容器除熱を実施することで，格納容器圧力及び雰囲気温度は安定又は

低下傾向となる。格納容器雰囲気温度は 150℃を下回るとともに，ドライウェ

ル雰囲気温度は，低圧注水継続のための逃がし安全弁の機能維持が確認されて

いる 126℃を上回ることはなく，格納容器安定状態が確立される。なお，格納

容器圧力逃がし装置等を用いた格納容器除熱を実施するが，敷地境界における

実効線量は，本事故シーケンスとベントタイミングが同等であり，放射性物質

の減衰効果も同等となる「2.6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失」の評価結果 6.2×10
－ １ mSv と同等となり，また，燃料被覆管の破裂も発生しないことから，周辺公

衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，必要な水源，燃料

及び電源を供給可能である。 

【安定状態の維持について】 

上記の炉心損傷防止対策を継続することにより安定状態を維持できる。 

また，代替循環冷却系又は残留熱除去系の復旧により除熱を行い，格納容器

ベントを閉止し格納容器を隔離することで，安定状態の更なる除熱機能の確保

及び維持が可能となる。 

（添付資料 2.1.2 別紙 1）
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解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）） 

第 1-1 表 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 

（ＳＡＦＥＲ）（1／2） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉
心

崩壊熱 崩壊熱モデル 

入力値に含まれる。 

最確条件を包絡できる条件を設定することによ

り崩壊熱を大きくするよう考慮している。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

燃 料 棒 表 面 熱 伝

達，沸騰遷移，気

液熱非平衡 

燃 料 棒 表 面 熱 伝

達モデル 

TBL，ROSA-Ⅲの実験解析において，熱伝達係数

を低めに評価する可能性があり，他の解析モデ

ルの不確かさとあいまってコード全体として，

スプレイ冷却のない実験結果の燃料被覆管温度

に比べて最大 50℃程度高めに評価する。また，

低圧代替注水系による注水での燃料棒冷却過程

における蒸気単相冷却又は噴霧流冷却の不確か

さは＋20℃～＋40℃程度である。 

解析コードは，実験結果の燃料被覆管温度に比べて最大 50℃高め

に評価することから，解析結果は燃料棒表面の熱伝達係数を小さ

く評価する可能性がある。よって，実際の燃料棒表面での熱伝達

は大きくなることで，燃料被覆管温度は低くなるが，事象初期の

原子炉注水は原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系の自動

起動により確保され，燃料被覆管温度を操作開始の起点とする運

転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はな

い。 

実解析コードは，実験解析において熱伝達モデルの保守性により

燃料被覆管温度を高めに評価し，有効性評価解析においても燃料

被覆管温度を高めに評価することから，評価項目となるパラメー

タに対する余裕は大きくなる。ただし，炉心部の冠水が維持され

る本事故シーケンスでは，この影響は小さいと考えられる。 

燃料被覆管酸化 
ジ ル コ ニ ウ ム －

水反応モデル 

酸化量及び酸化反応に伴う発熱量をより大きく

見積もる Baker-Just式による計算モデルを採用

しており，保守的な結果を与える。 

解析コードは，酸化量及び酸化反応に伴う発熱量の評価について

保守的な結果を与えるため，燃料被覆管温度を高めに評価する可

能性がある。よって，実際の燃料被覆管温度は低くなるが，事象

初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系

の自動起動により確保され，燃料被覆管温度を操作開始の起点と

する運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影

響はない。 

解析コードは，酸化量及び酸化反応に伴う発熱量の評価について

保守的な結果を与えるため，燃料被覆管温度を高く評価すること

から，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

燃料被覆管変形 
膨れ・破裂評価モ

デル 

膨れ・破裂は，燃料被覆管温度と円周方向応力

に基づいて評価され，燃料被覆管温度は上述の

ように高めに評価され，円周方向応力は燃焼期

間中の変化を考慮して燃料棒内圧を大きく設定

し保守的に評価している。したがって，ベスト

フィット曲線を用いる場合も破裂の判定はおお

むね保守的となる。 

有効性評価解析では原子炉水位が燃料有効長頂部を下回ることは

なく，燃料被覆管最高温度は初期値を上回ることがないことから，

燃料被覆管の破裂判定の不確かさが運転員等操作に与える影響は

ない。 

有効性評価解析では原子炉水位が燃料有効長頂部を下回ることは

なく，燃料被覆管最高温度は初期値を上回ることがないことから，

燃料被覆管の破裂判定の不確かさが評価項目となるパラメータに

与える影響はない。 
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第 1-1 表 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 

（ＳＡＦＥＲ）（2／2） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉
心

沸騰・ボイド率変

化，気液分離（水

位変化）・対向流，

三次元効果 

二 相 流 体 の 流 動

モデル

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，

二相水位変化は，解析結果に重畳する水位振動

成分を除いて，実験結果とおおむね同等の結果

が得られている。低圧代替注水系の注水による

燃料棒冷却（蒸気単相冷却又は噴霧流冷却）の

不確かさは＋20℃～＋40℃程度である。 

また，原子炉圧力の評価において，ROSA-Ⅲでは，

2MPa より低い圧力で系統的に圧力低下を早めに

予測する傾向を呈しており，解析上，低圧注水

系の起動タイミングを早める可能性が示され

る。しかし，実験で圧力低下が遅れた理由は，

水面上に露出した上部支持格子等の構造材の温

度が燃料被覆管からの輻射や過熱蒸気により上

昇し，LPCS スプレイの液滴で冷却された際に蒸

気が発生したためであり，低圧代替注水系を注

水手段として用いる本事故シーケンスでは考慮

する必要のない不確かさである。このため，燃

料被覆管温度に大きな影響を及ぼす低圧代替注

水系の注水タイミングに特段の差異を生じる可

能性はないと考えられる。 

運転操作はシュラウド外水位（原子炉水位計）に基づく操作であ

ることから，運転員等操作時間に与える影響は原子炉圧力容器の

分類にて示す。 

解析コードは，燃料被覆管温度に対して，解析結果に重畳する水

位振動に伴う燃料棒冷却の不確かさの影響を考慮すると 20℃～

40℃程度低めに評価する可能性があるが，有効性評価解析では原

子炉水位が燃料有効長頂部を下回ることがなく，炉心露出後の再

冠水過程で現れる解析結果に重畳する水位振動成分を考慮する必

要がないため，評価項目となるパラメータに与える影響はない。

原
子
炉
圧
力
容
器

沸騰・凝縮・ボイ

ド率変化，気液分

離（水位変化）・

対向流 

二 相 流 体 の 流 動

モデル

下部プレナムの二相水位を除き，ダウンカマの

二相水位（シュラウド外水位）に関する不確か

さを取り扱う。シュラウド外水位については，

燃料被覆管温度及び運転員操作のどちらに対し

ても二相水位及びこれを決定する二相流動モデ

ルの妥当性の有無は重要でなく，質量及び水頭

のバランスだけて定まるコラプスト水位が取り

扱えれば十分である。このため，特段の不確か

さを考慮する必要はない。

解析コードは，ダウンカマ部の二相水位変化を適切に評価するこ

とから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

解析コードは，ダウンカマ部の二相水位変化を適切に評価するこ

とから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

冷却材放出（臨界

流・差圧流） 
臨界流モデル 

TBL，ROSA-Ⅲ，FIST-ABWR の実験解析において，

圧力変化は実験結果とおおむね同等の解析結果

が得られており，臨界流モデルに関して特段の

不確かさを考慮する必要はない。 

解析コードは，原子炉圧力変化を適切に評価することから，運転

員等操作時間に与える影響は小さい。 

破断口及び逃がし安全弁からの流出は，圧力容器ノズル又はノズ

ルに接続する配管を通過し，平衡均質流に達するのに十分な長さ

であることから，管入口付近の非平衡の影響は無視できると考え

られ，平衡均質臨界流モデルを適用可能である。

解析コードは，原子炉圧力変化を適切に評価することから，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

破断口及び逃がし安全弁からの流出は，圧力容器ノズル又はノズ

ルに接続する配管を通過し，平衡均質流に達するのに十分な長さ

であることから，管入口付近の非平衡の影響は無視できると考え

られ，平衡均質臨界流モデルを適用可能である。

ECCS 注水（給水

系・代替注水系含

む） 

原 子 炉 注 水 系 モ

デル 

入力値に含まれる。 

各系統の設計条件に基づく原子炉圧力と注水流

量の関係を使用しており，実機設備仕様に対し

て注水流量を少なめに与え，燃料被覆管温度を

高めに評価する。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 



添
付

2
.
4
.
2
.
2
-
3
 

第 1-2 表 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 

（ＭＡＡＰ） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉
心

崩壊熱 
炉心モデル（原子炉出力及

び崩壊熱） 

入力値に含まれる。 

保守的な崩壊熱を入力値に用いており，

解析モデルの不確かさの影響はない。

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

原
子
炉

圧
力
容
器

ECCS 注水（給水

系・代替注水設備

含む） 

安全系モデル（非常用炉心

冷却系） 

入力値に含まれる。 

保守的な注水特性を入力値に用いてお

り，解析モデルの不確かさの影響はな

い。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

格
納
容
器

格納容器各領域

間の流動 

格納容器モデル（格納容器

の熱水力モデル）

HDR 実験解析では，格納容器圧力及び雰

囲気温度について，温度成層化を含めて

傾向をよく再現できることを確認した。

格納容器雰囲気温度を十数℃程度高め

に，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価

する傾向が確認したが，実験体系に起因

するものと考えられ，実機体系において

はこの種の不確かさは小さくなるもの

と考えられる。また，非凝縮性ガス濃度

の挙動について，解析結果が測定データ

とよく一致することを確認した。 

格納容器各領域間の流動，構造材との熱

伝達及び内部熱伝導の不確かさにおい

ては，CSTF 実験解析では，格納容器雰

囲気温度及び非凝縮性ガス濃度の挙動

について，解析結果が測定データとよく

一致することを確認した。 

解析コードは，HDR 実験解析において区画によって格納容器雰囲

気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾

向が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる等，

実験体系に起因するものと考えられ，実機体系においては不確か

さが小さくなるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び

雰囲気温度の傾向を適切に再現できていることから，格納容器圧

力及び雰囲気温度を操作開始の起点としている常設低圧代替注水

ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納

容器冷却並びに格納容器圧力及び雰囲気温度を操作開始の起点と

している格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操

作に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導の不確かさにおいては，CSTF 実験解析において格納容器雰囲気

温度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを

確認しており，その差異は小さいことから，格納容器圧力及び雰

囲気温度を操作開始の起点としている常設低圧代替注水ポンプを

用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却

並びに格納容器圧力及び雰囲気温度を操作開始の起点としている

格納容器圧力逃がし装置による格納容器減圧及び除熱操作に係る

運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

解析コードは，HDR 実験解析において区画によって格納容器雰囲気

温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価する傾向

が確認されているが，BWR の格納容器内の区画とは異なる等，実験

体系に起因するものと考えられ，実機体系においては不確かさが

小さくなるものと推定され，全体としては格納容器圧力及び雰囲

気温度の傾向を適切に再現できていることから，評価項目となる

パラメータに与える影響は小さい。 

また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導の不確かさにおいては，CSTF 実験解析により格納容器雰囲気温

度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを確

認していることから，評価項目となるパラメータに与える影響は

小さい。 

構造材との熱伝

達及び内部熱伝

導 

気液界面の熱伝

達 

スプレイ冷却
安全系モデル（格納容器ス

プレイ）

入力値に含まれる。 

スプレイの水滴温度は短時間で雰囲気

温度と平衡に至ることから伝熱モデル

の不確かさはない。

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

格納容器ベント 
格納容器モデル（格納容器

の熱水力モデル）

入力値に含まれる。 

格納容器ベントについては，設計流量に

基づいて流路面積を入力値として与え，

格納容器各領域間の流動と同様の計算

方法が用いられている。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項

目となるパラメータに与える影響」にて確認。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（1／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

原子炉熱出力 3,293MW 

約 3,279MW～ 

約 3,293MW 

（実績値） 

定格熱出力を設定 最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止

後の崩壊熱が緩和される。最確条件とした場合の運転員

等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響

は，最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明

する。 

最確条件とした場合には最大線出力密度及び原子炉停止

後の崩壊熱が緩和される。最確条件とした場合の運転員等

操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響は，

最大線出力密度及び原子炉停止後の崩壊熱にて説明する。

原子炉圧力 

(圧力容器ドーム部)
6.93MPa[gage] 

約 6.91MPa[gage]～

約 6.94MPa[gage] 

（実績値） 

定格圧力を設定 最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対し

て変動を与えうるが，事象初期において主蒸気隔離弁が

閉止し，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるた

め事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間に

与える影響はない。

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，事象初期において主蒸気隔離弁が閉止

し，原子炉圧力は逃がし安全弁により制御されるため，事

象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータ

に与える影響はない。 

原子炉水位 

通常運転水位 

（セパレータスカー

ト下端から＋126cm）

通常運転水位 

（セパレータスカー

ト下端から約＋122cm

～約＋132cm） 

（実績値） 

通常運転水位を設定 最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対し

て変動を与えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低

下量に対して非常に小さい。例えば，解析条件で設定し

た通常運転水位から高圧炉心スプレイ系等の自動起動信

号が発信する原子炉水位異常低下（レベル２）までの原

子炉水位の低下量は約 2m であるのに対してゆらぎによ

る水位低下量は約 40mm であり非常に小さい。したがっ

て，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量

に対して非常に小さい。例えば，解析条件で設定した通常

運転水位から高圧炉心スプレイ系等の自動起動信号が発

信する原子炉水位異常低下（レベル２）までの原子炉水位

の低下量は約 2m であるのに対してゆらぎによる水位低下

量は約 40mm であり非常に小さい。したがって，事象進展

に与える影響は小さく，評価項目となるパラメータに与え

る影響はない。 

炉心流量 

48,300t／h 

（定格流量 

（100％流量）） 

定格流量の 

約 86％～約 104％ 

（実績値） 

定格流量を設定 最確条件とした場合には，炉心流量の運転範囲において

解析条件から変動しうるが，事象初期において原子炉が

スクラムするとともに，再循環ポンプがトリップするた

め，初期炉心流量が事象進展に与える影響は小さく，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合には，炉心流量の運転範囲において解

析条件から変動しうるが，事象初期において原子炉がスク

ラムするとともに，再循環ポンプがトリップするため，初

期炉心流量が事象進展に与える影響は小さく，評価項目と

なるパラメータに与える影響はない。 

燃 料 
９×９燃料 

(Ａ型) 
装荷炉心ごと 

９×９燃料(Ａ型)と９×９燃料(Ｂ

型)は，熱水力的な特性はほぼ同等

であり，その他の核的特性等の違い

は燃料棒最大線出力密度の保守性

に包含されることから，代表的に９

×９燃料(Ａ型)を設定 

最確条件とした場合には，９×９燃料(Ａ型)及び９×９

燃料(Ｂ型)の混在炉心又はそれぞれ型式の単独炉心とな

る場合があるが，両型式の燃料の特性はほぼ同等である

ことから，事象進展に与える影響は小さく，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合には，９×９燃料(Ａ型)及び９×９燃

料(Ｂ型)の混在炉心又はそれぞれ型式の単独炉心となる

場合があるが，両型式の燃料の特性はほぼ同等であること

から，炉心冷却性に大きな差は無く，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない。 

燃料棒最大 

線出力密度 

44.0kW／m 
約 33 kW／m～ 

約 41kW／m 

（実績値） 

初期の燃料棒線出力密度が大きい

方が燃料被覆管温度に対して厳し

い設定となる 

このため，保安規定の運転上の制限

における上限値を設定 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している燃料

棒線出力密度よりも小さくなるため，燃料被覆管温度の

上昇が緩和されるが，事象初期の原子炉注水は原子炉隔

離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系の自動起動により確

保され，燃料被覆管温度を操作開始の起点とする運転員

等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

最確条件は解析条件で設定している燃料棒線出力密度よ

りも小さくなる。このため，燃料被覆管温度上昇が緩和さ

れることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は

大きくなる。 

原子炉停止後の 

崩壊熱 

ANSI/ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd／t 

燃焼度 

33GWd／t 以下 

（実績値） 

崩壊熱が大きい方が，原子炉水位低

下及び格納容器圧力上昇の観点で

厳しい設定となる。このため，崩壊

熱が大きくなる燃焼度の高い条件

として，1 サイクルの運転期間(13

ヶ月)に調整運転期間(1 ヶ月)を考

慮した運転期間に対応する燃焼度

を設定 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりもおおむ

ね小さくなるため，原子炉からサプレッション・プール

に流出する蒸気量が減少することで，原子炉水位の低下

は遅くなるが，事象初期の原子炉注水は原子炉隔離時冷

却系及び高圧炉心スプレイ系の自動起動により確保され

ることから，運転員等操作時間に与える影響はない。ま

た，同様に格納容器圧力及び雰囲気温度並びにサプレッ

ション・プール水位及びサプレッション・プール水温度

の上昇が遅くなり，これらのパラメータを操作開始の起

点とする運転員等操作の開始時間は遅くなる。 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりもおおむ

ね小さくなるため，燃料からの発熱が小さくなり，原子炉

からサプレッション・プールに流出する蒸気量が減少する

ことで，原子炉水位の低下は緩和される。また，同様に格

納容器圧力及び雰囲気並びにサプレッション・プール水位

及びサプレッション・プール水温度の上昇は遅くなること

から，評価項目となるパラメータに対する余裕が大きくな

る。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（2／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

格納容器圧力 5kPa[gage] 

約 2.2kPa[gage]～ 

約 4.7kPa[gage] 

（実績値） 

格納容器圧力の観点で厳しい高め

の設定として，通常運転時の圧力を

包含する値を設定 

最確条件は解析条件で設定している格納容器初期圧力よ

りも小さくなる。このため，格納容器圧力が低めに推移

することから，格納容器圧力を操作開始の起点とする運

転員等操作の開始時間は遅くなる。 

最確条件は解析条件で設定している格納容器初期圧力よ

りも小さくなる。このため，格納容器圧力が低めに推移す

ることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大

きくなる。 

ドライウェル 

雰囲気温度 
57℃ 

約 25℃～約 58℃ 

（実績値） 

ドライウェル内ガス冷却装置の設

計温度を設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対し

て変動を与えうるが，ドライウェル雰囲気温度は，格納

容器スプレイの実施に伴い飽和温度となることから，初

期温度のゆらぎが事象進展に与える影響は小さく，運転

員等操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して

変動を与えうるが，ドライウェル雰囲気温度は，格納容器

スプレイの実施に伴い飽和温度となることから，初期温度

のゆらぎが事象進展に与える影響は小さく，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

格納容器体積 

（ドライウェル） 

5,700m３ 5,700m３

（設計値）

設計値を設定 解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はない

格納容器体積 

（ウェットウェル）

空間部：4,100m３

液相部：3,300m３ 

空間部： 

約 4,092m３～ 

約 4,058m３

液相部： 

約 3,308m３～ 

約 3,342m３ 

（実績値） 

サプレッション・プールでの圧力抑

制効果が厳しくなる少なめの水量

として，保安規定の運転上の制限に

おける下限値を設定 

最確条件とした場合には，格納容器体積（ウェットウェ

ル）の液相部の運転範囲において解析条件より高めの水

位となるが，ゆらぎの幅は非常に小さい。例えば，サプ

レッション・プールの水量は 3,300m３であるのに対し，

ゆらぎによる水量変化は約 42m３であり，その割合は初期

保有水量の 1.3％程度と非常に小さい。したがって，事

象進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時

間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，格納容器体積（ウェットウェル）

の液相部の運転範囲において解析条件より高めの水位と

なるが，ゆらぎの幅は非常に小さい。例えば，サプレッシ

ョン・プールの水量は 3,300m３であるのに対し，ゆらぎに

よる水量変化は約 42m３であり，その割合は初期保有水量

の 1.3％程度と非常に小さい。したがって，事象進展に与

える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

サプレッション・ 

プール水位 

6.983m 

（通常運転水位

-4.7cm） 

7.000m～7.070m 

（実績値） 

サプレッション・プールでの圧力抑

制効果が厳しくなる低めの水位と

して，保安規定の運転上の制限にお

ける下限値を設定 

最確条件とした場合には，サプレッション・プール水位

の運転範囲において解析条件より高めの水位となるが，

ゆらぎの幅は非常に小さい。例えば，サプレッション・

プール水位が 6.983m の時の水量は 3,300m３であるのに対

し，ゆらぎ（0.087m）による水量変化は約 42m３であり，

その割合は初期保有水量の 1.3％程度と非常に小さい。

したがって，事象進展に与える影響は小さく，運転員等

操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，サプレッション・プール水位の

運転範囲において解析条件より高めの水位となるが，ゆら

ぎの幅は非常に小さい。例えば，サプレッション・プール

水位が 6.983m の時の水量は 3,300m３であるのに対し，ゆ

らぎ（0.087m）による水量変化は約 42m３であり，その割

合は初期保有水量の 1.3％程度と非常に小さい。したがっ

て，事象進展に与える影響は小さく，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。 

サプレッション・ 

プール水温度 
32℃ 

約 15℃～約 32℃ 

（実績値） 

サプレッション・プールでの圧力抑

制効果が厳しくなる高めの水温と

して，保安規定の運転上の制限にお

ける上限値を設定 

最確条件は解析条件で設定している水温よりもおおむね

低くなるため，サプレッション・プールでの圧力抑制効

果が高まり格納容器圧力の上昇は緩和される。このため，

格納容器圧力を操作開始の起点とする運転員等操作の開

始は遅くなる。 

最確条件は解析条件で設定している水温よりもおおむね

低くなるため，サプレッション・プールでの圧力抑制効果

が高まり格納容器圧力の上昇は緩和される。このため，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

ベント管 

真空破壊装置 

作動差圧 

作動差圧：3.45kPa 

（ドライウェル－サ

プレッション・チェン

バ間差圧） 

作動差圧：3.45kPa 

（ドライウェル－サ

プレッション・チェン

バ間差圧） 

（設計値） 

設計値を設定 解析条件と最確条件は同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

外部水源の水温 35℃ 35℃以下 

格納容器スプレイによる圧力抑制

効果の観点で厳しい高めの水温と

して，年間の気象条件変化を包含す

る高めの水温を設定 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している水温

よりもおおむね低くなり，格納容器スプレイによる圧力

抑制効果が高まることから，同等の効果を得るために必

要となるスプレイ水量が少なくなり，外部水源を用いた

格納容器スプレイに伴うサプレッション・プール水位の

上昇が緩和されることから，サプレッション・プール水

位を操作開始の起点とする操作の開始は遅くなる。 

最確条件とした場合には，解析条件で設定している水温よ

りもおおむね低くなり，格納容器スプレイによる圧力抑制

効果が高まるが，格納容器最高使用圧力に到達した時点で

格納容器ベントを実施するマネジメントに変わりはなく，

格納容器圧力の最大値はおおむね格納容器ベント時の圧

力で決定されるため，評価項目となるパラメータに与える

影響はない。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（3／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

外部水源の容量 約 8,600m３

約 8,600m３以上 

（西側淡水貯水設備

＋代替淡水貯槽） 

西側淡水貯水設備及び代替淡水貯槽の管理

下限値を設定 

管理値下限の容量として事象発生から 7 日間後まで

に必要な容量を備えており，水源は枯渇しないこと

から運転員等操作時間に与える影響はない。 

－ 

燃料の容量 約 1,010kL 

約 1,010kL 以上 

（軽油貯蔵タンク＋

可搬型設備用軽油タ

ンク）

軽油貯蔵タンク及び可搬型設備用軽油タン

クの管理下限値を設定

管理値下限の容量として事象発生から 7 日間後まで

に必要な容量を備えており，燃料は枯渇しないこと

から運転員等操作時間に与える影響はない。 
－ 

事
故
条
件

起因事象 給水流量の全喪失 － 

運転時の異常な過渡変化の中で，原子炉水

位の急速な低下に伴い，原子炉スクラム，

主蒸気隔離弁の閉止等が発生するため，事

象発生後の状況判断における余裕時間の観

点で厳しい給水流量の全喪失を設定 
－ － 

安全機能の喪失 

に対する仮定 
崩壊熱除去機能喪失 － 

残留熱除去系の故障による崩壊熱除去機能

の喪失を設定 

外部電源 外部電源あり － 

原子炉スクラムが原子炉水位低（レベル３）

信号にて発生し，再循環ポンプトリップは，

原子炉水位異常低下（レベル２）信号にて

発信するため，原子炉水位の低下が大きく

なり，事象発生後の状況判断における余裕

時間の観点で厳くなる外部電源ありを設定

外部電源がない場合でも，非常用母線は非常用ディ

ーゼル発電機等から自動的に受電され，また，常設

低圧代替注水ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）

の起動準備操作は，外部電源がない場合も考慮して

設定していることから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

外部電源がない場合は，外部電源喪失に伴い原子炉ス

クラム，再循環ポンプトリップ等が発生するため，外

部電源がある場合と比較して原子炉水位の低下は緩

和されることから，評価項目となるパラメータに対す

る余裕は大きくなる。

重
大
事
故
等
対
策
に

関
連
す
る
機
器
条
件

原子炉スクラム 

原子炉水位低 

(レベル３)信号

（遅れ時間 1.05 秒）

原子炉水位低 

(レベル３)信号

（遅れ時間 1.05 秒）

設計値を設定 解析条件と最確条件は同様であることから，事象進

展に影響はなく，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展

に影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影

響はない。 

主蒸気隔離弁 

原子炉水位異常低下

（レベル２）信号

で閉止

原子炉水位異常低下

（レベル２）信号

で閉止

設計値を設定 解析条件と最確条件は同様であることから，事象進

展に影響はなく，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展

に影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影

響はない。 

ＡＴＷＳ緩和設備 

（代替原子炉再循環

ポンプトリップ機能）

原子炉水位異常低下

（レベル２）信号

で全台トリップ

原子炉水位異常低下

（レベル２）信号

で全台トリップ

設計値を設定 解析条件と最確条件は同様であることから，事象進

展に影響はなく，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展

に影響はなく，評価項目となるパラメータに与える影

響はない。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（4／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

重
大
事
故
等
対
策
に

関
連
す
る
機
器
条
件

逃がし安全弁 

（原子炉圧力制御時）

安全弁機能 

7.79MPa[gage]～ 

8.31MPa[gage] 

385.2t／h／個～ 

410.6t／h／個 

（原子炉圧力制御時）

安全弁機能 

7.79MPa[gage]～ 

8.31MPa[gage] 

385.2t／h／個～ 

410.6t／h／個 

（設計値） 

設計値を設定 

なお，安全弁機能は逃がし弁機能に

比べて原子炉圧力が高めに維持さ

れ，原子炉減圧操作時に原子炉圧力

が所定の圧力に到達するまでの時

間が遅くなるため，事象発生初期に

おいて高圧注水機能が喪失し低圧

注水機能を用いて原子炉注水を実

施する事故シーケンスにおいては，

評価項目に対して厳しい条件とな

る 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

なお，本事故シーケンスにおいては，高圧注水機能である

高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系が自動起動

することから，逃がし弁機能に期待した場合でも評価項目

となるパラメータに与える影響はない。 

（原子炉手動減圧操

作時） 

逃がし安全弁（自動減

圧機能）7 弁を開放す

ることによる原子炉

減圧 

（原子炉手動減圧操

作時） 

逃がし安全弁（自動減

圧機能）7 弁を開放す

ることによる原子炉

減圧 

逃がし安全弁の設計値に基づく原

子炉圧力と蒸気流量の関係から設

定 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件は最確条件と同等であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

原子炉隔離時冷却系

原子炉水位異常低下

（レベル２）信号にて

自動起動

・注水流量：

136.7m３／h

・ 注 水 圧 力 ：

1.04MPa[gage] ～ 7.86

[gage]

原子炉水位異常低下

（レベル２）信号にて

自動起動

・注水流量：

136.7m３／h

・注水圧力：

1.04MPa[gage]～7.86

[gage]

設計値を設定。原子炉隔離時冷却系

は，タービン回転数制御により原子

炉圧力に依らず一定の流量にて注

水する設計となっている。 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に

影響はなく，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に影

響はなく，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。 

高圧炉心 

スプレイ系

原子炉水位異常低下

（レベル２）信号にて

自動起動

・注水流量：

0m３／h～1,419m３／h

・注水圧力：

0MPa[dif]～

7.65MPa[dif] 

原子炉水位異常低下

（レベル２）信号にて

自動起動

・注水流量：

0m３／h～1,419m３／h

以上 

・注水圧力：

0MPa[dif]～

7.65MPa[dif] 

設計値を設定。原子炉水位の観点で

厳しい設定として，最小流量特性を

設定 

最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位

の回復が早くなり，原子炉水位の維持操作の開始が早く

なるが，原子炉水位回復までの期間は原子炉水位を継続

監視していることから，運転員等操作時間に与える影響

は小さい。 

最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位の

回復が早くなり，炉心の再冠水が早まることから評価項目

となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響（5／5） 

項 目 
解析条件の不確かさ 

条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 
解析条件 最確条件 

重
大
事
故
等
対
策
に

関
連
す
る
機
器
条
件

低圧代替注水系 

（常設） 

（原子炉注水単独時）

（2 台） 

・注水流量：

0m３／h～378m３／h

・注水圧力：

0MPa[dif]～

2.38MPa[dif]

（原子炉注水単独時）

（2 台） 

・注水流量：

0m３／h～378m３／h

以上

・注水圧力：

0MPa[dif]～

2.38MPa[dif]

炉心冷却性の観点で厳しい設定と

して，設備設計上の最低要求値であ

る最小流量特性を設定 

最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位

の回復が早くなり，炉心冠水後の原子炉水位の維持操作

の開始が早くなるが，原子炉減圧から水位回復までの原

子炉水位を継続監視している期間の流量調整操作である

ため，運転員等操作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合，おおむね注水開始後の原子炉水位の

回復が早くなり，炉心の再冠水が早まることから，評価項

目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（原子炉注水と格納

容器スプレイ併用時）

・注水流量：230m３／h

（原子炉注水と格納

容器スプレイ併用時）

・注水流量：230m３／h

以上

設計に基づき，併用時の注入先圧力

系統圧損を考慮しても確保可能な

流量を設定 

代替格納容器スプレ

イ冷却系（常設）

スプレイ流量：

130m３／h（一定）

スプレイ流量：

102m３／h～130m３／h

サプレッション・プール水位の上昇

が早くなり，格納容器圧力逃がし装

置による格納容器減圧及び除熱ま

での操作時間余裕の観点で厳しい

条件として，運転手順の流量調整範

囲（102m３／h～130m３／h）におけ

る上限を設定

最確条件とした場合，サプレッション・プール水位の上

昇が緩和されることから，サプレッション・プール水位

を操作開始の起点とする操作の開始は遅くなる。 

スプレイ流量は，格納容器圧力の上昇を抑制可能な範囲で

調整し，また，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）の停

止後に格納容器最高使用圧力に到達した時点で格納容器

ベントを実施する運転員等操作に変わりはなく，格納容器

圧力の最大値はおおむね格納容器ベント時の圧力で決定

されるため，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。

格納容器圧力逃がし

装置 

排気流量：13.4kg／s

（格納容器圧力

310kPa[gage] 

において） 

排気流量：13.4kg／s

 以上 

（格納容器圧力

310kPa[gage] 

において） 

格納容器減圧特性の観点で厳しい

設定として，設備設計上の最低要求

値である最小流量特性を設定 

最確条件とした場合には，格納容器ベント後の格納容器

圧力の低下が早くなるが，格納容器ベント後に格納容器

圧力を操作開始の起点とする操作はないため，運転員等

操作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合には，格納容器ベント後の格納容器圧

力の低下が早くなるが，格納容器最高使用圧力に到達した

時点で格納容器ベントを実施するマネジメントに変わり

はなく，格納容器圧力の最大値はおおむね格納容器ベント

時の圧力で決定されるため，評価項目となるパラメータに

与える影響はない。 
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第 3 表 操作条件が要員の配置による他の操作，評価項目となるパラメータ及び操作時間余裕に与える影響（1／3） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

逃 が し 安 全

弁（自動減圧

機能）の手動

に よ る 原 子

炉 減 圧 操 作

（ 常 設 低 圧

代 替 注 水 ポ

ン プ を 用 い

た 低 圧 代 替

注 水 系 （ 常

設）による原

子炉注水） 

サプレッショ

ン・プール水

温度 65℃到

達時 

運転手順に基づき

サプレッション・

プール熱容量制限

を踏まえて設定 

【認知】 

事故時の重要監視パラメータとしてサプレッション・プール水温を継続監視し

ており，また，逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動による原子炉減圧操作の

操作実施基準（サプレッション・プール水温度 65℃）に到達するのは事象発生

約 2 時間後であり，比較的緩やかなパラメータ変化であることから，認知遅れ

が操作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，当直運転員は中央制御室に常駐していること

から，要員配置が操作開始時間に与える影響はない。 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，移動が操作開始時間に与える影響はない。

【操作所要時間】 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作による原子炉減圧として余裕時間を

含めて 1 分を設定している。中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作

であり，操作所要時間が長くなる可能性は非常に低く，操作所要時間が操作開

始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

【他の並列操作有無】 

他の並列操作はなく，他の並列操作が操作開始時間に与える影響はない。 

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作であり，誤操作は起こりにく

いことから，誤操作等が操作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。

左記のとおり操作不

確かさ要因により操

作開始時間に与える

影響は小さいことか

ら，実態の操作開始時

間は解析上の設定と

ほぼ同等である。 

本操作は，解析コード

及び解析条件（操作条

件を除く。）の不確か

さにより操作開始時

間は遅くなる可能性

があるが，他の操作と

の重複もないことか

ら，この他の操作に与

える影響はない。 

実態の操作開始時間

は解析上の設定とほ

ぼ同等であることか

ら，評価項目に与える

影響はない。 

解析コード及び解析

条件（操作条件を除

く。）の不確かさによ

り，操作開始時間が遅

くなる場合でも，パラ

メータが操作実施基

準に到達した時点で

開始することで同等

の効果が得られ，事象

進展に変わりがない

ことから，操作開始が

遅くなることにより

評価項目となるパラ

メータに与える影響

はない。 

少なくとも原子炉隔

離時冷却系による注

水継続が可能な時間

内に実施することで

炉心損傷を回避する

ことが可能であり，事

象発生から少なくと

も 8時間程度の操作時

間余裕が確保されて

いる。なお，高圧炉心

スプレイ系による原

子炉注水を継続する

ことも可能であり，こ

の場合には更に余裕

がある。 

中央制御室におけ

る操作のため，シ

ミュレータ（模擬

操作含む。）にて

訓練実績を取得。

訓練での操作時間

は約 1 分。想定で

意図している運転

操作が実施可能な

ことを確認した。

常 設 低 圧 代

替 注 水 ポ ン

プ を 用 い た

代 替 格 納 容

器 ス プ レ イ

冷 却 系 （ 常

設）による格

納 容 器 冷 却

操作 

格納容器圧力

279kPa[gage]

到達時 

運転手順に基づき

格納容器ベント実

施基準である格納

容器最高使用圧力

（310kPa[gage]）

に対する余裕を考

慮し設定 

【認知】 

事故時には重要監視パラメータである格納容器圧力を継続監視しており，ま

た，格納容器スプレイの操作実施基準（格納容器圧力 279kPa[gage]）に到達す

るのは事象発生約 13 時間後であり，比較的緩やかなパラメータ変化であるこ

とから，認知遅れが操作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，当直運転員は中央制御室に常駐していること

から，要員配置が操作開始時間に与える影響はない。 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，移動が操作開始時間に与える影響はない。

【操作所要時間】 

中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易なものであり，緩やかな圧力上昇に

対して操作所要時間は十分に短いため，操作所要時間が操作開始時間に影響を

及ぼす可能性は非常に小さい。 

【他の並列操作有無】 

原子炉水位の調整操作を並列して実施する場合があるが，同一の制御盤による

対応が可能であることから，他の並列操作が操作開始時間に与える影響はな

い。また，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）は，低圧代替注水系（常設）

とポンプ等を共用しているが，原子炉注水と格納容器スプレイの流量を同時に

確保可能なポンプ容量を備えているため，原子炉注水と格納容器スプレイの同

時運用が可能である。 

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作であり，誤操作は起こりにく

いことから，誤操作等が操作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常に小さい。

左記のとおり操作不

確かさ要因により操

作開始時間に与える

影響は小さいことか

ら，実態の操作開始時

間は解析上の設定と

ほぼ同等である。 

本操作は，解析コード

及び解析条件（操作条

件を除く。）の不確か

さにより，操作開始時

間は遅くなる可能性

があるが，並列して実

施する場合がある原

子炉水位の調整操作

とは同一の制御盤に

よる対応が可能であ

ることから，この他の

操作に与える影響は

ない。 

実態の操作開始時間

は解析上の設定とほ

ぼ同等であることか

ら，評価項目に与える

影響はない。 

解析コード及び解析

条件（操作条件を除

く。）の不確かさによ

り，操作開始時間が遅

くなる場合でも，パラ

メータが操作実施基

準に到達した時点で

開始することで同等

の効果が得られ，有効

性評価解析における

格納容器圧力の最大

値に変わりがないこ

とから，操作開始が遅

くなることにより評

価項目となるパラメ

ータに与える影響は

ない。 

常設低圧代替注水ポ

ンプを用いた代替格

納容器スプレイ冷却

系（常設）による格納

容器冷却操作は，事象

発生の約 13 時間後に

実施するものであり，

準備時間が確保でき

ることから，時間余裕

がある。 

中央制御室におけ

る操作のため，シ

ミュレータ（模擬

操作含む。）にて

訓練を取得。訓練

では，格納容器圧

力 279kPa[gage]到

達時に，常設低圧

代替注水ポンプを

用いた代替格納容

器スプレイ冷却系

（常設）を実施，

スプレイ操作は約

4 分。想定している

範囲内で意図して

いる運転操作が実

施可能なことを確

認した。 
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第 3 表 操作条件が要員の配置による他の操作，評価項目となるパラメータ及び操作時間余裕に与える影響（2／3） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操
作
条
件

格 納 容 器 圧

力 逃 が し 装

置 に よ る 格

納 容 器 減 圧

及 び 除 熱 操

作（サプレッ

ション・チェ

ンバ側） 

格納容器圧力

310kPa[gage]

到達時 

運 転 手 順 に 基 づ

き，格納容器最高

使 用 圧 力 を 踏 ま

えて設定 

【認知】 

事故時には重要監視パラメータである格納容器圧力を継続監視しており，格納

容器ベントの操作実施基準（格納容器圧力 310kPa[gage]）に到達するのは，事

象発生の約 28 時間後であり，比較的緩やかなパラメータ変化であることから，

認知遅れが操作開始時間に与える影響はない。 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，当直運転員は中央制御室に常駐していること

から，要員配置が操作開始時間に与える影響はない。 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，移動が操作開始時間に与える影響はない。

【操作所要時間】 

中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作であり，緩やかな圧力上昇に

対して十分に短く，操作所要時間が操作開始時間に影響を及ぼす可能性は非常

に小さい。 

【他の並列操作有無】 

原子炉水位の調整操作を並列して実施する場合があるが，異なる当直運転員に

よる対応が可能であることから，他の並列操作が操作開始時間に与える影響は

ない。 

【操作の確実さ】 

中央制御室での操作は，中央制御室の制御盤のスイッチによる簡易な操作であ

り，誤操作は起こりにくいことから，誤操作等が操作開始時間に影響を及ぼす

可能性は非常に小さい。 

なお，中央制御室での操作に失敗した場合は現場での操作を実施することとし

ており，操作の信頼性を向上しているが，この場合，75 分程度は操作開始時間

が遅れる可能性がある。 

左記のとおり操作不

確かさ要因により操

作開始時間に与える

影響は小さいことか

ら，実態の操作開始時

間は解析上の設定と

ほぼ同等である。仮に

中央制御室での遠隔

操作が失敗した場合

は，現場操作にて対応

するため，75 分程度操

作開始時間が遅れる

可能性がある。 

解析コード及び解析

条件（操作条件を除

く。）の不確かさによ

り，操作開始時間は遅

くなる可能性がある

が，並列して実施する

場合がある原子炉水

位の調整操作とは異

なる当直運転員によ

る対応が可能である

ことから，この他の操

作に与える影響はな

い。なお，遠隔操作失

敗時に現場操作にて

対応する場合にも，異

なる要員により対応

が可能であることか

ら，この他の操作に与

える影響はない。 

実態の操作開始時間

は解析上の設定とほ

ぼ同等であることか

ら，評価項目に与える

影響はない。仮に中央

制御室での遠隔操作

が失敗した場合は，現

場操作にて対応する

ため，75 分程度操作開

始時間が遅れる可能

性がある。この場合，

格 納 容 器 圧 力 は

310kPa［gage］より若

干上昇し，評価項目と

なるパラメータに影

響を及ぼすが，この場

合でも 620kPa[gage]

を十分に下回ると考

えられることから，格

納容器の健全性の観

点からは問題となら

ない。 

格納容器圧力逃がし

装置による格納容器

減圧及び除熱操作は，

事象発生の約 28 時間

後に実施するもので

あり，準備時間が確保

できることから，時間

余裕がある。仮に，中

央制御室からの遠隔

操作に失敗し，現場操

作にて格納容器圧力

逃がし装置二次隔離

弁の開操作を実施す

る場合には，格納容器

減圧及び除熱操作の

開始が遅れることで，

格 納 容 器 圧 力 は

0.31MPa[gage]から上

昇するが，格納容器ス

プレイを停止した時

点の格納容器圧力約

0.255MPa[gage] か ら

0.310MPa[gage] 到 達

までの時間が約 1時間

であることから外挿

す る と ，

0.31MPa[gage] か ら

0.62MPa[gage]に到達

するまでに 5時間程度

の時間余裕があり，現

場操作に要する時間

は 75 分程度であるこ

とから，時間余裕があ

る。 

中央制御室での操

作は，シミュレー

タ （ 模 擬 操 作 含

む。）にて訓練実

績を取得。訓練で

は，格納容器圧力

の上昇傾向を監視

し ， 310kPa[gage]

到達時に，格納容

器 ベ ン ト を 実 施

し，操作時間は約 4

分。想定している

範囲内で意図して

いる運転操作が実

施可能であること

を確認した。 

また，ベント実施

時に遠隔操作に失

敗した場合は現場

操作にて対応する

が，現場モックア

ップ等による訓練

実績では，移動時

間を含め約 66分で

操 作 を 実 施 で き

た。想定している

範囲内で意図して

いる運転操作が実

施可能であること

を確認した。 
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第 3 表 操作条件が要員の配置による他の操作，評価項目となるパラメータ及び操作時間余裕に与える影響（3／3） 

項 目 
解析上の 

操作開始条件

条件設定の 

考え方 
操作不確かさ要因 

運転員等操作時間に

与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 

操作時間余裕 訓練実績等 

操

作

条

件

代 替 淡 水 貯

槽 へ の 補 給

操作 

代替淡水貯槽

を水源とした

注水の開始時

点 

代 替 淡 水 貯 槽 へ

の補給は，解析条

件ではないが，解

析 で 想 定 し て い

る 操 作 の 成 立 や

継 続 に 必 要 な 作

業であり，代替淡

水 貯 槽 が 枯 渇 し

ないように設定 

代替淡水貯槽の枯渇までには 24 時間以上の時間余裕があり，補給開始までの

準備時間 180 分を考慮しても，十分な時間余裕がある。 
－ － － 

代替淡水貯槽への

補 給 は 所 要 時 間

180 分のところ，訓

練実績等により約

164 分に実施可能

な こ と を 確 認 し

た。

代 替 淡 水 貯

槽 へ の 補 給

に 用 い る 可

搬 型 代 替 注

水 中 型 ポ ン

プ へ の 燃 料

給油操作 

代替淡水貯槽

への補給開始

から適宜 

可 搬 型 代 替 注 水

中 型 ポ ン プ へ の

燃料給油は，解析

条件ではないが，

解 析 で 想 定 し て

い る 操 作 の 成 立

や 継 続 に 必 要 な

作業であり，燃料

が 枯 渇 し な い よ

うに設定 

可搬型代替注水中型ポンプの燃料枯渇までには約 210 分の時間余裕があり，給

油開始までの準備時間 110 分（タンクローリーへの給油 90 分及び可搬型代替

注水中型ポンプへの給油 20 分）を考慮しても，十分な時間余裕がある。 

－ － － 

可搬型代替注水中

型ポンプへの燃料

給 油 は 所 要 時 間

110 分のところ，訓

練実績等により約

98 分に実施可能な

ことを確認した。



添付資料 2.4.2.3

添付 2.4.2.3-1 

7 日間における水源の対応について 

（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）） 

1. 水源に関する評価 

① 淡水源（有効水量） 

・代替淡水貯槽  ：4,300m３

・西側淡水貯水設備：4,300m３  

2. 水使用パターン 

① 常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水 

サプレッション・プール水温が 65℃に到達する事象発生約 2 時

間後，代替淡水貯槽を水源とした常設低圧代替注水系ポンプを用

いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を実施する。 

炉心冠水後は，原子炉水位高（レベル８）設定点から原子炉水

位低（レベル３）設定点の範囲で注水する。 

② 常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却

系（常設）による格納容器冷却 

格納容器圧力が 279kPa[gage]に到達する事象発生約 13 時間後，

代替淡水貯槽を水源とした常設低圧代替注水系ポンプを用いた代

替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却を実施す

る。 

サプレッション・プール水位が通常水位＋6.5m に到達後，常設

低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却を停止する。 



添付 2.4.2.3-2 

③ 西側淡水貯水設備から代替淡水貯槽への補給

可搬型代替注水中型ポンプによる水源補給準備が完了後，西側

淡水貯水設備の水を代替淡水貯槽へ補給する。

3. 時間評価

事象発生から常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系

（常設）による原子炉注水が開始されるまでは，原子炉隔離時冷却

系により原子炉注水を実施するため，代替淡水貯槽の水量は減少し

ない。 

事象発生 2 時間以降は，原子炉注水等によって，代替淡水貯槽の

水量は減少する。 

可搬型代替注水中型ポンプによる水源補給の準備が完了する事象

発生後約 315 分時点で代替淡水貯槽は枯渇していない。その後，西

側淡水貯水設備から代替淡水貯槽への補給を実施するため，代替淡

水貯槽は枯渇することがない。 



添付 2.4.2.3-3 

第 1 図 外部水源による積算注水量 

（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合））

4. 水源評価結果 

時間評価の結果から代替淡水貯槽が枯渇することはない。また，7

日間の対応を考慮すると，合計約 5,410m３の水が必要となる。代替

淡水貯槽及び西側淡水貯水設備に合計 8,600m３の水を保有すること

から必要水量を確保している。このため，安定して冷却を継続する

ことが可能である。 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器  

スプレイ冷却系（常設）による格納容器スプレイ  

開始  

積
算

注
水

量
(
m

３
)

常 設低圧代替注水系ポンプを用いた

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器スプレイ停止  

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水

系（常設）による原子炉注水開始

4,300m３ 到達



添付資料 2.4.2.4 

添付 2.4.2.4-1 

7 日間における燃料の対応について 

（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）） 

保守的に全ての設備が，事象発生直後から 7 日間燃料を消費するものとして

評価する。 

時系列 合計 判定 

非常用ディーゼル発電機 2 台起動※１

（燃料消費率は保守的に定格出力運転時を想定） 

1,440.4L/h(燃料消費率)×168h（運転時間）×2 台（運転台数） 

＝約 484.0kL 

7 日間の 

軽油消費量 

約 755.5kL

軽油貯蔵タ

ンクの容量

は 約 800kL

であり，７日

間対応可能

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 1 台起動 

（燃料消費率は保守的に定格出力運転時を想定） 

775.6L/h(燃料消費率)×168h（運転時間）×1 台（運転台数） 

＝約 130.3kL 

常設代替高圧電源装置 2 台起動※２

（燃料消費率は保守的に定格出力運転時を想定） 

420.0L/h(燃料消費率)×168h（運転時間）×2 台（運転台数） 

＝約 141.2kL 

可搬型代替注水中型ポンプ 1 台起動 

（西側淡水貯水設備から代替淡水貯槽への補給） 

35.7L/h(燃料消費率)×168h（運転時間）×1 台（運転台数） 

＝約 6.0kL 

7 日間の 

軽油消費量 

約 6.0kL 

可搬型設備

用軽油タン

クの容量は

約 210kL で

あり，７日間

対応可能

※1 事故収束に必要なディーゼル発電機は非常用ディーゼル発電機 1 台であるが，保守的に

ディーゼル発電機 2 台の起動を仮定した。 

※2 緊急用母線の電源を，常設代替高圧電源装置 2 台で確保することを仮定した。



添付資料 2.4.2.5

添付 2.4.2.5-1

常設代替交流電源設備の負荷 

（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）） 

主要負荷リスト           【電源設備：常設代替高圧電源装置】 

起動順序 主要機器名称 
負荷容量 

(kW) 

負荷起動時の最

大負荷容量 

(kW) 

定常時の連続最

大負荷容量 

(kW) 

① 

緊急用母線自動起動負荷 

・緊急用直流125V充電器 

・その他負荷 

約 120 

約 84 

約 252 約 204 

② 常設低圧代替注水系ポンプ 約190 約689 約394 

③ 常設低圧代替注水系ポンプ 約190 約879 約584 

④ 
緊急用海水ポンプ 

その他 

約510 

約4 
約1,566 約1,098 

⑤ 代替燃料プール冷却系ポンプ 約30 約1,207 約1,128 

5,000

3,000

1,000

7,000

1 
0 

経過時間(h) 

4,000

2,000

6,000

最大負荷容量 
約1,566kW 

常設代替高圧電源装置2台の最大容量2,760kW※１

常設代替高圧電源装置2台の連続定格容量2,208kW※２

負荷容量(kW) 

24 

① 

② 
③ 

④ 

常設代替高圧電源装置の負荷積算イメージ 

⑤ 

▲

常設代替高圧 

電源装置 2 台 

起動 

※1 常設代替高圧電源装置定格出力運転時の容量（1,380kW×運転台数＝最大容量） 

※2 常設代替高圧電源装置定格出力運転時の 80％の容量（1,380kW×0.8×運転台数＝連続定格容量） 



添付資料 4.1.3 

添付 4.1.3－1

水遮蔽厚に対する貯蔵中の使用済燃料からの線量率の算出について 

1. 使用済燃料の計算条件

使用済燃料プール内のラックの全てに使用済燃料が貯蔵された状

態を仮定し，その時の使用済燃料を線源とする。

計算条件を以下に示す。

○線源形状：使用済燃料プール内のラックの全てに使用済燃料が満

たされた状態

○線量材質：使用済燃料及び水を考慮（密度 g／cm３）

○ガンマ線エネルギ：計算に使用するガンマ線は，エネルギ 4 群と

する。

○線源強度：文献※ １に記載のエネルギ当たりの線源強度を基に，９

×９燃料（Ａ型）の体積当たりの線源強度を式①で算出した。

このときの線源条件は以下となる。なお，本評価で使用している

線源強度（文献値）に対する燃料照射期間は 106 時間（約 114 年）

であり，これは，東海第二の燃料照射期間を十分に包絡している。 

・燃料照射期間：10６時間

・原子炉停止後の期間※ ２：停止後 9 日（実績を考慮した値を設定）

・燃料集合体当たりの熱出力：4.31MW／体（９×９燃料（Ａ型））

・燃料集合体体積：約 7.2E+04cm３（９×９燃料（Ａ型））

※1 Blizard E.P. and Abbott L.S.,ed.,“REACTOR HANDBOOK.2nd ed.

Vol.Ⅲ Part B,SHIELDING” , INTERSCIENCE PUBLISHERS,New 

York,London,1962”  

･･･①
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※2 原子炉停止後 9 日とは発電機解列からの時間を示している。通常停

止操作において原子炉の出力は発電機解列以前から徐々に低下さ

せるが，線源強度評価は崩壊熱評価と同様にスクラムのような瞬

時に出力を低下させる保守的な条件となっている。 

○計算モデル：直方体線源

線量率計算はＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコード（ver1.04）を用いてお

り，その評価モデルを第 1 図に示す。また，式①で算出した体積当

たりの線源強度を第 1 表に示す。なお，評価モデルにおいては，燃

料有効長以外の構造体は評価対象に含めていないが，実際の使用済

燃料では，燃料有効長以外の構造体（上部タイプレート等）におい

ても，放射化等により線源を有している。しかしながら，燃料有効

長以外の構造体の線源強度は，10９ cm－ ３・s－ １程度と考えられ※ ３，

燃料有効長に比べて 1％程度と小さい。本線量評価は，使用済燃料プ

ールにおいて放射線の遮蔽が維持される水位を評価するものであり，

放射線の遮蔽が維持される水位（通常水位から約 0.86m 下）におい

ては，使用済燃料由来の線量率は小さく（第７図参照），線量率全体

の 0.01％未満の寄与であるため，評価結果に対する燃料有効長以外

の構造体の影響は十分に無視できる。 

※3 同等の材料組成及び中性子照射量を受けていると考えられる制御棒

中間部と同等の線源強度と仮定（第 2 表参照）
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第 1 図 使用済燃料の線量率計算モデル

※Ｔ 遮蔽水位の高さを示す
（単位：m） 

評価点

約
9
.
9
－

Ｔ
約

3
.
7
 

EL.約 38.9 

EL.約 35.2 

 水  
（密度： 0.958g／ cm３ ）  

線源（直方体） 
約 7.8×約 7.8×約 3.7 

燃料及び水 
（密度： g／ cm３ ）  

約 7.8 

パラメータ 
（ T）
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第 1 表 使用済燃料の線源強度

群
ガンマ線エネルギ

（MeV） 
燃料線源強度 

（cm－ ３・s－ １）

1 1.0 4.4E+11 

2 2.0 7.5E+10 

3 3.0 1.3E+09 

4 4.0 2.7E+07 

合計 5.2E+11 
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2. 使用済制御棒（制御棒・破損燃料貯蔵ラック）の計算条件

使用済燃料プール内の制御棒・破損燃料貯蔵ラック（以下「制御

棒貯蔵ラック」という。）の使用済制御棒を線源とする計算条件を以

下に示す。 

○線源形状：制御棒貯蔵ラックの制御棒用スペースが全て満たされ

た状態

○線源材料：水（密度 0.958g／cm３ ※）

※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を設定

○ガンマ線エネルギ：計算に使用するガンマ線はエネルギ 18 群（Ｏ

ＲＩＧＥＮ群構造）とする。

○線源強度は，使用済制御棒を高さ方向に 3 領域に分割し，使用済

制御棒上部はピンローラを，使用済制御棒中間部はアブソーバ管

やタイロッド等を，使用済制御棒下部は落下速度リミッタを代表

としてモデル化している。制御棒へ照射される中性子フラックス

は，制御棒が全挿入された状態での照射を想定した値とした。照

射期間については，制御棒照射量制限値（Ｂ４Ｃ型：1.5snvt）を

炉心中央の平均熱中性子フラックスで除した値とした（435 日）。

○制御棒貯蔵ラックには冷却期間が異なる使用済制御棒が貯蔵され

ていることを想定し，モデル上で分割した 3 領域毎に制御棒貯蔵

ラックに保管されている使用済制御棒の平均線源強度を式②によ

り算出した。

制御棒のタイプはＢ４Ｃ型の 1 タイプ，冷却期間は 0～1 サイクル

の 2 種類，全貯蔵本数は 24 本とした。 

･･･②



添付 4.1.3－6

○計算モデル：直方体線源

線量率計算はＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いており，その評

価モデルを第 2 図に示す。また，計算により求めた線源強度を第 2

表に示す。 

第 2 図 制御棒貯蔵ラックの線量率計算モデル

※Ｔ 遮蔽水位の高さを示す
（単位：m） 

評価点

制御棒中間部

制御棒下部

制御棒上部

約
8
.
9
－

Ｔ
約

4
.
4
 

EL.約 39.1 

EL.約 34.7 

 水  
（密度：0.958g／ cm３ ）  

線源（直方体） 
約 1.7×約 1.3×約 4.4 

 水  
（密度：0.958g／ cm３ ）  

約 1.7 

約
0
.
6

約
0
.
2
 

約
3
.
6
 

パラメータ 
（ T）
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第 2 表 制御棒貯蔵ラック内の使用済制御棒の線源強度

ガンマ線 
エネルギ
（MeV）

制御棒上部 
線源強度 

（cm－３・s－１） 

制御棒中間部 
線源強度 

（cm－３・s－１） 

制御棒下部 
線源強度 

（cm－３・s－１） 

1 1.00×10－２ 3.6×10７ 4.9×10８ 1.3×10９

2 2.50×10－２ 1.8×10５ 1.1×10６ 5.1×10６

3 3.75×10－２ 1.3×10５ 8.8×10５ 1.1×10７

4 5.75×10－２ 1.5×10５ 9.0×10５ 8.9×10８

5 8.50×10－２ 9.1×10４ 5.1×10５ 8.3×10７

6 1.25×10－１ 1.7×10５ 1.3×10６ 1.8×10８

7 2.25×10－１ 1.8×10５ 1.3×10６ 2.6×10８

8 3.75×10－１ 9.7×10６ 2.6×10８ 5.9×10８

9 5.75×10－１ 3.4×10７ 1.6×10８ 2.7×10８

10 8.50×10－１ 1.2×10８ 8.4×10８ 1.6×10９

11 1.25×10０ 7.9×10７ 6.9×10８ 5.5×10９

12 1.75×10０ 6.3×10５ 2.9×10６ 5.0×10６

13 2.25×10０ 4.2×10２ 3.7×10３ 2.4×10４

14 2.75×10０ 9.9×10０ 1.1×10１ 7.5×10１

15 3.50×10０ 5.9×10－３ 2.1×10－１０ 1.0×10－９

16 5.00×10０ 6.1×10－５ 2.2×10－１２ 1.1×10－１１

17 7.00×10０ 0.0×10０ 0.0×10０ 0.0×10０

18 9.50×10０ 0.0×10０ 0.0×10０ 0.0×10０

合計 2.8×10８ 2.4×10９ 1.1×10１０
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3. 使用済制御棒（制御棒貯蔵ハンガ）の計算条件

使用済燃料プール内の制御棒貯蔵ハンガの使用済制御棒を線源と

する計算条件を以下に示す。

○線源形状：制御棒貯蔵ハンガの全てに制御棒が吊るされた状態

○線源材料：水（密度 0.958g／cm３ ※）

※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を設定

○ガンマ線エネルギ：計算に使用するガンマ線はエネルギ 18 群（Ｏ

ＲＩＧＥＮ群構造）とする。

○線源強度は，使用済制御棒を高さ方向に 3 領域に分割し，使用済

制御棒上部はピンローラを，使用済制御棒中間部はアブソーバ管

やタイロッド等を，使用済制御棒下部は落下速度リミッタを代表

としてモデル化している。制御棒へ照射される中性子フラックス

は，制御棒が全挿入された状態での照射を想定した値とした。照

射期間については，制御棒照射量制限値（Ｈｆ型：4snvt，Ｂ４Ｃ

型：1.5snvt）を炉心中央の平均熱中性子フラックスで除した値と

した（Ｈｆ型：1,160 日，Ｂ４Ｃ型：435 日）。

○制御棒貯蔵ハンガには，タイプ別でかつ冷却期間の異なる使用済

制御棒が混在して貯蔵されていることを想定し，モデル上で分割

した 3 領域毎に貯蔵使用済制御棒全体の放射能を保存して平均し

た線源強度を式③により算出した。

制御棒のタイプはＨｆ，Ｂ４Ｃの 2 タイプ，冷却期間は 0～10 サイ

クルの 11 種類，全貯蔵本数は 156 本とした。

○計算モデル：直方体線源

･･･③
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線量率計算はＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコード（ver1.04）を用いてお

り，その評価モデルを第 3 図に示す。また，計算により求めた線源

強度を第 3 表に示す。 

第 3 図 制御棒貯蔵ハンガの線量率計算モデル

評価点

※Ｔ 遮蔽水位の高さを示す
（単位：m） 

制御棒中間部

制御棒上部

制御棒下部

制御棒中間部

制御棒下部

制御棒上部

約
4
.
4

EL.約 39.8 

EL.約 35.3 

 水  
（密度：0.958g／ cm３ ）  

上段線源（直方体） 
約 7.7×約 0.7×約 4.4 

 水  
（密度：0.958g／ cm３ ） 

約 7.7 

約
0
.
6
 

約
0
.
2
 

約
3
.
6

EL.約 44.2 

下段線源（直方体） 
約 7.7×約 0.7×約 4.4 

 水  
（密度：0.958g／ cm３ ） 

約
0
.
6

約
0
.
2
 

約
3
.
6

約
4
.
4

約
2
.
3
－

Ｔ

パラメータ 
（ T）
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第 3 表 制御棒貯蔵ハンガの使用済制御棒の線源強度

ガンマ線 
エネルギ
（MeV）

制御棒上部 
線源強度 

（cm－３・s－１） 

制御棒中間部 
線源強度 

（cm－３・s－１） 

制御棒下部 
線源強度 

（cm－３・s－１） 

1 1.00×10－２ 8.0×10４ 1.5×10６ 5.5×10６

2 2.50×10－２ 1.3×10４ 8.7×10４ 5.3×10５

3 3.75×10－２ 7.1×10３ 5.0×10４ 3.1×10５

4 5.75×10－２ 8.0×10３ 5.6×10４ 1.7×10６

5 8.50×10－２ 3.2×10３ 2.2×10４ 2.6×10５

6 1.25×10－１ 1.2×10３ 8.6×10３ 3.3×10５

7 2.25×10－１ 4.5×10２ 3.1×10３ 4.1×10５

8 3.75×10－１ 1.2×10３ 8.6×10３ 5.3×10４

9 5.75×10－１ 6.5×10３ 3.0×10４ 5.3×10４

10 8.50×10－１ 2.5×10４ 7.3×10６ 1.5×10７

11 1.25×10０ 3.5×10７ 2.4×10８ 1.5×10９

12 1.75×10０ 1.2×10２ 5.5×10２ 9.7×10２

13 2.25×10０ 1.8×10２ 1.3×10３ 7.8×10３

14 2.75×10０ 5.7×10－１ 3.9×10０ 2.4×10１

15 3.50×10０ 4.1×10－１６ 1.9×10－１５ 2.7×10－１５

16 5.00×10０ 0.0×10０ 0.0×10０ 0.0×10０

17 7.00×10０ 0.0×10０ 0.0×10０ 0.0×10０

18 9.50×10０ 0.0×10０ 0.0×10０ 0.0×10０

合計 3.5×10７ 2.5×10８ 1.5×10９
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○使用済制御棒の冠水時及び露出時の線量率計算モデルについて

 使用済制御棒は制御棒貯蔵ハンガにハンドル部を通して格納又は

制御棒貯蔵ラック内へ格納されている。評価では，これらの制御棒

貯蔵ハンガ及び制御棒貯蔵ラックの構造材を含めた使用済制御棒設

置個所を直方体の線源としてモデル化している（第 4 図）。 

 遮蔽計算をする際，線源材にも密度を設定することで自己遮蔽等

の計算を行う。本評価では制御棒が①冠水時，②一部露出時，③露

出時のいずれにおいても遮蔽性能の低い水として計算している。 

 こちらは③露出時において，制御棒間等は気中であるが，制御棒

は水より密度の大きいステンレスやＢ４Ｃ（又はＨｆ）等で構成され

ていること，線源以外にも制御棒貯蔵ハンガ，制御棒貯蔵ラックの

ような構造材があることから十分保守的なモデルとなっている。 

①冠水時，②一部露出時の状態においては使用済制御棒等の遮蔽

効果に加えて，制御棒間の隙間等，気中であった箇所に水が入るた

め，遮蔽効果は更に高まるが，評価においては③露出時と同様，水

と設定して評価をすることで更に保守的なモデルとなっている。 

 評価結果において，水位低下により使用済制御棒露出が開始した

際の現場の線量率と，完全に露出した後の現場の線量率にあまり差

異がないことは，評価で上記に示すとおり①冠水時と③露出時を等

しく，線源が水として計算しているためである（第 5 図）。 

＜参考＞

一例としてＣｏ－60 を線源としたときの 1／10 価層は水であると

約 70cm であるのに対して，鉄（密度：7.87kg／cm３）であると約 7.4cm

となり，これらの遮蔽性能が水と比べて大きいことが分かる。 
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制御棒貯蔵ラック

評価点

水位の低下

事故時に操作の可能性がある作業箇所
と線源との最短距離と等しい距離を線
源の真上に置いたもの

使用済燃料

水位低下時での使用済制
御棒の線源モデル方法に
ついて以降に詳細に示す

制御棒貯蔵ハンガ

使用済燃料プール

評価点 評価点

第 4 図 使用済燃料プール概要図
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①冠水時

②一部露出時

③露出時

制御棒中間部

制御棒下部

制御棒上部

・・・・・・

使用済制御棒の側面図

モデル化

制御棒の線源モデル（冠水時）

・線源モデルの形状：
直方体

・自己遮蔽等の遮蔽計算に
用いる密度：
水と同等
（密度：0.958g/cm3)

評価点

制御棒中間部

制御棒下部

制御棒上部

・・・・・・

使用済制御棒の側面図

モデル化

制御棒の線源モデル（一部露出時）

評価点

・線源モデルの形状：
直方体

・自己遮蔽等の遮蔽計算に
用いる密度：
水と同等
（密度：0.958g/cm3)

制御棒中間部

制御棒下部

制御棒上部

・・・・・・

使用済制御棒の側面図

モデル化

制御棒の線源モデル（露出時）

評価点

・線源モデルの形状：
直方体

・自己遮蔽等の遮蔽計算に
用いる密度：
水と同等
（密度：0.958g/cm3)

遮蔽の効果は水などの触媒

の通過距離等を，散乱線は

触媒の材質によるビルドア

ップ係数でその影響を考慮

する。

第 5 図 冠水時及び露出時の線量率計算モデ
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4. 線量率の評価

線量率は，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコード（ver1.04）を用いて計算

している。

一般的に点減衰核積分法では，線源領域を細分化し点線源で近似

を行い，各点線源から計算点までの媒質の通過距離から非散乱ガン

マ線束を求める。これにビルドアップ係数をかけ，線源領域全空間

で積分した後，線量率換算係数をかけることで計算点での線量率を

求める。 

 ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードでは，式④を用い，線量率を計算し

ている。第 4 図にＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードの計算体系を示す。 

ij

t

i

ij

i
jj Be

R
S

FD k
kjk

･･
･･

･＝
･

24
･･･④

ｊ：エネルギ群番号 

ｉ：線源点番号 

ｋ：領域番号（遮蔽領域） 

Ｆj：線量率換算係数 

Ｓij：ｉ番目の線源点で代表される領域の体積で重みづけされたエ

ネルギｊ群の点線源強度

Ｒi：ｉ番目の線源点と計算点の距離

Ｂij：ビルドアップ係数 

μjk：領域ｋにおけるエネルギｊ群のガンマ線に対する線吸収係数

ｔk：領域ｋをガンマ線が透過する距離 

これにより求められたエネルギ第ｊ群の線量率Ｄj から，全ての線源

エネルギ群について加えることによって全線量率を計算している。
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5. 線量率を求める際の評価点と放射線遮蔽が維持される水位につい

て

(1) 線量率を求める際の評価点

線源からの線量率を求める際に設定する評価点は，第 4 図に示

すように制御棒貯蔵ハンガ線源，制御棒貯蔵ラック線源，使用済

燃料ラック線源の各線源毎に，それぞれの真上のオペフロ床面高

さとした。 

線源毎にその真上のオペフロ床面高さの評価点における，使用

済燃料プール水位に応じた線量率算出結果を合計したものを第 7

図に示す。

なお，評価では第 1 図及び第 2 図の線量率計算モデルに示すよ

うにプール筐体による遮蔽は考慮せず，線源から評価点までの距

離を入力として評価している。 

(2) 放射線の遮蔽が維持される水位

 本事故シーケンスグループにおける必要な遮蔽の目安とした線

量率は，原子炉建屋原子炉棟 6 階での作業時間から 10mSv／h に設

定した。原子炉建屋原子炉棟 6 階での操作は，重大事故等対応要

第 6 図 ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードの計算



添付 4.1.3－16

員による使用済燃料プールへの注水準備操作（可搬型スプレイノ

ズルの設置及びホース敷設等）を想定しており，原子炉建屋原子

炉棟 6 階を含め，原子炉建屋内に滞在する時間は 2.2 時間以内で

ある。そのため，重大事故等対応要員の被ばく量は最大でも 22mSv

であり，緊急作業時における被ばく限度の 100mSv に対して余裕が

ある。 

 また，作業員等が事象発生時に原子炉建屋原子炉棟 6 階に滞在

していた場合でも，事象発生後速やかに管理区域外へ退避するた

め，原子炉建屋原子炉棟 6 階での被ばく量は限定的である。 

 なお，必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv／h は，東海第二発

電所の施設定期検査作業時での原子炉建屋原子炉棟 6 階における

線量率の実績値（約 3.5mSv／h）より高い線量率である。 

 必要な遮蔽水位は第 7 図より開始水位から約 0.86m 低下した水

位である。なお，本評価ではバックグラウンドの線量率は考慮し

ていないが，原子炉建屋原子炉棟 6 階でのバックグランドの線量

率の実績値は約 0.05mSv／h 未満と小さく，本評価の通常水位時の

線量率を下回っており，バックグラウンドの影響については本評

価の保守性に包絡されている。 
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第 7 図 放射線の遮蔽が維持される水位 

約 6.40m

約 0.86m 

使用済制御棒の自己遮蔽のモデル

は露出後も露出前と同様の水とし

て評価をしているため，ほぼ同等

の値となっている（露出前の評価

は大きな保守性を持っている）。

1.0E-02 

1.0E+07 

1.0E+06 

1.0E+05 

1.0E+04 

1.0E+03 

1.0E+02 

1.0E+01 

1.0E+00 

1.0E-01 

1.0E-03 

使用済制御棒を線源とし

た線量率が支配的な水位

使用済燃料を線源とした線量率が支配的

な水位

使用済制御棒

の露出開始
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残留熱除去系 

（原子炉停止時冷却系）の停止 

(解析上の時刻) 

（約1時間） 

非常用ディーゼル発電機等の 

自動起動の確認 

（2時間） 
待機中の残留熱除去系（低圧注水系）

による原子炉注水操作※５

（0秒） 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操

作による原子炉の低圧状態維持※４

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）により原子炉除熱を継続

し，機能喪失している設備の復旧に努める。 

原子炉の水位回復※６

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）

による原子炉除熱操作※８

プラント前提条件 

・原子炉の運転停止 1 日後

・原子炉圧力容器未開放

・格納容器開放

・残留熱除去系（Ａ）：原子炉停止時冷却系の状態で運転中

・残留熱除去系（Ｂ）：低圧注水系の状態で待機中

・残留熱除去系（Ｃ）：点検に伴い待機除外中

・全ての非常用ディーゼル発電機等：待機中

・原子炉水位は通常運転水位

凡例 

：操作・確認（運転員） 

：プラント状態（解析） 

：判断 

：解析上考慮しない操作 

：重大事故等対応要員（現場）の作業 

：運転員と重大事故等対応要員（現場）の共同作業 

原子炉水温100℃到達 

（約2.1時間）

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）

の停止確認※１

（約1.1時間）

外部電源喪失※２

（70分） 

原子炉保護系母線の受電操作※７

作業員への退避指示※３

逃がし安全弁（自動減圧機能）「全閉」

待機中の残留熱除去系（低圧注水系）以外による原子炉注水操作 
・高圧炉心スプレイ系による原子炉注水操作

・低圧炉心スプレイ系による原子炉注水操作
・常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水操作

・代替循環冷却系による原子炉注水操作
・可搬型代替注水中型ポンプ又は可搬型代替注水大型ポンプを用

いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水操作

・消火系（ディーゼル駆動ポンプ）による原子炉注水操作
・補給水系による原子炉注水操作

Ⅰ 

残留熱除去系海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）以

外による原子炉除熱操作 
・緊急用海水系又は代替残留熱除去系海水系を用いた残留熱除去系

（原子炉停止時冷却系）による原子炉除熱操作

・原子炉冷却材浄化系による原子炉除熱操作

Ⅱ 

【有効性評価の対象としていないが他に取り得る手段】 

Ⅰ 

高圧炉心スプレイ系による原子炉注水，低圧炉心スプレイ系による原子炉注

水，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）及び可搬型代

替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水も実施
可能である。 

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使

用することは困難であるが，プラント状況によっては，事故対応に有効な設備
となる，代替循環冷却系，可搬型代替注水大型ポンプを用いた低圧代替注水系
（可搬型），消火系（ディーゼル駆動ポンプ）及び補給水系による原子炉注水も

実施可能である。 

Ⅱ 

緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原子炉除
熱も実施可能である。 

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使

用することは困難であるが，プラント状況によっては，事故対応に有効な設備
となる，代替残留熱除去系海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）
による原子炉除熱，及び原子炉冷却材浄化系による原子炉除熱も実施可能であ

る。 

使用済燃料プールの冷却操作 

（4時間40分）

崩壊熱除去機能の確保操作 

第 5.1－2 図 崩壊熱除去機能喪失時の対応手順の概要 

※1 運転中の残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）が故障した場合は，警報等により速やかに事象発生を
認知できるが，運転員による対応操作の時間余裕を厳しく評価する観点から，本評価では警報による
認知には期待せず，1時間毎の中央制御室の巡視により残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）が停止
していることを認知するものとしている。 

※2 外部電源は事象発生1時間後に喪失するものと仮定する。ここで，事象発生と同時に外部電源が喪失
することを想定した場合，原子炉保護系電源の喪失により格納容器隔離信号が発信し，残留熱除去系
（原子炉停止時冷却系）のポンプ吸込ラインの格納容器隔離弁が自動閉となる。待機中の残留熱除去
系（原子炉停止時冷却系）を起動するためには，格納容器隔離信号のリセット操作が必要であるため，
運転員は事象後速やかに崩壊熱除去機能が喪失したことを認知することができる。このため，本評価
においては，運転員による対応操作を厳しく評価する観点から，事象発生1時間後（1時間毎の中央制
御室の巡視により事象を認知する時刻）までは外部電源がある場合を想定する。事象発生1時間以降
は，外部電源の有無によらず事象進展は同様であるが，資源の評価の観点から厳しくなる，外部電源
がない場合を想定する。 

※3 現場作業員は，当直発電長のページングによる退避指示を確認後，退避する。なお，全ての現場作業
員の退避が完了するまでの時間は，1時間程度である。 

※4 実操作においては，作業員の退避後に操作を実施するが，解析上，原子炉の水位低下量を厳しく見積
もるために，原子炉水温が100℃に到達した時点で，逃がし安全弁（自動減圧機能）の手動操作によ
って原子炉圧力が大気圧に維持されているものとする。 

※5 注水前の原子炉水位は燃料有効長頂部から4.2m上（原子炉水位低（レベル３）から0.3m下）となる。
※6 原子炉水位（広帯域，燃料域）等により原子炉水位の回復を確認する。
※7 残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）のポンプ吸込ラインの格納容器隔離弁を開状態にするために，

原子炉保護系母線の受電操作を行い，格納容器隔離信号をリセットする。 
※8 残留熱除去系の系統加圧ラインの手動弁を閉状態にする。

1

「5.1　崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）」より抜粋
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第 5.2－2 図 全交流動力電源喪失時の対応手順の概要 

(解析上の時刻)

(0秒) 

常設代替高圧電源装置による 

緊急用母線の受電操作 

緊急用海水系を用いた残留熱除

去系（原子炉停止時冷却系）復旧

後の原子炉除熱操作※６

（17分）

全交流動力電源喪失※１

（4時間55分）

原子炉水温100℃到達（約1.1時間）

常設低圧代替注水系ポンプを用

いた低圧代替注水系（常設）に 

よる原子炉注水開始 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）によ

り原子炉除熱を継続する。また，原子炉建

屋ガス処理系及び中央制御室換気系を起動

し，機能喪失している設備の復旧に努める。

（25分）

常設低圧代替注水系ポンプを用

いた低圧代替注水系（常設）の 

起動操作 

逃がし安全弁（自動減圧機能）の手

動操作による原子炉の低圧状態 

維持※４

プラント前提条件 

・原子炉の運転停止 1日後

・原子炉圧力容器未開放

・格納容器開放

・残留熱除去系（Ａ）：原子炉停止時冷却系の状態で運転中

・残留熱除去系（Ｂ）：低圧注水系の状態で待機中

・残留熱除去系（Ｃ）：点検中

・全ての非常用ディーゼル発電機等：待機中

・原子炉水位は通常運転水位

原子炉保護系母線の 

受電操作

（13分）

凡例 

：操作・確認（運転員） 

：プラント状態（解析） 

：判断 

：解析上考慮しない操作 

：重大事故等対応要員（現場）の作業 

：運転員と重大事故等対応要員（現場）の共同作業 

全交流動力電源喪失の確認※２

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常

設）以外による原子炉注水操作 

・低圧炉心スプレイ系による原子炉注水操作

・代替循環冷却系による原子炉注水操作

・可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系

（可搬型）による原子炉注水操作

・消火系（ディーゼル駆動）による原子炉注水操作

・補給水系による原子炉注水操作

【有効性評価の対象としていないが，他に取り得る手段】 

Ⅰ 

低圧炉心スプレイ系による原子炉注水，及び可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代替注水系（可
搬型）による原子炉注水も可能である。 

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難である
が，プラント状況によっては，事故対応に有効な設備となる，代替循環冷却系，可搬型代替注水大型ポ
ンプを用いた低圧代替注水系（可搬型），消火系（ディーゼル駆動）及び補給水系による原子炉注水も可
能である。 

Ⅱ 

 技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用することは困難である
が，プラント状況によっては，事故対応に有効な設備となる，代替残留熱除去系海水系を用いた残留熱
除去系（原子炉停止時冷却系），及び原子炉冷却材浄化系による原子炉除熱も実施可能である。 

Ⅲ 

電源容量により使用できる設備が限られるが，常設代替交流電源設備が使用できない場合は可搬型代
替交流電源設備により受電する。 

Ⅰ 

緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）以

外による原子炉除熱操作 

・代替残留熱除去系海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停

止時冷却系）による原子炉除熱操作

・原子炉冷却材浄化系による原子炉除熱操作

Ⅱ 

Ⅲ 

可搬型代替交流電源設備による 

受電操作
使用済燃料プールの冷却操作 

逃がし安全弁（自動減圧機能） 

「全閉」 

常設代替高圧電源装置による 

非常用母線の受電準備操作

原子炉水位の調整操作(低圧代替

注水系（常設）)※５

常設代替高圧電源装置による 

非常用母線の受電操作

※1 起因事象として，送電系統の故障等によって外部電源が喪失するものとする。

※2 原子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の運転停止により崩壊熱除去機能が喪失する。

※3 現場作業員は，当直発電長のページングによる退避指示を確認後，退避する。なお，全ての現場作業員の退避が完了するまでの時間は，1時間

程度である。 

※4 実操作においては，作業員の退避後に操作を実施するが，解析上，原子炉の水位低下量を厳しく見積もるために，原子炉水温が100℃に到達し

た時点で，逃がし安全弁（自動減圧機能）の開操作によって原子炉圧力が大気圧に維持されているものとする。 

※5 蒸発量に応じた原子炉注水を実施し，原子炉水位を通常運転水位付近で維持する。

※6 残留熱除去系海水系の起動に失敗した後，緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の運転を開始する。

電源確保対応操作

作業員への退避指示※３

可搬型代替注水中型ポンプ

を用いた低圧代替注水系（可

搬型）の起動準備操作 

2

「5.2　全交流動力電源喪失」より抜粋
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計温度である 52℃を評価条件とする。 

(c) 残留熱除去系の初期運転状態

残留熱除去系の初期運転状態は以下の状態とし，残留熱除去系の運

転号機を残留熱除去系（Ａ）から残留熱除去系（Ｂ）へ切り替えるも

のとする。 

・残留熱除去系（Ａ）：原子炉停止時冷却系の状態で運転中

・残留熱除去系（Ｂ）：低圧注水系の状態で待機中

・残留熱除去系（Ｃ）：点検に伴う待機除外中

ｂ．事故条件 

(a) 原子炉冷却材のサプレッション・プールへの流出流量

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の運転号機の切替時の原子炉

冷却材の流出を想定する。具体的には，切替後に運転する残留熱除去

系の系統構成の際，原子炉停止時冷却系流量調整弁の開操作が不十分

な状態で残留熱除去系ポンプを起動することにより，残留熱除去系ポ

ンプミニマムフロー弁がインターロックにより自動開となり，開固着

することによって原子炉冷却材がサプレッション・プールへ流出する

ことを想定し，流出流量は 45m３／h とする。 

(b) 崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発について

本評価事象では原子炉冷却材の流出流量を厳しく評価するため，残

留熱除去系（原子炉停止時冷却系）は運転状態を想定しており，崩壊

熱除去機能は維持されていることから，崩壊熱による原子炉水温の上

昇及び蒸発については考慮しない。なお，残留熱除去系（原子炉停止

時冷却系）の吸込み配管の高さは燃料有効長頂部以下にあるため，本

事故シーケンスの水位低下量を踏まえても崩壊熱除去機能は維持され
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る。 

(c) 外部電源

外部電源はあるものとする。

外部電源がない場合は，原子炉保護系電源の喪失により残留熱除去

系（原子炉停止時冷却系）のポンプ吸込ラインの格納容器隔離弁が閉

となり，原子炉冷却材流出が停止することから，外部電源はあるもの

とする。 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水流量

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水流量は 1,605m３／h

を設定するものとする。 

(b) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の伝熱容量

伝熱容量は，熱交換器の設計性能に基づき 1 基当たり約 43MW（原子

炉冷却材温度 100℃，海水温度 32℃において）とする。 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

 運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対

する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 原子炉冷却材の流出は，事象発生から 1 時間後の中央制御室の巡視

において認知するものとする。なお，原子炉未開放時においては原子

炉水位による警報発生や緩和設備の自動起動等に期待できる場合があ

るが，本評価ではこれらに期待しないこととする。 

(b) 残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水操作は，原子炉水位

低下確認後，事象発生から 2 時間後に実施するものとする。また，運

4
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（2時間）

※1 残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の運転号機の切替時，原子炉停止時冷却系流量調整弁の開度が不十分な状態で切替後に運転する残留熱除
去系ポンプを起動することにより，ミニマムフロー弁が自動開となり，開固着することで原子炉冷却材がサプレッション・プールに流出するこ
とを想定する（原子炉冷却材の流出量は45m３／h，原子炉水位の低下速度は約1.5m／h）。 

※2 原子炉冷却材の流出が発生した場合は，警報等により速やかに事象発生を認知できるが，運転員による対応操作の時間余裕を厳しく評価する観
点から，本評価では警報による認知には期待せず，1時間毎の中央制御室の巡視により原子炉水位の低下及びサプレッション・プール水位の上
昇を認知するものとしている。 

※3 注水前の原子炉水位は燃料有効長頂部から約2.1m上（原子炉水位低（レベル３）－約2.4m）となる。
※4 現場作業員は，当直発電長のページングによる退避指示を確認後，退避する。なお，全ての現場作業員の退避が完了するまでの時間は，1時間

程度である。 
※5 中央制御室において，原子炉水位（広帯域，燃料域）等により原子炉水位の回復を確認する。
※6 残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水操作で原子炉水位を維持した状態での操作であるため，十分な時間余裕がある。
※7 残留熱除去系の系統加圧ラインの手動弁を閉状態にする。

待機中の残留熱除去系（低圧注水系）による 

原子炉注水操作※３

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による 

原子炉除熱操作※７

切替後に運転する残留熱除去系ポンプ起動時に，ミニ
マムフローラインからサプレッション・プールへ原子
炉冷却材が流出することで原子炉水位低下が開始※１

原子炉水位回復確認※５

（約1時間）

プラント前提条件 

・原子炉の運転停止 1 日後

・原子炉圧力容器未開放

・格納容器開放

・残留熱除去系（Ａ）：原子炉停止時冷却系の状態で運転中

・残留熱除去系（Ｂ）：低圧注水系の状態で待機中

・残留熱除去系（Ｃ）：点検中

・原子炉水位は通常運転水位

原子炉冷却材流出の確認※２

原子炉冷却材流出箇所の隔離操作※６

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原子炉除

熱を継続する。また，原子炉冷却材流出箇所の更なる

隔離に努める。 

（約2.1時間）

凡例 

：操作・確認（運転員） 

：プラント状態（解析） 

：判断 

：操作及び判断 

：解析上考慮しない操作 

：重大事故等対応要員（現場）の作業 

：運転員と重大事故等対応要員（現場）の共同作業 

(0秒) 

切替後に運転する残留熱除去系 

（原子炉停止時冷却系）の起動操作

切替後に運転する残留熱除去系の 

原子炉停止時冷却系への系統構成操作

停止した残留熱除去系の低圧注水系への 

系統構成操作

サプレッション・プールへの原子炉冷却材

流出停止により，原子炉水位の低下停止

運転中の残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の 

停止操作

待機中の残留熱除去系（低圧注水系）以外による原子炉注水操作
・高圧炉心スプレイ系による原子炉注水操作
・低圧炉心スプレイ系による原子炉注水操作
・常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水操作
・可搬型代替注水中型ポンプ又は可搬型代替注水大型ポンプを用

いた低圧代替注水系による原子炉注水操作 
・代替循環冷却系による原子炉注水操作
・消火系による原子炉注水操作
・補給水系による原子炉注水操作

Ⅰ

残留熱除去系海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）
以外による原子炉除熱操作 
・緊急用海水系又は代替残留熱除去系海水系を用いた残留熱除去

系（原子炉停止時冷却系）による原子炉除熱操作
・原子炉冷却材浄化系による原子炉除熱操作

Ⅱ

【有効性評価の対象としていないが他に取り得る手段】 

Ⅰ 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）も実施可能である。 

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用するこ
とは困難であるが，プラント状況によっては，事故対応に有効な設備となる，代替循環冷
却系，可搬型代替注水中型ポンプ又は可搬型代替注水大型ポンプを用いた低圧代替注水系
（可搬型）による原子炉注水，消火系及び補給水系による原子炉注水も実施可能である。

Ⅱ 

緊急用海水系用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原子炉除熱も実施可能
である。 

技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラント状況において使用するこ
とは困難であるが，プラント状況によっては，事故対応に有効な設備となる，代替残留熱
除去系海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原子炉除熱，及び原子
炉冷却材浄化系による原子炉除熱も実施可能である。 

作業員への退避指示※４

第 5.3-2 図 事故シーケンスグループ｢原子炉冷却材の流出｣の対応手順の概要

(解析上の時刻)
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